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第１章 総  則 

 

Ŧ  ǡ  

 

この計画は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第42条及び松前町防災会議条例（昭和

37年12月22日条例第22号）第２条第１項の規定に基づき、松前町防災会議が作成する計画であ

り、松前町の地域に係る防災に関し、災害予防、災害応急対策及び災害復旧等の災害対策を実施

するにあたり、防災関係各機関がその機能のすべてをあげて、住民をはじめ観光客や外国人等、

町に滞在するあらゆる人々の生命、身体及び財産を災害から保護するため、次の事項を定め松前

町の防災に万全を期することを目的とする。 

 

１ 松前町の区域を管轄し、若しくは区域内に所在する指定地方行政機関、指定公共機関、指定

地方公共機関及び公共団体、その他防災上重要な施設の管理者等の処理すべき防災上の事務ま

たは業務の大綱。 

２ 災害が発生し、または発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）に必要な防災

の組織に関すること。 

３ 災害の未然防止と被害の軽減を図るための施設の新設及び改善等災害予防に関すること。 

４ 災害が発生した場合の給水、防疫、食料供給等、災害応急対策に関すること。 

５ 災害復旧に関すること。 

６ 防災訓練に関すること。 

７ 防災思想の普及に関すること。 

 

なお、本計画は、「持続可能な開発目標（ＳＤＧs）」の主にゴール１、２、３、５、６、７、

９、11、13、15、17の達成に資するものである。 

 

ă סּ ǝ ÈSustainable Development Goals¥ƈŹżƨÉ 

2015年９月に国連サミットで採択された、2030年を期限とする先進国を含む国際社会全体の開発目標

であり、17のゴール（目標）と、それぞれの下により具体的な169のターゲットがある。すべての関係

者（先進国、途上国、民間企業、ＮＧＯ、有識者等）の役割を重視し、「誰一人取り残さない」社会の実

現を目指して、経済・社会・環境をめぐる広範囲な課題に統合的に取り組むもの。 
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ŧ  ǞƵǒǖǙǡ ǛǝǾ  

本計画は、次の事項を基本として推進する。 

１ 災害の発生を完全に防ぐことは不可能であることから、災害時の被害を最小化し、被害の迅

速な回復を図る「減災」の考え方を防災の基本理念とし、たとえ被災したとしても人命が失わ

れないことを最重視し、また経済的被害ができるだけ少なくなるよう、様々な対策を組み合わ

せて災害に備え、災害時の社会経済活動への影響を最小限にとどめなければならない。 

 

２ 自助（住民が自らの安全を自らで守ることをいう。）、共助（住民等が地域において互いに助

け合うことをいう。）及び公助（町及び防災関係機関が実施する対策をいう。）のそれぞれが効

果的に推進されるよう、住民等並びに町及び防災関係機関の適切な役割分担による協働によ

り着実に実施されなければならない。 

 

３ 災害時は住民自らが主体的に判断し、行動できることが必要であることから、「自らの命は

自らが守る」という意識の徹底や、地域の災害リスクととるべき避難行動等についての住民の

理解を促進するため、行政主導のソフト対策のみでは限界があることを前提とし、災害教訓の

伝承や防災教育の推進、住民主体の取組の支援・強化により、社会全体としての防災意識の向

上を図らなければならない。 

 

４ 地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施により地域の防災力向上を図る

ため、防災に関する政策・方針決定過程等における女性や高齢者、障がい者などの参画を拡大

し、男女平等参画その他の多様な視点を取り入れた防災体制の確立を図らなければならない。 

 

５ 新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、災害対応にあたる職員等の感染症対策の徹底

や、避難所における避難者の過密抑制など感染症対策の観点を取り入れた防災対策の推進を

図らなければならない。 

 

６ 東日本大震災や令和６年能登半島地震など、これまでに我が国で発生した大規模災害の教

訓等を踏まえ、積雪寒冷地である本道の地域特性を加味し、複合災害も考慮した防災対策の

推進を図らなければならない。 

 

７ 効果的・効率的な防災対策を行うため、ＡＩ、ＩｏＴ、クラウドコンピューティング技術、

ＳＮＳの活用など、災害対応業務のデジタル化を促進する。デジタル化にあたっては、システ

ムを活用したデータ収集・分析・加工・共有の体制等の整備を図らなければならない。 
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Ũ  ǡ  

 

松前町防災会議は、災害対策基本法第42条に定めるところにより計画内容に随時検討を加え、

概ね次に掲げるような事項について、必要があると認めるときは修正の基本方針を定め、これを

修正する。 

 

 １ 社会、経済の発展に伴い計画が社会生活の実態と著しく乖離したとき。 

 ２ 防災関係機関が行う防災上の施策によって計画の変更（削除）を必要とするとき。 

 ３ 新たな計画を必要とするとき。 

 ４ 防災基本計画の修正が行われたとき。 

 ５ その他松前町防災会議会長が必要と認めたとき 

前各号に掲げる事項については、計画の部分的な修正についても同様とする。 

 

松前町地域防災計画について、災害対策基本法第42条第６項の規定による道防災会議の意見

は、知事が定める市町村地域防災計画の全体に通ずる基本方針について行うこととし、個別の市

町村地域防災計画がその基本方針に基づき作成（修正）されている場合は、個別的な意見は、こ

れを省略することができる。 
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ũ  ǡ ǌǬǀ ǱǒǢ ǡ  

 

松前町防災会議の構成機関、公共団体及び防災上重要な施設の管理者の防災上処理すべき事

務または業務の大綱は次のとおりである。 

なお、事務または業務を実施するにあたり、防災関係機関の間、住民等の間、住民等と行政の

間で防災情報が共有できるように必要な措置を講ずる。 

Ŧ  

機関名 事務または業務 

北海道総合通信局 (1) 非常通信の確保等及び北海道地方非常通信協議会の運営に関するこ

と。 

(2) 災害時テレコム支援チーム（ＭＩＣ－ＴＥＡＭ）による災害対応支

援に関すること。 

(3) 災害対策用移動通信機器及び災害対策用移動電源車等の貸し出し

に関すること。 

(4) 非常災害時における重要通信の疎通を確保するため、無線局の開

局、周波数等の指定変更及び無線設備の設置場所等の変更を口頭等に

より許認可を行う特例措置（臨機の措置）の実施に関すること。 

(5) 電気通信事業者及び放送事業者の被災・復旧状況等の情報提供に

関すること。 

北海道財務局 

函館財務事務所 

(1)  公共土木施設、農林水産施設等の災害復旧事業費の査定立会に関

すること。 

(2)  災害時における有価証券の喪失及び売買取引に伴う受渡し遅延等

に対する特例措置の要請に関すること。 

(3)  地方公共団体の災害復旧事業債及び災害つなぎ資金の融資に関す

ること。 

(4)  災害時における預貯金の払戻し、手形交換、災害関係融資及び保険

金の支払保険料の払込の猶予期間の延長、罹災金融機関の早期営業、

営業時間の延長並びに休日臨時営業等の特例措置について金融機関

の要請に関すること。 

(5)  災害時における地方公共団体、水害予防組合、土地改良区への国有

財産の無償使用または無償貸付に関すること。 

北海道厚生局 (1) 災害状況の情報収集、通報に関すること。 

(2) 関係職員の派遣に関すること。 

(3) 関係機関との連絡調整に関すること。 

北海道労働局 

函館労働基準監督署 

(1) 事業場、工場等の産業災害の防止対策に関すること。 

北海道農政事務所 

函館地域拠点 

(1)  農林水産省が調達及び供給した応急用食料等の供給状況に係る確

認等に関すること。 

北海道森林管理局 

桧山森林管理署 

(1)  所轄国有林につき保安林の配置の適正化及び施業の合理化に関す

ること。 

(2)  所轄国有林の復旧治山及び予防治山の実施に関すること。 

(3)  林野火災の予防対策及び未然防止に関すること。 

(4)  災害時における地方公共団体等の要請に基づく緊急対策及び復旧

用材の供給に関すること。 
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機関名 事務または業務 

北海道経済産業局 (1)  救援物資の円滑な供給と確保に関すること。 

(2)  電気・ガス・石油製品等の円滑な供給確保に関すること。 

(3)  商工鉱業の事業者の業務の正常な運営の確保に関すること。 

(4)  被災中小企業の振興に関すること。 

北海道産業保安監督部 (1)  電気事業者、ガス事業者、鉱山の防災上の措置の指導に関すること。 

(2)  火薬類、高圧ガス、液化石油ガス、石油コンビナートの保安及び事

業者の指導に関すること。 

北海道開発局 

函館開発建設部 

江差道路事務所 

函館港湾事務所 

(1)  災害に関する情報の伝達、収集に関すること。 

(2)  被害の拡大及び二次災害防止のための緊急対応の実施による市町

村への支援に関すること。 

(3)  緊急災害対策派遣隊（TEC- FORCE）の派遣に関すること。 

(4)  災害対策用機材等の地域への支援に関すること。 

(5)  浮体式防災施設（防災フロート）の被災地への派遣に関すること。 

(6)  直轄河川及び直轄ダムの整備並びに災害復旧に関すること。 

(7)  直轄海岸及び直轄砂防施設の整備並びに災害復旧に関すること。 

(8)  国道及び高速道路（直轄管理）の整備並びに災害復旧に関すること。 

(9) 第三種漁港及び第四種漁港の整備並びに災害復旧に関すること。 

(10)  港湾施設の整備及び災害復旧に関すること。 

(11)  国管理空港及び共用空港の土木施設の整備並びに災害復旧に関す

ること。 

(12)  国営農業農村整備事業に係る施設の災害復旧に関すること。 

(13)  補助事業に係る指導、監督に関すること。 

北海道運輸局 

函館運輸支局 

(1)  航行船舶の耐航性及び船舶施設の安全の確保に関すること。 

(2)  災害時における海上輸送及び陸上輸送の連絡調整に関すること。 

(3)  災害時における港湾諸作業の調整及び施設利用の斡旋に関すること。 

(4)  鉄道、軌道、索道及び自動車輸送事業の安全の確保に関すること。 

北海道地方測量部 (1)  災害応急対策の際、災害に関する情報の収集及び伝達における地

理空間情報活用の支援・協力に関すること。 

(2)  災害予防、災害応急対策及び災害復旧・復興に、国土地理院が提供

及び公開する防災関連情報の利活用、地理情報システムの活用の支

援・協力に関すること。 

(3)  災害復旧・復興にあたって、位置に関わる情報基盤形成のため、必

要に応じて基準点等の復旧測量、地図の修正測量等の実施及び公共測

量の実施における測量法36条に基づく技術的助言に関すること。 

札幌管区気象台 

函館地方気象台 

(1)  気象、地象、地動及び水象の観測及びその成果の収集、発表に関す

ること。 

(2)  気象、地象（地震にあっては、発生した断層運動による地震動に限

る。）、水象の予報・警報等の防災気象情報の発表、伝達及び解説に関

すること。 

(3)  気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備に関すること。 

(4)  町が行う防災対策に関する技術的な支援・助言に関すること。 

(5)  防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発に関すること。 

第一管区海上保安本部 

函館海上保安部 

(1)  気象等に関する特別警報・警報・注意報並びに情報等の船舶への周

知及び災害情報の収集に関すること。 

(2)  災害時における船舶の避難誘導及び救助並びに航路障害物の除去

に関すること。 

(3)  災害時における傷病者、医師、避難者または救援物資等の緊急輸送

に関すること。 

(4)  海上における人命の救助に関すること。 
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機関名 事務または業務 

(5)  海上交通の安全確保に関すること。 

(6)  海上における犯罪の予防及び治安の維持に関すること。 

(7)  海上災害時における自衛隊の災害派遣要請に関すること。 

北海道地方環境事務所 (1)  油等の大量流出による防除の協力に関すること。 

(2)  災害廃棄物の処理等に関すること。 

(3)  環境モニタリングに関すること。 

(4)  家庭動物の保護等に関すること。 

北海道防衛局 (1)  災害時における地方公共団体等への所管財産（周辺財産）の使用許

可に関すること。 

(2)  在日米軍が災害対策措置を行う場合の連絡調整の支援に関すること。 

(3)  自衛隊の災害派遣の実施において、部隊等の長が実施する北海道

その他必要な関係機関との連絡調整の協力に関すること。 

北海道管区行政評価局 

函館行政監視行政相

談センター 

(1)  複数府省にまたがる政策を評価する「政策評価」と各府省における

業務の実施状況を調査する「行政評価・監視」を通じ、各府省の政策

について、設計上・運営上の課題を摘示し、改善・推進に資する情報

を提供（行政運営改善調査） 

(2)  行政への苦情や意見・要望を受け、関係行政機関等にあっせん等を

行うことで、その解決や実現を促進（行政相談） 

(3)  情報公開及び行政手続制度（行政不服審査法及び 

行政手続法）に関する総合案内・情報提供（情報公開・行政手続制度

の案内） 

(4)  各行政機関の政策評価情報を案内（政策評価情報の所在案内） 

ŧ ♥  

機関名 事務または業務 

陸上自衛隊第28普通科

連隊 

海上自衛隊函館基地隊 

海上自衛隊松前警備所 

(1)  災害予防責任者の行う防災訓練に必要に応じ、部隊等の一部を協

力させること。 

(2)  災害に関する情報の伝達、収集に関すること。 

(3)  災害派遣要請権者の要請に基づき部隊等を派遣すること。 

Ũ  

機関名 事務または業務 

渡島総合振興局 

地域創生部 

(1)  防災に関する組織の整備並びに物資及び資材の備蓄等その他災害

予防措置に関すること。 

(2)  防災知識の普及及び教育並びに過去の災害から得られた教訓を伝

承する活動の支援に関すること。 

(3)  災害応急対策及び災害復旧対策の実施に関すること。 

(4)  市町村及び指定地方公共機関の処理する防災に関する事務または

業務の総合調整に関すること。 

(5)  自衛隊の災害派遣要請に関すること 

(6) 災害救助法の適用に関すること。 

渡島総合振興局 

西部森林室 

( 1)  林野火災予消防及び消防対策に関すること。 

(2)  所轄道有林の予防及び治山復旧に関すること。 

(3)  災害応急対策用資材の供給に関すること。 

渡島総合振興局 

函館建設管理部 

松前出張所 

( 1)  水防管理団体が行う水防への協力及び情報提供に関すること。 

(2)  所轄する道路、河川、ダム、砂防、急傾斜地、漁港、海岸の保全及

び整備並びに災害復旧に関すること。 

(3)  災害時の関係河川の水位、雨量の情報伝達収集、報告及び警戒体制

の周知に関すること。 
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機関名 事務または業務 

渡島総合振興局 

保健環境部保健行政室 

木古内地域保健支所 

( 1)  医療班の編成調整指導に関すること。 

( 2)  応急対策に必要な人員及び器材の連絡調整に関すること。 

(3)  薬品の保有状況、応急措置の連絡調整に関すること。 

( 4)  防疫活動、特に調査指導に関すること。 

( 5)  検疫調査及び健康診断に関すること。 

( 6)  避難所における衛生施設の管理指導に関すること。 

( 7)  防疫薬剤の供給斡旋に関すること。 

( 8)  救助法の適用区域の指定及び救助実施の指導に関すること。 

北海道警察 

函館方面松前警察署 

( 1)  住民の避難誘導及び救出救助並びに緊急交通路の確保に関すること。 

(2)  災害情報の収集に関すること。 

( 3)  災害警備本部の設置運用に関すること。 

( 4)  被災地、避難場所、危険個所等の警戒に関すること。 

( 5)  犯罪の予防、取締り等に関すること。 

( 6)  危険物に対する保安対策に関すること。 

( 7)  広報活動に関すること。 

( 8)  自治体等の防災関係機関が行う防災業務の協力に関すること。 

ũ Ǧ  

機関名 事務または業務 

松前町 (1)  松前町防災会議に関する事務を行うこと。 

( 2)  防災に関する組織の整備を図り、物資及び資材の備蓄等、地域内の

災害予防応急対策の総合調整を講ずること。 

(3)  自主防災組織の充実を図ること。 

(4)  住民の自発的な防災活動の促進を図ること。 

(5)  防災知識の普及及び教育並びに過去の災害から得られた教訓を伝

承する活動を支援すること。 

(6)  町の所掌に係る災害予防、災害応急対策及び災害復旧を行うこと。 

松前町教育委員会 ( 1)  被災児童及び生徒の救護並びに応急教育の指導に関すること。 

( 2)  避難等に係る町立学校施設の使用に関すること。 

( 3)  文教施設及び文化財の保全対策等に関すること。 

松前町立松前病院 ( 1)  救護班の編成、派遣、被災者の治療及び受入れに関すること。 

( 2)  救急医療対策本部が設置された場合の医療班の編成、救急医療活

動の実施に関すること。 

渡島西部広域事務組合 

松前消防署 

( 1)  予防対策及び事前措置に関すること。 

( 2)  消防及び水防等の被害の拡大防止並びに災害の災害活動に関するこ

と。 

( 3) 災害時における住民の避難誘導及び人命並びに応急対策等の実施

に関すること。 

Ū  

機関名 事務または業務 

日本郵便株式会社 

北海道支社 

町内郵便局 

(1)  災害時における郵便輸送の確保及び郵便業務運営の確保を図ること。 

(2)  郵便の非常取扱いを行うこと。 

(3)  郵便局の窓口掲示板等を利用した広報活動を行うこと。 

( 4)  「災害時における松前町内郵便局と松前町の協力に関する協定」に

関すること。 

ＮＴＴ東日本株式会社 

北海道事業部 

北海道南支店 

(1)  通信設備等の防災対策に関すること 

(2) 重要通信の確保に関すること。 

(3) 災害時における通信の疎通確保と通信設備の復旧に関すること。 
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機関名 事務または業務 

株式会社ＮＴＴドコモ 

北海道支社函館支店 

株式会社ドコモＣＳ北海道 

北海道南支店 

(1) 通信設備等の防災対策に関すること 

(2) 重要通信の確保に関すること。 

(3) 災害時における通信の疎通確保と通信設備の復旧に関すること。 

ＫＤＤＩ株式会社 (1)  通信設備等の防災対策に関すること 

(2) 重要通信の確保に関すること。 

(3) 災害時における通信の疎通確保と通信設備の復旧に関すること。 

ソフトバンク株式会社 (1)  通信設備等の防災対策に関すること 

(2) 重要通信の確保に関すること。 

(3) 災害時における通信の疎通確保と通信設備の復旧に関すること。 

楽天モバイル株式会社 (1) 通信設備等の防災対策に関すること 

(2) 重要通信の確保に関すること。 

(3) 災害時における通信の疎通確保と通信設備の復旧に関すること。 

日本銀行 

函館支店 

( 1)  災害時における通貨の円滑な供給を確保すること。 

( 2)  災害時における金融機関の業務運営の確保に係る措置を行うこと。 

( 3)  災害時における金融機関による金融上の措置の実施に係る要請を

行うこと。 

日本赤十字社 

北海道支部 

(1)  救助法が適用された場合、知事との委託協定に基づく避難所の設

置、医療、助産、遺体の処理等の救助業務を実施すること。 

( 2)  防災ボランティア( 民間団体及び個人) の行う救助活動連絡調整を

行うこと。 

(3)  北海道災害義援金募集委員会の運営を行うこと。 

日本放送協会 

函館放送局 

(1)  予報（注意報を含む）、特別警報・警報、並びに情報等及び被害状

況等に関する報道を実施し、防災広報に関する業務を行うこと。 

日本通運株式会社 

函館支店 

(1) 災害時における救援物資の緊急輸送等について関係機関の支援を

行うこと。 

北海道電力株式会社 

北海道電力ネットワー

ク株式会社 

福島ネットワークセンター 

(1) 電力供給施設の防災対策を行うこと。 

(2) 災害時における電力の円滑な供給を行うよう努めること。 

(3)  電力供給に係る情報収集及び広報に関すること。 

ū  

機関名 事務または業務 

北海道放送株式会社 

函館放送局 

札幌テレビ放送株式会社 

函館放送局 

北海道テレビ放送株式会社 

函館支社 

北海道文化放送株式会社 

函館支社 

株式会社テレビ北海道 

函館支局 

( 1)  防災に係る知識の普及に関わること。 

( 2)  気象等特別警報、警報、注意報並びに情報等及び被害状況等に関す

る報道を実施し、防災広報に関する業務を行うこと。 

一般社団法人北海道LP

ガス協会 

(1)  ガス供給施設の防災対策を行うこと。 

(2)  災害時におけるエルピーガス供給活動支援を行うこと。 

一般社団法人 

北海道医師会 

一般社団法人 

渡島医師会 

( 1)  災害時における救急医療を行うこと。 
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機関名 事務または業務 

一般社団法人 

北海道歯科医師会 

一般社団法人 

函館歯科医師会 

( 1)  災害時における歯科医療活動に関すること。 

一般社団法人 

北海道薬剤師函館薬剤師会 

( 1)  災害時における調剤、医薬品の供給に関すること。 

公益社団法人 

北海道獣医師会道南支部 

(1)  災害時における家庭動物の対応を行うこと。 

一般社団法人 

北海道バス協会 

( 1)  災害時における人員、緊急物資及び災害対策用資機材等の緊急輸

送について関係機関の支援に関すること。 

公益社団法人 

北海道トラック協会 

函館地区トラック協会 

一般社団法人 

北海道警備業協会 

函館支部 

( 1)  災害時における交通誘導業務及び避難所の警備等に関すること。 

公益社団法人 

北海道看護協会 

(1)  災害時における看護業務の支援を行うこと。 

Ŭ Ǧ ǝ ǡ  

機関名 事務または業務 

松前さくら漁業協同組合 ( 1)  共同利用施設の災害応急対策及び災害復旧に関すること。 

( 2)  被災組合員に対する融資及び斡旋に関すること。 

( 3)  海上輸送に関すること。 

松前農業協同組合 

松前町森林組合 

( 1)  共同利用施設の災害応急対策及び災害復旧に関すること。 

( 2)  被災組合員に対する融資及び斡旋に関すること。 

松前商工会 ( 1)  災害時における物価の安定及び救援物資、復旧資材の確保につい

ての協力に関すること。 

( 2)  被災事業主に対する資金の融資及び斡旋に関すること。 

町内医療機関 ( 1)  災害時における医療及び防疫対策についての協力に関すること。 

松前町建築業協会・松

前建設協会 

( 1)  応急復旧工事、緊急資材輸送及び建設重機の確保等災害活動の協

力に関すること。 

( 2)  町との災害協定に関すること。 

ヤマト運輸株式会社 

松前宅急便センター及

び各運送事業者 

( 1)  災害時における救援物資及び災害対策用資材等の緊急輸送事業等

について関係機関の支援に関すること。 

( 2)  町との災害協定に関すること。 

危険物関係施設の管理者 ( 1)  災害時における危険物の保安、防災に関する措置を行うこと。 

日本水難救済会 

松前救難所 

( 1) 岸における海難救助活動の実施及び函館海上保安部あるいは町長

の要請による救護活動に関すること。 

Ø 1 Ǟ ǌǾ Ù 
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Ū  Ǧ ǡ  

 

いつどこでも起こりうる災害に対し、人的被害、経済被害を軽減する減災の取組を推進し、安

全・安心を確保するためには、行政による災害対策を強化し「公助」を充実させていくことはも

とより、住民一人ひとりや事業者等が自ら取り組む「自助」や、身近な地域コミュニティにおい

て住民等が力をあわせて助け合う「共助」が必要となることから、個人や家庭、民間の事業者や

団体等、様々な主体が連携して、災害に関する知識と各自の防災・減災対応に習熟し、その実践

を促進する住民運動を展開する。 

Ŧ ǡ  

住民は、「自らの身の安全は自らが守る」という防災の基本に立ち、平時から、防災に関する

知識の習得や食品、飲料水をはじめとする生活必需物資の備蓄など、自ら災害に対する備えを行

うとともに、一般的に自分は大丈夫という思い込み（正常性バイアス）が働くことを自覚しなが

ら、防災訓練など自発的な防災活動への参加や災害教訓の伝承に努める。また、災害時には、ま

ず、自らの身の安全を守るよう行動した上で、近隣の負傷者や避難行動要支援者への支援、避難

所における自主的活動、町、道及び防災関係機関が実施する防災活動への協力など、地域におけ

る被害の拡大防止や軽減への寄与に努める。 

Ŧ ǡ ƻ 

（１）配布される広報紙、防災ハンドブック、ハザードマップ等をよく読む。 

（２）避難の方法( 避難路、指定緊急避難場所等) 及び家族との連絡方法の確認 

（３）「最低３日間、推奨１週間」分の食料、飲料水、携帯トイレ・簡易トイレ、トイレット

ペーパー、女性用品、ポータブルストーブ等の備蓄、非常持出品（救急箱、懐中電灯、ラ

ジオ、乾電池、携帯電話充電器等）の準備、自動車へのこまめな満タン給油及び自宅等の

暖房・給湯用燃料の確保 

（４）隣近所との相互協力関係のかん養 

（５）災害危険区域等、地域における災害の危険性の把握 

（６）防災訓練、研修会等への積極的参加による防災知識、応急救護技術等の習得 

（７）町内会や自治会における要配慮者への配慮 

（８）自主防災組織の結成による備蓄や訓練の実施 

（９）保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え等を行う。 

（10）建物の補強、家具等の固定をする。 

（11）ＳＮＳ等の情報の発信元を確認するなど、情報リテラシーの向上 
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ŧ ǡ  

（１）地域における被災状況の把握のため、防災行政無線、ラジオ、テレビ等により正しい

情報をつかみ、流言飛語に惑わされず、冷静な行動をとる。 

（２）近隣の負傷者や避難行動要支援者に対する救助・支援 

（３）初期消火活動等の応急対策 

（４）避難所での自主的活動や住民が主体となった避難所運営体制の構築 

（５）町、道、防災関係機関の活動への協力 

（６）自主防災組織の活動 

（７）インターネット上における真偽の不確かな情報の拡散防止 

Ũ ǡ ƿƵǖǒǛǀǡ  

国の経済や公共の福祉に重大な影響を及ぼすような異常で激甚な非常災害が発生し、災害

対策基本法第105条に基づく災害緊急事態の布告が発せられ、内閣総理大臣から社会的・経済

的混乱を抑制するため、生活必需品等国民生活との関連性が高い物資や燃料等国民経済上重

要な物資をみだりに購入しないこと等の協力を求められた場合は、住民はこれに応ずるよう

努める。 

ŧ ǡ  

災害応急対策や災害復旧に必要となる、食料、飲料水、生活必需品等の物資・資材または役務

の供給・提供に関する者をはじめとする各事業者は、日常的に災害の発生に備える意識を高め、

自ら防災対策を実施するとともに、町、道、防災関係機関及び自主防災組織等が行う防災対策に

協力しなければならない。 

このため、従業員や施設利用者の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、地域への貢献・地

域との共生等、災害時に果たす役割を十分に認識し、各事業者において災害時に業務を継続する

ための事業継続計画（ＢＣＰ）を策定するとともに、防災体制の整備や防災訓練の実施、取引先

とのサプライチェーンの確保等の事業継続上の取組を継続的に実施するなどの取組を通じて、

防災活動の推進に努める。 

Ŧ ǡ ƻ 

（１）災害時行動マニュアル及び事業継続計画（ＢＣＰ）の策定 

（２）防災体制の整備 

（３）事業所の耐震化・耐浪化の促進 

（４）予想被害からの復旧計画策定 

（５）防災訓練の実施及び従業員等に対する防災教育の実施 

（６）燃料・電力等重要なライフラインの供給不足への対応 

（７）取引先とのサプライチェーンの確保 

  



第１編 本 編 

第１章 総 則                            第５節 住民及び事業者の基本的責務 

 

14 

ŧ ǡ  

（１）事業所の被災状況の把握 

（２）従業員及び施設利用者への災害情報の提供 

（３）施設利用者の避難誘導 

（４）従業員及び施設利用者の救助 

（５）初期消火活動等の応急対策 

（６）地域で行う防災対策への協力 

（７）事業の継続または早期再開・復旧 

（８）ボランティア活動への支援等、地域への貢献 

Ũ Ǧ ǞǻǾ ǡ ǡ  

１ 町内の一定の地区内の居住者及び当該地区に事業所を有する事業者（要配慮利用施設を含

む。（以下「地区居住者等」という。））は、当該地区における防災力の向上を図るため、協働

により、防災訓練の実施、物資等の備蓄、避難行動要支援者の避難支援体制の構築等の自発的

な防災活動の推進に努める。 

２ 地区居住者等は、必要に応じて、当該地区における自発的な防災活動に関する計画を作成し、

地区防災計画の素案として松前町防災会議に提案するなど、当該地区と町との連携に努める。 

３ 松前町防災会議は、地区防災計画の提案が行われたときは、遅滞なく、当該計画提案を踏ま

えて松前町地域防災計画に地区防災計画を定める必要性について判断し、必要があると認める

ときは、松前町地域防災計画に地区防災計画を定める。 

４ 町は、個別避難計画が作成されている避難行動要支援者が居住する地区において、地区防災

計画を定める場合は、地域全体での避難が円滑に行われるよう、個別避難計画で定められた内

容を前提とした避難支援の役割分担及び支援内容を整理し、両計画の整合が図られるよう努め

る。また、訓練等により、両計画の一体的な運用が図られるよう努める。 

５ 町は、自主防災組織の育成、強化を図るとともに、住民一人ひとりが自ら行う防災活動の促

進により、町における地域社会の防災体制の充実を図る。 

ũ ◖ ǡ  

災害に関する知識と各自の防災対策に習熟し、その実践を促進する住民運動が継続的に展

開されるよう、災害予防責任者をはじめ、住民個人や家庭、北海道地域防災マスター、事業

者や団体等、多様な主体の連携により、防災の日、防災週間、水防月間、土砂災害防止月間、

山地災害防止キャンペーン、津波防災の日、火山防災の日、防災とボランティアの日、防災

とボランティア週間等あらゆる機会を活用し、防災意識を高揚するための様々な取組を行い、

広く住民の参加を呼び掛ける。 
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第２章 松前町の概況 

 

Ŧ  ǡǝǽǒǔǛ  

 

Ŧ ǡǝǽǒǔ 

松前町は、縄文時代早期より人が住み始め、13世紀以降、アイヌの人たちと和人の雑居

が始まったと言われている。その後松前藩が成立し、蝦夷地を統治し、約270年にわたり

最北の城下町として賑わったが、明治４年の廃藩置県により松前藩が消滅し、城下町から

ニシンやイカ漁の漁業の町へと変貌した。 

昭和29年７月には、松前町、大島村、小島村、大沢村の１町３村によって町村合併促進

法による北海道第１号の新松前町が誕生した。松前町は長い歴史が培った文化の息づくま

ちで、ここで暮らす私たちの誇りとなっている。 

ŧ ∞ Ǧ  

最 東   東経 140度13分（白神地区東端） 

最 西   東経 139度21分（渡島大島西端） 

最 南   北緯  41度22分（松前小島南端） 

最 北   北緯  41度38分（原口地区北端） 

面 積   293. 25㎢（渡島大島、松前小島含む。） 

東 西    18.8 km（渡島大島、松前小島を除く。） 

南 北    31.5 km（渡島大島、松前小島を除く。） 

海岸線    60.70km 

Ũ   

 （１）地 形 

松前町は、北海道の最南端に位置し、東は白神岬を境に福島町、北は願掛沢を境に上ノ国

町と接し、西は日本海、南は津軽海峡に面し、北東は渡島半島の主峰大千軒岳を頂点として、

西方及び南西に山々が連なり、段丘が海に迫り急峻な崖となっているところが多く、総面積

の72％が森林及び原野で占められている。 

このため、狭あいな海岸線に沿って細長く段丘地帯が帯状をなし、これを中心に集落が形

成されている。 

また、白神岬の絶景、折戸浜・小浜の海岸景勝など、海岸線は変化に富んだ景観を有し、オ

オミズナギドリの繁殖地として知られる渡島大島、ケイマフリなどの繁殖地である松前小島

とともに、松前・矢越道立自然公園に指定されている。 
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 （２）人 口 

当町の人口は、ピーク時の昭和30年頃に比べ現在は7,000人を下回り、当時の３割強まで

減少している。また、当町の人口を15歳未満の年少人口、15～64歳の生産年齢人口、65歳以

上の老齢人口の３区分別に動向を考察すると、年少人口と生産年齢人口が大幅に減少して

いるのに対し、老齢人口は町全体の56.8％にまで増加しており、人口の少子高齢化が急速に

進行している状況がうかがえる。字別人口の構成割合は、本町地区の人口が町全体の約50％

以上を占めており、この地区に人口が集中している。 

（３）道路及び港湾・漁港の位置等 

道路は、海岸沿い南東から北西に延び、福島町及び上ノ国町に繋がっている国道228号と、

本町地区の字福山から松前港に通じる道道435号松前港線が幹線的な道路である。特に、国

道228号の福島町松浦地区から本町白神地区に至る海岸線区間は、強雨や越波による冠水、

落石等により、これまでも数回通行止めとなることがあった。また、函館市内への迂回路と

なる上ノ国町から木古内町に至る道道５号江差木古内線及び江差町から函館間の国道227号

が同時に通行止めとなり、本町全体が孤立状態となることもあった。このことは、平時にお

いては患者の緊急輸送や物流の途絶、災害時においては救援救助活動の遅滞につながり、住

民の安全に非常に大きなリスクを有している。 

港湾は、地方港湾が１港、漁港は第１種漁港９港、第２種漁港１港、第３種漁港１港、第

４種漁港２港の大小合わせて14港を有している。大きな港としては、本町地区に地方港湾に

指定された松前港( 岸壁は水深5.5ｍ、延長180ｍ、1,500トンクラスの船舶が寄港可能) と大

島地区に第３種漁港の江良漁港( 岸壁は水深４ｍ、延長810ｍ、20トンクラスの船舶が寄港可

能) がある。 

 （４）河 川 

町内には、２級河川が５河川、準用河川が14河川あり、その流域に集落が形成されている。

これらの河川は、台風や低気圧などによる大雨で氾濫した実績があり、近年では、防波堤改

修、河川改修も進んでいることから被害等を抑制できていると考えられるが、今まで以上に

台風や前線の停滞によって長期間豪雨や暴風、波浪が続いた場合は、より甚大な、人的被害・

住家被害だけでなく経済的な被害も発生することが考えられる。 

Ø 17- 2- 4 ǝ Ù 

Ø 17- 2- 5 ǝֿפ Ù 

ũ   

気象条件は、対馬海流の影響を受け海洋性で寒暖の差は少なく、年平均気温は10.5℃と、

年間降水量も1251.3mm前後で冬季の積雪も少なく北海道としては温暖な地域である。 

年平均風速は毎秒約4.6メートルで晩秋から春先にかけての北西の風と農耕期の東の風が

強く、段丘の肥沃な土地に風蝕が発生している。 
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ŧ  ǡ  

 

低気圧、台風等や高潮により海岸護岸の決壊、河川の氾濫、豪雨の発生に伴い急傾斜地の崩壊

が局地的に発生するおそれがある。また、過去には渡島大島の噴火により、大きな災害をもたら

した。 

Ø 17- 1 ǡ Ù 
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第３章 防災組織 

 

災害の予防、応急及び復旧対策等の防災諸活動に即応する体制を確立し、災害対策の総合

的運営を図るため、防災に関する組織及びその運営、災害に関する情報及び予報（注意報含

む。）、警報並びに情報等の伝達に関する事項を定め、災害対策の実施体制の確立を図る。 

 

Ŧ   

 

本町内における防災会議の組織、運営、災害時における体制は、この計画の定めるところに

よる。 

町の地域における防災行政を総合的に運営するための組織として松前町防災会議があり、災

害時、各機関はそれぞれ災害対策本部等を設置して応急対策活動等を実施する。 

Ŧ ǡ  

松前町防災会議は、町長を会長とし、松前町防災会議条例第３条第５項の規定による機関の

長等を委員として組織し、その所掌事務としては、松前町地域防災計画の作成及びその実施の

推進、町長の諮問に応じて本町の地域に係る防災に関する重要事項を審議及び意見を述べる

こと並びに本町地域に係る災害が発生した場合において、当該災害に係る災害復旧に関し、関

係機関相互間の連絡調整を図ることを任務とする。 

Ŧ  

（１）組 織 

災害対策基本法第16条第１項の規定に基づき、松前町防災会議を設置し、町長を会長と

し松前町防災会議条例第３条第５項の規定により、町長が任命した者を委員として組織す

る。また、その際は女性委員の登用に配慮する。 

組織及び運営の概要は、次ページの 3- 1- 1のとおりである。 
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3- 1- 1   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ø 9- 1- 1 Ù 

（２）運 営 

松前町防災会議条例（昭和37年松前町条例第22号）の定めるところによる。 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

Ⱡ♇♩꞉כ◒  

Ⱡ♇♩꞉כ◒☿fi♃כ  

פֿ  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

ꜘⱴ♩ פֿ  
┘  

⌂ ─  
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ŧ ꞌ  

Ŧ ǡ  

（１）災害対策本部 

災害対策本部は、災害対策基本法第23条の規定により、災害・事故が発生し、または災

害が発生するおそれがある場合において、次の設置基準の一に該当し、町長が必要と認め

るときに設置する。 

また、町の災害対策組織において、災害情報を一元的に把握し、共有することができる

体制の整備を図るなど、災害対策本部の機能の充実・強化に努める。 

町災害対策本部の組織は、 3- 1- 2のとおりとする。 

3- 1- 2   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ø 9- 1- 3 Ù 
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ủ  
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（２）災害対策本部の各班所掌事務 

班名 課等名 所  掌  事  務 

総
務
対
策
班 

総務課 

１ 災害対策本部の総括に関すること。 

２ 災害対策本部の設置、廃止及び本部員会議に関すること。 

３ 本部員及びその他職員の招集に関すること。 

４ 職員の安否確認及び安否情報の集約に関すること。 

５ 職員の災害派遣等に関すること。 

６ 松前町防災会議その他関係機関団体の連絡調整に関すること。 

７ 関係機関団体に対する協力及び応援要請並びに受援に関すること。 

８ 予報（注意報を含む。）、警報及び情報等並びに災害情報等の受理、

伝達に関すること。 

９ 災害情報等の収集、集計及び報告に関すること。 

10 災害対策の企画及び連絡調整に関すること。 

11 避難の指示に関すること。 

12 災害時の避難誘導等に関すること。 

13 避難場所等の設置及び被災者の受入れに関すること。 

14 自衛隊の災害派遣要請の依頼に関すること。 

15 防災行政無線及び防災気象観測施設等に関すること。 

16 災害対策車両の調達及び運行に関すること。 

17 自主防災組織の育成、指導に関すること。 

18 町有財産、所管施設等の被害状況調査及び応急対策並びに復旧対

策に関すること。 

19 公有財産の応急利用に関すること。 

20 災害に関する統計資料の取りまとめに関すること。 

21 罹災証明の発行に関すること。 

22 災害対策等に要する資材、物品等の購入、調達に関すること。 

23 その他各部班に属さない事項に関すること。 

 

政策財政課 

脱炭素推進課 

１ 災害の予算関係総括に関すること。 

２ 災害対策及び復旧対策等に要する予算調整及び資金計画に関する

こと。 

３ 応急公用負担に関すること。 

４ 災害広報に関すること。 

５ 災害時の広報、広聴、避難場所等の周知広報に関すること。 

６ 災害時の広報紙、号外等の作成及び配布に関すること。 

７ 交通しゃ断時の伝達員の編成、派遣に関すること。 

８ 報道機関との連絡調整に関すること。 

９ 災害記録に関すること。 

10 災害報道記事及び災害写真の収集に関すること。 

11 災害時の交通状況の調査及び交通関係機関の連絡等に関すること。 

 

税務会計課 

１ 被災地域、被災者、家屋等の被害状況調査に関すること。 

２ 被災納税者の被災資産の状況調査に関すること。 

３ 被災納税者の税の減免及び徴収猶予等に関すること。 

 

議会事務局 

監査委員事務局 

選挙管理委員会事務局 

会計管理者 

 

１ 当該所管区域に係る総務対策班業務全般及び連絡調整に関すること。 
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班名 課等名 所  掌  事  務 

福
祉
対
策
班 

保健福祉課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

( 清部保育所)  

 

１ 被災地視察及び災害見舞者等の対応に関すること。 

２ 福祉避難所の開設及び被災者の受入れに関すること。 

３ 被災者相談室の開設に関すること。 

４ 被災者の生活保護に関すること。 

５ 保育所施設、その他所管施設等の被害状況調査及び応急対策並び

に復旧対策に関すること。 

６ 被災地域のひとり親世帯の援護に関すること。 

７ 災害救助法に基づく応急救助計画の作成及び実施に関すること。 

８ 災害支援団体等及び災害ボランティアの受入れ、管理、統率等に

関すること。 

９ 災害義援金品の受付及び配分に関すること。 

10 災害弔慰金等に関すること。 

11 衣料、生活必需品等救護物資の供給計画及び実施に関すること。 

12 被災地域の障害者、老人等の援護に関すること。 

13 被災者に対する炊き出し、食料の供給計画及び実施に関すること。 

14 被災地の防疫等、環境衛生総括に関すること。 

15 災害時の防疫班の編成及び応急防疫活動の実施に関すること。 

16 災害時の衛生材料等の供給及び確保に関すること。 

17 老人ホーム施設、その他所管施設等の被害状況調査及び応急対策

並びに復旧対策に関すること。 

18 被災地域の乳幼児、妊産婦等の援護に関すること。 

19 避難場所等における避難者の健康管理等に関すること。 

20 災害時の医療品、衛生材料等の確保に関すること。 

21 被災者に対する生活援護相談、心身健康相談、栄養指導等に関す

ること。 

22 災害時における遺体の収容、処理及び埋葬に関すること。 

23 所管施設への避難、誘導及び受入者の情報提供に関すること。 

24 所管施設への被災者の一時受入れ等対策に関すること。 

25 渡島医師会等に対する医療班派遣等の連絡調整に関すること。 

 

１ 当該所管区域に係る福祉対策班業務全般及び連絡調整に関すること。 

 

町民課 

 

 

 

 

( 大島支所)  

( 小島支所)  

( 大沢支所)  

１ 被災者の国民年金保険料の減免申請等に関すること。 

２ 災害時の交通安全対策に関すること。 

３ 災害対策等に要する資材、物品等の購入、調達に関すること。 

４ 所管施設への避難、誘導に関すること。 

５ 避難場所等の設置及び被災者の受入れに関すること。 

６ 町内会との連絡調整に関すること。 

７ 被災地域の外国人等の援護に関すること。 

８ 災害時の清掃班の編成及び応急清掃活動の実施に関すること。 

９ 災害時における遺体の埋葬及び保管に関すること。 

10 災害時における廃棄物及び死亡獣畜の処理等に関すること。 

11 安否情報の照会の受理と、情報の提供に関すること。 

 

１ 当該所管区域に係る福祉対策班業務全般及び連絡調整に関すること。 
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班名 課等名 所  掌  事  務 

建
設
水
道
対
策
班 

建設水道課 

１ 応急対策に必要な土木建設用資材等の確保及び輸送に関すること。 

２ 応急対策に係る町内土木建設業者の協力要請に関すること。 

３ 道路、橋梁、河川、護岸施設、その他所管施設等の被害状況調査及

び道応急対策並びに復旧対策に関すること。 

４ 交通不能箇所の調査及び危険表示並びに通行路線の決定に関する

こと。 

５ 障害物の除去及び応急措置に関すること。 

６ 災害時の河川、海岸等の現況調査及び関係情報の収集に関すること。 

７ 災害危険区域の巡回、調査に関すること。 

８ 市街地の浸水対策に関すること。 

９ 建築物、公園施設、排水施設、その他所管施設等の被害状況調査

及び応急対策並びに復旧対策に関すること。 

10 公営住宅の被害状況調査及び応急対策並びに復旧対策に関すること。 

11 応急仮設住宅の建設等に関すること。 

12 被災住宅の応急修理等に関すること。 

13 被災地域の住宅建設指導に関すること。 

14 ( 独) 住宅金融支援機構等の特別融資及び災害住宅融資の斡旋に関

すること。 

15 被災建物、被災宅地の危険度判定に関すること。 

16 所管施設等の被害状況調査及び応急対策並びに復旧対策に関する

こと。 

17 水道施設、その他所管施設等の被害状況調査及び応急対策並びに

復旧対策に関すること。 

18 被災者に対する応急給水等に関すること。 

19 応急対策に係る町内指定業者の協力要請に関すること。 

20 応急対策に必要な資材等の確保及び輸送に関すること。 

21 被災者の水道使用料等の減免及び徴収猶予等に関すること。 

産
業
対
策
班 

産業振興課 

１ 漁港、漁港施設、水産施設、漁船、漁具、その他所管施設等の被害

状況調査及び応急対策並びに復旧対策に関すること。 

２ 水産物、製品等の被害状況調査に関すること。 

３ 漁業被害応急対策に係る町内関係業者の協力要請に関すること。 

４ 応急対策に必要な漁業用資材等の確保及び輸送に関すること。 

５ 被災漁家の援護に関すること。 

６ 漁業被害関係資金等の斡旋に関すること。 

７ 被災漁家の営漁指導に関すること。 

８ 災害時の漁業用資材等の確保に関すること。 

９ 出漁漁船の避難に関すること。 

10 海難対策及び海上流出油等対策に関すること。 

11 災害時の緊急輸送（海上）に関すること。 

12 被災農家の援護に関すること。 

13 農業被害関係融資資金等の斡旋に関すること。 

14 農地、農作物、農業用施設、営農施設、その他農業振興関係施設等

所管施設の被害状況調査及び応急対策並びに復旧対策に関すること。 

15 土地改良区関係施設、農道等の被害状況調査及び応急対策並びに

復旧対策に関すること。 

16 農業被害応急対策に係る町内関係業者の協力要請に関すること。 

17 応急対策に必要な農業用資材等の確保及び輸送に関すること。 

18 被災農家の営農指導に関すること。 

19 被災農地及び農作物の防疫に関すること。 
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班名 課等名 所  掌  事  務 

20 災害時の農業用資材等の確保に関すること。 

21 家畜、畜産施設等の被害状況調査及び応急対策並びに復旧対策に

関すること。 

22 畜産被害関係融資資金等の斡旋に関すること。 

23 被災家畜の防疫及び死亡獣畜の処理等に関すること。 

24 災害時の畜産用資材等の確保に関すること。 

25 災害時の家畜の収容等に関すること。 

26 林地、林産物、林業用施設、林道、治山施設、その他所管施設等の

被害状況調査及び応急対策並びに復旧対策に関すること。 

27 町有林、保安林等の被害状況調査及び応急対策並びに復旧対策に

関すること。 

28 林道の交通不能箇所の調査及び危険表示に関すること。 

29 林業被害関係融資資金等の斡旋に関すること。 

30 被災林野の防疫に関すること。 

31 林業被害応急対策に係る町内関係業者の協力要請に関すること。 

32 災害時の林業用資材等の確保に関すること。 

33 林野火災予消防対策に関すること。 

34 商工業施設、観光施設、その他所管施設等の被害状況調査及び応

急対業策並びに復旧対策に関すること。 

35 商品、製品等の被害状況調査に関すること。 

36 災害時の物価対策及び生活必需品等の流通対策に関すること。 

37 応急主要食糧品等の調達及び輸送に関すること。 

38 応急衣服、燃料、その他生活必需品等の調達に関すること。 

39 被災商工観光業者の援護に関すること。 

40 商工観光業被害関係融資資金等の斡旋に関すること。 

41 被災商工観光業者の復旧指導に関すること。 

42 観光施設等における入込客の避難対応に関すること。 

43 災害に関連した失業者対策に関すること。 

農業委員会事務局 １ 農林対策班業務全般及び連絡調整に関すること。 

医
療
対
策
班 

松前病院 

診療部門・看護部

門・事務部門 

１ 病院施設、その他所管施設等の被害状況調査及び応急対策並びに

復旧療診療部門対策に関すること。 

２ 災害時の医療班の編成及び医療救護に関すること。 

３ 災害時における医療救護所の設置及び医療班の編成並びに診察運

営等班に関すること。 

４ 緊急医療対策本部の設置等に関すること。 

文
教
対
策
班 

 

 

 

 

 

 

教育委員会事務局 

 

 

 

 

 

 

 

１ 文教施設等、所管施設の被害状況調査及び応急対策並びに復旧対

策に関すること。 

２ 被災児童生徒の救護及び応急教育対策に関すること。 

３ 災害時における児童生徒、父母等への災害情報等の周知に関する

こと。 

４ 被災児童生徒の医療、防疫に関すること。 

５ 災害時における学用品等の調達及び支給に関すること。 

６ 所管施設への避難、誘導に関すること。 

７ 所管施設の衛生管理対策に関すること。 

８ 所管施設の被害状況調査及び応急対策並びに復旧対策に関すること。 

９ 災害支援団体等との連絡調整に関すること。 

10 文化財の保全対策に関すること。 
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班名 課等名 所  掌  事  務 

 

( 学校給食センター)  

１ 所管施設の被害状況調査及び応急対策並びに復旧対策に関すること。 

２ 災害時における学校給食用物資の調達及び学校給食の確保に関す

ること。 

３ 被災児童生徒等への応急給食の提供等に関すること。 
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（３）災害対策本部の設置基準 

町長は次のいずれかに該当する場合に本部を設置する。 

3- 1- 1  ǡ  

          

風水害 

・特別警報（大雨・暴風・高潮・波浪）が発表されたとき。 

・多くの住家または人的被害が発生し、または発生するおそれがあり、被害

の拡大が予想されるとき。 

・多くの地域で孤立地域、避難者等が発生し、応急対策が必要なとき。 

・多くの交通機関の障害または生活基盤の被害が発生し、応急対策が必要な

とき。 

雪 害 

・特別警報（暴風雪・大雪）が発表されたとき。 

・多くの住家または人的被害が発生し、または発生するおそれがあり、被害

の拡大が予想されるとき。 

・多くの地域で孤立地域、避難者等が発生し、応急対策が必要なとき。 

・多くの交通機関の障害または生活基盤の被害が発生し、応急対策が必要な

とき。 

火山災害 
・渡島大島に噴火警報（居住地域）または噴火警報が発表され、居住地域に

重大な被害を及ぼす噴火が発生し、または発生すると予想されるとき。 

大事故等  

 

海上災害 

・大量の油等が流出し、漁業や環境に大規模な被害が発生したとき、または

発生が予想されるとき。 

・人命の救助救出活動の難航が予想されるとき。 

・多くの死傷者が発生したとき。 

航空災害 

・航空機の墜落炎上等により大規模な航空事故による災害が発生したとき、

または発生が予想されるとき。 

・人命の救助救出活動の難航が予想されるとき。 

道路災害 
・被害が大規模なとき。 

・人命の救助救出活動の難航が予想されるとき。 

危険物等災害 
・被害が大規模なとき。 

・人命の救助救出活動の難航が予想されるとき。 

大規模火災 
・被害が大規模なとき。 

・人命の救助救出活動の難航が予想されるとき。 

林野火災 
・火災が複数の町にわたり消火活動の難航が予想されるとき。 

・人命の救助救出活動の難航が予想されるとき。 

大規模停電 

災害 

・人命の救助救出案件が多数発生し、被害や停電の影響が拡大し、長期化が

予想されるとき。 

冷( 湿) 害 ・各地で冷（湿）害被害が発生したとき。 

地震・津波災害 

・町内で震度６弱以上の地震が発生したとき。 

・本町沿岸に大津波警報が発表されたとき。 

・地震・津波による大規模な被害が発生したとき、または発生するおそれが

あるとき。 

そ の 他 
・上記以外の災害または複数の災害が同時に発生したとき、または発生する

おそれがあるとき。 
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（４）災害対策本部の設置 

ア 設 置 

災害対策本部は町役場庁舎内議場に置く。 

ただし、庁舎が被災し、使用できない場合は、あらかじめ定められている代替他の施

設に設置する。 

イ 設置及び廃止の公表 

町長は、災害対策本部を設置したときは、速やかに本部員、松前町防災会議構成機

関、及び地域住民に対し、次の表区分により、通知及び公表を行うとともに、町本部の

表示を本部設置場所に掲示する。 

 また、廃止した場合の通知は、設置したときの連絡方法に準じて行う。 

通知及び公表先 連 絡 方 法 

庁内職員 庁内放送、電話、メール、口頭 

町出先機関の施設責任者 電話、ＦＡＸ、メール 

渡島総合振興局長 北海道防災情報システム、電話、ＦＡＸ 

渡島西部広域事務組合 

松前消防署 
電話、ＦＡＸ、メール、派遣連絡員 

函館方面松前警察署 電話、ＦＡＸ、メール、派遣連絡員 

防災会議構成機関の長 
北海道防災情報システム、電話、ＦＡＸ、メール、

派遣連絡員、口頭 

近隣市町長 北海道防災情報システム、電話、ＦＡＸ、メール 

住 民 
防災行政無線、広報車、ホームページ、口頭（町内会

長等を通じて）、テレビ、ラジオ、ＳＮＳ 

 

ウ 災害対策本部の名称 

災害対策本部の名称は、冒頭に災害名を付し、「○○災害・松前町災害対策本部」と

する。 

（５）災害対策本部の廃止 

町本部長の判断に基づき、災害の危険が解消し、または災害発生後における応急処置が

完了したと認められたときに町本部の廃止を行う。 

ŧ ǡ◖☺ 

災害対策本部の運営は、災害対策本部条例（昭和37年条例第29号）の規定による災害対策

の総合調整、その他防災に関する重要事項を災害対策本部員会議で協議する。 

（１）災害対策本部員会議 

災害対策本部員会議は、本部長、副本部長、教育庁、病院長、各対策班長、各対策副班

長で組織する。 

（２）災害対策本部員会議の協議事項 

ア 災害対策本部の配備体制の決定及びその切替、廃止に関すること。 
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イ 災害情報、被害状況の分析とこれに伴う対策活動の基本方針に関すること。 

ウ 防災関係機関に対する応援の要請に関すること。 

エ その他の災害対策に関する重要な事項。 

（３）災害対策本部員会議の開催 

災害対策本部員会議は、本部長が必要により招集し開催する。 

Ũ  

本部長は、迅速かつ的確な災害応急対策を実施するため必要と認めるときは、被災現地に

現地災害対策本部を設置する。 

ũ  

本部長は、道の災害対策現地合同本部が設置された場合は、要請により関係職員を派遣する。 

Ū ȅ ǊǝƷ ǡ  

（１）町長は、災害対策本部設置に至らない程度の災害が発生し、または気象警報が発表され

た災害が発生するおそれのある場合で、情報の収集及び今後の対応について協議すること

があると認めるときは、災害対策連絡本部（以下「連絡本部」という。）を設置し、必要な

災害対策を実施する。 

（２）前項の規定により連絡本部が設置された場合は、関係する職員は、災害対策本部が設置

された場合に準じて情報収集等を実施する。 

（３）連絡本部の構成は、副町長、総務課長、その他町長が指名する職員とする。 

（４）連絡本部は、災害発生の危険が解消したとき、または本部が設置されたときは、解散する。 

Ũ ╢ǡ ╢  

（１）配備計画 

各対策班長等は、災害の種類・規模に応じて適切な職員配置を行うため、連絡体制、

配備する人員などをあらかじめ配備計画として、 3- 1- 2のとおり定める。 

なお、災害対策本部が設置されない場合にあっても、非常配備をとる必要がある場合

は、気象情報、または災害情報に応じて、「松前町災害対策連絡本部」を設置し、配備基

準「初期配備体制」に準じた体制とし、情報収集にあたる。また、状況により速やかに

災害対策本部へ移行できる体制を整える。 
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（２）配備基準 

3- 1- 2  ╢ǡ  

    

初期配備体制 

１気象、水象及び地象に

関する情報、または警

報を受けたとき。 

２町内で、震度３の地震

が観測されたとき。 

情報連絡及び災害が

発生した場合に速やか

に対処するための少数

の 人 員 を も っ て あ た

り、状況により次の配

備体制を円滑に移行で

きる体制。（指示により

「災害対策連絡本部」

を設置） 

総務対策班( 総務課） 

建設水道対策班（建設水道課） 

第１非常配備 

( 注意配備体制)  

１町内で、震度４の地震

が観測されたとき。 

２本町沿岸部に津波注意

報が発表されたとき。 

３渡島大島に火口周辺警

報が発表されたとき。 

４その他、必要により町

長が当該非常配備を指

令したとき。 

情報連絡及び災害が

発生した場合に速やか

に対処するための所要

の 人 員 を も っ て あ た

り、状況により次の配

備体制へ移行できる体

制。 

総務対策班（総務課） 

産業対策班( 産業振興課） 

建設水道対策班（建設水道課） 

第２非常配備 

( 警戒配備体制)  

１町内で、震度５弱・５

強の地震が観測された

とき。 

２本町沿岸部に津波警報

が発表されたとき。 

３局地的に災害の発生が

予想されるとき、または

災害が発生したとき。 

４その他、必要により町

長が当該非常配備を指

令したとき。 

災害の発生とともに

関係各対策班の所要の

人員をもって速やかに

災害応急活動が開始で

きる体制。（災害対策本

部を設置できる体制を

整える。） 

総務対策班（総務課） 

産業対策班（産業振興課） 

建設水道対策班（建設水道課） 

上記以外の対策班( 係長以

上職員)  

第３非常配備 

( 特別警戒配備体制)  

( 災害対策本部設置)  

１町内で、震度６弱以上の

地震が観測されたとき。 

２本町沿岸部に大津波警

報が発表されたとき。 

３気象業務法に基づく気

象、地象、及び水象に関

する特別警報を受けた

とき。 

４広域にわたる災害の発

生が予想されるとき、ま

たは被害が特に甚大で

あると予想される場合

において町長が当該非

常配備を指令したとき。 

５予想されない重大な災

害が発生したとき。 

災害の発生とともに

全対策班の人員をもっ

て速やかに災害応急活

動が開始でき、町内に

被害が多発している可

能性があり、協定に基

づく周辺自治体へ応援

要請、自衛隊等への要

請を早急に実施できる

体制。 

全対策班（全職員） 
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（注）１ 配備時期について災害の規模、態様により、上記基準によりがたい場合においては、本部

長は適宜指示を発する。 

２ 災害の規模、態様により、担当対策班については本部長が、担当班については各対策班長

が適宜配備人員を増減することができる。 

（３）職員の配備体制 

ア 配備基準に該当する地震等が発生したときは、直ちに配備体制につく。 

イ 第１非常配備、第２非常配備にかかる指揮監督は、総務対策班長が行う。 

ウ 災害対策本部の対策班長は、災害対策本部が設置されたときは、直ちに災害応急対策

にあたる。 

エ 災害対策本部及び各班に所属し、災害応急対策を実施してあらかじめ定められた職

員は、災害対策本部が設置されたときは、直ちに災害応急対策にあたる。 

オ 対策班長は、地震発生後できるだけ速やかに職員の配備状況を把握する。 

カ 交通の途絶、職員または職員の家族等の被災などにより、職員の動員が困難な場合等

を想定した参集訓練等の実施に努める。 

（４）自主参集等 

各配備対象となる職員は、夜間、休日等の勤務時間外において、配備基準に該当する

災害の発生を覚知したときは、配備指令を待たずに直ちに災害対策本部またはあらかじ

め指定された場所に参集する。 

ア 職員は、夜間、休日等の勤務時間外において災害が発生し、交通機関の途絶、火災等

により災害対策本部等に参集できない場合は、電話その他の方法によりその状況を報

告する。 

イ 災害発生時において、職員の居所にも被害が発生した場合には、必要な措置を講じそ

の状況を報告して指示を受ける。 

ウ 動員に応じる時は、昼夜の別、災害の種類、程度により長期化する場合を考慮して服

装、装備携帯品に留意する。 

（５）参集時の留意事項 

ア 参集途上において火災、人身事故等に遭遇したときは、付近住民と協力し適切な処置

をとること。 

イ 参集途上において知り得た被害や災害の情報は、参集場所に参集後、直ちに所属班長

に報告すること。 

     なお、非常時の動員配備伝達系統は、 3- 1- 3及び 3- 1- 4のとおりである。 

（６）本部連絡員 

総務対策班長が必要と認めたときは、災害対策本部に本部連絡員を置く。本部連絡員は、

各対策班長がそれぞれ所管の職員のうちから指名する者をもって充てる。 

本部連絡員は、各対策班の災害に関する情報及び応急対策の実施状況をとりまとめて災

害対策本部に報告するとともに、災害対策本部からの連絡事項を各対策本班に伝達する。 
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（７）災害対策本部員会議 

    災害対策本部員会議は、本部長、副本部長、教育長、松前町立松前病院長、各対策正、

副班長で組織し、災害対策に必要な指示、総合調整を行うため開催する。 

ア 報告事項 

( ｱ) 気象情報、及び災害情報 

( ｲ) 職員配備体制 

( ｳ) 各対策班の措置事項 

イ 協議事項 

( ｱ) 応急対策への指示 

( ｲ) 各対策班間の調整事項の指示 

( ｳ) 他市町村応援要請の要否 

( ｴ) 自衛隊災害派遣要請の要否 

( ｵ) 救助法適用申請の要否 

( ｶ) 被害状況調査隊編成の決定 

( ｷ) 被害者に対する見舞金品給付の決定 

ウ 災害対策本部員会議の招集 

     災害対策本部員会議は、本部長が招集する。 

エ 災害対策本部員会議の運営 

( ｱ) 本部長は、災害対策本部員会議の議長となる。 

( ｲ) 本部員は、それぞれの所管事項について会議に必要な資料を提出する。 

( ｳ) 本部員は、必要に応じ所管の職員を伴って会議に出席することができる。 

( ｴ) 本部員は、会議を招集する必要があると認めるときは、総務対策班長にその旨を申

し出る。 

オ 決定事項の周知 

     災害対策本部員会議で決定した事項で、職員に周知する必要があると認めた事項に

ついて各対策班長は速やかに周知する。 

（８）災害救助法に基づく各班の事務分掌等 

 災害救助法が適用された場合、総務対策班長は直ちに各対策班長に連絡することとし、

各班においては「災害対策本部業務分担表」に掲げる救助業務を実施する。 

（９）町長の職務の代理 

町長に事故等があるときは、本部員会議の招集や災害対策本部の設置をはじめ、災害応

急対策に係る町長の職務に関して、副町長がその職務を代理する。また、副町長もその職

務を代理することが困難な場合等は、あらかじめその指名する職務にある者が代理する。 
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（10）現地災害対策本部 

本部長は、特定地域に災害が集中した場合において、災害応急対策等を迅速に実施する

ため、現地において指揮を発する必要があると認めた場合は、現地災害対策本部を設置す

る。 

ア 組 織 

( ｱ) 現地災害対策本部長は、本部長が指名した者をもって充てる。 

( ｲ) 現地災害対策本部員は、各対策班の中から本部長が指名した者をもって充てる。 

イ 運 営  

     現地災害対策本部の運営は、災害対策本部に準ずる。 

ウ 業 務 

     被災地と災害対策本部との連絡調整、災害情報の収集等にあたるほか、災害対策本部

の指示した事項につき、第１編第５章に定める「災害応急対策計画」に基づく応急対策

を実施する。 

なお、現地災害対策本部の設置の必要がなくなったときは廃止する。 
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ũ ǡ  

災害時において、災害応急対策等を円滑かつ迅速に実施するため、町長は災害の状況によ

り必要と認めた場合は、住民組織に対し災害対策活動の応援協力を要請する。 

（１）協力要請事項 

各住民組織や団体に対して協力を要請する事項は、概ね次のとおりである。 

ア 災害時における住民の避難誘導、救出及び被災者の保護に関すること。 

イ 要配慮者の避難誘導等に関すること。 

ウ 緊急避難のための避難場所（一時避難所）及び被災者の受入れのための避難所の管理

運営に関すること。 

エ 被災地の公共施設等の保全に関すること。 

オ 災害情報の収集と災害対策本部への連絡に関すること。 

カ 災害情報等の地域住民に対する広報に関すること。 

キ 避難所内で炊き出し及び被災者の世話に関すること。 

ク 災害箇所の応急措置に関すること。 

ケ 災害対策本部が行う人員、物資の輸送に関すること。 

コ その他救援活動に必要な事項で本部長が協力を求めた事項。 

（２）協力要請先 

ア 町内会長 

( ｱ)  地域情報連絡責任者として、災害情報等の調査収集及び役場等関係機関への通報並

びに町内会への周知に対する協力等 

( ｲ)  避難誘導責任者 

イ 女性団体 

( ｱ)  避難受入所及び被災者への炊き出しに対する協力 

ウ その他各種組織団体 

( ｱ)  災害応急対策に対する協力 

（３）住民に対する伝達方法 

災害情報等を住民に伝達する場合は、防災行政無線、広報車及び消防自動車、防災情報

メール、ＳＮＳ等により周知徹底すると同時に地域情報連絡責任者（町内会長）を通じて

行う。 

（４）住民組織の育成 

災害発生の防止並びに災害発生時の被害軽減を図るため、地域住民、各種組織団体等に

おける自主防災体制の育成を推進する。 

ア 防災知識の普及啓発 

イ 防災訓練の実施 

ウ 救出救護訓練の実施 
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( ５)  担当対策部班 

住民組織等の活動についての担当は、協力を求める種別によって、関係する対策部班と

する。 

Ø 17- 7- 4 ╗ Ù 
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ŧ  Ǟ ǌǾ  

 

暴風、暴風雪、大雨、大雪、洪水、高潮、波浪等による災害を未然に防止し、また、その被

害を軽減するため、気象、地象（地震及び火山現象を除く。）及び水象（地震に密接に関連する

ものを除く。）等の特別警報・警報・注意報並びに気象情報等の伝達方法及びこれらの異常現

象発見者の通報義務等に関する組織、業務等は次に定めるところによる。 

なお、国及び道は、避難指示等の発令基準に活用する風水害に関する防災気象情報を、警戒

レベルとの関係が明確になるよう、５段階の警戒レベル相当情報として区分（ 3- 2- 1「防災

気象情報と警戒レベル・警戒レベル相当情報との関係」を参照）し、住民の自発的な避難判断

等を促す。 

Ŧ  

Ŧ Ǜ  

（１）予報区 

ア 予報区は、予報及び警報・注意報の対象とする区域であり、わが国全域を対象とす

る全国予報区（気象庁本庁担当）と全国予報区を11に分割した地方予報区、地方予報

区をさらに56に分割した府県予報区から成っている。北海道においては全域を対象

とする北海道地方予報区（札幌管区気象台担当）と７つの府県予報区に分かれている。

この府県予報区を担当する官署（府県予報区担当気象官署及び分担気象官署）は、 3-

2- 1のとおりである。 

3- 2- 1  ȅ ǌǾ  

      

宗谷地方 宗谷総合振興局管内 稚内地方気象台 

上川・留萌地方 上川総合振興局及び留萌振興局管内 旭川地方気象台 

石狩・空知・後志地方 石狩振興局、空知総合振興局及び後志総合振興局管内 札幌管区気象台 

網走・北見・紋別地方 オホーツク総合振興局管内 網走地方気象台 

釧路・根室・十勝地方 
釧路総合振興局、根室振興局及び十勝総合振興局管内 釧路地方気象台 

 一次細分区域：十勝地方 帯広測候所＊ 

胆振・日高地方 胆振総合振興局及び日高振興局管内 室蘭地方気象台 

渡島・檜山地方 渡島総合振興局及び檜山振興局管内 函館地方気象台 

( 注）＊印の帯広測候所は、分担気象官署。十勝地方の気象等に関する特別警報・警報・注意報発表

を担当する官署である。 
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イ 府県天気予報及び特別警報・警報・注意報に用いる細分区域名は、 3- 2- 2のとおり。 

( ｱ) 一次細分区域 

府県天気予報を定常的に細分して行う区域。気象特性、災害特性及び地理的特性

により府県予報区を分割して設定する。なお、北海道において、オホーツク総合振興

局管内は網走地方・北見地方・紋別地方、その他は総合振興局または振興局単位の地

方とする。 

( ｲ) 二次細分区域 

特別警報・警報・注意報の発表に用いる区域。市町村を原則とするが、一部市町

村を分割して設定している場合がある。 

二次細分区域において、海に面する区域にあっては、沿岸の海域を含む。 

( ｳ) 市町村等をまとめた地域 

二次細分区域ごとに発表する警報・注意報の発表状況を地域的に概観するため

に、災害特性や都道府県の防災関係機関等の管轄範囲などを考慮してまとめた区域。 

( 注）警報・注意報が発表された場合のテレビやラジオによる放送などでは、重要な内容を

簡潔かつ効果的に伝えられるよう、市町村等をまとめた地域の名称を用いる場合がある。 

3- 2- 2  ǡ ╓ 

 

 
 

╩╕

≤╘√  
 

渡島・檜山地方 

（函館地方気象台） 

渡島地方 

渡島北部 長万部町、八雲町八雲※ 

渡島東部 函館市、北斗市、森町、七飯町、鹿部町 

渡島西部 松前町、知内町、木古内町、福島町 

檜山地方 

檜山北部 せたな町、八雲町熊石※、今金町 

檜山南部 江差町、乙部町、厚沢部町、上ノ国町 

檜山奥尻島 奥尻町 

※市町村を分割して設定している二次細分区域を示す。 

（２）海上予報区 

海上予報区は、海上予報と海上警報を発表する区域であり、全般海上予報区（気象

庁本庁担当）と全般海上予報区を12に分割した地方海上予報区から成っており、その

うち以下の担当区域を札幌管区気象台が担当する。 

3- 2- 3  ǡ ╓ 

  

日本海北部及びオホーツク海南部※１ 
サハリン西方海上・宗谷海峡・北海道西方海上・サハリン

東方海上・網走沖 

北海道南方及び東方海上※２ 北海道東方海上・釧路沖・日高沖・津軽海峡・檜山津軽沖 

※１ 茂津多岬の突端から270度に引いた線以北及び知床岬の突端から90度に引いた線以北並びに千

島列島以北の海岸線から300海里以内の海域で5つの海域に細分している。 

※２ 尻屋崎から110度に引いた線以北及び青森県と秋田県の境界線から315度に引いた線以北並び

に茂津多岬の突端から270度に引いた線及び知床岬の突端から90度に引いた線以南並びに千島列島

以南の海岸線から300海里以内の海域で５つの海域に細分している。 
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ŧ ǡ  

気象官署は、前述のように気象等に関する特別警報・警報・注意報並びに気象情報等を

発表する担当区域を異にしており、またその業務内容も官署によって異なっている。 

気象等に関する特別警報・警報・注意報並びに気象情報等は札幌管区気象台及び函館地

方気象台、地方海上予報や警報は札幌管区気象台が担当する。 

気象官署別の気象等に関する特別警報・警報・注意報並びに気象情報等の種類は、 3-

2- 5 3- 2- 11のとおりである。 

3- 2- 4  ǡ  

 ─    

札幌管区気象台 

（地方予報区担当官署） 

地方天気予報 

（地方天気分布予報） 

地方季節予報 

早期天候情報 

１か月予報 

３か月予報 

暖候期予報 

寒候期予報 

地方気象情報 

毎日３回（05、11、17時） 

 

 

原則毎週２回（月・木） 

毎週１回（木） 

毎月１回 

毎年１回（2月） 

毎年１回（9月） 

随時 

札幌管区気象台、函館・旭

川・室蘭・釧路・網走・稚内

地方気象台 

（府県予報区担当官署） 

府県天気予報 

地域時系列予報 

府県週間天気予報 

気象等に関する特別警報・警報・注意報 

府県気象情報 

毎日３回（05、11、17時） 

毎日３回（05、11、17時） 

毎日２回（11、17時） 

随時 

随時 

帯広測候所 

（分担気象官署） 

気象等に関する特別警報・警報・注意報 

府県気象情報 

随時 

随時 

札幌管区気象台 

（地方海上予報区担当官署） 

地方海上予報 

地方海上警報 

地方海氷情報 

毎日２回（07、19時） 

随時 

随時 

稚内・網走・釧路地方気象台 

（府県予報区担当官署） 
府県海氷情報 随時 

ŧ Ǟ ǌǾ ¤ ¤ ≥     פֿ

Ǧאל  

気象等に関する特別警報・警報・注意報、土砂災害警戒情報、指定河川洪水予報並びに

火災気象通報の発表、伝達等は、気象業務法( 昭和27年6月2日法律第165号）、水防法( 昭和24

年6月4日法律第193号) 、消防法( 昭和23年7月24日法律第186号）、及び土砂災害警戒区域等に

おける土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）の規定に基づき行うも

ので、特別警報・警報・注意報等の種類、発表基準、発表方法、伝達方法等は次による。 

Ŧ Ǟ ǌǾ ¤ ¤ ≥ ǡ   Ǧ  

（１）種類及び発表基準 

ア 気象に関する特別警報 
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気象庁は、予想される現象が特に異常であるため重大な災害が起こるおそれが著し

く大きい場合、その旨を警告して行う予報。発表は市町村単位で発表される（一部の市

町村は分割）。 

なお、噴火警報、緊急地震速報についても特別警報に位置づける。 

道内では、平成26年９月11日に石狩・空知・胆振地方で大雨特別警報（土砂災害・浸

水害）が発表されている。 

3- 2- 5   

     

大雨特別警報 

大雨が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きい

と予想されたときに発表される。 

大雨特別警報には、大雨特別警報（土砂災害）、大雨特別警報（浸水害）、

大雨特別警報（土砂災害、浸水害）のように、特に警戒すべき事項が明記さ

れる。 

災害が発生または切迫している状況であり、命の危険が迫っているため

直ちに身の安全を確保する必要があることを示す警戒レベル５に相当。 

暴風特別警報 
暴風が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きい

と予想されたときに発表される。 

高潮特別警報 

台風や低気圧等による海面の上昇が特に異常であるため重大な災害が発

生するおそれが著しく大きいと予想されたときに発表される。危険な場所

からの避難が必要とされる警戒レベル４に相当。 

波浪特別警報 
高い波が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大き

いと予想されたときに発表される。 

大雪特別警報 
大雪が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きい

と予想されたときに発表される。 

暴風雪特別警報 

雪を伴う暴風が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著し

く大きいと予想されたときに発表される。「暴風による重大な災害」に加え

て「雪を伴うことによる視程障害等による重大な災害」のおそれについても

警戒が呼びかけられる。 

※土砂崩れの特別警報は、大雨特別警報に含めて「大雨特別警報（土砂災害）」として発表される。 

 

イ 気象に関する警報・注意報 

( ｱ) 気象警報 

3- 2- 6   

     

大雨警報 

大雨により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表

される。大雨警報には、大雨警報（土砂災害）、大雨警報（浸水害）、大雨警

報（土砂災害、浸水害）のように、特に警戒すべき事項が明記される。大雨

警報（土砂災害）は、高齢者等は危険な場所からの避難が必要とされる警戒

レベル３に相当。 

大雪警報 
大雪により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表

される。 

暴風警報 
暴風により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表

される。 
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暴風雪警報 

雪を伴う暴風により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたと

きに発表される。「暴風による重大な災害」に加えて「雪を伴うことによる

視程障害などによる重大な災害」のおそれについても警戒を呼びかける。 

( ｲ) 気象注意報 

3- 2- 7  ≥  

     

大雨注意報 

大雨による土砂災害や浸水害が発生するおそれがあると予想されたときに

発表される。雨が止んでも、土砂災害等のおそれが残っている場合には発表を

継続する。ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難に備え自らの避

難行動の確認が必要とされる警戒レベル２である 

大雪注意報 
降雪や積雪による住家等の被害や交通障害など、大雪により災害が発生する

おそれがあると予想されたときに発表される。 

強風注意報 強風により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。 

風雪注意報 

雪を伴う強風により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表

される。強風による災害のおそれに加え、強風で雪が舞って視界が遮られるこ

とによる災害のおそれについても注意を呼びかける。ただし、「大雪＋強風」

の意味ではなく、大雪により災害が発生するおそれがあると予想されたときに

は大雪注意報が発表される。 

濃霧注意報 

濃い霧により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。

対象となる災害として、濃い霧により見通しが悪くなることによる交通障害等

の災害があげられる。 

雷注意報 

落雷のほか、急な強い雨、竜巻等の突風、降ひょうといった積乱雲の発達に

伴い発生する激しい気象現象による人や建物への被害により災害が発生する

おそれがあると予想されたときに発表される。 

乾燥注意報 

空の乾燥により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表され

る。具体的には、大気の乾燥により火災・延焼等が発生する危険が大きい気象

条件を予想した場合に発表される。 

なだれ注意報 

「なだれ」による災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。

山などの斜面に積もった雪が崩落することによる人や建物の被害が発生するおそ

れがあると予想したときに発表される。 

着氷注意報 

著しい着氷により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表さ

れる。具体的には、水蒸気や水しぶきの付着・凍結による通信線・送電線の断

線、船体着氷による転覆・水没等の被害が発生するおそれのあるときに発表さ

れる。 

着雪注意報 

著しい着雪により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表さ

れる。具体的には、雪が付着することによる電線等の断線や送電鉄塔等の倒壊

等の被害が発生する（気温０℃付近で発生しやすい）おそれのあるときに発表

される。 

融雪注意報 

融雪により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。具体

的には、積雪が融解することによる土砂災害や浸水害が発生するおそれがあると

きに発表される。 

霜注意報 

霜により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。具体

的には、春・秋に気温が下がって霜が発生することによる農作物や果実の被害

が発生するおそれのあるときに発表される。 

低温注意報 

低温により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。具

体的には、低温による農作物への著しい被害や、水道管の凍結や破裂による著

しい被害の発生するおそれがあるときに発表される。 



第１編 本 編 

第３章 防災組織                              第２節 気象業務に関する計画 

 

43 

ウ 高潮警報及び注意報 

3- 2- 8  Ǧ ≥  

     

高潮警報 

台風や低気圧等による海面の異常な上昇により重大な災害が発生するおそ

れがあると予想されたときに発表される。危険な場所からの避難が必要とされ

る警戒レベル４に相当 

高潮注意報 

台風や低気圧等による海面の異常な上昇により災害が発生するおそれがあ

ると予想されたときに発表される。高潮警報に切り替える可能性に言及されて

いない場合は、ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難に備え自ら

の避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２である。高潮警報に切り替える

可能性が高い旨に言及されている場合は高齢者等が危険な場所からの避難を

必要とされる警戒レベル３に相当。 

エ 波浪警報及び注意報 

3- 2- 9  Ǧ ≥  

     

波浪警報 
高い波により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表

される。 

波浪注意報 高い波により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。 

オ 洪水警報及び注意報 

3- 2- 10  Ǧ ≥  

     

洪水警報 

河川の上流域での降雨や融雪等により河川が増水し、重大な災害が発生する

おそれがあると予想されたときに発表される。河川の増水や氾濫、堤防の損傷

や決壊による重大な災害が対象としてあげられる。高齢者等は危険な場所から

の避難する必要があるとされる警戒レベル３に相当。 

洪水注意報 

河川の上流域での降雨や融雪等により河川が増水し、災害が発生するおそれ

があると予想された時に発表される。避難に備えハザードマップ等により災害

リスク等を再確認するなど、自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル

２である。 

※土砂崩れ及び浸水警報・注意報は、その警報及び注意報事項を気象警報及び気象注意報に含めて行わ

れる。 

  カ 浸水注意報及び警報 

3- 2- 11  ≥ Ǧ  

     

浸水注意報 
浸水によって災害が起こるおそれがあると予想される場合に気象注意報に

含めて発表される。 

浸水警報 
浸水によって重大な災害が起こるおそれがあると予想される場合に気象警

報に含めて発表される。 

 

（２）松前町の警報・注意報等発表基準一覧 

資料編［資料７］１「警報・注意報等発表基準一覧」参照 

Ø 7- 1 ¤ ≥ ╗ Ù 
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（３）防災気象情報と警戒レベル・警戒レベル相当情報との関係 

関係図は、 3- 2- 1のとおり。 

 

3- 2- 1  Ǜ ɕɂɔ¤ ɕɂɔ Ǜǡ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）気象等に関する特別警報・警報・注意報の伝達 

伝達は、 3- 2- 2の系統図により伝達先に対して行う。この伝達は、札幌管区気象台及び

函館地方気象台が実施する。北海道には道内において発表されたすべての警報が伝達される。 

気象官署の法定伝達機関は、消防庁、第一管区海上保安本部、北海道、ＮＴＴ東日本・

西日本、ＮＨＫ放送局である。 

なお、気象業務法第15条の２に規程に基づき、気象等に関する特別警報を受けた道は直

ちに町に通知し、道からの通知を受けた町は直ちに住民及び所在の官公署への周知の措置

を講じなければならない（法定義務）。 

※周知の措置：屋外拡声装置による放送、広報車巡回、携帯メールサービス、消防団等による伝達等 
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3- 2- 2  Ǟ ǌǾ ¤ ¤ ≥ ǡ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 特別警報・警報のみ通報 
※２ J- ALERTによる伝達 
※３ 特別警報は一般住民に対し防災行政無線、屋外拡声装置による放送、広報車巡回、携帯メ

ールサービス、ＳＮＳによる情報発信、消防団等による伝達等の周知をとる 
（二重線）で囲まれている機関は、気象業務法第15条の規定に基づく法定伝達先 
（二重線）は、特別警報が発表された際の気象業務法第15条の2の規定に基づく通知若しく
は周知の措置が義務付けられている伝達 

（点線) は放送・無線 
 

北 海 道 開 発 局 
開 発 建 設 部 

北海道警察本部 

消 防 庁 

NTT東日本・NTT西日本 

第 一 管 区 海 上 保 安 本 部 

Ｎ ＨＫ 函 館 放 送局 

札幌管区気象台 

北海道( 危機対策課)  

渡島総合振興局( 危機対策室)  

船 舶 

松
前
町
長 

※１ 

※２ 

※３ 

函館地方気象台 

自 衛 隊 

報 道 機 関 

北 海 道 運 輸 局 

北海道電力（株） 一般住民・官公署 
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ŧ ȖȖȘɔÈ ▓ ¤ ǡ É  

3- 2- 12  ȖȖȘɔǡ Ǜ  

      

土砂キキクル 

（大雨警報（土砂災害）

の危険度分布） 

大雨による土砂災害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で１

km四方の領域ごとに５段階に色分けして示す情報。２時間先までの

雨量分布及び土壌雨量指数の予測を用いて常時10分ごとに更新して

おり、大雨警報（土砂災害）や土砂災害警戒情報等が発表されたとき

に、危険度が高まっている場所を面的に確認することができる。 

・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに安全確保が必要とされ

る警戒レベル５に相当。 

・「危険」（紫）：危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル

４に相当。 

・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所からの避難が必要とされる

警戒レベル３に相当。 

・「注意」（黄）：ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難

に備え自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２に相

当。 

洪水キキクル 

（洪水警報の危険度分布） 

指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川及

びその他河川）の洪水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で河

川流路を概ね１kmごとに５段階に色分けして示す情報。３時間先ま

での流域雨量指数の予測を用いて常時10分ごとに更新しており、洪

水警報等が発表されたときに、危険度が高まっている場所を面的に

確認することができる。 

・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに安全確保が必要とされ

る警戒レベル５に相当。 

・「危険」（紫）：危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル

４に相当。 

・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所からの避難が必要とされる

警戒レベル３に相当。 

・「注意」（黄）：ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避

難に備え自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２に相

当。 

浸水キキクル 

（大雨警報（浸水害）の

危険度分布） 

短時間強雨による浸水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上

で１km四方の領域ごとに５段階に色分けして示す情報。１時間先ま

での表面雨量指数の予測を用いて常時10分ごとに更新しており、大

雨警報（浸水害）等が発表されたときに、危険度が高まっている場所

を面的に確認することができる。 

・「災害切迫」( 黒) ：命の危険があり直ちに安全確保が必要とされ

る警戒レベル５に相当。 

流域雨量指数の予測値 各河川の、上流域での降雨による、下流の対象地点の洪水危険度

（大河川においては、その支川や下水道の氾濫などの「湛水型内水

氾濫」の危険度）の高まりの予測を、洪水警報等の基準への到達状

況に応じて危険度を色分けした時系列で示す情報。流域内における

雨量分布の実況と６時間先までの予測（解析雨量及び降水短時間予

報等）を用いて常時10分ごとに更新している。 
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Ũ  

（１）種 類 

船舶の運航に必要な海上の気象、波浪その他に関する警報で予想される風の強さによ

って、 3- 2- 13の５種類に分けて発表する。 

3- 2- 13   

  
   

      

一般警報 WARNING 
海 上 風
かいじょうかぜ

警 報
けいほう

 
気象庁風力階級表の風力階級７（28～

33kt) の場合 

海 上
かいじょう

濃霧
の う む

警報
けいほう

 
濃霧について警告を必要とする場合（海上

の視程約500ｍ以下または0.3海里以下） 

強風警報 GALEWARNING 海 上
かいじょう

強 風
きょうふう

警 報
けいほう

 
気象庁風力階級表の風力階級８（34～

40kt) 及び９（41～47kt）の場合 

暴風警報 STORMWARNING 海 上
かいじょう

暴風
ぼうふう

警報
けいほう

 

気象庁風力階級表の風力階級 10以上

（48kt ～) の場合（台風により風力階級

12(64kt ～) の場合を除く） 

台風警報 TYPHOONWARNING 海 上
かいじょう

台風
たいふう

警報
けいほう

 
台風により気象庁風力階級表の風力階級

12（64kt～）の場合 

警報なし NOWARNING 
海 上
かいじょう

警報
けいほう

なし  

海 上
かいじょう

警 報
けいほう

解 除
かいじょ

 

警報をする現象が予想されない場合また

は継続中の警報を解除する場合 

（注）この表に掲げる以外の現象について警告を発する必要がある場合は、一般警報として現象名

の前に「海上」を附した警報を行うことがある。（例：海上着氷警報） 

（２）伝 達 

伝達系統は、 3- 2- 3のとおりである。 

3- 2- 3   

 

 

 

 

（注）・海上保安官署 

第一管区海上保安本部運用司令センター 

・気象官署 

札幌、函館、旭川、室蘭、釧路、網走、稚内 

・漁業無線海岸局（14局） 

稚内、枝幸、紋別、網走、雄武、沙留（興部）、根室、釧路、岩内、余市、小樽、新星マリ

ン（留萌）、北るもい（羽幌）、増毛 

  

地方海上予報 
担当部署 

( 札幌管区気象台)  

海上保安官署 

気象官署 

船 舶 

漁 船 
漁業無線 

海岸局 

(     は放送・無線)  
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ũ Ǧ ≥  

水防活動の利用に適合する警報及び注意報は、 3- 2- 14の左欄に掲げる種類ごとに、同

表の右欄に掲げる警報及び注意報により代行する。 

その種類及び伝達は、 3- 2- 14及び 3- 2- 4の系統により行う。 

（１）種 類 

3- 2- 14  ǡ  

    

水防活動用気象注意報 大雨注意報 

水防活動用気象警報 
大雨警報 

大雨特別警報 

水防活動用高潮注意報 高潮注意報 

水防活動用高潮警報 
高潮警報 

高潮特別警報 

水防活動用洪水注意報 洪水注意報 

水防活動用洪水警報 洪水警報 

水防活動用津波注意報 津波注意報 

水防活動用津波警報 
津波警報 

津波特別警報 
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（２）伝 達 

3- 2- 4  ¤ ≥  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

( 二重線) で囲まれている機関は、気象業務法の規定に基づく水防活動用気象等警報の通知先 

は、放送 

 

※ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ西日本には、水防活動用気象等注意報の通知は行わない。 

 

函 館 地 方 
気 象 台 

 

一 

般 

住 

民 

避
難
行
動
要
支
援
者
関
連
施
設 

松 
 

前 
 

町 
（
総 
務 

課
） 

渡 島 総 合 振 興 局 

（ 危 機 対 策 室 ） 

NTT東日本 ( ※)  

NTT西日本 

消 防 庁 

報 道 機 関 

北 海 道 開 発 局 

函 館 開 発 建 設 部 

Ｎ Ｈ Ｋ 放 送 局 

自 衛 隊 

北 海 道 警 察 
函 館 方 面 本 部 

北 海 道 運 輸 局 

北海道電力（株） 

函 館 海 上 保 安 部 船 舶 
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Ū  

大雨警報（土砂災害）の発表後、命に危険を及ぼす土砂災害がいつ発生してもおかしくな

い状況となったときに、町長の避難情報の発令判断や住民の自主避難の判断を支援するため、

対象となる町を特定して警戒が呼びかけられる情報で、渡島総合振興局函館建設管理部と函

館地方気象台から共同で発表される。町内で危険度が高まっている詳細な領域は土砂キキク

ル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）で確認することができる。 

危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル４に相当。 

伝達は、 3- 2- 5の系統により行う。 

※土砂キキクル( 大雨警報( 土砂災害) の危険度分布）：https://www.jma.go.jp/jp/doshamesh/  

3- 2- 5   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

は、放送・無線 

は、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第27条に 

基づく通知若しくは周知の措置が義務づけられている伝達 

函 館 地 方 

気 象 台 

 
渡 島 総 合 振 興 局 

( 函館建設管理部)  

北 海 道 警 察 

渡 島 総 合 振 興 局 

（ 危 機 対 策 室 ） 

自 衛 隊 

一
般
住
民
・
避
難
行
動
要
支
援
者
関
連
施
設 

松 
 

前 
 

町 

北 海 道 開 発 局 

北 海 道 運 輸 局 

第一管区海上保安本部 

ＮＨＫ札幌放送局 

報 道 機 関 

消 防 庁 

函 館 開 発 建 設 部 

北海道電力（株） 

北 海 道 

( 危 機 対 策 課 )  
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ū ֿפ  

河川の増水や氾濫などに対する水防活動の判断や住民の避難行動の参考となるように、あ

らかじめ指定した河川（以下「洪水予報河川」という。）について、区間を決めて水位または

流量を示して発表する警報及び注意報。警戒レベル２～５に相当する。 

また、国土交通省と共同で指定河川洪水予報を実施する河川においては、大雨特別警報の

警報等への切り替え時に、それ以降に河川氾濫の危険性が高くなると予測した場合には、臨

時の指定河川洪水予報を発表する。松前町に指定河川洪水予報の対象となる河川はない。 

（１）種類及び発表基準 

   警報等の種類と発表の基準は、 3- 2- 15のとおり。 

3- 2- 15  ǡ Ǜ ǡ  

       

洪水警報 氾濫発生情報 氾濫が発生したとき、氾濫が継続しているときに発表される。 

新たに氾濫が及ぶ区域の住民の避難誘導や救援活動等が必要

となる。災害が既に発生している状況であり、命の危険が迫っ

ているため直ちに身の安全を確保する必要があることを示す警

戒レベル５に相当。 

氾濫危険情報 基準地点の水位が氾濫危険水位に達したとき、氾濫危険水位

以上の状態が継続しているとき、急激な水位上昇によりまもな

く氾濫危険水位を超え、さらに水位の上昇が見込まれるときに

発表される。 

いつ氾濫が発生してもおかしくない状況、避難等の氾濫発生

に対する対応を求める段階であり、避難指示の発令の判断の参

考とする。危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル４

に相当。 

氾濫警戒情報 基準地点の水位が氾濫危険水位に達すると見込まれるとき、

避難判断水位に達しさらに水位の上昇が見込まれるとき、氾濫

危険情報を発表中に氾濫危険水位を下回ったとき（避難判断水

位を下回った場合を除く。）、避難判断水位を超える状況が継続

しているとき（水位の上昇の可能性がなくなった場合を除く。）

に発表される。 

高齢者等避難の発令の判断の参考とする。高齢者等は危険な

場所からの避難が必要とされる警戒レベル３に相当。 

洪水注意報 氾濫注意情報 基準地点の水位が氾濫注意水位に達し、さらに水位の上昇が

見込まれるとき、氾濫注意水位以上でかつ避難判断水位未満の

状況が継続しているとき、避難判断水位に達したが水位の上昇

が見込まれないときに発表される。 

ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難に備え自

らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２に相当。 

Ø 7- 1 ¤ ≥ ╗ Ù 
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（２）伝 達 

ア 北海道開発局と札幌管区気象台等が共同で発表する場合（水防法第10条第２項、気象

業務法第14条の２第２項）は、 3- 2- 6のとおり。 

  3- 2- 6  Ǜ ƿ ǚ ǌǾ ǡ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

函 館 地 方 
気 象 台 

 北 海 道 開 発 局 

函 館 開 発 建 設 部 

渡島西部 

広域事務組合 

（松前消防署） 

松 

前 

町 

水 

防 

管 

理 

者 

（
総 

務 

課
） 

水防関係団体 

一 般 住 民 

危 機 対 策 課

渡 島 総 合 振 興 局 

函 館 建 設 管 理 部 

自 衛 隊 

北 海 道 警 察 

北 海 道 

消 防 庁 

報 道 機 関 

Ｎ Ｈ Ｋ 放 送 局 

NTT東日本 ( ※)  

NTT西日本 

渡 島 総 合 振 興 局 

（ 危 機 対 策 室 ） 

（二重線）で囲まれている機関は、気象業務法の規定に基づく洪水予報の通知先 

は、放送 

 

※ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本への洪水予報の伝達は洪水警報のみとし、一般の

利用に適合する洪水警報の通知をもって代える。 
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イ 北海道と札幌管区気象台が共同で発表する場合（水防法第11条、気象業務法第14条の

２第３項）は、 3- 2- 7のとおり。 

 

3- 2- 7  Ǜ ƿ ǚ ǌǾ ǡ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消 防 庁 

Ｎ Ｈ Ｋ 放 送 局 

報 道 機 関 

NTT東日本 ( ※)  

NTT西日本 

松 

前 

町 

水 

防 

管 

理 

者 

（
総 

務 

課
） 

水防関係団体 

一 般 住 民 

自 衛 隊 

北 海 道 警 察 

北 海 道 

函 館 地 方 
気 象 台 

 渡 島 総 合 振 興 局 

函 館 建 設 管 理 部 

危 機 対 策 課

渡 島 総 合 振 興 局 

（ 危 機 対 策 室 ） 

（二重線）で囲まれている機関は、気象業務法の規定に基づく洪水予報の通知先 

は、放送 

 

※ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本への洪水予報の伝達は洪水警報のみとし、一般の利用に

適合する洪水警報の通知をもって代える。 

 

渡島西部 

広域事務組合 

（松前消防署） 
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Ŭ È 16 É 

（１）国土交通大臣が行う水防警報 

水防法第16条第１項の規定により、国土交通大臣が指定した河川・海岸についての水防

警報は、北海道開発局が発表し、伝達は、 3- 2- 8及び 3- 2- 9の系統により行う。 

ア 河 川 

  3- 2- פֿ  8  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 海 岸 

  3- 2- 9   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北 海 道 
（危機対策課） 

渡島総合振興局
函館建設管理部 

北 海 道 開 発 局 

松 前 町 
水 防 管 理 者 

（総務課） 

自 衛 隊 

函館開発建設部 

函館地方気象台 

北 海 道 警 察 渡島総合振興局 

（危機対策室） 

水 防 関 係 機 関 

渡島西部広域事務組合 

（松前消防署） 

北 海 道 

 

北 海 道 
（危機対策課） 

渡島総合振興局
函館建設管理部 

北 海 道 開 発 局 

松 前 町 
水 防 管 理 者 

（総務課） 

自 衛 隊 

函館開発建設部 

函館地方気象台 

北 海 道 警 察 渡島総合振興局 

（危機対策室） 

水 防 関 係 機 関 

渡島西部広域事務組合 

（松前消防署） 

北 海 道 
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（２）知事が行う水防警報 

水防法第16条第１項の規定により、知事が指定した河川についての水防警報は、北海道

が発表し、伝達は、 3- 2- 10の系統により行う。 

 

    3- 2- 10  ƿ ƹ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ŭ ∞ ǡ  

（１）国土交通大臣が行う水位情報の通知 

水防法第13条第１項の規定により、国土交通大臣が指定した水位周知河川の水位情報

の通知は、 3- 2- 11の伝達系統により行う。 

 

  3- 2- 11  ƿ ƹ ǡ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北 海 道 警 察 

自 衛 隊 

水 防 関 係 機 関 

松 前 町 
水 防 管 理 者 

（総務課） 

渡島西部広域事務組合 

（松前消防署） 

北 海 道 

 

渡島総合振興局
函館建設管理部 

出 張 所 

北 海 道 
（危機対策課） 

渡島総合振興局 

（危機対策室） 

函館開発建設部 

函館地方気象台 

北 海 道 
（危機対策課） 

渡島総合振興局
函館建設管理部 

北 海 道 開 発 局 

松 前 町 
水 防 管 理 者 

（総務課） 

自 衛 隊 

函館開発建設部 

函館地方気象台 

北 海 道 警 察 渡島総合振興局 

（危機対策室） 

水 防 関 係 機 関 

渡島西部広域事務組合 

（松前消防署） 

北 海 道 
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（２）知事が行う水位情報の通知 

水防法第13条第２項の規定により、知事が指定した水位周知河川の水位情報の通知は、

3- 2- 12の伝達系統により行う。 

  3- 2- 12  ƿ ƹ ǡ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ů אל È אל ȅ ǠǾÉ 

札幌管区気象台及び函館地方気象台が行う火災気象通報の発表及び終了の通報は、消防法

（第22条）の規定に基づき、札幌管区気象台から北海道に通報する。 

通報を受けた北海道は、町に通報し、町長は、この通報を受けたとき、または気象の状況

から火災の予防上危険であると認めたときは、火災に関する警報を発することができる。 

なお、火災気象通報は林野火災気象通報を兼ねる。 

（１）伝 達 

火災気象通報の伝達系統は、 3- 2- 13のとおりである。 

  3- 2- אל  13 ǡ  

 

 

 

 

 

 

 

北 海 道 警 察 

自 衛 隊 

水 防 関 係 機 関 

松 前 町 
水 防 管 理 者 

（総務課） 

渡島西部広域事務組合 

（松前消防署） 

北 海 道 

 

渡島総合振興局
函館建設管理部 

出 張 所 

北 海 道 
（危機対策課） 

渡島総合振興局 

（危機対策室） 

函館開発建設部 

函館地方気象台 

渡島総合振興局 札幌管区気象台 北海道 

松前町 
渡島西部広域事務組合 

（松前消防署） 

関係機関 

地
域
住
民 

は町長が火災に関する警報を発した場合 
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10  

（１）早期注意情報（警報級の可能性） 

５日先までの警報級の現象の可能性が［高］、［中］の２段階で発表される。当日から翌

日にかけては時間帯を区切って、天気予報の対象地域と同じ発表単位（渡島地方）で、２

日先から５日先にかけては日単位で、週間天気予報の対象地域と同じ発表単位（渡島・檜

山地方）で発表される。大雨と高潮に関して、[ 高] または[ 中] が予想されている場合は、

災害への心構えを高める必要があることを示す警戒レベル１である。 

（２）地方気象情報、府県気象情報 

気象の予報等について、特別警報・警報・注意報に先立って注意を喚起する場合や、特

別警報・警報・注意報が発表された後の経過や予想、防災上の注意を解説される場合等に

発表する情報。 

（３）台風に関する気象情報 

北海道地方への台風の影響が予想される場合に、住民に対して、台風の状況の周知と防

災対策の必要性を喚起することを目的として発表される情報。 

（４）記録的短時間大雨情報 

大雨警報発表中に数年に一度程度しか発生しないような猛烈な雨（１時間降水量）が観

測（地上の雨量計による観測）または解析（気象レーダーと地上の雨量計を組み合わせた

分析）され、かつ、キキクル（危険度分布）の「危険」（紫）が出現している場合に、気

象庁から発表される。 

この情報が発表されたときは、土砂災害及び低地の浸水、中小河川の増水・氾濫による

災害発生につながるような猛烈な雨が降っている状況であり、実際に災害発生の危険度

が高まっている場所については、キキクル（危険度分布）で確認する必要がある。 

土砂キキクル( 危険度分布)  https ://www.jma.go.jp/bosai/risk/#elements:land  

浸水キキクル( 危険度分布)  https://www.jma.go.jp/bosai/risk/#elements:inund  

洪水キキクル( 危険度分布)  https://www.jma.go.jp/bosai/risk/#elements:flood  

（５）竜巻注意情報 

積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風に対して注意を呼び

かける情報で、雷注意報が発表されている状況下において竜巻等の激しい突風の発生し

やすい気象状況になっている時に発表される情報。なお、実際に危険度が高まっている場

所については竜巻発生確度ナウキャストで確認することができる。また、竜巻の目撃情報

が得られた場合には、目撃情報があった地域を示し、その周辺で更なる竜巻等の激しい突

風が発生するおそれが非常に高まっている旨が発表される。 

この情報の有効期間は、発表から概ね1時間である。 

※雨雲の動き（降水・雷・竜巻ナウキャスト）：https://www.jma.go.jp/bosai/nowc/  
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Ũ │ ȅ Ǌǒ ǡ  

Ŧ È 54 Ŧ Ǧ ŧ É 

災害が発生するおそれがある異常な現象を発見した者は、遅滞なくその状況を町長または

警察官若しくは海上保安官に通報しなければならない。何人もこの通報が最も迅速に到着す

るように協力しなければならない。 

ŧ ǡ ( 54 Ũ )  

異常現象発見者から通報を受けた警察官または海上保安官は、その旨をすみやかに町長に

通報しなければならない。 

Ũ ǡ ( 54 ũ )  

異常現象に関する通報を受けた町長は、 3- 2- 16の気象官署に通報しなければならない。 

3- 2- 16  ǡ ǌǬǀ  

    

函館地方気象台 

（防災管理官グループ） 

函館市美原3- 4- 4 

函館（0138）46- 2211（観測予報)  

46- 2211（防災） 渡島総合振興局、 

檜山振興局地域管内 

発見者通報用ナビダイヤル 0570- 015- 024（24時間） 
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ũ ǡ  

Ŧ  

道内には、札幌管区気象台、各地方気象台等の気象官署があり、その組織は、 3- 2- 14のと

おりである。 

  3- 2- 14   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ŧ  

気象庁は、気象災害を防止・軽減するために、雨、風、雪などの気象状況及び潮位の変動を

時間的、地域的に細かく監視する地域気象観測システム（アメダス）及び潮位観測施設を全

国に配置している。 

本道における観測施設の種類及び内容は、 3- 2- 17のとおりである。 

 3- 2- 17  ǡ Ǧ  

      

地域気象観測所 

気温、湿度、風向風速、降水量、日照時間（気象官署、特別地域気象観

測所に限る。）、積雪の深さ（一部の観測所に限る。）を常時観測する施設で

道内173箇所（気象官署、特別地域気象観測所、空港を含む。）に配置して

いる。 

地域雨量観測所 
降水量、積雪の深さ( 一部の観測所に限る。）を常時観測する施設で道内

の52箇所に配置している。 

潮位観測施設 
潮位の変動を常時観測する施設で、道内６箇所( 稚内、網走、釧路、花

咲、函館、小樽) に配置している。 

 

Ø 2- 1 ╓ Ù 

 

函館地方気象台 

旭川地方気象台 

室蘭地方気象台 

釧路地方気象台 

網走地方気象台 

稚内地方気象台 

新千歳航空測候所 

帯広測候所 

札 

幌 

管 

区 

気 

象 

台 

気 
 

象 
 

庁 
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第４章 災害予防計画 

 

災害対策の目標は、災害の発生または拡大を未然に防止することであり、災害予防は、あらゆ

る防災の基礎をなすものである。 

町、道及び国は、それぞれのまちの災害特性に配慮した土地利用の誘導、開発抑制、移転の促

進や避難に必要な施設の整備に加え、自然環境の機能を活用すること等により地域のレジリエ

ンスを高める「Eco- DRR（生態系を活用した防災減災）」及び「グリーンインフラ」の取組の推進

など、総合的な防災・減災対策を講じることにより、災害に強いまちの形成を図る。 

災害予防責任者は、それぞれの組織を通じて相互に協力し、災害発生または拡大の未然防止の

ため必要とする施策を誠実に実施し、災害発生原因の除去及び施設の改善に努めるとともに、科

学的知見及び過去の災害から得られた教訓を踏まえて絶えず改善を図るとともに災害復旧や災

害からの復興に必要な事前準備をする。 

特に、災害時においては状況が刻々と変化していくことと、詳細な情報を伝達するいとまがな

いことから、情報の発信側が意図していることが伝わらない事態が発生しやすくなる。このよう

なことを未然に防ぐ観点から、関係機関は、防災対策の検討等を通じて、お互いに平時から災害

時の対応についてコミュニケーションをとっておくこと等により、「顔の見える関係」を構築し

信頼感を醸成するよう努めるとともに、訓練・研修等を通じて、構築した関係を持続的なものに

するとともに、他の関係機関と連携の上、災害時に発生する状況を予め想定し、各機関が実施す

る災害対応を時系列で整理した防災行動計画（タイムライン）の作成に努める。 

また、町は、円滑な災害応急対策及び災害復旧に資するよう、物資供給等の事業者と協定を締

結しておくなど協力体制を構築するとともに、老朽化した社会資本について、その適切な維持管

理に努める。 

なお、本町の地域において災害が発生するおそれのある区域（以下「災害危険区域」という。）

については、次に定める「災害危険区域現地調査実施要領」に基づき総合的な実施調査を行い、

その結果をもとに防災関係機関は危険な箇所における災害防止対策を講ずるとともに、警戒避

難体制の整備等を行う等災害予防策を講じる。 
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Ŧ  ¤ ǡ ǦǞ ╔ǡ Ǟ ǌǾ  

 

防災関係職員及び住民に対する防災思想・知識の普及・啓発並びに防災教育の推進については、

本計画の定めるところによる。 

Ŧ  

Ŧ  

防災関係機関は、災害を予防し、またはその拡大を防災するため、職員に対して防災に関

する教育、計画的かつ継続的な研修、実践的な訓練を行うとともに、住民に対する防災思想・

知識の普及・啓発及び防災教育の推進により、防災意識の高揚を図り、地域における防災活

動の的確かつ円滑な実施が推進されるよう努める。 

ŧ  

（１）教育機関、民間団体等との密接な連携の下、防災に関する教育を実施する。 

（２）住民等の防災意識の向上及び防災対策に係る地域の合意形成の促進のため、自然災害に

よるリスク情報の基礎となる防災地理情報を整備するとともに、専門家（風水害において

は気象防災アドバイザー等）の知見も活用しながら、防災に関する様々な動向や各種デー

タをわかりやすく発信する。また、災害による人的被害を軽減する方策は、住民等の避難

行動が基本となることを踏まえ、避難指示等の意味と内容の説明など、啓発活動を住民等

に対して行う。 

（３）過去に起こった大規模災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくため、大規模災

害に関する検証結果や調査分析結果等の各種資料を広く収集・整理し、適切に保存すると

ともに、広く一般の人々が閲覧できるよう地図情報その他の方法により公開に努める。 

また、災害に関する石碑やモニュメント等の自然災害伝承碑が持つ意味を正しく後世

に伝えていくよう努める。 

（４）住民への防災知識の普及・啓発においては、防災知識や技術を身につけた北海道地域防

災マスター※等の地域の防災活動におけるリーダーの育成に努め、連携を図る。 

※ 北海道地域防災マスター 

北海道が認定する地域における防災リーダーで、消防や市町村等で防災業務を経験してきた方

が振興局ごとに開催する研修を修了し、指導者としての心構えなどを身につけた上で認定される。 

なお、北海道地域防災マスターの活動はあくまでボランティアで行われるものである。 

（５）国・地方公共団体のほか、防災関係機関全般の管理者等により、災害を予防し、または

その拡大を防止するため、職員に対して防災に関する教育、研修、訓練を行う。 
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ŧ ǌǬǀ  

１ 東日本大震災をはじめとする我が国の大規模災害の教訓等を踏まえ、複合災害時における

住民の災害予防及び災害応急措置等に関する知識の普及・啓発に努める。 

２ 要配慮者に十分配慮し、地域において要配慮者を支援する体制が確立さるよう努めるとと

もに、被災時の男女のニーズの違い等、男女双方の視点に十分配慮するよう、女性防災リー

ダーの育成や防災会議の委員に占める女性の割合を高めるなど、防災の取組への男女共同参

画に努めることに加え、家庭動物の飼養の有無による被災時のニーズの違いに配慮するよう

努める。 

３ 公民館等の社会教育施設を活用するなど、地域コミュニティにおける多様な主体の関わり

の中で防災に関する教育の普及推進を図る。 

４ 地域の防災力を高めていくため、一般住民向けの専門的・体系的な防災教育訓練の提供、

学校における防災教育の充実、防災に関する教材（副読本）の充実を図る。特に、水害・土

砂災害のリスクがある学校においては、避難訓練と合わせた防災教育の実施に努める。 

５ 各地域において、防災リーダーの育成等、自助・共助の取組が適切かつ継続的に実施され

るよう、水害・土砂災害・防災気象情報に関する専門家の活用を図る。 

６ 防災（防災・減災への取組実施機関）と福祉（地域包括支援センター・ケアマネジャー）

の連携により、高齢者の避難行動に対する理解の促進を図る。 

７ 防災気象情報や避難に関する情報等の防災情報を災害の切迫度に応じて、５段階の警戒レ

ベルにより提供すること等を通して、受け手側が情報の意味を直感的に理解できるような取

組を推進する。 

Ũ ¤ Ǧ ╔ǡ  

防災思想・知識の普及・啓発及び防災教育の推進は、次の方法により行う。 

１ 各種防災訓練の参加普及 

２ ラジオ、テレビ、有線放送施設の活用 

３ インターネット、ＳＮＳの活用 

４ 新聞、広報誌（紙）等の活用 

５ 映画、スライド、ビデオ等の作成及び活用 

６ 広報車両の利用 

７ テキスト、マニュアル、パンフレット等の配布 

８ 研修会、講習会、講演会等の開催 

９ 学校教育の場の活用 

10 その他 
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ũ ¤ Ǧ ╔ȅ ǌǾ  

１ 松前町地域防災計画の概要 

２ 災害に対する一般的知識 

３ 災害の予防措置 

（１）自助（身を守るための備えや備蓄）・共助の心得 

（２）防災の心得 

（３）火災予防の心得 

（４）台風襲来時の家庭の保全方法 

（５）農作物の災害予防事前措置 

（６）船舶等の避難措置 

（７）その他 

４ 災害の応急措置 

（１）災害対策の組織、編成、分掌事項 

（２）災害の調査及び報告の要領・方法 

（３）防疫の心得及び消毒方法、清潔方法の要領 

（４）災害時の心得 

ア 家庭内、組織内の連絡体制 

イ 気象情報の種別と対策 

ウ 避難時の心得 

エ 被災世帯の心得 

５ 災害復旧措置 

（１）被災農作物に対する応急措置 

（２）その他 

６ 災害教訓の伝承 

住民は、語り部活動や家庭・地域内での語り継ぎ、防災教育、慰霊祭等の開催、伝承碑の

保存その他の方法により、自ら災害教訓の伝承に努める。 

７ その他必要な事項 

Ū ╔ ǞƽǄǾ ¤ ǡ ¤ Ǧ ╔ǡ  

１ 学校においては、児童生徒等に対し、災害の現象や災害の予防等の知識の向上及び防災の

実践的な対応方法（災害時における避難、保護の措置等）の習得を積極的に推進する。 

２ 学校における体系的かつ地域の災害リスクに基づいた防災教育に関する指導内容の整理、

防災教育のための指導時間の確保、避難訓練と合わせた防災教育の実施など、防災に関する

教育の充実に努める。 

３ 児童生徒等に対する防災教育の充実を図るため、教職員等に対する防災に関する研修機

会の充実等に努める。 
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４ 防災教育は、学校等の種別、立地条件及び児童生徒等の発達段階等の実態に応じた内容の

ものとして実施する。 

５ 社会教育においては、各種事業や団体等の会合や各種研究集会等の機会を活用し、災害の

現象、防災の心構え等の防災知識の普及に努める。 

ū ¤ ǡ  

防災の日、防災週間、水防月間、土砂災害防止月間、山地災害防止キャンペーン、津波防

災の日及び防災とボランティアの日、防災ボランティア週間等、普及の内容により最も効果

のある時期を選んで行う。 
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ŧ   

 

災害応急対策を円滑に実施するため、町及び防災関係機関の長がそれぞれ、または他の市町村

及び防災関係機関の長と共同して行う防災に関する知識及び技能の向上と住民に対する防災知

識の普及を図ることを目的とした防災訓練については、本計画の定めるところによる。 

Ŧ  

訓練は、災害予防責任者が自主的に訓練計画を作成し、それぞれ、または他の災害予防責任

者と共同して実施する。 

また、学校、自主防災組織、非常通信協議会、民間企業、ボランティア団体、要配慮者を含

めた地域住民等の地域に関係する多様な主体と連携した訓練を実施するよう努める。 

なお、災害対応業務に習熟するための訓練に加え、課題を発見するための訓練の実施に努め

るとともに、訓練後において評価を行い、課題等を明らかにし、必要に応じ体制等の改善を行

うとともに、次回の訓練に反映させるよう努める。 

ŧ ǡ  

訓練実施機関は、それぞれ災害応急対策の万全を期するため、次に掲げる訓練を実施する。 

１ 水防訓練 

２ 土砂災害に係る避難訓練 

３ 消防訓練 

４ 救難救助訓練 

５ 情報通信訓練 

６ 非常招集訓練 

７ 総合訓練 

８ 防災図上訓練 

９ 応援・受援訓練 

10 その他災害に関する訓練 

Ũ ƿ ǌǾ  

次の訓練については、松前町防災会議が主唱し、松前町防災会議構成機関及び関係町の協

働により実施する。 

Ŧ  

災害救助、水防活動、大規模火災等を想定した応急対策活動を中心に防災関係機関等と連

携した総合的な訓練を実施する。 



第１編 本 編 

第４章 災害予防計画                                第２節 防災訓練計画 

 

67 

ŧ  

通信障害時における災害情報の収集及び報告の訓練を実施する。 

Ũ  

各種災害に対処する応急対策訓練を図上において実施する。 

ũ ꞌⱱ Ǟ ǘǂ  

町、道及び防災関係機関等は、協定締結先と相互応援の実施についての訓練を実施する。 

Ū Ǜǡ  

町、道及び防災関係機関等は防災の日や防災週間等を考慮しながら、水防協力団体、自主防

災組機、非常通信協議会、ボランティア及び要配慮者を含めた地域住民等と連携した訓練を実

施する。 

ū Ǟ ꞌǊǒ ǡ  

防災関係機関は、地域特性に応じて発生可能性が高い複合災害を想定した図上訓練や実動

訓練等の実施に努めるとともに、その結果を踏まえて職員及び資機材の投入や外部支援の要

請等についての計画・マニュアル等の充実に努める。 
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Ũ  Ǧ ǡ ¤ Ǟ ǌǾ  

 

町、道及び関係機関は、災害時において住民の生活を確保するための食料その他の物資の確保、

及び災害時における応急対策活動を円滑に行うための防災資機材等の整備に努めるとともに、

地域内の備蓄物資や物資拠点について物資調達・輸送調整等支援システムにあらかじめ登録し、

供給事業者の保有量と併せ、備蓄量等の把握に努める。 

その際、要配慮者向けの物資等の確保に努める。 

また、平時から、訓練等を通じて、物資の備蓄状況や運送手段の確認を行うとともに、災害協

定を締結した民間事業者等の発災時の連絡先、要請手続き等の確認を行うよう努める。 

Ŧ ǐǡ ǡ ǡ  

１ 町は、災害時に避難所等で必要となる食料、飲料水、生活必需品、衛生用品、燃料、その

他の物資について、年に１回、広く住民に公表する。また、避難生活に必要な物資の備蓄に

ついては、想定し得る最大規模の災害における想定避難者数と、それに対して必要となる備

蓄量（最低３日間、推奨１週間）を推計し、推計した必要備蓄量の確保を目指すよう努め、

備蓄品の調達にあたっては、要配慮者、女性、こどもにも配慮する。 

また、備蓄が困難な物資については、民間事業者との災害協定による流通在庫物資を活用

するなど物資の調達体制の整備に努める。 

(1)  観光地や昼夜間人口が大きく異なる地域は、滞在人口の多い時間帯の災害発生を考慮

して備蓄すること。 

(2)  アレルギー対応食や流動食、適温食の提供に必要な資機材を備蓄するなど、避難者の

健康に配慮すること。 

 (3)  厳冬期の災害時には積雪等により域外からの物資が届きにくくなることを想定し、特

に孤立予想地域の備蓄の充実を図ること。 

(4)  備蓄倉庫等については、備蓄物資が災害時に効果的に活用できるよう、孤立予想地域

における物資の確保、災害時のアクセスを十分考慮し設定すること。 

［備蓄品の例］ 

食料…………米類、乾パン、麺類、缶詰、乳幼児用ミルク（液体・粉） 

飲料水………ペットボトル水、ろ過機 

生活必需品…防寒具、哺乳びん、生理用品、おむつ（小児用・大人用）、トイレットペー

パー 

衛生用品……マスク、消毒液、感染症対策に必要な物資 

燃料…………ガソリン、灯油、固形燃料、カセットガス 

寝具…………毛布、段ボールベッド、簡易ベッド 
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その他………入浴設備、洗濯設備、炊き出し用具、キッチン資機材、キッチンカー、トイ

レカー、簡易トイレ、携帯トイレ、発電機、投光器、水袋、扇風機、ストー

ブ（電池不要な物）、パーティション、ブルーシート、土のう袋、ライター、

マッチ、カセットコンロ、使い捨てカイロ 

２ 町は、あらかじめ民間事業者等と災害協定を締結するなど、町が自ら食料その他の物資を

被災者に確実かつ迅速に届けられるよう、物資の調達体制の整備に努める。 

３ 町は、防災週間や防災関連行事等あらゆる機会を通じ、住民や事業者に対し、「最低３日

間、推奨１週間」分の食料、飲料水、携帯トイレ、簡易トイレ、トイレットペーパー、ポー

タブルストーブ等の備蓄に努めるよう啓発を行う。 

Ø 17- 5- 2 ╗ Ù 

ŧ ǡ  

町、道及び関係機関は、災害時に必要とされる資機材の整備充実を図るとともに、非常用発

電機やトイレカー等の整備のほか積雪・寒冷期において発生した場合の対策として、暖房器

具・燃料等の整備に努める。また、災害発生時の燃料確保・供給体制を構築するために移動式

燃料給油機等の整備にも努める。道及び関係機関は、町の整備の取組を支援し、補完する。 

Ø 5- 1 Ù 

Ũ ǡ  

町は、災害時に物資の途絶する地域が発生しないよう、分散して防災資機材等の備蓄倉庫の

整備に努める。 

Ø 17- 5- 1 Ù 

ũ ¤ Ǜǡ ǡ  

災害救援用物資の備蓄には、保管場所や保存期間等の関係から、町のみで備蓄するには自ず

と限界がある。また、積雪寒冷地にある町の地域特性から冬期間での災害発生に対応する暖房

器機等や暖房用燃料確保については具体的対策が不可欠である。さらに、物資等の輸送供給に

も十分な対応ができないことが予測されることから、関係する民間企業や業界団体等とあら

かじめ協定を締結し、食料や応急物資の確保に万全を期す。 
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ũ  ꞌⱱÈ ⱱÉ  

 

町及び防災関係機関の長は、その所掌事務または業務について、災害応急対策若しくは災害復

旧の実施に際し他の者を応援する、または他の者の応援を受けることを必要とする事態に備え、

必要な措置を講ずるよう努める。 

また、町、道及び指定地方行政機関は、災害時におけるボランティア活動が果たす役割の重要

性を踏まえ、平時からボランティアとの連携に努める。 

Ŧ ǝ ƻ  

１ 町及び防災関係機関の長は、災害時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行え

るよう、平時から相互に協定を締結するなど、企業、ＮＰＯ、ボランティア等との連携強化

に努め、委託可能な災害対策に係る業務については、あらかじめ企業、ＮＰＯ等との間で協

定を締結しておく、輸送拠点として活用可能な民間事業者の管理する施設を把握しておく

など、そのノウハウや能力等の活用に努める。 

２ 災害の規模や被災地のニーズに応じて円滑に他の地方公共団体や防災関係機関から応援を

受け入れて情報共有や各種調整を行うことができるよう、受援体制の整備に努め、特に、庁

内全体及び各業務担当部署における受援担当者の選定や応援職員等の執務スペースの確保を

行うとともに、訓練等を通じて応援・受援に関する連絡・要請の手順や応援機関の活動拠点、

資機材等の集積・輸送体制等について確認を行うなど、必要な準備を整えるよう努める。 

３ 応援職員等の宿泊場所の確保が困難となる場合も想定して、応援職員等に対して紹介で

きる、旅館・宿泊施設、公共施設の空きスペース、宿泊機能を要する車両の整備、仮設の拠

点や車両を設置できる空き地など宿泊場所として活用可能な施設等のリスト化に努める。 

４ 大規模災害が発生した際等に、被災町への応援を迅速かつ的確に実施できるよう、応援や

受援に関する計画や、災害の種類、被災地域に応じた対応マニュアルを策定し、それぞれ防

災業務計画や地域防災計画等に位置付けるよう努めるとともに、派遣職員が現地において

自活できるよう必要な資機材や装備品等を携帯させることに努め、防災総合訓練などにお

いて応援・受援体制を検証し、さらなる連携の強化を図る。 

ŧ ꞌⱱÈ ⱱÉ ǡ  

Ŧ  

（１）町は、道や他の町への応援要求または他の町に対する応援が迅速かつ円滑に行えるよう、

応援職員等の宿泊場所として活用可能な施設や空き地のリストなど、日頃から道や他の

町と災害対策上必要な資料の交換を行うほか、あらかじめ連絡先の共有を徹底するなど、

必要な応援準備及び受援体制を整えておく。 
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（２）町は、必要に応じて、被災時に周辺町が後方支援を担える体制となるよう、あらかじめ

相互に協定を結び、それぞれにおいて、後方支援基地として位置付けるなど、必要な準備

を整える。 

（３）町は、災害時に自らのみでは迅速かつ十分な対応が困難な場合に、他の地方公共団体か

らの物資の提供、人員の派遣、廃棄物処理等、相互に連携・協力し速やかに災害対応を実施

できるよう、相互応援協定の締結に努める。その際、近隣の市町村に加えて、大規模な災害

等による同時被災を避ける観点から、遠方に所在する市町村との協定締結も考慮する。 

また、消防の広域化を推進するなど、消防の対応力の強化を図るよう努める。 

ŧ  

道内の消防機関相互の応援・受援が円滑に進むようあらかじめ体制を整えておくほか、

緊急消防援助隊についても実践的な訓練等を通じて、応援・受援体制の整備に努める。 

Ũ  

あらかじめ、町、道その他防災関係機関等と連絡先の共有を図るとともに、災害対策本

部との役割分担・連絡員の派遣などの連絡調整体制など、必要な準備を整えておく。 

Ũ ǞƽǄǾɅɒɜȯȌȋ ǡ ¤ ǡ  טּ

１ 町は、平時から地域団体、ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援やリーダーの育成を図ると

ともに、ＮＰＯ・ボランティア等と協力して、発災時の防災ボランティアとの連携体制を強

化する。 

２ 町及び指定地方行政機関は、ボランティアの自主性を尊重しつつ、日本赤十字社、社会福

祉協議会等やボランティア団体との連携を図り、災害時においてボランティア活動が円滑

に行われるよう、その活動環境の整備を図る。 

３ 町は、行政・ＮＰＯ・ボランティア等の三者で連携し、平時の登録、研修制度、災害時に

おける防災ボランティア活動の受入れや調整を行う体制、防災ボランティア活動の拠点の

確保、活動上の安全確保、被災者ニーズ等の情報提供方策等について意見交換を行う情報共

有会議の整備・強化を、研修や訓練を通じて推進する。 

４ 町は、社会福祉協議会、ＮＰＯ等関係機関との間で、被災家屋からの災害廃棄物、がれき、

土砂の撤去等に係る連絡体制を構築する。また、地域住民やＮＰＯ・ボランティア等への災

害廃棄物の分別・排出方法等に係る広報・周知を進めることで、防災ボランティア活動の環

境整備に努める。 

５ 町は、災害発生時における官民連携体制の強化を図るため、松前町地域防災計画等におい

て、災害ボランティアセンターを運営する者（社会福祉協議会等）を明確化するとともに、

災害ボランティアセンターの設置・運営における役割分担等を相互に協議の上、定めるよう

努める。特に災害ボランティアセンターの設置予定場所や災害ボランティアセンターの運

営に係る費用負担については、松前町地域防災計画に明記し、相互に協定を締結する等によ

り、あらかじめ明確化しておくよう努める。 
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Ū  ǡ╔ Ǟ ǌǾ  

 

災害の防止並びに災害発生時の被害軽減を図るため、「自分の地域は自分で守る」という精神

のもとに自主防災体制の整備、育成を推進する。また、その際、女性の参画の促進に努める。 

Ŧ ╓ ǞǻǾ Ǧ╔ ⱱ 

１ 町は、地域ごとの自主防災組織の設置及び育成に努め、地域住民が一致団結して、消防団

と自主防災組織や防災士等の多様な主体との連携を行い、地域コミュニティにおいて初期

消火活動や救出・救護活動をはじめ、要配慮者の避難の誘導等の防災活動が効果的に行われ

るよう協力体制の確立を図る。 

また、町は、自主防災組織の普及のため、啓発資料の作成をはじめ町の担当者研修会や研

修の実施等により北海道地域防災マスター等の自主防災組織のリーダー育成に努める。 

なお、自主防災組織の普及については、女性の参画に配慮するとともに、女性リーダーの

育成に努める。 

２ 町は、自主防災組織の育成を図るため、次による支援を行う。 

（１）自主防災組織育成のための職員派遣 

 ア 要請による映画会、講習会等の防災知識の普及活動 

 イ 防災訓練等の指導 

 ウ 防災計画立案等の指導及び助言 

（２）自主防災組織への資料提供 

 ア 防災知識普及に関する資料 

 イ 防災組織の結成及び育成に関する資料 

（３）その他自主防災組織育成のために必要と認められる事項 

ŧ ǡ  

多数の者が利用し、または従事する施設並びに危険物を取り扱う事業所において、自衛消防

組織が法令により義務付けられている一定の事業所については、消防関係法令の周知徹底を

図るとともに防災要員等の資質の向上に努める。 

また、その他の事業所についても、自主的な防災組織の設置など育成を図り、積極的な防災

体制の整備、強化に努める。 

Ũ ǡ  

自主防災組織がその機能を十分に発揮するために、あらかじめ組織内の役割分担を定めて

おくこととする。 

なお、組織の編成にあたっては、地域の実情に応じて次の点に留意する。 
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１ 自主防災組織は、地域住民相互の緊密な連携のもとに活動することが必要とされるので、

住民が連帯感を持てるよう適正な規模で編成する。 

２ 他地域への通勤者が多い地域は、昼夜間の活動に支障のないよう組織を編成する。 

ũ ǡ  

Ŧ ǡ  

（１）防災知識の普及 

災害の発生を防止し、被害の軽減を図るためには、住民一人ひとりの日頃の備え及び災

害時の的確な行動が大切であるので、集会等を利用して防災に対する正しい知識の普及

を図る。 

（２）防災訓練の実施 

災害が発生したとき、住民の一人ひとりが適切な措置をとることができるようにする

ため、日頃から繰り返し訓練を実施し、防災活動に必要な知識及び技術を習得する。 

訓練には、個別訓練及びこれらをまとめた総合訓練があり、個別訓練として次のような

ものが考えられる。訓練を計画する際には、地域の特性を考慮した。 

ア 情報収集伝達訓練 

防災関係機関から情報を正確、かつ、迅速に地域住民に伝達し、地域における被害状

況等を関係機関へ通報するための訓練を実施する。 

イ 消火訓練 

火災の拡大・延焼を防ぐため消火設備を使用して消火に必要な技術等を習得する。 

ウ 避難訓練 

避難の要領を熟知し、指定緊急避難場所や指定避難所まで迅速かつ安全に避難でき

るよう実施する。 

エ 避難所開設・運営訓練 

  指定避難所の開設及び地域住民による自主的な運営を行う訓練を実施する。 

オ 救出救護訓練 

家屋の倒壊や崖崩れ等により下敷きとなった者の救出活動及び負傷者に対する応急

手当の方法等を習得する。 

カ 図上訓練 

町の一定の区域内における図面を活用して、想定される災害に対し、地区の防災上の

弱点等を見いだし、それに対処する避難方法等を地域で検討し実践する、地元住民の立

場に立った図上訓練を実施する。 

（３）防災点検の実施 

家庭及び地域においては、災害が発生したときに被害の拡大の原因となるものが多く

考えられるので、住民各自が点検を実施するほか、自主防災組織としては、期日を定めて

一斉に防災点検を行う。 
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（４）防災用資機材等の整備・点検 

自主防災組織は、活動に必要な資機材の整備に努めるとともに、これら資機材は災害時

に速やかな応急措置をとることができるように日頃から点検を行う。 

（５）避難行動要支援者の状況掌握 

自力で避難することが困難な避難行動要支援者の状況を掌握するとともに災害時の支

援体制づくりを行うこと。 

ŧ Ǧ ǡ  

（１）情報の収集伝達 

自主防災組織は、災害時には地域内に発生した被害の状況を迅速、かつ、正確に把握し

て町等へ報告するとともに、防災関係機関の提供する情報を伝達して住民の不安を解消

し、的確な応急活動を実施する。 

このため、あらかじめ次の事項を決めておくようにする。 

ア 連絡をとる防災関係機関 

イ 防災関係機関との連絡のための手段 

ウ 防災関係機関の情報を地域住民に伝達する責任者及びルート 

また、避難場所や避難所等へ避難した後についても、地域の被災状況、救助活動の状況

等を必要に応じて報告し、混乱・流言飛語の防止にあたる。 

（２）出火防止及び初期消火 

家庭に対しては、火の始末など出火防止のための措置を講ずるよう呼びかけるととも

に、火災が発生した場合、消火器などを使い、初期消火に努めるようにする。 

（３）救出救護活動の実施 

崖崩れ、建物の倒壊などにより下敷きになった者を発見したときは、町等に通報すると

ともに、２次災害に十分注意し、救出活動に努めるようにする。 

また、負傷者に対しては、応急手当を実施するとともに、医師の介護を必要とするもの

があるときは、救護所等へ搬送する。 

（４）避難の実施 

町長等から緊急安全確保、避難指示及び高齢者等避難（以下「避難指示等」という。）

が発令された場合には、住民に対して周知徹底を図り、大雨・暴風、火災、崖崩れ、地滑

り等に注意しながら迅速、かつ、円滑に避難場所や避難所等へ誘導する。 

特に、避難行動要支援者に対しては、町内会等地域住民の協力のもとに早期に避難させ

る。 

（５）指定避難所の運営 

指定避難所の運営に関し、被災者自らが行動し、助け合いながら指定避難所を運営する

ことが求められていることから、自主防災組織等が主体となるなど、地域住民による自主

的な運営を進める。 
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こうした避難所運営体制を発災後速やかに確立し、円滑に運営するため、日頃から避難

所運営ゲーム北海道版（Ｄｏはぐ）等を活用するなど、役割・手順などの習熟に努める。 

（６）給食・救援物資の配布及びその協力 

被害の状況によっては、避難が長期間にわたり、被災者に対する炊き出しや救援物資の

支給が必要となってくる。 

これらの活動を円滑に行うためには、組織的な活動が必要となるので、町等が実施する

給水、救援物資の配布活動に協力する。 
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ū   

 

災害から住民の生命・身体を保護するための避難路、指定緊急避難場所、指定避難所の確保及

び整備等については、本計画の定めるところによる。 

Ŧ ǡ  

１ 町は、大規模火災、津波等の災害から、住民の安全を確保するために必要な避難路をあら

かじめ指定し、その整備を図るとともに、避難経路や指定緊急避難場所、指定避難所等に案

内標識を設置する等、緊急時の速やかな避難が確保されるよう努める。その際、水害と土砂

災害、複数河川の氾濫、台風等による高潮と河川洪水との同時発生等、複合的な災害が発生

することを考慮するよう努める。 

また、必要に応じて避難場所の開放を自主防災組織で担う等、円滑な避難のため、自主防

災組織等の地域のコミュニティを活かした避難活動を促進する。 

２ 町は、指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場合は、日本産業規格に基づく災

害種別一般図記号を使用して、どの災害の種別に対応した避難場所であるかを明示するよ

う努めるとともに、災害種別一般図記号を使った避難場所標識の見方に関する周知に努め

る。 

３ 避難指示等が発令された場合の避難行動としては、指定緊急避難場所、車中避難場所、安

全な親戚・知人宅、旅館・宿泊施設等への避難を基本とするものの、ハザードマップ等を踏

まえ、自宅等で身の安全を確保できる場合は、住民自らの判断で「屋内安全確保」を行うこ

とや、避難時の周囲の状況等により、指定緊急避難場所等への避難がかえって危険を伴う場

合等やむを得ないと住民等自身が判断する場合は、「緊急安全確保」を行うべきことについ

て、町は、日頃から住民等への周知徹底に努める。 

４ 町及び道は、大規模広域災害時に円滑な広域避難及び広域一時滞在が可能となるよう、他

の地方公共団体との応援協定や、広域避難における居住者等及び広域一時滞在における被

災住民（以下「広域避難者」という。）の運送に関する運送事業者等との協定を締結するな

ど、災害時の具体的な避難・受入方法を含めた手順等を定めるとともに、関係機関と連携し

て、実践型の防災訓練を実施するよう努める。 

５ 保健所は、感染症の自宅療養者等の被災に備えて、災害発生前から、総務課との連携の下、

ハザードマップ等に基づき、自宅療養者等が危険エリアに居住しているか確認を行うよう努

める。また、総務課との連携の下、自宅療養者等の避難の確保に向けた具体的な検討・調整

を行うとともに、必要に応じて、自宅療養者等に対し、避難の確保に向けた情報を提供する

よう努める。これらのことが円滑に行えるよう新型インフルエンザ等感染症等発生前から関

係機関との調整に努める。 
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６ 町及び道は、学校等が保護者との間で、災害時における児童生徒等の保護者への引渡しに

関するルールをあらかじめ定めるよう促す。 

７ 町は、小学校就学前の子どもたちの安全で確実な避難のため、災害時における幼稚園・保

育所・認定こども園等の施設間と町との連絡・連携体制の構築に努める。 

８ 町及び道は、観光施設を通じ、観光客に災害発生時における避難等の措置について情報提

供できるよう体制を構築する。 

９ 町は、農地を避難場所等として活用できるよう、農業者や関係団体との協定の締結や当該

農地における防災訓練の実施等に努める。 

10 町は、指定緊急避難場所や避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無等に関わ

らず適切に受け入れられるよう、地域の実情や他の避難者の心情等について勘案しながら、

あらかじめ受け入れる方策について定めるよう努める。 

11 冬期の避難は、積雪や路面凍結等により時間を要することや暴風雪による視界不良、大

雪・なだれによる避難経路の寸断、寒さによる低体温症のリスクについて注意する必要があ

ることから、町は、日頃から、冬期における避難誘導体制の検討や冬期避難の困難性に関す

る住民等への周知に努める。 

12 道は、広域避難や広域一時滞在（２次的な避難も含む。）について、国が整理する考え方

を踏まえながら、基本となる手順を定める。 

  町と道は、互いに連携し、基本となる手順等を踏まえながら、宿泊施設・福祉施設等、避

難先との連携協定や避難者への周知方法、避難者と２次避難先とのマッチング、輸送方法等、

広域避難等が円滑に実施できるよう、その環境整備を図る。 

ŧ ǡ  

１ 町は、災害の危険が切迫した緊急時において住民の安全を確保するため、地域の地形・地

質・施設の災害に対する安全性等を勘案し、必要があると認めるときは、災害種別ごとに安

全性等の一定の基準に適合し、災害時に迅速に開設することが可能な管理体制等を有する

施設または場所を、あらかじめ当該施設等の管理者の同意を得た上で、指定緊急避難場所と

して指定する。 

その際は、観光地や昼夜の人口変動の大きさなどの地域特性や要配慮者の利用等につい

ても考慮するとともに、災害の想定等により必要に応じて、近隣の市町村の協力を得て、指

定緊急避難場所を近隣町に設ける。 

また、指定緊急避難場所については、災害の種別に応じて指定していること及び避難の際

には、発生するおそれがある災害に適した指定緊急避難場所を避難先として選択すべきで

あることについて、日頃から住民等への周知徹底に努める。特に、指定緊急避難場所と指定

避難所が相互に兼ねる場合においては、特定の災害においては当該施設に避難することが

不適当である場合があることを日頃から住民等への周知徹底に努める。 
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4- 6- 1  ǡ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 学校を指定緊急避難場所として指定する場合には、学校が教育活動の場であることに配

慮し、施設の利用方法等について、事前に当該学校、教育委員会等の関係部局や地域住民等

の関係者と調整を図る。 

３ 指定緊急避難場所の管理者は、廃止、改築等により当該指定緊急避難場所の現状に重要な

変更を加えようとするときは、町長に届け出なければならない。 

４ 町は、当該指定緊急避難場所が廃止されるなど、基準に適合しなくなったと認めるときは、

指定緊急避難場所の指定を取り消す。 

５ 町長は、指定緊急避難場所を指定し、または取り消したときは、知事に通知するとともに

公示しなければならない。 
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Ũ ǡ  

１ 町は、災害時に被災者を滞在させるため、次の基準に適合する施設を、あらかじめ当該施

設の管理者の同意を得た上で、指定避難所として指定するとともに、住民等への周知徹底を

図る。 

4- 6- 2  ǡ  

  被災者等を滞在させるために必要かつ適切な規模を有すること。 

  
速やかに、被災者等を受け入れ、生活関連物資を配布することが可能な構造・設備を

有すること。 

  想定される災害による影響が比較的少ない場所にあること。 

  車両等による災害救援物資等の輸送が比較的容易な場所にあること。 

２ 町は、主として要配慮者を滞在させることが想定されるものにあっては、上記に加えて次

の基準に適合する施設を指定福祉避難所として指定する。 

（１）要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられていること。 

（２）災害時において要配慮者が相談し、または助言その他の支援を受けることができる体制

が整備されること。 

（３）災害時において主として要配慮者を滞在させるために必要な居室が可能な限り確保されること。 

（４）要配慮者に対して円滑な情報伝達ができるよう、多様な情報伝達手段の確保に努めていること。 

３ 指定緊急避難場所と指定避難所は相互に兼ねることができる。 

４ 町は、指定避難所の指定にあたっては、次の事項について努める。 

（１）町は、法令に基づく指定避難所について、地域的な特性や過去の教訓、想定される災害、

感染症対策等を踏まえ、避難者が避難生活を送るために必要十分な数、規模の施設等を指

定し、平時から、指定避難所の場所、受入人数、家庭動物の受入れ方法等について、住民

へ周知徹底を図る。なお、指定を取り消した場合も同様に、住民への周知を図る。 

また、災害時に指定避難所の開設状況や混雑状況等を周知することも想定し、ホームペ

ージやアプリケーション等の多様な手段の整備に努める。 

なお、これらの適当な既存施設がない場合、野外に仮設物等または天幕を設置し、避難

所とする。 

（２）指定避難所を指定する際にあわせて広域一時滞在の用にも供することについて定める

など、他の町からの被災住民を受け入れることができる施設をあらかじめ決定しておく。 

（３）老人福祉施設、障害者支援施設等の施設、保健センター等の施設や指定一般避難所の一

部のスペースを活用し、一般の避難スペースでは生活することが困難な障がい者等の要

配慮者が、避難所での生活において特別な配慮が受けられるなど、要配慮者の状態に応じ

て安心して生活できる体制を整備した福祉避難所を指定する。 

特に、医療的ケアを必要とする者に対しては、人工呼吸器や吸引器等の医療機器の電源

の確保等の必要な配慮に努める。 
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（４）学校を指定避難所として指定する場合には、学校が教育活動の場であることに配慮し、

施設の利用方法等について、事前に当該学校、教育委員会等の関係部局や地域住民等の関

係者と調整を図る。 

（５）町は、指定避難所となる施設において、あらかじめ、必要な機能を整理し、備蓄場所の

確保、非常時専用公衆電話及びＷｉ- Ｆｉ等の通信設備の整備等を進める。また、必要に

応じ指定避難所の電力容量の拡大に努める。 

（６）町は、指定管理施設や民間の施設が指定避難所となっている場合には、施設管理者との

間で事前に避難所運営に関する役割分担等を定めるよう努める。 

５ 指定避難所の管理者は、廃止、改築等により当該指定避難所の現状に重要な変更を加えよ

うとするときは、町長に届け出なければならない。 

６ 町は、当該指定避難所が廃止されるなど、基準に適合しなくなったと認めるときは、指定

避難所の指定を取り消す。 

７ 町長は、指定避難所を指定し、または取り消したときは、知事に通知するとともに公示し、

当該通知を受けた知事は、その旨を内閣総理大臣に報告する。 

ũ  

Ŧ ǡ  

（１）町は、災害時に必要に応じて指定避難所を開設し、住民等に対し周知徹底を図る。 

また、要配慮者のため、必要に応じて福祉避難所を開設する。 

（２）町は、災害の規模にかんがみ、必要な避難所を、可能な限り当初から開設するよう努める。 

（３）町は、指定避難所だけでは施設が量的に不足する場合には、国や独立行政法人等が所有

する研修施設等の活用も含め、可能な限り多くの避難所を開設し、ホームページやアプリ

ケーション等の多様な手段を活用して周知するよう努める。 

特に、要配慮者に配慮して、被災地域外の地域にあるものを含め、旅館・宿泊施設等を

実質的に福祉避難所として開設するよう努める。 

（４）町は、避難所を開設する場合には、あらかじめ施設の安全性を確認する。 

（５）町は、指定避難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途

絶による孤立が続くと見込まれる場合は、当該地域に指定避難所を設置・維持することの

適否を検討する。 

（６）町は、避難所を開設した場合に関係機関等による支援が円滑に講じられるよう、避難所

の開設状況等とともに、指定避難所については当該避難所に付与された全国共通避難所・

避難場所ＩＤを適切に都道府県に報告し、都道府県は、その情報を国（内閣府等）に共有

するよう努める。 

（７）町は、特定の指定避難所に避難者が集中し、受入人数を超えることを防ぐため、ホーム

ページやアプリケーション等の多様な手段を活用して避難所の混雑状況を周知する等、

避難の円滑化に努める。 
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ŧ ǡ◖☺  

（１）町は、各指定避難所の適切な運営管理を行う。この際、指定避難所における正確な情報

の伝達、食料、飲料水等の配布、清掃等については、避難者、住民、自主防災組織、避難

所運営について専門性を有したＮＰＯ・ボランティア等の外部支援者等の協力が得られ

るよう努めるとともに、必要に応じ、他の地方公共団体に対して協力を求める。 

また、町は、指定避難所の運営に関し、役割分担を明確化し、避難者に過度の負担がか

からないよう配慮しつつ、避難者が相互に助け合う自治的な組織が主体的に関与する運

営に早期に移行できるよう、その立ち上げを支援する。この際、避難生活支援に関する知

見やノウハウを有する地域の人材に対して協力を求めるなど、地域全体で避難者を支え

ることができるよう留意すること。 

（２）町は、それぞれの指定避難所に受入れている避難者に係る情報及び指定避難所で生活せ

ず食料や水等を受取りに来ている被災者等に係る情報の早期把握に努める。 

また、民生委員・児童委員、介護保険事業者、障害福祉サービス事業者等は、避難行動

要支援者等の要配慮者の居場所や安否の確認に努め、把握した情報について地方公共団

体に提供する。 

（３）町は、指定避難所における生活環境が常に良好なものであるよう努める。そのため、避

難所開設当初からプライバシー確保のためのパーティションや段ボールベッド等の簡易

ベッドを設置すること、栄養バランスのとれた適温の食事を提供できるよう、炊き出し

に利用できる学校給食施設等の場所、調理器具や食料を確保することに努めるとともに、

快適なトイレの設置状況、し尿処理状況、健康のための入浴施設の設置状況等の把握に

努め、必要な対策を講ずる。 

また、避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保状況、入浴施設設置の有無及

び利用頻度、洗濯等の頻度、医師、保健師、看護師、管理栄養士等による巡回の頻度、暑

さ・寒さ対策の必要性、食料の確保、配食等の状況、し尿及びごみの処理状況など、避難

者の健康状態や避難所の衛生状態の把握に努め、入浴、洗濯等の生活に必要となる水の確

保、福祉的な支援の実施など、必要な措置を講ずるよう努める。 

（４）食事の提供について、長期化に対応してメニューの多様化、適温食の提供、栄養バラン

スの確保等、質の確保についても配慮する。また、食事の質の確保にあたっては、キッチ

ンカーによるものを含め、炊き出しの活用が有効な手段の一つとなるとを考慮する。 

（５）災害時は、食中毒が発生しやすい状況となることから、食事を提供する者、食事を食べ

る者は、食中毒予防のための呼びかけを行うなど、衛生管理に努める。 

（６）町は、必要に応じ、被災者支援等の観点から指定避難所における家庭動物のための避難

スペースの確保等に努めるとともに、獣医師会や動物取扱業者等から必要な支援が受け

られるよう、連携に努める。 

（７）町は、指定避難所における感染症対策のため、避難者の健康管理や避難所の衛生管理、

十分な避難スペースの確保、適切な避難所レイアウト等の必要な措置を講じるよう努める。 
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（８）町は、被災地において感染症の発生、拡大がみられる場合は、防災担当課と保健福祉担

当課が連携して、感染症対策として必要な措置を講じるよう努める。また、自宅療養者等

が指定避難所に避難する可能性を考慮し、保健福祉担当課は、防災担当課に対して、避難

所の運営に必要な情報を共有する。 

（９）町は、指定避難所等の運営における女性や子育て家庭の参画を推進するとともに、男女

のニーズの違い等男女双方の視点への配慮やこども・若者の居場所の確保に努める。特に、

女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品・女性用下着の女性による配布、

男女ペアによる巡回警備や防犯ブザーの配布等による指定避難所等における安全性の確

保、キッズスペースや学習スペースの設置など、女性や子育て家庭、こども・若者のニー

ズに配慮した指定避難所の運営管理に努める。 

（10）町は、指定避難所等における女性やこども等に対する性暴力・ＤＶの発生を防止するため、

女性用と男性用のトイレを離れた場所に設置する、トイレ・更衣室・入浴施設等は昼夜問わ

ず安心して使用できる場所に設置する、照明を増設する、性暴力・ＤＶについての注意喚起

のためのポスターを掲載するなど、女性やこども等の安全に配慮するよう努める。また、警

察、病院、女性支援団体との連携の下、被害者への相談窓口情報の提供を行うよう努める。 

（11）町は、やむを得ず指定避難所に滞在することができない被災者に対しても、食料等必要

な物資の配布、保健師等による巡回健康相談の実施等保健医療サービスの提供、正確な情

報の伝達等により、生活環境の確保が図られるよう努める。 

（12）町は、在宅避難者等の支援拠点が設置された場合は、利用者数、食料等の必要な物資数

等を集約し、必要に応じ物資の補充等の支援を行い、被災者支援に係る情報を支援のため

の拠点の利用者に対しても提供する。 

（13）町は、車中泊避難を行うためのスペースが設置された場合は、車中泊避難を行うための

スペースの避難者数、食料等の必要な物資数等を集約し、必要に応じ物資の補充等の支援

を行い、被災者支援に係る情報を車中泊避難者にも提供する。この際、車中泊避難の早期

解消に向け、必要な支援の実施等に配慮するよう努める。 

（14）町は、災害の規模、被災者の避難状況、避難の長期化等にかんがみ、必要に応じて、旅

館・宿泊施設等への移動を避難者に促す。 

（15）町は、災害の規模等にかんがみ、避難者の健全な住生活の早期確保のために、必要に応

じ、応急仮設住宅の迅速な提供、公営住宅、民間賃貸住宅、空き家等利用可能な既存住宅

のあっせん、活用等により、指定避難所の早期解消に努めることを基本とする。 

Ū ǞƽǄǾ ǡ  

Ŧ ǡ ǝ ǡ Ǧ ǫǡ  

町長は、適時・適切に避難指示等を発令するため、あらかじめ避難指示等の具体的な判断

基準（発令基準）を策定する。 
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また、住民等の迅速かつ円滑な避難を確保するため、避難指示等の意味と内容の説明、避

難すべき区域や避難指示等の判断基準（発令基準）について、日頃から住民等への周知に努

める。 

そして、躊躇なく避難指示等を発令できるよう、平時から災害時における優先すべき業務

を絞り込むとともに、当該業務を遂行するための役割を分担するなど、全庁を挙げた体制の

構築に努める。 

また、道は町に対し、避難指示等の発令基準の策定を支援するなど、町の防災体制確保に

向けた支援を行う。 

ŧ ɇȬɀ¤ȸȟºȲɇȬɀ¤WebȸȟºȲɇȬɀ ǡ Ǧ ǫǡ  

町長は、住民等の円滑な避難を確保するため、浸水想定区域など、災害発生時に人の生命

または身体に危険が及ぶおそれがあると認められる土地の区域を表示した図面に、災害に関

する情報の伝達方法、指定緊急避難場所及び避難路等、必要となる事項を記載した防災マッ

プ、ハザードマップ・Webハザードマップ等を作成し、印刷物の配布その他の必要な措置を講

ずるよう努める。 

ハザードマップ等の配布・周知等に際しては、居住する地域の災害リスクや住宅の条件等

を考慮した上でとるべき行動や適切な避難先を判断できるよう周知に努めるとともに、安全

な場所にいる人まで避難場所に行く必要がないこと、避難先として安全な親戚・知人宅等も

選択肢としてあること、警戒レベル４で「危険な場所から全員避難」すべきこと等の避難に

関する情報の意味の理解の促進に努める。 

Ø 10- 2 ȸȟºȲɇȬɀÙ 

Ũ ǡ  

町は、主に次の事項に留意して避難計画を策定するとともに、自主防災組織等の育成を通

じて避難体制の確立に努める。また、要配慮者を速やかに避難誘導するため、地域住民、自

主防災組織、町内会や自治会、関係団体、福祉事業者等の協力を得ながら、平時より、情報伝

達体制の整備、要配慮者に関する情報の把握・共有、個別避難計画の作成等の避難誘導体制

の整備に努める。 

なお、避難計画の策定に際しては、昼夜間人口の差異や孤立可能性、冬の寒さ、夏の暑さ

等の地理的・気象的条件を考慮するよう努める。 

（１）避難指示等を発令する基準及び伝達方法 

（参考「避難情報の発令判断・伝達マニュアル」） 

（２）指定緊急避難場所・指定避難所の名称、所在地、対象地区、受入人数及び家庭動物受入

可否 

（３）指定緊急避難場所・指定避難所への経路及び誘導方法（観光地などについては、観光入

り込み客対策を含む。） 

（４）避難誘導を所管する職員等の配置及び連絡体制 
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（５）避難場所・避難所の開設等に伴う被災者救護措置に関する事項 

ア 給水、給食措置 

イ 毛布、寝具等の支給 

ウ 衣料、日用必需品の支給 

エ 冷暖房及び発電機用燃料の確保、充実強化 

オ 負傷者に対する応急救護 

カ 上記のほか、一人ひとりの事情から生じる多様なニーズに配慮するなど、被災者の人

間らしさを保つために必要な生活環境の整備 

（６）指定緊急避難場所・指定避難所の管理に関する事項 

ア 避難中の秩序保持 

イ 住民の避難状況の把握 

ウ 避難住民に対する災害情報や応急対策実施状況の周知、伝達 

エ 避難住民に対する各種相談業務 

（７）避難に関する広報 

ア 防災行政無線（戸別受信機を含む。）等による周知 

イ 緊急速報メールによる周知 

ウ ＳＮＳを活用した周知 

エ 広報車（消防、警察車両の出動要請を含む。）による周知 

オ 避難誘導者による現地広報 

カ 住民組織を通じた広報 

ũ ◖☺ 

避難所運営において、町は、地域におけるマニュアルの作成や訓練等を通じて、住民等

が主体的に避難所運営に関与できるよう指定避難所の運営管理のために必要な知識等の普

及に努める。 

Ū ǡ № 

被災者の避難状況の把握は、被災者支援、災害対策の基本となるが、発災直後の町は、道

路の寸断や停電の発生等に加え、避難誘導や各種災害応急対策などの業務が錯綜し、居住者

や指定避難所への受入状況などの把握に支障を生じることが想定される。 

このため、指定避難所における入所者登録などの重要性について、避難所担当職員や避難

所管理者に周知徹底を図るとともに、デジタル技術を活用し、避難者台帳（名簿）を容易に

作成できるシステムを整備することが望ましい。システムを整備する際には、個人情報の取

り扱いや、停電時に備えた非常用電源の確保には十分留意する。 

また、被災者を把握するための避難者台帳（名簿）を迅速に作成するために、避難者台帳

（名簿）をデジタル管理する場合においても、避難者の状況を把握するためのシステムのバ

ックアップとして、あらかじめ様式を定め印刷の上、必要に応じ各避難所に保管する。 
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町は、保健師、福祉関係者、ＮＰＯ等の様々な主体が地域の実情に応じて実施している状

況把握の取組を円滑に行うことができるよう事前に実施主体間の調整を行うとともに、状況

把握が必要な対象者や優先順位付け、個人情報の利用目的や共有範囲について、あらかじめ、

検討するよう努める。 

Ū   Ǟ ǌǾ ⱱ 

町は、在宅避難者等が発生する場合や、避難所のみで避難者等を受け入れることが困難と

なる場合に備えて、あらかじめ、地域の実情に応じ、在宅避難者等が利用しやすい場所に在

宅避難者等の支援のための拠点を設置することなど、在宅避難者等の支援方策を検討するよ

う努める。 

また、町は、やむを得ず車中泊により避難生活を送る避難者が発生する場合に備えて、あ

らかじめ、地域の実情に応じ、車中泊避難を行うためのスペースを設置すること等、車中泊

避難者の支援方策を検討するよう努める。その際、車中泊を行うにあたっての健康上の留意

点等の広報や車中泊避難者の支援に必要な物資の備蓄に努める。 

ū ǝ ǡ  

１ 学校、医療機関及び社会福祉施設の管理者は、主に次の事項に留意してあらかじめ避難計

画を作成し、関係職員等に周知徹底を図るとともに、訓練等を実施することにより避難の万

全を期する。 

（１）避難の場所（指定緊急避難場所、指定避難所） 

（２）経路 

（３）移送の方法 

（４）時期及び誘導並びにその指示伝達の方法 

（５）保健、衛生及び給食等の実施方法 

（６）冷暖房及び発電機の燃料確保の方法 

２ 要配慮者利用施設の所有者または管理者は、介護保険法等の関係法令などに基づき、自然

災害からの避難を含む非常災害に関する具体的計画を作成する。 

Ŭ ǡ ǫǡ  

町、道及び北海道財務局は、相互に連携しつつ、避難場所、避難施設、備蓄など防災に関す

る諸活動の推進にあたり、公共用地等の有効活用に配慮する。 
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Ŭ  ⱱ ǡ Ǟ ǌǾ  

 

災害時における要配慮者の安全の確保等については、本計画の定めるところによる。 

Ŧ ↨  

災害時には、特に高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦等が、被害を受けやすい、情報を入手

しにくい、避難所における良好な環境を得にくいなどの状況におかれる場合が見られること

から、町及び社会福祉施設等の管理者は、これら要配慮者の安全の確保等を図るため、住民、

自主防災組織等の協力を得ながら、平時から要配慮者の実態把握、緊急連絡体制、避難誘導等

の防災体制の整備に努める。 

Ŧ ǡ  

町は、個別避難計画の作成を促進するため、避難行動要支援者や避難支援等に携わる関係

者に対し、制度の周知・啓発等に努めるとともに、防災担当課（総務課 危機対策係（総務対

策班）や福祉担当課（保健福祉課（福祉対策班））をはじめとする関係課の連携の下、平時か

ら避難行動要支援者に関する情報を把握し、避難行動要支援者名簿及び個別避難計画を作成

し、定期的に更新を行うとともに、庁舎等の被災等の事態が生じた場合においても要配慮者

の安全の確保等に支障が生じないよう、電子媒体と紙媒体の両方で保管するほか、被災者支

援業務の迅速化・効率化のため、デジタル技術を積極的に検討する等、名簿情報及び個別避

難計画情報の適切な管理に努める。 

また、消防団、警察、自主防災組織等の防災関係機関及び平時から要配慮者と接している

社会福祉協議会、民生委員、福祉事業者、障がい者団体等の福祉関係者と協力して、要配慮

者に関する情報の共有、避難行動支援に係る地域防災力の向上等、避難支援の体制整備を推

進する。 

（１）地域防災計画の策定 

町は、名簿情報及び個別避難計画情報の取扱いや個別避難計画の作成・活用方針等を整

理し、そのうち、重要事項を地域防災計画に定める。 

（２）要配慮者の把握 

町は、要配慮者について、町の関係部局における要介護高齢者や障がい者等の関連する

情報を整理、把握しておく。 

（３）避難行動要支援者名簿の作成、更新及び情報提供 

町は、自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るた

めに特に支援を要するものについて、要介護状態区分、障害支援区分、家族の状況等を考

慮した要件を設定した上で、避難行動要支援者名簿を作成する。 
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また、避難行動要支援者の心身の状況や生活実態の変化の把握に努め、避難行動要支援

者名簿の更新サイクルや仕組みをあらかじめ構築し、名簿情報を最新の状態に保つ。 

（４）避難支援等関係者への事前の名簿情報の提供 

町は、平時における避難行動要支援者名簿情報の提供については、避難行動要支援者名

簿に記載されている者のうち、避難行動要支援者名簿への登録及び情報の提供について同

意を得ている者の当該名簿情報を、避難支援等関係者（消防機関、自主防災組織、民生委員

等）に対し、あらかじめ避難支援等の実施に必要な限度で行う。 

なお、避難行動要支援者本人が重度の認知症や障がい等により、個人情報の取扱いに関

して判断できる能力を有していない場合には、親権者や法定代理人等から同意を得るこ

ととする。ただし、災害時において、町長が、避難行動要支援者の生命または身体を災害

から保護するために、特に必要があると認めるときは、避難支援等の実施に必要な限度で、

避難支援等関係者その他の者に対し、名簿情報を提供することができる。この場合におい

ては、名簿情報を提供することについて本人の同意を得ることを要しない。 

（５）個別避難計画の作成 

町は、地域の特性や実情を踏まえつつ、避難行動要支援者名簿の情報に基づき、発災時

に避難支援を行う援助者や避難支援の方法、避難場所、避難経路等、具体的な避難方法等

についての個別計画の作成に努める。この際、庁内の防災・福祉・保健・医療・地域づく

りなどの関係する部署、これらの部署による横断的な組織のほか、福祉専門職、社会福祉

協議会、民生委員、地域住民、ボランティア団体等の避難支援等関係者と連携して、名簿

情報に係る避難行動要支援者ごとに、作成の同意を得て、個別避難計画を作成するように

努める。この場合、例えば積雪寒冷地における積雪や凍結といった地域特有の課題に留意

する。 

また、個別避難計画については、避難行動要支援者の状況の変化、ハザードマップの見

直しや更新、災害時の避難方法等の変更等を適切に反映したものとなるよう、必要に応じ

て更新するとともに、庁舎の被災等の事態が生じた場合においても、計画の活用に支障が

生じないよう、個別避難計画情報の適切な管理に努める。 

（６）避難支援等関係者への事前の個別避難計画の提供 

町は、避難支援等関係者が避難行動要支援者の災害時における避難方法や避難支援の

内容等を事前に把握・検討し、個々の要支援者ごとに個別避難計画の実効性を高めるため、

避難支援等の実施に必要な限度で、地域防災計画の定めるところにより、避難支援等関係

者に提供する。ただし、条例に特別の定めがある場合を除き、避難行動要支援者及び避難

支援等実施者の同意が得られない場合は提供しない。 

また、個別避難計画の実効性を確保する観点等から、多様な主体の協力を得ながら、避

難行動要支援者に対する情報伝達体制の整備、避難支援・安否確認体制の整備、避難訓練

の実施等を一層図るよう努める。その際、個別避難計画情報の漏えいの防止等必要な措置

を講じる。 
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（７）個別避難計画が作成されていない避難行動要支援者への対応 

町は、個別避難計画が作成されていない避難行動要支援者についても、避難支援等が円

滑かつ迅速に実施されるよう、災害時にどのように避難支援等を実施するかを計画し、避

難支援等関係者に事前に人数やおおよその居住地を連絡するなどして備え、災害時には

事前に計画した内容に基づき避難支援等関係者等に名簿情報を提供し、避難支援等を実

施する。 

（８）避難行動支援に係る地域防災力の向上 

町は、地域の実情に応じ、要配慮者に対する災害時に主体的に行動できるようにするた

めの研修や防災知識等の普及・啓発等の実施に努めるとともに、避難行動要支援者の態様

に応じた防災教育や防災訓練の充実強化を図る。 

地区防災計画が定められている場合は、個別避難計画で定められた避難支援等を含め、

地域全体での避難が円滑に行われるよう、地区全体の中での避難支援の役割分担や支援

内容を整理して実効性を高める。 

（９）福祉避難所の指定 

町は、老人福祉施設、障害者支援施設等の施設、保健センター等の施設や指定一般避難

所の一部のスペースを活用し、一般の避難スペースでは生活することが困難な障がい者

等の要配慮者が、避難所での生活において特別な配慮が受けられるなど、要配慮者の状態

に応じて安心して生活できる体制を整備した福祉避難所を指定する。特に、医療的ケアを

必要とする者に対しては、人工呼吸器や吸引器等の医療機器の電源の確保等の必要な配

慮に努める。 

ŧ ǡ  

（１）防災設備等の整備 

施設管理者は、社会福祉施設等の利用者や入所者が、寝たきりの高齢者や障がい者等の

要配慮者であるため、施設の災害に対する安全性を高めることが重要である。 

また、施設管理者は、電気・水道等の供給停止に備えて、施設入所者が最低限度の生活

維持に必要な食料、飲料水・医薬品等の備蓄に努めるとともに、施設の機能の応急復旧等

に必要な防災資機材の整備に努める。 

特に、病院、要配慮者に関わる社会福祉施設等の人命に関わる重要施設の管理者は、発

災後72時間の事業継続が可能となる非常用電源を確保するよう努める。 

（２）組織体制の整備 

施設管理者は、災害時において、迅速、かつ、的確に対処するため、あらかじめ防災組

織を整え、施設職員の任務分担・動員計画・緊急連絡体制等を明確にしておく。 

特に、夜間における消防機関等への通報連絡や入所者の避難誘導体制に十分配慮した

組織体制を確保する。 

また、平時から市町村との連携の下に、施設相互間並びに他の施設、近隣住民及びボラ

ンティア組織と入所者の実態等に応じた協力が得られるような体制の整備に努める。 
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（３）緊急連絡体制の整備 

施設管理者は、災害の発生に備え、消防機関等への早期通報が可能な非常通報装置を設

置するなど、緊急時における情報伝達の手段・方法を確立するとともに、施設相互の連携

協力の強化に資するため、町の指導の下に緊急運絡体制を整える。 

（４）防災教育・防災訓練の充実 

施設管理者は、施設の職員や入所者が、災害等に関する基礎的な知識や災害時にとるべ

き行動等について理解や関心を深めるため、防災教育を定期的に実施する。 

また、施設管理者は、施設の職員や入所者が災害時等においても適切な行動がとれるよう、

各々の施設の構造や入所者の判断能力・行動能力等の実態に応じた防災訓練を定期的に実施

する。 

特に、自力避難が困難な者等が入所している施設においては、夜間における防災訓練も

定期的に実施するよう努める。 

ŧ Ǟ ǌǾ  

町は、言語・生活習慣・防災意識の異なる外国人を要配慮者として位置付け、災害時に迅速、

かつ、的確な行動がとれるよう、次のような条件・環境づくりに努めるとともに、在留管理制

度における手続き等様々な機会をとらえて防災対策についての周知を図る。 

また、被災地に生活基盤を持ち、避難生活や生活再建に関する情報を必要とする在日外国人

と、早期帰国等に向けた交通情報を必要とする訪日外国人は行動特性や情報ニーズが異なるこ

とを踏まえ、それぞれに応じた迅速かつ的確な情報伝達の環境整備や、円滑な避難誘導体制の

構築に努める。 

１ 支援物資の入手方法や広域避難の案内等、多言語による広報の充実 

２ 指定緊急避難場所・道路標識等の災害に関する表示板の多言語化及びピクトグラム化 

３ 必要とする防災情報に迅速かつ的確にアクセスできるよう、「緊急速報メール」、「Safety 

tips 」のダウンロード及び地方公共団体等がＳＮＳ等を活用して独自に提供する、防災・気

象情報等の情報発信ツールの活用を多様な方法により周知 

４ 外国人を含めた防災訓練・防災教育の実施 

５ 外国人観光客等に対する相談窓口等の設置 
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ŭ  ¤  

 

平時における防災関係機関等の情報交換及び情報伝達体制の整備等については、本計画に定

めるところによる｡ 

Ŧ  

１ 情報等の収集及び連絡を迅速、かつ、的確に行うため、気象等特別警報・警報・注意報及

び災害情報等の取扱いについて、災害時に対処する体制を整備するとともに、災害情報等連

絡責任者を定め、あらかじめ松前町防災会議会長（町長）に報告する。 

２ 情報に関し必要とする資料その他を積極的に松前町防災会議構成員間で共有するととも

に、松前町地域防災計画（資料編）に掲載するよう努める。 

３ 災害の予測・予知や災害研究を推進するため、それぞれの機関が所有する計測・観測デー

タや危険情報などの災害予測に資する情報を必要とする機関に提供するとともに、これら

情報の多角的な活用に向け、関係機関は情報を共有化するため通信ネットワークのデジタ

ル化を推進するともに、全国的な大容量通信ネットワークの体系的な整備に対応したシス

テムの構築に努める。 

ŧ   Ǧ  

１ 要配慮者にも配慮したわかりやすい情報伝達と、要配慮者や災害により孤立する危険の

ある地域の被災者、帰宅困難者など、情報が入手困難な被災者等に対しても、確実に情報伝

達できるよう必要な体制の整備を図る。特に、町内のほとんどがテレビ視聴難聴地域であり、

共同受信施設等の整備及び災害時に孤立するおそれのある町で停電が発生した場合に備え、

衛星携帯電話や衛星インターネットなどにより、当該地域の住民と当該市町村との双方向

の情報連絡体制を確保するよう留意する。 

２ 災害時において停電の発生も想定し、情報の迅速かつ正確な収集・伝達を行うため通信手

段の多重化・多様化、非常電源の確保に努める。特に、被災者等への情報伝達手段として、

町防災行政無線（戸別受信機を含む。）等の無線通信システムの整備を図るとともに、ＩＰ

通信網、ケーブルテレビ網等の有線通信システムや携帯電話、衛星携帯電話、衛星インター

ネット等の無線通信システムも含め、要配慮者にも配慮した多様な手段の整備に努める。 

また、電気事業者は、停電時にインターネット等を使用できない被災者に対する被害情報

等の伝達に係る体制の整備に努める。 

なお、地域衛星通信ネットワーク等の耐災害性に優れている衛星系ネットワークについ

て、国、町、道、消防本部等を通じた一体的な整備を図る。 
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３ 非常通信体制の整備、有・無線通信システムの一体的運用等により、災害時の重要通信の

確保に関する対策の推進を図る。この場合、非常通信協議会とも連携し、情報収集・伝達体

制について訓練等を通じて、実効性の確保に留意する。 

なお、電気通信事業者は、通信の仕組みや代替通信手段の提供等について利用者への周知

に努めるとともに、通信障害が発生した場合の被災者に対する情報提供体制の整備を図る。 

４ 情報通信手段の施設については、平時から設備の機能を維持するための定期的な点検を

実施するとともに非常通信の取扱い及び機器の使用方法の確認を行うなどして、運用管理

体制の整備を図る。 

５ 無線通信システムの運用においては、混信等の対策に十分留意するため、関係機関の間で

運用方法について十分な調整を図ること。この場合、周波数割当て等による対策を講じる必

要が生じた際は、北海道総合通信局と事前の調整を実施すること。また、通信の輻輳時及び

途絶時を想定した他の防災関係機関等との連携による通信訓練の参加に努める。 

６ 町は、災害時でも情報通信手段の維持・確保ができるよう、応急復旧対策のため必要とな

った場合に提供する場所の選定に努める。 

なお、その場合において、様々な災害に対応できるよう、複数箇所の選定に努める。 

 ７ 防災関係機関は、災害時の各機関間の情報通信手段として公共安全モバイルシステムの

整備に努め、平時から訓練等を通じて、実効性の確保に留意する。 

Ø 2- 3 ╗ Ù 
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Ů   

 

風水害、地震、火災等の災害から建築物を防御するために必要な措置事項は、次のとおりで

ある。 

Ŧ  

町は、災害時に重要な役割を果たす施設が多く立地する町中心部や、避難所、避難路の周

辺では、建築物の不燃化を図り安全性を高めるため、準防火地域・防火地域の指定に努め、

建築物の不燃化の推進を図る。 

ŧ ƿǄ Ǟ ǌǾ ǡ  

１ 町及び道は、がけの崩壊等で危険を及ぼすおそれのある区域において、建築物の建築制限

を行うとともに、既存の危険住宅については、がけ地近接住宅移転事業制度を活用し、安全

な場所への移転促進を図る。 

２ 町及び国は、大規模盛土造成地の位置や規模を示した大規模盛土造成地マップ及び液状

化被害の危険性を示したハザードマップを作成・公表する。また、国、道及び町は、滑動崩

落の恐れが大きい大規模盛土造成地において、宅地の安全性の把握及び耐震化を推進する。 
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消防の任務は、その施設及び人員を活用して住民の生命、身体及び財産を火災から保護すると

ともに、火災または地震等の災害を防除し、及びこれらの災害による被害を軽減するほか、災害

等による傷病者の搬送を適切に行うことにある。 

なお、松前町、福島町、知内町、木古内町で構成する渡島西部広域事務組合消防本部（以下「消

防本部」という。）において具体的な計画を定める。 

Ŧ ǡ  

Ŧ  

消防本部及び松前消防署は、消防の任務を遂行するため、本計画の内容を踏まえ、各種災

害に対し、効果的な消防活動を行えるよう消防計画の一層の充実を図る。 

ŧ ǡ  

消防本部及び松前消防署は、１の方針により火災予防及び火災防御を中核として、これに

火災以外の災害の防除及び発生による被害を軽減するための事項等を含めた業務全体に係る

消防計画を作成する。 

Ũ ǡ ꞌ ǡ  טּ

消防本部及び松前消防署は、将来人口が減少する中で、複雑多様化、大規模化する災害に

対応可能な消防体制を確立するため、「第四次北海道消防広域化推進計画」を踏まえながら、

消防の広域化を推進するなど、消防の対応力強化に努める。 

ŧ ǡ  

消防本部及び松前消防署は、消防活動の万全を期するため、消防力の整備指針を参考に、実

態に即応する消防施設並びに人員の整備充実を図るとともに、大規模・特殊災害に対応するた

めの、高度な技術・資機材を有する救助隊の整備の推進、先端技術による高度な技術の開発に

努める。 

また、消防水利の基準に定める所要の水利の整備充実を図るとともに、常にこれを有効に使

用できるよう維持管理の適正を図る。 

Ũ ╢ Ǧ ╢ǡ ╔  

道及び消防本部は、消防職員及び消防団員に対し、資質の向上、体力の錬成と第一線防災活

動の充実強化を図るため、消防学校及び現地において｢消防学校における教育訓練の基準｣等

に基づく教育訓練を実施する。 
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ũ ╓ ꞌⱱ  

消防本部は、大規模な火災など単独では十分な災害応急対策を実施できない場合に備え、相

互に応援できる体制を整備するとともに、災害時においては、必要に応じ消防機関の応援協定

や第１編第５章第７節「広域応援・受援計画」に基づき、他の消防機関、他市町村、他都府県

及び国へ応援を要請する。 
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4- 10- 2  ǡ  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考１ 非常災害時の事務機構は、火災または水害が発生し、その防災活動に全消防職・団員を招集し、

当該町に災害対策本部が設置された場合の事務機構である。 

２ 人員及び車両は、災害対策本部並びに災害地以外の消防職・団員及び消防車若しくは借上げ車両

を充てる。 

消防本部 

１ 関係機関との調整に関すること 

２ 物資の調達輸送に関すること 

３ 隊員の食料輸送に関すること 

４ 貸与品の調達輸送に関すること 

５ 公務災害補償に関すること 

６ 保健衛生に関すること 

７ その他に関すること 

１ 情報、修理に関すること 

２ 火災予防に関すること 

３ 火災原因調査及び損害調査に関すること 

４ その他に関すること 

１ 応急修理に関すること 

２ 通信系統に関すること 

３ 消防機器の修理及び整備指導に関すること 

４ 消防水利に関すること 

５ 救急・救助に関すること 

６ その他に関すること 

１ 出動員数の把握に関すること 

２ 給食に関すること 

３ その他に関すること 

１ 情報連絡に関すること 

２ その他に関すること 

１ 警防に関すること 

２ 救急救助に関すること 

３ その他に関すること 

１ 出動員数の把握に関すること 

２ 給食に関すること 

３ その他に関すること 

１ 情報連絡に関すること 

２ その他に関すること 

１ 警防に関すること 

２ その他に関すること 
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水害の発生を未然に防止し、または被害の軽減を図るための予防対策上必要な措置等につい

ては、本計画の定めるところによる。 

Ŧ  

町は、次のとおり予防対策を実施する。 

なお、融雪出水に係る水害の予防対策は、本章第14節｢融雪災害予防計画｣による。 

Ŧ  

洪水等による災害を防ぎ、または被害の軽減を図るとともに、流水の正常な機能を維持す

るため、河川改修事業等の治水事業を推進する。 

また、特に水防上警戒を要する区域などについて、河川監視を随時実施するなど河川の管

理に万全を期するとともに、必要に応じて水防拠点を整備する。 

さらに、住民が自らの地域の水害リスクに向き合い、被害を軽減する取組を行う契機とな

るよう、わかりやすい水害リスクの開示に努める。 

ŧ  

（１）気象等特別警報・警報・注意報並びに情報等を迅速に住民に伝達するため、関係事業者

の協力を得つつ、町防災行政無線（戸別受信機を含む。）、北海道防災情報システム、全国

瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）、テレビ、ラジオ（コミュニティＦＭ放送を含む。）、

携帯電話（緊急速報メール機能を含む。）、ワンセグ等を用いた伝達手段の多重化、多様化

を図るとともに、水防上警戒を要する区域の指定及び水防資器材の備蓄等所要の措置を

講じ、水防体制の確立を図る。 

（２）洪水浸水想定区域、雨水出水浸水想定区域及び高潮浸水想定区域の指定があったときは、

地域防災計画において、少なくとも当該浸水想定区域ごとに、次に掲げる事項について定

める。 

ア 洪水予報、水位到達情報の伝達方法 

イ 避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項 

ウ 防災訓練として町長が行う洪水、雨水出水または高潮に係る避難訓練の実施に関す

る事項 

（３）地域防災計画において上記（２）ウに掲げる事項を定めるときは、当該地域防災計画に

おいて、次に掲げる施設の区分に応じ、それぞれ次に定める者へ洪水予報等の伝達方法を

定める。 

ア 地下街等（地下に建設が予定されている施設及び地下に建設中の施設を除く。）所有

者または管理者及び自衛水防組織の構成員 
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イ 要配慮者利用施設所有者または管理者（自衛水防組織が置かれたときは、所有者また

は管理者及び自衛水防組織の構成員） 

ウ 大規模な工場その他の施設所有者または管理者（自衛水防組織が置かれたときは、所

有者または管理者及び自衛水防組織の構成員） 

（４）浸水想定区域をその区域に含む町長は、地域防災計画において定められた上記（２）ア

～ウに掲げる事項を住民に周知させるため、これらの事項を記載した印刷物の配布その

他の必要な措置を講じる。 

（５）町は、水防法に基づき指定した排水施設等において、想定し得る最大規模の降雨により

当該指定に係る排水施設に雨水を排除できなくなった場合または当該指定に係る排水施

設（当該指定に係るポンプ施設または貯留施設に接続する排水施設を含む。）から河川そ

の他の公共の水域若しくは海域に雨水を排除できなくなった場合に浸水が想定される区

域を雨水出水浸水想定区域として指定し、指定の区域、浸水した場合に想定される水深、

浸水範囲等を公表するとともに、関係町の長に通知する。 

ŧ  

水防に関する計画は、第３編「水防計画」による。 

 



第１編 本 編 

第４章 災害予防計画                                第12節 風害予防計画 

 

98 

12   

 

風による公共施設等の災害を予防するための計画は、次のとおりである。 

Ŧ  

町は、台風による風害を予防するため、その経路等により予想し得る気象状況を早期に把

握して、臨機に対応できる措置を講ずる。 

また、学校及び保育所や医療機関等の応急対策上重要な施設の安全性の向上に配慮する。 

なお、家屋その他建築物の倒壊等を防止するための緊急措置は、それぞれの施設管理者が

行うものであるが、状況に応じて町は施設管理者に対して、看板やアンテナ等の固定など強

風による落下防止対策等の徹底を図る。 

（１）台風による風害の予防は、その経路等により予想し得る気象状況を早期に把握して、臨

機に対応できる措置を講じる。 

（２）学校及び保育所や医療機関等の応急対策上重要な施設の安全性の向上に配慮する。 

   また、家屋その他建築物の倒壊等を防止するための緊急措置は、それぞれの施設管理者

が行うものであるが、状況に応じて町は施設管理者に対して、看板やアンテナ等の固定な

ど強風による落下防止対策等の徹底を図る。 

ア 戸、窓、壁等には、すじかい、支柱等の補強材による応急的な補強工事を行う。 

イ 倒壊のおそれがある建物は、ひかえ柱の取りつけ、ロープ張り、大きなすじかいの打

ち付け等を行う。 

ウ 煙突、看板、塀、立木等を針金等で補強する。 

エ 電灯引き込み線がたるんでいないか点検し、破損したものは直ちに電力会社に連絡

する。 

（３）台風による農産物等の風害防止のため、農業施設等の管理者や農業生産者に対して、風

害防止のための管理方法の周知指導を実施する。 

ŧ ǡ ¤  

住民に対し、竜巻等突風のメカニズムやこれと遭遇した場合の身の守り方等についての啓

発・普及を行う。 

竜巻からの身の守り方 

（１）屋内にいる場合 

ア 窓を開けない。 

イ 窓から離れる。 

ウ カーテンを引く。 

エ 雨戸・シャッターをしめる。 



第１編 本 編 

第４章 災害予防計画                                第12節 風害予防計画 

 

99 

オ 地下室や建物の最下階に移動する。 

カ 家の中心部に近い、窓のない部屋に移動する。 

キ 部屋の隅・ドア・外壁から離れる。 

ク 頑丈な机の下に入り、両腕で頭と首を守る。 

（２）屋外にいる場合 

ア 車庫・物置・プレハブを避難場所にしない。 

イ 橋や陸橋の下に行かない。 

ウ 近くの頑丈な建物に避難する。 

エ 頑丈な建物が無い場合は、近くの水路やくぼみに身をふせ、両腕で頭と首を守る。 

オ 飛来物に注意する。 

Ũ ꞌ ǡ  

（１）農作物・農地関係 

特殊な気象条件下においては、旋風・突風・竜巻等が発生する可能性があり、それによ

る農作物に対する被害が予想される。これらが発生した場合の対処方法について、啓発・

普及に努めるとともに、次の予防策を促進する。 

ア 風速50m/s以上に耐える耐候性ハウスの設置 

イ 風害等を受けやすい地域における農用地の災害の未然防止や保全を目的とする防風

施設等の整備 

ウ 農作物等に対する被害への対応の検討 

（２）住宅分野 

被災者に対し、公営住宅等の住宅確保、災害復興住宅融資等の支援を検討する。 
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13   

 

雪害に対処するための予防対策及び応急対策は、「北海道雪害対策実施要綱」に準じ、防災関係

機関がそれぞれ相互連携のもとに実施する。 

Ŧ ǡ  

町は、雪害対策を積極的に実施するため、次の事項につき十分留意する。 

１ 雪害対策の体制及び窓口を明確にすること。 

２ 雪害情報の連絡体制を確立すること。 

３ 災害警戒区域等の警戒体制を確立すること。 

４ 積雪における消防体制を確立すること。 

５ 雪害発生時における避難、救出、給水、食料、燃料等の供給及び防疫等の応急措置の体制

を整えること。 

６ 要配慮者世帯の安否確認や除雪支援の体制を整えること。 

７ 孤立予想地域に対しては、次の対策を講ずること。 

（１）食料、燃料等の供給対策 

（２）医療助産対策 

（３）応急教育対策 

８ 除雪機械、通信施設の整備点検を行うこと。 

９ 雪捨場の設定にあたっては、交通障害及び溢水災害等の発生防止について十分配慮する

こと。 

ŧ  

Ŧ ǡ  

  大雪により地域住民の交通に著しい支障がある場合は、速やかに除雪を実施し、昼夜交通

を確保することを原則とするが、住戸数及び交通量を勘案して、緊急順位を決定する。 

ŧ ǞƽǄǾ  

  消防水利周辺及びこれに通ずる道路の除雪には特に留意し、消防団員、地域住民の協力を

得て、火災発生時の消防活動に万全を期する。 

  異常降雪及び吹雪、なだれ等のため、消防車両の通行が停止し、または停止するおそれが

ある場合は、小型動力ポンプの人力搬入等の対策を講ずる。 

  その他の消防対策は、第４章10節の「消防計画」による。 
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Ũ ǡ  

  町道において、特に交通確保を必要とする除雪路線の降雪の状況が除雪必要量に達したと

きは、町により速やかに除雪を実施するが、防災上急を要する場合は、建設水道対策班へ除

雪車出動の要請をする。 

ũ ╓ Ǧ═  

  大雪、なだれ等による交通が途絶した孤立地域の食料の供給、救急医療対策については、

町有除雪機械を活用し、万全を期すほか、必要に応じて民間所有の機械を借り上げ、車道確

保に努める。長時間の孤立によって食料等が極度に不足した場合、または急病患者が発生し

た場合等においては、関係機関の協力を要請し、雪上車、ヘリコプター等により救急処理を

講ずる。 

Ū  

  積雪量が大量となり、住家及び建造物等に被害をもたらすおそれのある場合は、住民に対

し雪下ろし作業の励行を啓発するとともに、町内会等を通じて屋根の雪下ろし作業を組織的、

計画的に行うこととする。 

  特に、高齢者世帯に対しては、支援を図る。 

ū   

道路管理者は、排雪に伴う雪捨場の設定にあたっては、特に次の事項に留意する。 

（１）雪捨場は、交通に支障のない場所を設定すること、止むを得ず道路側面等を利用する場

合は、車両の待避場を設ける等交通の妨げにならないよう配意する。 

（２）河川等を利用し、雪捨場を設定する場合は、河川の流下能力の確保に努め、溢水災害等

の発生防止に十分配意する。 

Ŭ  

  雪害の発生により応急対策を実施する場合は、松前町地域防災計画の定めるところにより、

避難、救出、給水、食料供給及び防疫等に万全の措置を講じ、雪害の状況により必要がある

と認める場合は、自衛隊の災害派遣を要請する。 

Ũ ǝǓǿ  

住民に被害を及ぼすおそれのある、なだれの発生が予想される箇所を地域住民に周知させ

るため、関係機関は、自己の業務所管区域のなだれの発生が予想される箇所に、標示板による

標示を行うほか、巡視を強化する。 
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ũ ǡ  

町は、防災関係機関と連携し、積雪状況の把握に努め、地域住民等から地域的な異常気象の

情報等の提供を受けるなど情報の収集に努め、その状況により災害の発生が予想される場合

は、関係機関及び連絡部へ通報するとともに応急対策の体制を整える。 

Ū ǫǡ Ǧ  

大雪により地域住民の交通に著しい支障がある場合またはそのことが予想される場合は、

防災行政無線や町ホームページ等を用いて住民へ注意喚起する。 

また、日頃から関係機関と連携・協力して、雪害による被害防止に関する情報をＳＮＳ等を

活用し、住民に対し周知・啓発することに努める。 
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14   

 

 本計画は、融雪による河川の溢水、低地帯の浸水等の災害に対応するための方策について定

めることを目的とする。 

融雪災害に対処するための予防対策及び応急対策は、「北海道融雪災害対策実施要綱」に準じ、

防災関係機関がそれぞれ相互連携のもとに実施する。 

Ŧ ǡ  

町は、融雪災害対策を積極的に実施するため、上記要綱に準じ所要の措置を講ずるととも

に、特に次の事項に十分留意する。 

１ 融雪災害対策の体制及び窓口を明確にすること。 

２ 気象情報及び融雪状況の把握に努め、連絡体制を確立すること。 

３ 融雪出水、なだれ、崖崩れ、地滑り発生予想箇所の警戒体制を確立すること。 

４ 融雪出水前に河道内の除雪、結氷の破砕等障害物の除去に努め、流下能力の確保を図ること。 

５ 融雪災害時に適切な避難指示等の発令ができるようにしておくこと。 

６ 災害の発生または発生のおそれのある場合における連絡体制及び出動体制並びに避難・

救助体制を確立すること。 

７ 水防資器材、通信連絡施設の整備点検を行うこと。 

８ 道路側溝及び排水溝などの流下能力確保のため、住民協力による氷割デー、河道清掃デー

等の設定に努めること。 

９ 融雪出水に際し、住民の水防に対する協力が得られるよう、水防思想の普及徹底に努める

こと。 

ŧ  

Ŧ Ǧ ǡ №Ǜǐǡ  

防災関係機関は、気象庁からの積雪状況等の観測資料及び融雪災害に関する気象等特別警

報・警報・注意報並びに情報等を踏まえ、水防警戒により区域内の降雪の状況を的確に把握

するとともに、低気圧の発生及び経路、降雨、気温の上昇等気象状況に留意し、融雪出水の

予測に努める。 

融雪による災害を防止するため、函館地方気象台から発表された融雪注意報を受理したと

き及び融雪量及び降水量の状況から融雪出水の発生するおそれがあると判断した場合は、関

係機関に通知するとともに、関係住民に周知する。 
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ŧ  

  融雪期に警戒が必要な出水、なだれ、がけ崩れ、地すべり等災害を予防するため、関係各

課及び関係機関と協力して情報交換や連絡体制を確立し、第３編「水防計画」に定めるとこ

ろによるほか、融雪による災害等警戒区域の予防対策を講ずるともに住民に対する啓発に努

めるとともに必要な措置を講ずる。 

Ũ ╓ ǡ  

  水防上重要な警戒区域の災害を未然に防止し、また融雪による被害の拡大を防止するため、

建設水道対策班長（建設課長）は、重要警戒区域の巡視を行い、次の状況を総務対策班長（総

務課長）に報告する。 

（１）融雪出水の状況 

（２）なだれ、がけ崩れ、地すべり発生予想箇所 

ũ ǡ  

   建設水道対策班（建設課）及び関係機関は、積雪、排雪、結氷、なだれ等により河道が著し

く狭められ、被害発生が予想される場合、または橋梁の流失を防ぐため、河川管理者と連絡

をとり融雪出水前に河道内及び側溝等の障害物の除去に努め、流水能力の確保を図る。 

Ū ǡ  

  なだれ、積雪、融雪等による滞留水により、道路交通が阻害されるおそれがあるときは、

各道路管理者と連絡をとり、除雪に努める。 

Ũ ꞌ  

Ŧ ǡ  

防災関係機関は、融雪出水、なだれ等による災害が発生した場合は、直ちにその状況を連

絡部に通報するとともに関係機関と緊密な連携を保ち、所要の措置を講ずる。 

ŧ ¤ ǡ  

町は、融雪災害の発生により応急対策を実施する場合は、松前地域防災計画の定めるとこ

ろにより避難、救出、給水、食料供給及び防疫等に万全の措置を講じ、災害の態様により必

要と認める場合は、自衛隊の災害派遣を要請する。 
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15  ¤  

 

高波、高潮による災害の予防計画は、次のとおりである。 

Ŧ ǡ ǦǞ Ǧ  

１ 高潮警報等を迅速に住民に伝達するため、防災行政無線の整備を促進するとともに、高

波・高潮、津波等危険区域の指定及び水防資器材の備蓄等の所要の措置を講じ、水防体制の

確立を図る。 

２ 住民に対し、高波、高潮、津波等危険区域の周知に努めるとともに、必要な警戒避難体制

については第１編第５章第４節「避難対策計画」に定めるところによる。 

ŧ  

Ŧ Ȩȍɉɒȍɜ 

高波、高潮による災害予防施設として、耐波性能の照査や既存施設の補強を含む防潮堤、

防潮護岸等の海岸保全施設事業を推進するとともに、港湾における水害リスクを低減するた

め、タイムラインの考え方を取り入れた防災・減災対策を推進する。 

また、防潮扉、水門等管理者は適切に管理をするとともに、高波、高潮発生時における迅

速、的確な開閉に万全を期する。 

ŧ Ǧ  

港湾については、官民すべての関係者が協働して気候変動適応に取り組む「協働防護」に

より、防波堤、防潮堤、護岸の嵩上げ、外郭施設の整備事業等のハード・ソフト一体での高潮

対策等を推進するとともに、防波堤等の耐波性能の照査や補強を推進する。 

Ũ ǫǡ  

（１）高潮特別警報・警報等を迅速に住民に伝達するため、関係事業者の協力を得つつ、防災

行政無線（戸別受信機を含む。）、北海道防災情報システム、全国瞬時警報システム（Ｊ－

ＡＬＥＲＴ）、テレビ、ラジオ（コミュニティＦＭ放送を含む。）、携帯電話（緊急速報メ

ール機能を含む。）、ワンセグ等を用いた伝達手段の多重化、多様化を図るとともに、高波･

高潮、津波等危険区域の指定及び水防資器材の備蓄等所要の措置を講じ、水防体制の確立

を図る。 

（２）住民に対し高波、高潮、津波等危険区域の周知に努めるとともに、地域防災計画におい

て必要な警戒避難体制に関する事項について定める。 

（３）町は、高潮災害に対する住民の警戒避難体制として、高潮警報等が発表された場合に直

ちに避難指示等を発令することを基本とした具体的な避難指示等の発令基準を設定する。 
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16   

 

土砂災害を予防するための計画は、次のとおりである。 

Ŧ   

土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域は、本章第20節「重要警戒区域及び整備計画」

に定めるとおりである。 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年5月8日法律第57

号。以下「土砂災害防止法」という。）に基づく松前町の土砂災害警戒区域等は159箇所指定され

ている。 

Ø 11- 3- 1 3 ( ) ╓Ù 

ŧ  

町は、降雨等による土砂災害の危険性が高いと判断された箇所については、治山、砂防等

の事業による土砂災害対策を実施するとともに、関係機関や住民への周知、ハザードマップ

の作成等のソフト対策や土砂災害に係る避難訓練の実施等、適切な警戒避難体制の整備など

総合的な土砂災害対策を推進する。 

（１）町は、松前町地域防災計画に、土砂災害警戒情報等と連携した避難指示等の発令基準、

警戒区域等、避難指示等の発令対象区域、情報の収集及び伝達体制、避難所の開設・運営、

避難行動要支援者への支援、住民の防災意識の向上など土砂災害を防止するために必要

な警戒避難体制に関する事項について記載する。 

（２）警戒区域等の指定があったときは、地域防災計画において、当該警戒区域ごとに、次に

掲げる事項について定める。 

ア 土砂災害に関する情報の収集及び伝達並びに予報または警報の発令及び伝達に関す

る事項 

イ 避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項 

ウ 災害対策基本法第48条第１項の防災訓練として町長が行う土砂災害に係る避難訓練

の実施に関する事項 

エ 警戒区域内に、社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮を要す

る者が利用する施設であって、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合におけ

る当該施設を利用している者の円滑かつ迅速な避難を確保する必要があると認められ

るものがある場合にあっては、これらの施設の名称及び所在地 

オ 救助に関する事項 

カ 前各号に掲げるもののほか、警戒区域における土砂災害を防止するために必要な警

戒避難体制に関する事項 
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（３）地域防災計画において、前項エに掲げる事項を定めるときは、当該施設の利用者の円滑

かつ迅速な避難を確保するため、同項アに掲げる事項として土砂災害に関する情報、予報

及び警報の伝達に関する事項を定める。 

（４）土砂災害警戒区域等をその区域に含む町は、地域防災計画に基づき、土砂災害に関する

情報の伝達方法、急傾斜地の崩壊等のおそれがある場合における避難施設その他の避難

場所及び避難路その他避難経路に関する事項その他警戒区域等における円滑な警戒避難

を確保する上で必要な事項を住民等に周知させるため、これらの事項を記載した印刷物

の配布その他の必要な措置を講じる。 

（５）土砂災害警戒情報等が発表された場合に直ちに避難指示等を発令することを基本とし

た具体的な避難指示等の発令基準を設定するとともに、土砂災害警戒区域等を避難指示

等の発令単位として事前に設定する。また、避難指示等は、土砂災害の危険度分布（土砂

キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）及び土砂災害危険度情報）において危険

度が高まっているメッシュと重なった土砂災害警戒区域等に発令することを基本とする。 

Ũ  

土地の高度利用と開発に伴い、地すべりやがけ崩れ等土砂災害が多発する傾向にあり、ひ

とたび、土砂災害が発生すると、多くの住宅、農耕地、公共施設等に被害が発生し、二次的

被害では、山地の崩壊による土石流災害の発生、河川の埋没による冠水災害にもつながるお

それがあるため、次のとおり地すべり防止の予防対策を実施する。 

Ŧ ǌǬǽ  

町は住民に対し、土砂災害警戒区域、地すべり防止区域等の周知に努めるとともに、地域

防災計画において必要な警戒避難体制に関する事項について定める。 

土砂災害警戒区域等の住民に対し、斜面等の異常（亀裂、湧水、噴水、濁り水) の報告や住

民自身による防災措置（自主避難等）などの周知・啓発を図る。 

Ø 11- 3- 3 ( ) ╓( ǌǬǽ)Ù 

ŧ ƿǄ ǿ  

（１）急傾斜地崩壊( 崖崩れ) 防止対策 

住民に対し、土砂災害警戒区域等の周知に努めるとともに、地域防災計画において必要

な警戒避難体制に関する事項について定める。 

土砂災害警戒区域の住民に対し、急傾斜地の異常（亀裂、湧水、噴水、濁り水) の報告や

住民自身による防災措置（不安定な土壌、浮石等の除去、水路の清掃等）などの周知・啓発

を図る。 

Ø 11- 3- 1 ( ) ╓( )Ù 
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（２）山腹崩壊防止対策 

住民に対し、山腹崩壊危険地区の周知に努めるとともに、地域防災計画において、必要

な警戒避難体制に関する事項について定める。 

Ũ  

住民に対し、土砂災害警戒区域等や崩壊土砂流出危険地区の周知に努めるとともに、松前

町地域防災計画において必要な警戒避難体制に関する事項について定める。 

土砂災害警戒区域等の住民に対し、河川等の異常（山鳴、水位の急激な減少、急激な濁り)

の報告や住民自身による防災措置（自主避難等）などの周知・啓発を図る。 

Ø 11- 3- 2 ( ) ╓( )Ù 
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積雪・寒冷期において災害が発生した場合、他の季節に発生する災害に比べて、積雪による被

害の拡大や避難場所、避難路の確保等に支障を生じることが懸念される。 

このため、町、道及び防災関係機関は、積雪・寒冷対策を推進することにより、積雪・寒冷期

における災害の軽減に努める。 

Ŧ ǡ  

積雪期における災害対策は、除排雪体制の整備、雪に強いまちづくり等、総合的、長期的

な雪対策により確立される。 

このため「北海道雪害対策実施要綱」（第１編第４章第13節「雪害予防計画」）に基づき、実

効ある雪対策の確立と雪害の防止に努める。 

ŧ  

町は、積雪・寒冷対策を積極的に実施するため、北海道雪害対策実施要綱第９に基づき、

所要の対策を講ずるとともに、次の事項につき留意する。 

（１）積雪・寒冷期に適切な避難指示等の発令ができるようにしておくこと。 

（２）積雪・寒冷を想定した避難所の整備や避難所運営の実施、防寒着等の資機材の備蓄 

（３）災害時における避難、救出、給水、食料、燃料供給及び防疫等の応急措置の体制を整える

こと。 

Ũ ǡ  

Ŧ ǡ  

災害時には、防災関係機関の行う緊急輸送等の災害応急対策の円滑な実施を図るため、道

路交通の緊急確保を図ることが重要である。 

このため、北海道開発局、道及び町等道路管理者は、除雪体制を強化し、日常生活道路の

確保を含めた面的な道路交通確保対策を推進する。 

（１）除雪体制の強化 

ア 道路管理者は、一般国道、道道、町道及び高速自動車国道の整合のとれた除雪体制を

強化するため、相互の緊密な連携の下に除雪計画を策定する。 

イ 道路管理者は、除雪の向上を図るため、地形や積雪の状況等自然条件に適合した除雪

機械の増強に努める。 

（２）積雪寒冷地に適した道路整備の推進 

ア 道路管理者は、冬期交通の確保を図るための道路の整備を推進する。 
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イ 道路管理者は、なだれや地吹雪等による交通障害を予防するため、なだれ防止柵や防

雪柵等防雪施設の整備を推進する。 

（３）雪上交通手段の確保 

関係町及び防災関係機関は、積雪期においては、道路交通の確保が困難となることが予

想されるため、救助活動や救助物資の輸送などに必要な雪上車やスノーモービル等の確

保に努める。 

ŧ ǡ  

災害による道路交通の一時的なマヒにより、豪雪山間地では孤立する地域が発生することが

予想される。道及び防災関係機関は、孤立地域に対するヘリコプター等による航空輸送の確保

を図る。 

（１）空港の除雪体制の強化 

空港管理者は、空港の除雪体制を強化するため、除雪機械の整備を促進する。 

（２）緊急時ヘリポｰトの確保 

町及び道は、孤立が予想される地域のヘリポート確保を促進するとともに、除雪体制の

強化を図る。 

ũ Ǟ ƷǱǔǘǂǽǡ  

Ŧ ּשׁק ǡ  

町及び道は、住宅の耐震性を確保し、屋根雪荷重の増大による家屋倒壊等を防止するため、

建築基準法等の遵守の指導に努める。 

また、自力での屋根雪処理が不可能な世帯に対して、ボランティアの協力体制等、地域の

相互扶助体制の確立を図る。 

ŧ ǞƽǄǾ   ǡ  

町、道及び防災関係機関は、積雪期における指定避難所、避難路の確保に努める。 

Ũ ¤ ǝ Ǵ  ǡ ȅ ǛǊǒ ǡ  

町、道及び防災関係機関は、大規模な車両滞留や長時間の通行止めを引き起こすおそれの

ある大雪時においても、人命を最優先に幹線道路上で大規模な車両滞留を徹底的に回避する

ことを基本的な考え方として、計画的・予防的な通行止め、滞留車両の排出を目的とした転

回路の整備等を行うよう努める。 

Ū ǡ  

Ŧ Ǧ  

町は、被災者及び避難者に対する防寒用品や発電機などの整備、備蓄に努める。 
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ŧ  

町は、避難所における暖房等の需要の増大が予想されるため、電源を要しない暖房器具、

燃料のほか、積雪期を想定した資機材( 長靴、防寒具、スノーダンプ、スコップ、救出用スノ

ーボード等) の備蓄に努めるとともに、電力供給が遮断された場合における暖房設備の電源確

保のため、施設に外部受電盤等を設置するなど、非常電源等のバックアップ設備等の整備に

努める。 

また、被災地以外の地域にあるものを含め、旅館や宿泊施設等の借り上げ等、多様な避難

所の確保に努める。 

なお、冬期における屋外トイレは、寒さなどにより利用環境が悪化するとともに、水道凍

結も予想されることから、冬期間でも使用可能なトイレの調達方法を検討し、民間事業者と

の協定の締結などにより、必要な台数の確保に努める。 

町は、災害時避難所を開設する際には、避難所床面の寒冷に伴う低体温症の発症を予防す

るため、開設当初からパーティションや段ボールベッド等の簡易ベッドを設置するよう努め

る。 

Ũ ǡ◖☺ 

町は、避難の長期化等必要に応じてプライバシーの確保、男女のニーズの違い等男女双方

の視点等に配慮する。 

ũ  

町及び道は、応急仮設住宅の迅速な提供に努めるとともに、その仕様については、積雪寒

冷に対応したものとし、引き続き検証、検討を進め、改善に努める。 

ū ȢȖº Ǟ ǌǾ  

スキー場でなだれ等の災害が発生した場合、リフト、ゴンドラ施設、ロッジ等の損壊などに

より多数のスキー客の被災が懸念される。 

スキー場を有する市町村にあっては、地域防災計画にスキー場利用客の対策について定め

ておく。 
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18  Ǟ ǌǾ  

 

町、道をはじめとする防災関係機関は、複合災害の発生可能性を認識し、備えを充実する。 

Ŧ  

１ 防災関係機関は、後発災害の発生が懸念される場合には、先発災害に多くを動員し後発災

害に不足が生じるなど、望ましい配分ができない可能性があることに留意し、職員の派遣体

制や資機材の輸送手段等の充実や、防災関係機関相互の連携強化に努める。 

２ 防災関係機関は、地域特性に応じて発生可能性が高い複合災害を想定した図上訓練や実

動訓練等の実施に努めるとともに、その結果を踏まえて職員及び資機材の投入や外部支援

の要請等についての計画・マニュアル等の充実に努める。（本章第２節第６再掲） 

３ 町及び道は、複合災害時における住民の災害予防及び災害応急措置等に関する知識の普

及・啓発に努める。 
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19  ǡ  

 

町及び道は、災害時の応急対策等の実施や優先度の高い通常業務の継続のため、業務継続計画

（ＢＣＰ：Business Continuity Plan) の策定等により、業務継続性の確保を図り、事業者は、

災害時に重要業務を継続するための事業継続計画を策定・運用するよう努める。 

Ŧ ÈŷŸƅÉǡ  

業務継続計画（ＢＣＰ）とは、災害発生時に町、道及び事業者自身も被災し、人員、資機

材、情報及びライフライン等利用できる資源に制約がある状況下においても、優先度の高い

業務を維持・継続するために必要な措置を事前に講じる計画として策定するものであり、災

害に即応した要員の確保、迅速な安否確認、情報システムやデータの保護、代替施設の確保

などを規定したものである。 

 

4- 19- 1  ǡ ǞǻǾ ǡȍɊºȡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ŧ ÈŷŸƅÉǡ  

町は、災害応急活動及びそれ以外の行政サービスについて、継続すべき重要なものは一定

のレベルを確保するとともに、すべての業務が早期に再開できるよう、災害時においても市

町村の各部局の機能を維持し、被害の影響を最小限にとどめ、非常時に優先度の高い業務の

維持・継続に必要な措置を講じるための業務継続計画を策定するよう努めるとともに策定し

た計画の継続的改善に努める。 

特に、業務継続計画の策定等にあたっては、少なくとも首長不在時の明確な代行順位及び

職員の参集体制、本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定、電気・水・食料等の

確保、災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保、重要な行政データのバックアップ

並びに非常時優先業務の整理について定めておくよう努める。 
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Ũ ǛǊǙǡ ǡ  

町は、特に、災害時の拠点となる公共施設または公用施設、特に、災害対策本部となる庁舎

について、発災時に必要と考えられる高い安全性を確保するため、非構造部材を含む耐震対策

及び浸水想定区域内、土砂災害警戒区域内にある上記施設の、高台などより安全な場所への移

転を考慮する。 

また、災害対策の拠点となる庁舎及びその機能を確保するための情報通信設備や自家発電

装置など、主要な機能の充実と災害時における安全性の確保を図るとともに、物資の供給が困

難な場合を想定し、十分な期間に対応する食料、飲料水、暖房及び発電用燃料などの適切な備

蓄、調達、輸送体制の整備を図るよう努める。 
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20  ╓ Ǧ  

 

災害が予想される重要警戒区域の状況を調査し、及び災害対策が講ぜられるようにするた

めの整備計画については次のとおりである。 

Ŧ ╓ǡ  

 Ŧ ╓ 

   降雨、融雪等で河川が増水し、河川の溢流、堤防の決壊等により災害が予想され、警

戒を要する区域 

 ŧ ¤ ¤ ǡ ╓ 

 海岸地域で、高波・高潮・津波等により災害が予想され、警戒を要する区域 

 Ũ ǞƽǄǾ ǡ ╓ 

 大雨、河川の逆流等により市街地の低地帯で浸水が予想される区域 

 ũ ǌǬǽ¤ƿǄ ǿ ǡ ╓ 

 降雨、地質等が原因で土砂崩れ、地すべり等により災害が予想され、警戒を要する区域 

 Ū ╓ 

 降雨、地質等が原因で土石流により災害が予想され、警戒を要する区域 

 ū ╓ È ╓¤ ╓É 

   知事が「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」に基づ

き指定する急傾斜地の崩壊等が発生した場合には住民等の生命または身体に危害が生じ

るおそれがあると認められる土地の区域 

ŧ ╓ È ╓¤ ╓ÉǞƽǄǾ

 

 前項６に示した土砂災害警戒区域等について、警戒避難体制の基本方針を示す。 

Ŧ Ǟ ǌǾ ǡ Ǧ  

（１）土砂災害警戒区域等の周知 

    前項６に示す区域の指定があったときは、指定区域の図書を縦覧するとともに、指

定区域の住民周知を図る。 

（２）土砂災害ハザードマップの作成・配布 

    区域の指定があったときは、土砂災害警戒区域等及び避難場所・避難路等を記した

ハザードマップを作成し、地域住民に配布する。 
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（３）警戒・避難に関する情報の収集及び伝達 

    気象庁、北海道、防災情報提供機関及び報道機関が提供する気象、降雨や警戒避難

に関する情報を電話、インターネット、テレビ、ラジオ等により収集する。 

また、これらの情報の収集方法及び土砂災害の予兆現象の把握方法について住民に

周知する。 

ŧ ǡ Ǧ  

（１）避難指示等の判断 

    避難指示等は、土砂災害に関する情報を収集した上、過去の土砂災害発生状況、土

砂災害の予兆現象、周辺地域での発生状況等を総合的に分析した上で判断する。 

なお、地区住民が自ら予兆現象を確認したときは、町に通報するとともに住民が自

発的に警戒避難するよう助言する。 

 （２）避難指示等の伝達 

    避難指示等の伝達方法は第１編第５章第１節「災害情報収集・伝達計画」を基本と

する。 

Ũ ¤  

 （１）避難路・避難場所 

    避難路は、防災マップ等に示すとおりとする。避難場所は、ハザードマップにも記載する。 

 （２）避難の方法及び救助 

    住民の避難誘導にあたっては、第１編第５章第４節「避難対策計画」に基づき、関

係機関との連携により行うこととし、この際、避難行動要支援者にも十分配慮する。

（本章第７節「避難行動要支援者等の要配慮者に関する計画」参照） 

 （３）自主防災組織 

    自主防災組織は、本章第５節「自主防災組織の育成等に関する計画」に基づき、育

成・強化を図る。 

 

「災害危険区域現地調査実施要領」 

１ 目 的 

    松前町防災会議は、この要領に基づき現地調査を通じ、災害危険区域の把握を行い、

災害を未然に防止することを目的とする。 

２ 調査の方法 

    松前町防災会議は、関係機関の協力を得て、別に定める調査基準に従い災害危険区域

を調査し、把握するものとする。 

３ 調査対象区域 

（１）水防区域 

    降雨、融雪等で河川が増水し、河川の溢流、堤防の決壊等により災害が予想され、警



第１編 本 編 

第４章 災害予防計画                          第20節 重要警戒区域及び整備計画 

 

117 

戒を要する区域 

（２）高波・高潮・津波等危険区域 

（３）市街地における低地帯の浸水予想区域 

    大雨、河川の逆流等により市街地の低地帯で浸水が予想される区域 

   海岸地域で、高波・高潮・津波等により災害が予想され、警戒を要する区域 

（４）地すべり・がけ崩れ等危険区域 

降雨、地質等が原因で土砂崩れ、地すべり等により災害が予想され、警戒を要する区

域 

（５）土石流危険区域 

     降雨、地質等が原因で土石流により災害が予想され、警戒を要する区域 

（６）土砂災害警戒区域等（土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域） 

    知事が「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」に基づ

き指定する急傾斜地の崩壊等が発生した場合には住民等の生命または身体に危害が生

じるおそれがあると認められる土地の区域 

４ 調査事項 

   調査は、次に掲げる事項について行う。 

（１）危険区域の現況 

（２）予想される被害の規模 

（３）法律等における指定状況との関連 

（４）防災関係機関における整備計画 

５ 調査実施の時期 

   調査は、融雪出水期前、台風襲来期、その他異常な自然現象、大規模災害発生のおそれ

のある時期等について、防災上必要と認められる場合に行う。 

６ 調査結果の取扱い 

 （１）松前町防災会議は、現地調査完了後速やかに関係機関へ報告するものとする。 

 （２）松前町防災会議は、災害危険区域を町防災計画に明示し、災害時の避難計画等に反映

するものとする。 

 （３）防災関係機関は、治山治水計画、災害発生防止計画、その他必要とする事業計画の実

施について配慮するものとする。 
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21  Ǧ ǡ  

 

道路、橋梁及び港湾等の施設管理者は、災害時の避難・消防活動、救援物資輸送の役割を担う

道路等の防災総点検や冬季の積雪・除雪対策、耐震性の高い港湾等の整備を推進し、災害時の緊

急輸送の確保を図る。 

河川、海岸施設及びがけ地・急傾斜地等の施設管理者は、住民等の安全を確保するため、各整

備計画に基づく施設整備を推進するとともに、住民等の協力を得て、浸水やがけ崩れ等の災害の

発生や二次災害の防止体制の確立を図る。 

役場、学校、及び保育園等の施設管理者は、地震などにより、被災したときは、住民等の避難

や物資の供給等の応急対策に支障をきたさないよう、移転及び耐震性能の向上を推進するなど、

施設の安全性の確保を図る。 

Ŧ ¤ ǡ  

道路及び橋梁は、災害時の避難、救援、消防活動及び物資の輸送等に重要な役割を果たす。 

各施設管理者は、災害時において緊急輸送道路等を確保するため、平時から道路及び橋梁の

整備を積極的に推進する。 

Ŧ ǡ  

各施設管理者は、道路防災総点検を実施するとともに、その結果に基づき、道路の災害に

対する危険性を把握し、災害に強い道路づくりを推進する。 

また、各施設においては定期点検を実施するなど、日常の維持管理に努める。 

ŧ ¤  

冬季に地震などによる災害が発生したときは、道路上の積雪により避難活動や物資の輸送

等に大きな支障を与える。各施設管理者は、平時から除雪計画に基づき、除雪作業を実施し、

災害時に備えて道路の確保を図る。 

ŧ ǡ  

各施設管理者、函館開発建設部及び漁港管理者（北海道）は、災害時における海上からの円

滑な物資や人員輸送のため、港湾の防災拠点機能を確保する 

Ŧ ǡ טּ  

松前港、江良漁港等の各施設管理者は、地震発生時の漁業活動の早期再開及び船舶による

海上輸送を円滑に行うため、岸壁の耐震性能強化及び屋根付きの岸壁の設置等、海上緊急物

資輸送の拠点として、整備を推進する。 
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ŧ ♪ טּ  

港湾及び漁港管理者は、地盤の液状化現象による被害を防ぐため、必要に応じ液状化対策

を実施する。 

Ũ   

漁港管理者（北海道）は、大規模地震発生時においても、船舶による物資輸送や漁業活動

の早期再開が可能となるよう耐震性能強化岸壁の整備を推進する。 

Ũ ֿפ ¤ ǡ  

風水害による浸水被害、地震による液状化被害及び市街地火災等を防止するため、町をはじ

めとする各施設管理者は、災害の危険性を把握し、各整備計画に基づく施設整備を推進する。 

Ŧ ȅ Ǌǒ ǡ  

各施設管理者は、災害による危険性を把握し、地盤特性に合った施設整備を計画的に推進

していく。 

ŧ ǡ  

親水性豊かな空間は、住民生活に憩いと潤いを与えるとともに、消防水利の確保や洪水防

止のための遊水地、火災発生時の避難地など、防災上重要な役割を果たす。 

このことから、河川・海岸の各施設管理者は、防災上に配慮した親水性の高い水辺空間の

整備に努める。 

Ũ ǡ  

地震などによる災害時には、断水により消火栓が使用できなくなり、消火活動に支障をき

たす危険性があることから各施設管理者は、河川や海岸の護岸から、直接消火用水を取水で

きるような施設整備の推進を図る。 

ũ ֿפ פֿ  ¤ ǡ  

渡島総合振興局函館建設管理部は、松前町の協力のもとに二級河川の整備を推進する。町

（建設水道課）は、北海道と協議の整った二級河川並びに準用河川及び普通河川の整備を推

進する。 

また，町（建設水道課）及び渡島総合振興局函館建設管理部をはじめとする関係機関は、

堤防や護岸について、日頃から安全性について点検を行い、また、必要に応じて補修及び整

備を行う。 

Ū Ⱳ ǡ ¤  

函館開発建設部、渡島総合振興局函館建設管理部及び町（産業振興課）は、港湾区域、町沿

岸域の防潮堤や護岸等について、必要に応じて堤体の安全性や耐震性について点検し、必要

がある施設については、補修や整備を推進する。 
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ũ ƿǄ ¤ ǡ  

町は、渡島総合振興局函館建設管理部が、「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律」

（昭和44年法律第57号。以下「急傾斜地法」という。）に基づき、急傾斜地崩壊危険区域にお

いて施工する崩壊防止工事や点検等の実施に伴い、円滑な事業実施のための協力をし、がけ崩

れ等の被害の防止を図る。 

また、未指定箇所等については、その所有者が崩壊防止等の対策を講ずる。 

Ŧ ╓ǞƽǄǾ ¤ ǡ  

渡島総合振興局函館建設管理部は、北海道により指定されている急傾斜地崩壊危険区域に

ついて、危険度の高い地域を優先し防災点検・工事の実施を図るとともに、定期的に施設点

検を実施し、必要に応じ適切な処置を講ずる。 

町は、急傾斜地崩壊危険区域の整備を促進するため、当該区域の指定等について、北海道

に要望を行うとともに、積極的に協力する。 

ŧ ↨ ǡ  

檜山森林管理署及び渡島総合振興局は、森林法（昭和26年法律第249号）に基づき「保安林」

または「保安施設地区」に指定し、森林の造成または維持に必要な事業等を行うことにより、

山腹の崩壊等を防止するとともに、施設点検を実施し、必要に応じ適切な処置を講ずる。 

町は、住民等に対し山腹崩壊危険地区の周知に努める。 

Ũ ǡ  

渡島総合振興局は、治山工事や砂防工事をはじめ、砂防法（明治30年法律第29号）に基づ

く砂防指定や森林法に基づく保安林指定の促進を図るとともに、定期的に施設点検を実施し、

必要に応じ適切な処置を講ずる。 

ũ ǡ ǡ  

がけ地・急傾斜地危険区域等の住民は、常に危険に対する意識を持って急傾斜地等の異常

（亀裂、湧水、噴水、濁り水等）の早期発見に留意し、異常が発見されたときは、町若しくは

渡島総合振興局函館建設管理部、消防署、警察等の関係機関へ通報する。 

また、安全を確認した上で、必要があれば、不安定な土壌や浮石の除去等、住民等も防災

措置に協力する。 

Ū ǡ  

大規模な地震または豪雨等に伴う災害により宅地が被災した場合、被害の発生状況を迅速

かつ的確に把握することにより、適切な応急措置を講じて二次災害の軽減、防止を図り住民

等の安全を確保する必要がある。 

町は、被災宅地の状況について調査、判定する被災宅地危険度判定士の養成のため、積極

的に関係する部局の職員を当該判定士講習会に参加させるよう努める。 
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Ū ǡ  

町、学校及び保育所等の公共施設が、地震などにより被災したときは、利用者等の安全確

保、住民等の避難及び物資の供給等に支障をきたす。 

また、防災の拠点となる避難所が被災することにより、住民等の不安心理が急速に膨らみ、

混乱を助長するおそれがある。 

施設管理者は、このような施設の安全性を確保するため、各施設の整備計画に基づき、計

画的な耐震性の向上を図るとともに、平時から既存設備の点検や更新等を行う。 

ū ּט ǡ  

北海道で唯一の城郭（松前城）を有する松前町には、北前船の交易やアイヌ民族との交流

による、松前藩政時代からの建物や史跡等、貴重な文化財が多数存在している。 

このような文化財等を地震その他による災害から守るため、施設管理者は、耐震性能の向

上を推進するなど、施設の安全性の確保を図る。 

Ø 17- טּ 10 Ù 
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第５章 災害応急対策計画 

 

災害対策基本法第50条第１項の趣旨を達成するため、災害時に災害の発生を防御し、または応

急的救助を行う等災害の拡大を防止するため、災害応急対策計画を定める。 

災害応急対策実施責任者は、可能な限り的確に災害の状況把握に努め、人材、物資その他の必

要な資源を適切に配分しつつ、生命及び身体の安全を守ることを最優先して災害応急対策を実

施する。 

また、その実施にあたっては、要配慮者に配慮するなど、被災者の年齢、性別、障がいの有無

といった被災者の事情から生じる多様なニーズに適切に対応する。 

なお、災害応急対策実施責任者は、災害応急対策に従事する者の安全の確保を図るよう十分配

慮する。 

 

Ŧ  ¤  

 

災害予防対策及び災害応急対策等の実施のため、必要な災害情報、被害状況報告等の収集及び

伝達等については、本計画に定めるところによる 

Ŧ Ǧ ǡ    

災害情報及び被害状況報告（以下「災害情報等｣という｡）の収集連絡は、災害の予防及び応

急対策を実施する基本となるものである｡ 

町長、公共的団体、防災上重要な施設の管理者は、地理空間情報の活用などにより、災害に

関する情報の収集及び伝達に努める。 

防災関係機関は、それぞれが有する情報組織や無人航空機、ＳＡＲ衛星等の情報収集手段、

通信ネットワーク等を全面的に活用し、迅速・的確に災害情報等を収集し、相互に交換する。

その際、ヘリ搭載カメラ、定点カメラなど様々な手段を用いて情報収集にあたるとともに、夜

間はヘリ搭載赤外線カメラ等についても積極的に活用する。 

また、通信が途絶している地域で応急活動にあたる場合を想定し、衛星通信を活用したイン

ターネット機器の整備、活用に努める。 

町は、北海道防災情報システム、北海道総合行政情報ネットワーク（防災回線）等可能な手

段を用いて、災害情報等の伝達・報告を行う。 

特に、町から道への被災状況の報告ができない場合は、被災地に派遣されている道職員を通

じ、被災情報等を道へ伝達する。 
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人的被害の数については、道が一元的に集約、調整を行うことから、関係機関等と整理・突

合・精査を行い、広報を行う際には、道と密接に連携しながら適切に行う。 

Ŧ ǞƽǄǾ ǡ   Ǧ  

（１）松前町災害対策本部 

松前町災害対策本部は、松前町防災会議構成機関等から災害に関する情報を収集し、関

係機関との情報共有に努める。 

その際、積極的に画像情報の収集に努める。 

また、総合防災情報システム（ＳＯＢＯ－ＷＥＢ）を活用して位置情報と結びつけた上

で防災関係機関とリアルタイムで共有する。 

（２）松前町防災会議構成機関 

松前町防災会議構成機関は、本部長の要請に応じ、松前町災害対策本部に職員等を派遣

するとともに、松前町災害対策本部に対し、情報の齟齬をきたさないよう、その所掌事務

に関連して確認した情報を必要の都度提供し、意見の開陳その他必要な協力を行うこと

により、情報共有に努める。 

（３）総合振興局協議会構成機関 

渡島総合振興局協議会構成機関の災害情報等の収集及び連絡は、（１）に準じ地方本部

長の要請等に応じ行う。 

ŧ ǡ Ǧ  

（１）町長は、災害時は、速やかに情報を収集し、所要の応急対策を講ずるとともに、その状

況を渡島総合振興局長に報告する。 

なお、災害発生場所の報告においては、地図等、場所の特定ができる資料を添付する。 

（２）町長は、気象等特別警報・警報・注意報並びに情報等及び災害情報等の取扱要領を定め、

災害の発生等緊急事態に対処する体制を整備するとともに、災害情報等連絡責任者を定

めておく。 

Ũ ǡ Ǧ ǡ  

（１）道への通報 

町及び防災関係機関は、発災後の情報等について、次により道（危機対策課）に通報する。 

ア 災害の状況及び応急対策の概要・・・発災後速やかに 

イ 災害対策本部等の設置・・・・・・・災害対策本部等を設置したとき直ちに 

ウ 被害の概要及び応急復旧の見通し・・被害の全貌が判明するまで、または応急復旧が

完了するまで随時 

エ 被害の確定報告・・・・・・・・・・被害状況が確定したとき 

（２）町の通報 

ア 町は、119番通報の殺到状況時には、その状況等を道及び国（消防庁経由）に報告する。 
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イ 町は、自らの対応力のみでは十分な災害対策を講じることができないような災害が発

生したときは、速やかにその規模を把握するための情報を収集するよう特に留意し、被

害の詳細が把握できない状況にあっても、迅速に当該情報の道及び国（消防庁経由）へ

の報告に努める。 

ũ  

災害が発生した場合、渡島総合振興局長及び町長は、別に定める「災害情報等報告取扱要

領」に基づき知事に報告し、知事は、「災害報告取扱要領」及び「火災・災害等即報要領」に

基づき国（消防庁経由）に報告する。 

ただし、町長は消防庁即報基準に該当する火災・災害等のうち、一定規模以上のもの（「直

接即報基準」に該当する火災・災害等）を覚知した場合、第一報については、直接消防庁にも

報告する。なお、消防庁長官から要請があった場合については、第一報後の報告についても、

引き続き消防庁に報告する。 

また、町長は通信の途絶等により知事に報告することができない場合は、直接、国（消防

庁経由）に報告する。また、確定報告については、応急措置完了後20日以内に、内閣総理大臣

あて及び消防庁長官あての文書を消防庁へ提出する。 

Ø 2- 2 ⅛ Ù 

Ū ǡ  

町及び道は、被害情報及び関係機関が実施する応急対策の活動情報等を迅速かつ正確に分

析・整理・要約・検索するため、最新の情報通信関連技術の導入に努める。 

○ 火災・災害等速報に関する情報の送付・連絡先 

5- 1- 1  ǡ  

 9:30 18:15 ה   

報告先 消防庁応急対策室 
消防庁宿直室 

( 消防防災・危機管理センター内)  

ＮＴＴ回線 
電 話 03- 5253- 7527 03- 5253- 7777 

ＦＡＸ 03- 5253- 7537 03- 5253- 7553 

消防防災無線
（注１） 

電 話 90- 49013 90- 49102 

ＦＡＸ 90- 49033 90- 49036 

地域衛星通信 

ネットワーク 
（注２） 

電 話 * - 048- 500- 90- 49013 * - 048- 500- 90- 49102 

ＦＡＸ * - 048- 500- 90- 49033 * - 048- 500- 90- 49036 

中央防災無線（注３） 5017 5017 

5- 1- 2  ǡ  

報告先 
消防庁災害対策本部・情報集約班 

( 消防防災・危機管理センター内)  

ＮＴＴ回線 
電 話 03- 5253- 7510 

ＦＡＸ 03- 5253- 7553 

消防防災無線
（注１） 

電 話 90- 49175 

ＦＡＸ 90- 49036 

地域衛星通信 電 話 * - 048- 500- 90- 49175 
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ネットワーク 
（注２） 

ＦＡＸ * - 048- 500- 90- 49036 

中央防災無線（注３） 5017 

「*」各団体の交換機の特番（ただし、町においては、衛星専用電話機から「*」を抜いてダイヤルする。） 

（注１）消防庁と都道府県をつなぐネットワーク 

（注２）消防庁、都道府県及び地域衛星電話を所有する市町村等をつなぐネットワーク 

（注３）省庁等の指定行政機関、都道府県及び首都圏政令市をつなぐネットワーク 

5- 1- 1   
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ŧ   

 

Ŧ ǡ  

町、道及び防災関係機関は、災害発生直後は、災害情報連絡のための通信手段を確保する

ため、直ちに情報通信手段の機能確認を行うとともに、支障が生じた施設の復旧を行う。 

なお、その場合において、町及び道は応急復旧対策のために必要な場所を確保し、提供する。 

また、災害時の防災関係機関相互の通信連絡は、ＮＴＴ東日本株式会社等の公衆通信設備、

防災関係機関が設置した通信設備及び衛星携帯電話等の移動通信回線の活用により行い、な

お、電気通信事業者は、災害時において、防災関係機関の重要通信を優先的に確保する。 

ŧ Ǧ ǡ ǦǞ ǞƽǄǾ  

第１における、通信設備等が使用できない場合は、次の方法により通信連絡を行う。 

Ŧ ǞǻǾ  

電気通信事業者により提供されている災害時優先電話等を効果的に活用する。 

なお、災害時優先電話は、発信は優先扱いされるが、着信については通常電話と同じ扱い

となることに留意すること。 

 

ŧ ∙ ǡ  

公衆通信設備以外の通信として災害時緊急に利用できる通信施設は、概ね次のとおりであ

る。 

（１）北海道開発局関係無線による通信 

北海道開発局及び開発建設部を経て行う。 

（２）第一管区海上保安本部関係無線による通信 

第一管区海上保安本部、海上保安部、海上保安署、航空基地、巡視船艇等を経て行う。 

（３）陸上自衛隊の通信等による通信 

北部方面総監部、師団・旅団、駐屯部隊等の有線及び無線通信電話を経て行う。 

（４）警察電話による通信 

警察専用電話をもって通信相手機関に最も近い警察署等を経て行う。 

（５）警察無線電話装置による通信 

北海道警察本部及び各方面本部、警察署、同移動局（パトカー）等を経て行う。 

（６）北海道総合行政情報ネットワークによる通信 

北海道の本庁、渡島総合振興局、または町等を経て行う。 

（７）鉄道電話による通信 
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鉄道所属の電話により最寄りの駅、または保線所から通信相手機関に最も近い駅、保線

所等を経て行う。 

（８）北海道電力株式会社及び北海道電力ネットワーク株式会社の専用電話による通信 

北海道電力株式会社の本店、支社等及び北海道電力ネットワーク株式会社の本店、支店、

ネットワークセンター等を経て行う。 

（９）ＮＴＴ東日本㈱の設備による通信 

ＮＴＴ東日本㈱北海道事業部が防災関係機関（市町村等）の重要通信を確保する為所有

している非常用通信装置（無線系・衛星系）を利用して行う。 

（10）北海道地方非常通信協議会加入無線局等による通信 

上記１号から９号までに掲げる各通信系を使用し、または利用して通信を行うことが

できないとき、若しくは通信を行うことが著しく困難であるときは、北海道地方非常通信

協議会加入無線局を利用して行う。 

Ũ ǞƽǄǾ  

（１）北海道総合通信局の対応 

北海道総合通信局は、防災関係機関から、１から３までに掲げる各通信系をもって通信

を行うことができないまたは著しく困難である旨の連絡を受けたときは、通信の確保を

図るため、速やかに次の措置を講ずる。 

ア 貸与要請者あて、移動通信機器、移動電源車及び臨時災害放送局（災害が発生した場

合に、その被害を軽減するために、地方公共団体等が開設する臨時かつ一時の目的のた

めのＦＭラジオ放送局）用機器の貸出 

イ 無線局の免許等の臨機の措置（無線局の免許等に必要な申請手続き及び当該申請に

係る処分について、口答または電話等迅速な方法で行い、所定の様式による手続きは、

後刻可及的速やかに遡及処理する措置） 

（２）防災関係機関の対応 

防災関係機関は、（１）の措置を希望する場合は、次に掲げる事項を北海道総合通信局

に連絡する。 

ア 移動通信機器の借り受けを希望する場合 

( ア) 借り受け申請者の氏名または名称及び住所 

( イ) 借り受け希望機種及び台数 

( ウ) 使用場所 

( エ) 引渡場所及び返納場所 

( オ) 借り受け希望日及び期間 

イ 移動電源車の借り受けを希望する場合 

( ア) 借り受け申請者の氏名または名称及び住所 

( イ) 台数 

( ウ) 使用目的及び必要とする理由 
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( エ) 使用場所 

( オ) 借り受け期間 

( カ) 引渡場所 

ウ 臨時災害放送局用機器の借り受けを希望する場合 

( ア) 借り受け申請者の氏名または名称及び住所 

( イ) 希望エリア 

( ウ) 使用目的 

( エ) 希望する使用開始日時 

( オ) 引渡場所及び返納場所 

( カ) 借り受け希望日及び期間 

エ 臨機の措置による手続きを希望する場合 

( ア) 早急に免許または許可等を必要とする理由 

( イ)( ア) に係る申請の内容 

（３）連絡先 総務省北海道総合通信局防災対策推進室 （直通電話） 011- 747- 6451 

Ø 4- 5 Ù 
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Ũ  ¤  

 

町、道及び防災関係機関が行う、被災者等への的確な情報伝達のための災害広報等は、本計画

の定めるところによる。 

Ŧ Ǧ ǡ ǡ  

町、道及び防災関係機関等は、災害時において、被災地住民をはじめとする住民に対して、

正確かつわかりやすい情報を迅速に提供することにより、流言等による社会的混乱の防止を

図り、被災地の住民等の適切な判断による行動を支援する。 

また、町及び道は、被災者の安否について住民等から照会があったときは、被災者等の権利

利益を不当に侵害することのないよう配慮しつつ、消防，救助等人命に関わるような災害発生

直後の緊急性の高い応急措置に支障を及ぼさない範囲で、可能な限り安否情報を回答するよ

う努める。 

Ŧ Ǟ ǌǾ ǡ  

（１）町、道及び防災関係機関等は、地域の実情に応じ、報道機関（コミュニティＦＭを含む

ラジオ、テレビ、有線放送、ワンセグ放送、新聞）への情報提供をはじめ、町防災行政無

線（戸別受信機を含む。）、緊急速報メール、登録制メール、ＩＰ告知システム、広報車両、

インターネット、ＳＮＳ（Ⅹ( 旧Twitter ) 等）、臨時災害放送局、掲示板、印刷物など、あ

らゆる広報媒体を組み合わせ、迅速かつ適切な広報を行い、誤報等による混乱の防止に万

全を期する。また、Ｌアラート（災害情報共有システム）で発信する災害関連情報等の多

様化に努めるとともに、情報の地図化等による伝達手段の高度化に努める。 

（２）町、道及び防災関係機関等は、報道機関からの災害報道のための取材活動に対し、資料

の提供等について協力する。 

（３）（１）の実施にあたっては、要配慮者への伝達に十分配慮する。 

（４）（１）のほか、町及び道は、北海道防災情報システムのメールサービスやＬアラート（災

害情報共有システム）、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）を活用するとともに、

ポータルサイト・サーバー運営業者へ協力を求めること等により、効果的な情報提供を実

施する。また、災害現場における住民懇談会等によって、一般住民及び被災者の意見、要

望、相談等を広聴し、災害対策に反映させる。 

ŧ ǡ  

町は、所管区域内の防災関係機関との連絡を密にするとともに、被災者のニーズを十分把握

した上で、被災者をはじめとする住民に対し、直接的に、被害の区域・状況、二次災害の危険

性、緊急安全確保、避難指示、高齢者等避難、避難場所・避難所、医療機関、スーパーマーケ

ット、ガソリンスタンド等の生活関連情報、ライフラインや交通施設等の公共施設等の復旧状
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況、交通規制、被災者生活支援に関することや要配慮者等に必要な情報等についてボランティ

ア団体やＮＰＯ等とも連携を図りながら、正確かつきめ細やかな情報を適切に提供する。 

ŧ ↨ ǡ  

Ŧ ↨ ǡ  

町は、要救助者の迅速な把握のため、安否不明者について、関係機関の協力を得て、積極的

に情報収集を行う。 

ŧ ↨ ǡ ǀ 

（１）安否情報の照会は、道または町に対し、照会者の氏名・住所（法人その他の団体にあっ

てはその名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地））や照会に係る被災者の氏名・

住所・生年月日・性別、照会理由等を明らかにさせて行う。 

（２）安否情報の照会を受けた道または町は、当該照会者に対して運転免許証、健康保険の被

保険証、外国人登録証明書、住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第30条の44第１項に

規定する住民基本台帳カード等の本人確認資料の提示または提出を求めることなどによ

り、照会者が本人であることを確認する。 

（３）安否情報の照会を受けた道または町は、当該照会が不当な目的によるものと認めるとき

など一定の場合を除き、 5- 3- 1の照会者と照会に係る者との間柄に応じて、適当と認め

られる範囲の安否情報の提供をすることができる。 

5- 3- 1  Ǜ Ǟ Ǿ Ǜǡ ǞꞌǋǙ  Ǜ ǴǼǿǾ ∫ 

 ≤ ⌐ ╢ ≤─  ⌐ ╢ ─  

ア ・被災者の同居の親族 

（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様

の事情にある者その他婚姻の予約者を含む。） 

・被災者の居所 

・被災者の負傷若しくは疾病の状況 

・被災者の連絡先その他安否の確認

に必要と認められる情報 

イ ・被災者の親族（アに掲げる者を除く。） 

・被災者の職場の関係者その他の関係者 

・被災者の負傷または疾病の状況 

ウ ・被災者の知人その他の被災者の安否情報を必

要とすることが相当であると認められる者 

・被災者について保有している安否

情報の有無 

（４）町は、（３）にかかわらず、照会に係る被災者の同意があるときなどの一定の場合には、

必要と認められる照会に係る被災者の居所、死亡・負傷等の状況など安否の確認に必要と

認められる限度において情報を提供することができる。 

Ũ ↨ ȅ ǌǾǞƵǒǖǙǡ ǡ ꞌ 

町は安否情報を回答するときは、次のとおり対応する。 

（１）被災者または第三者の権利利益を不当に侵害することのないよう配慮しつつ、消防・救

助等人命に関わるような災害発生直後の緊急性の高い応急措置に支障を及ぼさない範囲

において回答するよう努める。 
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（２）安否情報の適切な提供のために必要な限度で、その保有する被災者の氏名その他の被災

者に関する情報を、その保有にあたって特定された利用の目的以外の目的のために内部

で利用することができる。 

（３）安否情報の適切な提供のために必要と認めるときは、関係町、消防機関、警察等と協力

して被災者に関する情報の収集に努める。 

（４）被災者の中に、配偶者からの暴力等を受け加害者から追跡されて危害を受ける恐れがあ

る者等が含まれる場合は、その加害者等に居所が知られることのないよう当該被災者の

個人情報の管理を徹底するよう努める。 

Ũ ǡ ǡ  

Ŧ  

町は、要救助者の迅速な把握のため、安否不明者についても、関係機関の協力を得て、

積極的に情報収集を行う。 

ŧ  

道は、住民の安全・安心の確保に資するため、氏名等の公表が救出・救助活動に資する

場合に、別に定める「災害時の氏名等の公表取扱方針」に従い、災害時の氏名等の公表に

ついて対応する。 

< > 

─ ─  

 

令和３年８月30日 北海道総務部危機対策局危機対策課 

令和６年１月15日 一部改正 

１ 趣 旨 

本取扱方針は、道における災害時の死者・行方不明者等の氏名等の公表に関する基本的事項を

示すことにより、道民の安全・安心の確保に資することを目的とする。 

２ 定 義 

本取扱方針において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 災害 災害対策基本法第２条第１号に定めるものをいう。 

(2) 死者 当該災害が原因で死亡し、遺体を確認したものまたは遺体は確認できないが、死亡

したことが確実な者をいう。 

(3) 行方不明者等 当該災害が原因で所在不明となり、死亡の疑いのある者及び当該災害によ

り被災した疑いがあり、連絡が取れない者をいう。 

３ 対象とする災害 

本取扱方針において対象とする災害は、北海道災害対策連絡本部または北海道災害対策本部

が設置された災害とする。 
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４ 公表の基準 

(1) 行方不明者等 

氏名等の公表が救出・救助活動に資する場合に、「住民基本台帳の閲覧等制限」を確認の上、

公表・非公表を判断し、公表基準を満たす場合は、速やかに公表する。 

(2) 死 者 

「住民基本台帳の閲覧等制限」や「家族等の同意の状況」を確認の上、公表・非公表を判断

するものとする。 

区 分 
救出・救助活動 

に資する 

住民基本台帳 

の閲覧等制限 

家族等の 

同意の状況 
公表・非公表 公表する情報の範囲 

行方不明者等 
○ 

なし 

(※１)  
― 公表 

市町村名、氏名、 

年齢（年代） 

あり ― 非公表 
― 

× （なし） （同意） （公表※２） 

死 者  
なし 

同意 公表 
市町村名、氏名、 

年齢（年代） 

不同意 
非公表 ― 

あり ― 

※１ 住民基本台帳の閲覧等制限がない場合においても、行方不明者等が警察や自治体の相談機関

へＤＶやストーカー行為等について相談をしていた等、所在情報を秘匿すべき事情が判明した

場合など、本人または第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがある特段の事情を把握した

ときは、その者を公表対象から公表対象から除くものとする。 

※２ 行方不明者等について、家族等から得られた情報により捜索の対象者、捜索場所が特定され

ている場合等、氏名等の公表が救出・救助活動の効率化・円滑化に影響を及ぼさない場合は原

則として非公表とするが、住民基本台帳の閲覧等制限がなく、家族等が公表を望む場合は公表

できるものとする。 

５ 公表に係る役割分担 

氏名等の公表に係る役割分担は、次のとおりとする。 

(1) 道 氏名等の公表及び公表内容に係る報道対応 

(2) 市町村 死者・行方不明者等に係る住民基本台帳の閲覧制限の有無並びに家族等（家族ま

たは遺族をいう。）の同意の状況の確認及び確認結果の道への報告 

(3) 警察本部 道及び市町村との情報共有 

６ その他 

(1) 道は、４に定める「公表の基準」のほか、市町村の意向にも配慮し、対応することとする。 

(2) この取扱方針は、市町村や警察等が独自に公表することを妨げるものではない。 

(3) 災害対策基本法第86条の15に基づく安否情報の回答については別途法令等の規定に基づき

取り扱うこととする。 
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ũ   

 

災害時において住民の生命及び身体の安全、保護を図るために実施する避難措置については、

本計画の定めるところによる。 

Ŧ Ǧ  

風水害、火災、山( 崖) 崩れ、地震、火山噴火、津波等の災害により、人命、身体の保護また

は災害の拡大防止のため、特に必要があると認められるときは、町長等避難実施責任者は、次

により避難指示等を発令する。 

特に、町は、住民の迅速かつ円滑な避難を実現するとともに、高齢化の進展等を踏まえ高齢

者等の避難行動要支援者の避難支援対策を充実・強化する必要がある。 

このため、避難指示のほか、避難行動要支援者等、特に避難行動に時間を要する者に対して、

その避難行動支援対策と対応しつつ、早めの段階で避難行動を開始することを求めるととも

に、高齢者等以外の者に対して、必要に応じて、普段の行動を見合わせ始めることや、自主的

な避難を呼びかける高齢者等避難を発令する必要がある。 

なお、避難指示等を発令するにあたり、対象地域の適切な設定等に留意するとともに、避難

指示及び緊急安全確保を夜間や暴風警報発表時に発令する可能性がある場合には、避難行動

をとりやすい時間帯における避難準備・高齢者等避難開始の発令に努める。 

Ŧ  È 60 É 

（１）町長は、災害時、警戒巡視等によって得られる情報の収集並びに過去の災害事例等を勘

案し、住民の生命または身体を災害から保護し、その他災害の拡大を防止するために必要

があると認めるときは、直ちに必要と認める地域の必要と認める居住者等に対し、次の指

示を行う。 

ア 避難のための立退きの指示 

イ 必要に応じて行う立退先としての指定緊急避難場所等の避難場所の指示 

ウ 緊急安全確保措置の指示 

（２）町長は、避難のための立退きまたは緊急安全確保措置の指示を行うことができない場合

は、警察官または海上保安官にその指示を求める。 

（３）町長は、上記の指示を行ったときは、その旨を速やかに渡島総合振興局長を通じて知事

に報告する（これらの指示を解除した場合も同様とする。）。 

ŧ È 29 É 

（１）水防管理者（水防管理団体である市町村の長等）は、洪水、津波または高潮の氾濫によ

り著しい危険が切迫していると認められるときは、必要と認める区域の居住者に対し、避

難のため立ち退くべきことを指示することができる。 
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（２）水防管理者は、避難のための立ち退きを指示した場合は、その状況を渡島総合振興局長

に速やかに報告するとともに、当該区域を管轄する警察署長にその旨を通知する。 

Ũ ǱǒǢǐǡ ȅ Ǆǒ ǡ ╢È 60 ¤ 72  

29   ǌǬǽ 25 É 

（１）知事（渡島総合振興局長）または知事の命を受けた職員は、洪水若しくは高潮の氾濫若

しくは地滑りにより著しい危険が切迫していると認められるとき、またはその可能性が

大きいと判断されるときは、避難のため立退きが必要であると認められる区域の居住者

に対し立退きの指示をすることができる。 

また、知事（渡島総合振興局長）は洪水、高潮、地滑り以外の災害の場合においても、

町長が行う避難、立退きの指示について必要な指示を行うことができる。救助法が適用さ

れた場合、避難所の開設、避難者の受入れ等については町長に委任する。 

（２）知事は、災害発生により町長が避難のための立退きまたは緊急安全確保措置の指示に関

する措置ができない場合は町長に代わって実施する。 

また、町長から遠距離、その他の理由により必要な輸送手段の確保の要請があった場合

は、第１編第５章第14節「輸送計画」の定めるところにより関係機関に協力要請する 

ũ ǱǒǢ ↨ È 61   ũ É 

（１）警察官または海上保安官は、１の（２）により町長から要求があったとき、または町長

が指示できないと認めるときは、必要と認める地域の居住者等に対し、避難のための立退

きまたは緊急安全確保措置の指示を行い、避難のための立退きを指示する場合に必要が

あると認めるときには、その立退き先について指示することができる。その場合、直ちに、

その旨を町長に通知する。 

（２）警察官は、災害による危険が急迫したときは、その場の危害を避けるため、その場にい

る者を避難させることができる。この場合は所属の公安委員会にその旨報告する。 

Ū ♥ È ♥ 94 É 

災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は災害が発生し、またはまさに発生しようとしてい

る場合において、町長等、警察官及び海上保安官がその場にいないときに限り、次の措置を

とることができる。 

この場合において、当該措置をとったときは、直ちに、その旨を町長に通知しなければなら

ない。 

（１）住民等の避難等の措置等( 警察官職務執行法第４条)  

（２）他人の土地等への立入( 警察官職務執行法第６条第１項)  

（３）警戒区域の設定等( 災害対策基本法第63条第３項)  

（４）他人の土地等の一時使用等及び被災工作物等の除去等( 災害対策基本法第64条第８項)  

（５）住民等への応急措置業務従事命令( 災害対策基本法第65条第３項)  
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ŧ ǞƽǄǾ     Ǧⱱ  

Ŧ   

町、道（渡島総合振興局）、北海道警察本部（松前警察署等）、第一管区海上保安本部（函

館海上保安部署）及び自衛隊は、法律または防災計画の定めるところにより、避難の措置を

行った場合には、その内容について相互に通報・連絡する。 

ŧ   

（１）松前町 

町は、避難のための立退きまたは緊急安全確保措置の指示を行うに際して、必要がある

と認めるときは、災害対応の多くの専門的知見等を有している札幌管区気象台及び地方

気象台、河川事務所等、国や道の関係機関から、災害に関する情報等の必要な助言を求め

ることができる。 

町は、避難指示等を発令する際に必要な助言を求めることができるよう、国や道の関係

機関との間でホットラインを構築するなど、災害発生時における連絡体制を整備するよ

う努める。 

（２）国や道の関係機関 

町から助言を求められた国や道の関係機関は、避難指示等の対象地域、判断時期等につ

いて助言する。また、道は、時機を失することなく避難指示等が発令されるよう、町に積

極的に助言する。 

また、国や道の関係機関は、その所掌する事務に関する助言を行う。 

なお、国及び道は、町長による水害時における避難指示等の発令に資するよう、町長へ

河川の状況や今後の見通し等を直接伝えるよう努める。 

Ũ  ⱱ  

（１）北海道警察（松前警察署） 

町長が行う避難の措置について、関係機関と協議し、避難者の誘導や事後の警備措置等

に必要な協力を行う。 

（２）第一管区海上保安本部（函館海上保安部） 

避難指示等が発せられた場合において、必要に応じまたは要請に基づき避難者等の緊

急輸送を行う。 

Ũ ǡ  

町長は、避難指示等の避難情報を迅速かつ確実に住民に伝達するため、避難指示等の発令に

あたっては、消防機関等関係機関の協力を得つつ、必要に応じて気象防災アドバイザー等の専

門家の技術的な助言等を活用し、適切に判断を行い、 5- 4- 1の事項について、生命や身体に

危険が及ぶおそれがあることを認識できるように避難指示等の伝達文の内容を工夫すること
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や、その対象者を明確にすること、避難指示等に対応する警戒レベルを明確にして対象者ごと

に警戒レベルに対応したとるべき避難行動について、住民にとって具体的でわかりやすい内

容とするよう配慮し、町防災行政無線（戸別受信機を含む。）、北海道防災情報システム、Ｌア

ラート（災害情報共有システム）、テレビ、ラジオ（コミュニティＦＭ放送含む。）、携帯電話

（緊急速報メール機能含む。）、ワンセグ等のあらゆる伝達手段の特徴を踏まえた複合的な活

用を図り、対象地域の住民への迅速かつ的確な伝達に努め、住民の迅速かつ円滑な避難を図る。 

特に、避難行動要支援者の中には、避難等に必要な情報を入手できれば、自ら避難行動をと

ることが可能な者もいることから、障がいの状態等に応じ、適切な手段を用いて情報伝達を行

うとともに、民生委員等の避難支援等関係者が避難行動要支援者名簿を活用して着実な情報

伝達及び早期に避難行動を促進できるよう配慮する。 

１ 避難指示等の理由及び内容 

２ 避難場所等及び経路 

３ 火災、盗難の予防措置等 

４ 携行品等その他の注意事項 

( 注）津波など避難の経路、場所等が変わる場合には、避難の種類によりサイレンの吹鳴方法を定

め、住民に周知する。 

 5- 4- 1  ɕɂɔǛ ǡ  

꜠ⱬꜟ ⅜≤╢═⅝  
⌐ ╩ ∆  

 

警戒レベル５ 指定緊急避難場所等へ立退き避難すること

がかえって危険である場合、緊急安全確保す

る。 

緊急安全確保 

※必ず発令される情報ではない 

警戒レベル４ 危険な場所から全員避難（立退き避難また

は屋内安全確保）する。 

避難指示 

警戒レベル３ ・高齢者等は危険な場所から全員避難（立退

き避難または屋内安全確保）する。 

・高齢者等以外の人も必要に応じ、出勤等の

外出を控えるなど普段の行動を見合わせ始

めたり、避難の準備をしたり、自主的に避

難する。 

高齢者等避難 

警戒レベル２ 災害に備え自らの避難行動を確認する。 大雨・洪水・高潮注意報 

警戒レベル１ 災害への心構えを高める。 早期注意情報 

ũ  

Ŧ  

避難誘導は、町の職員、消防職・団員、警察官、その他指示権者の命を受けた職員があた

り、人命の安全を第一に、円滑な避難のための立退きについて適宜指導する。その際、自力

避難の困難な避難行動要支援者に関しては、その実態を把握しておくとともに、事前に援助

者を定めておく等の支援体制を整備し、危険が切迫する前に避難できるよう十分配慮する。 



第１編 本 編 

第５章 災害応急対策計画                              第４節 避難対策計画 

 

138 

町は、災害の状況に応じて避難指示等を発令した上で、避難時の周囲の状況等により、指

定避難場所等への避難がかえって危険を伴う場合は、「近隣の安全な場所」への避難や、「屋

内安全確保」といった適切な避難行動を住民がとれるように努める。特に、台風による大雨

発生など事前に予測が可能な場合においては、大雨発生が予測されてから災害のおそれがな

くなるまで、住民に対してわかりやすく適切に状況を伝達することに努める。 

また、町の職員、消防職・団員、警察官など避難誘導にあたる者の安全の確保に努める。 

ŧ ┌ ǡ  

（１）避難は、避難者が各個に行うことを原則とするが、避難者の自力による避難が不可能な場

合は、協定を締結した運送事業者等と連携し、町において車両、船艇等によって移送する。 

（２）町は、避難者移送の実施が困難な場合、他の町または道に対し、応援を求める。 

（３）道は、前記要請を受けたときは、関係機関に対する要請や協定を締結した運送事業者等

との連携により被災者の移送について必要な措置を行う。 

（４）また、道は、被災者の保護の実施のため緊急の必要があると認めるときは、運送事業者

である指定公共機関または指定地方公共機関に対し、運送すべき人・場所・期日を示して、

被災者の運送を要請する。運送事業者である指定公共機関または指定地方公共機関が正

当な理由なく要請に応じないときは、被災者保護の実施の必要性にかんがみ、当該機関に

対し、被災者の運送を行うべきことを指示する。 

Ū ⱱ ǡ ⱱ 

Ŧ ⱱ ǡ ⱱ 

町長は、平時から避難行動要支援者名簿や個別避難計画の情報を提供することに同意した

者については、個別避難計画に基づいて避難支援を行うとともに、平時から避難行動要支援

者名簿や個別避難計画を提供することに不同意であった者や個別避難計画が作成されていな

い者についても、可能な範囲で避難支援を行うよう、民生委員等の避難支援等関係者等に協

力を求める。 

なお、避難支援を行うにあたっては、避難支援等関係者の安全確保の措置、名簿情報や個

別避難計画の提供を受けた者に係る守秘義務等に留意する。 

ŧ ⱱ ǡ↨  

町は、避難行動要支援者名簿を有効に活用し、災害発生後、直ちに在宅避難者を含む避難

行動要支援者の所在、連絡先を確認し、安否の確認を行う。 

Ũ ∙ ǡ ⱱ ǫǡ ꞌ 

町は、地域の実情や特性を踏まえつつ、あらかじめ定めた地域防災計画等に基づき、避難

行動要支援者及びその名簿情報が避難支援関係者等から避難場所等の責任者に引き継がれる

よう措置する。 
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また、地域防災計画等に基づき、速やかに負傷の有無や周囲の状況等を総合的に判断して

以下の措置を講ずる。 

ア 指定避難所（必要に応じて福祉避難所）への移動 

イ 病院への移送 

ウ 施設等への緊急入所 

ũ ꞌ יּ ǫǡ  

町は、応急仮設住宅への入居にあたり、要配慮者の優先的入居に努める。 

Ū ǫǡ ⱱ 

町は、要配慮者が在宅での生活が可能と判断された場合は、その生活実態を的確に把握し、

適切な援助活動を行う。 

ū ꞌⱱǡ  

町は、救助活動の状況や要配慮者の状況を把握し、必要に応じて、道、隣接町等へ応援を

要請する。 

Ŭ Ǟ ǌǾ  

町は、言語・生活習慣・防災意識の異なる外国人についても要配慮者として位置付け、災

害発生時に迅速、かつ、的確な行動がとれるよう、次のような条件・環境づくりに努めると

ともに、様々な機会をとらえて防災対策についての周知を図る。 

ア 支援物資の入手方法や広域避難の案内等、多言語による広報の充実 

イ 避難場所・道路標識等の災害に関する表示板の多言語化及びピクトグラム化 

ウ 外国人を含めた防災訓練・防災教育の実施 

ū Ǧ ǡ↨  

住民等の避難にあたっては、町の職員、警察官、その他避難措置の実施者は、避難路、避難

場所等の安全確保のため支障となるものの排除を行う。 

Ŭ ǡ ǿ Ǧ ǡ  

町は、指定緊急避難場所や避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無に関わらず

適切に受け入れることとする。 

町長、公共的団体、防災上重要な施設の管理者は、町があらかじめ作成した避難所マニュア

ルを踏まえ、速やかな指定避難所の供与、避難所における安全性や良好な居住性の確保及び福

祉的な支援の充実に必要な措置を講ずるよう努める。 

また、指定避難所に滞在する被災者、やむを得ない理由により指定避難所に滞在することが

できない被災者のいずれに対しても、必要となる生活関連物資の配布、保健医療サービスの提
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供、被災者支援に係る情報提供、保健師・福祉関係者間との連携した状況把握など、被災者の

生活環境の整備に必要な措置を講ずるよう努める。 

ŭ ǡ  

町は、災害時は、必要に応じ、避難指示等の発令とあわせて指定緊急避難場所を開設し、住

民等に対し周知徹底を図る。 

Ů ǡ  

１ 町は、災害時は、必要に応じ、指定避難所を開設するとともに、住民等に対し周知徹底を

図る。 

なお、開設にあたっては、施設の被害の有無を確認するとともに、施設の構造や立地場所

など安全性の確保に努める。 

また、要配慮者のため、必要に応じて指定福祉避難所を開設する。指定避難所だけでは施

設が量的に不足する場合には、あらかじめ指定した施設以外の施設についても、管理者の同

意を得て避難所として開設する。 

２ 町は、指定避難所だけでは避難所が不足する場合には、国や独立行政法人が所有する研修

施設や旅館・宿泊所等の活用も含め、可能な限り多くの避難所を開設し、ホームページやア

プリケーション等の多様な手段を活用して周知するように努める。特に、高齢者、障がい者、

乳幼児、妊産婦などの要配慮者に配慮して、被災地以外の地域にあるものを含め、旅館・宿

泊所等を実質的に福祉避難所として開設するよう努める。また、必要に応じ、可能な場合は

避難者に対して、親戚や友人の家等への避難を促す。 

３ 町は、避難所を開設する場合には、あらかじめ施設の安全性を確認する。 

また、避難所内を良好な生活環境とするため開設当初からパーティションや段ボールベ

ッド等の簡易ベッドを設置するよう努める。 

４ 町は、避難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や道路の途絶による孤

立が続くと見込まれる場合は、当該地域に避難所を設置・維持することの適否を検討する。 

５ 町は、著しく異常かつ激甚な非常災害により避難所が著しく不足し、特に必要と認められ

るものとして当該災害が政令で指定されたときは、避難所の設置についてスプリンクラー

等の消防用設備等の設置義務に関する消防法第17条の規定の適用除外措置があることに留

意する。 

６ 町は、感染症対策について、感染症患者が発生した場合の対応を含め、平時から総務課と

保健福祉課が連携して、必要な場合には、旅館・宿泊所等の活用等を含めて検討するよう努

める。 

７ 避難所において受入人数を超過することがないよう、平時からホームページや防災メー

ル等を含め、効果的な情報発信の手段について検討する。 
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８ 町は、避難所を開設した場合に関係機関等による支援が円滑に講じられるよう、避難所の

開設状況等を適切に道に報告し、道は、その情報を国に共有するよう努める。 

10 ǡ◖☺  

１ 町は、避難所を開設した場合に関係機関等による支援が円滑に講じられるよう、避難所の

開設状況等を適切に道に報告するとともに、各指定避難所の適切な運営管理を行う。この際、

指定避難所における情報の伝達、食料、水等の配布、清掃等については、避難者、住民、自

主防災組織、町内会、自治会及び避難所運営について専門性を有した外部支援者等の協力が

得られるように努めるとともに、必要に応じ、他の町やボランティア団体等に対して協力を

求める。 

また、町は、指定避難所の運営に関し、役割分担を明確化し、避難者に過度の負担がかか

らないよう配慮しつつ、避難者が相互に助け合う自治的な組織が主体的に関与する運営に早

期に移行できるよう、その立ち上げを支援する。この際、避難生活支援に関する知見やノウ

ハウを有する地域の人材に対して協力を求めるなど、地域全体で避難者を支えることができ

るよう留意する。 

２ 町は、指定避難所の運営管理に際しては、実情に合わせて、応援職員やボランティア、地

域防災マスター等による避難所運営業務の分担等、自主運営のための各種支援を行うこと

とし、関係団体等との連携・協力に努める。 

３ 町は、避難所における食事や物資の配布など生活上の情報提供について、障がい特性に応

じた情報伝達手段を用いて、情報伝達がなされるよう努める。 

４ 町は、指定避難所ごとに受け入れている避難者に係る情報及び指定避難所で生活せず食

事のみ受取りに来ている被災者、車中泊の被災者等に係る情報を早期に把握するとともに、

やむを得ず指定避難所に滞在することができない被災者等に係る情報の把握に努める。そ

の際、デジタル技術を活用し効率的な情報の把握に努める。 

５ 町は、被災者の人間らしさを保てる環境を整備するため、指定避難所の生活環境に注意を

払い、常に良好なものとするよう実態とニーズ把握に努める。そのため、食事供与の状況、

トイレの設置状況等の把握に努め、必要な対策を講じる。その際、指定避難所の良好な生活

環境の継続的な確保及び福祉的な支援の充実のために、道や町、医療・保健関係者等は連携

して、段ボールベッドの早期導入や、簡易トイレ、トイレカー、トイレトレーラー等のより

快適な衛生面に優れたトイレ、キッチンカー等の設置に配慮するよう努めるとともに、専門

家等との定期的な情報交換や避難生活支援に関する知見やノウハウを有する地域の人材の

確保・育成に努める。また、避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保状況、入浴

施設設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医師や看護師等による巡回の頻度、暑さ・寒

さ対策の必要性、し尿・ごみの処理の状況など、避難者の健康状態や避難所の衛生状態の把

握に努め、必要な措置を講じるよう努める。 
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６ 町は、避難所における家庭動物のためのスペースの確保に努め、道においては、指定避難

所における家庭動物のためのスペースの確保についての指針を示すなど、町に対する助言・

支援に努める。なお、家庭動物のためのスペースは、特に冬期を想定し、屋内に確保するこ

とが望ましい。 

また、町は、獣医師会や動物取扱業者等から必要な支援が受けられるよう、連携に努める。 

７ 町は、指定避難所の運営における女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等

男女双方の視点等に配慮する。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用

品、女性用下着の女性による配布、巡回警備や防犯ブザーの配布等による指定避難所におけ

る安全性の確保など女性や子育て家庭のニーズに配慮した指定避難所の運営管理に努める。 

８ 町は、指定避難所等における女性や子供等に対する性暴力・ＤＶの発生を防止するため、

女性用と男性用のトイレを離れた場所に設置する、トイレ・更衣室・入浴施設等は昼夜問わ

ず安心して使用できる場所に設置する、照明を増設する、性暴力・ＤＶについての注意喚起

のためのポスターを掲載するなど、女性や子供等の安全に配慮するよう努める。また、警察、

病院、女性支援団体との連携の下、被害者への相談窓口情報の提供を行うよう努める。 

９ 町は、やむを得ず指定避難所に滞在することができない被災者に対しても、食料等必要な

物資の配布、保健師等による巡回健康相談の実施等保健医療サービスの提供、情報提供等に

より、生活環境の確保が図られるよう努めることとする。 

10 町は、在宅避難者等の支援拠点が設置された場合は、利用者数、食料等の必要な物資数等

を集約し、必要に応じ物資の補充等の支援を行い、被災者支援に係る情報を支援のための拠

点の利用者に対しても提供する。 

なお、道は、町に対する助言・支援に努める。 

11 町は、災害の規模、被災者の避難及び受入状況、避難の長期化等にかんがみ、必要に応じ

て旅館・宿泊所等への移動を避難者に促す。 

特に要配慮者等へは、民間宿泊施設等との協定を推進し、良好な生活環境に努める。 

12 北海道警察（松前警察署）は、避難期間等にかんがみて必要に応じ、避難所等を巡回し、

相談及び要望等の把握に努める。 

13 町は、災害の規模等にかんがみて必要に応じ、避難者の健全な住生活の早期確保のために、

応急仮設住宅の迅速な提供、公営住宅及び空き家等利用可能な既存住宅の斡旋及び活用等

により、指定避難所の早期解消に努めることを基本とする。 

14 町は、車中泊による避難を受け入れる場合は、トイレの確保や医療・保健関係者等と連携

して、エコノミークラス症候群や一酸化炭素中毒等への予防対処策の周知、冬期間の寒さ対

策など健康への配慮を行う。 

また、安全対策や避難所施設の利用ルール、各種情報や食事等支援物資の提供方法などに

ついてあらかじめ規定し、円滑な避難所運営ができる体制の構築に努める。 

なお、道は、町に対する助言・支援に努める。 
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15 町は、避難所における食事については、食物アレルギー等に配慮し、避難生活が長期化し

た場合には、メニューの多様化や栄養バランス等を考慮して、適温食を提供できるよう、管

理栄養士等の協力を得ながら、ボランティア等による炊き出しや地元事業者からの食料等

の調達の他、給食センターを活用するなど、体制の構築に努める。 

なお、道は、町に対する助言・支援に努める。 

16 町は、被災地において感染症の発生、拡大が見られる場合は、総務課と保健福祉課が連携

して、感染症対策として必要な措置を講じるよう努める。 

17 町は、指定避難所における感染症対策のため、避難者等の健康状態を確認するとともに、

十分な避難スペースを確保し、定期的に換気を行うなど避難所の衛生環境を確保するよう

努める。 

18 避難所において感染症が発生またはその疑いがある場合の対応については、感染者の隔

離や病院への搬送方法など、事前に総務課と保健福祉課が連携して、適切な対応を検討して

おき、感染者または感染が疑われる者が現れた場合は、専用スペースを確保し、ほかの避難

者とは区画と動線を分けるなど必要な措置を講じる。 

11 ╓  

Ŧ ╓ ǡ  

町は、災害の予測規模、避難者数等に鑑み、当該町の区域外への広域的な避難、指定避難

所及び指定緊急避難場所の提供が必要であると判断した場合は、広域避難に係る協議等を行

うことができる。 

ŧ ǞƽǄǾ ╓  

町は、道内の他の市町村への広域的な避難等が必要であると判断した場合には、当該町に

対して直接協議を行う。 

Ũ ǫǡ ╓  

（１）町は、他の都府県の市町村への広域的な避難等が必要であると判断した場合には、道に

対し当該他の都府県との協議を求める。 

（２）道は、町から協議の求めがあった場合、他の都府県と協議を行う。 

（３）道は、町から求めがあった場合には、受入先の候補となる地方公共団体及び当該地方公

共団体における避難者の受入能力（施設数、施設概要等）等、広域避難について助言を行

う。 

（４）町は、事態に照らし緊急を要すると認めるときは、（１）によらず、知事に報告した上

で、自ら他の町に協議することができる。 
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ũ ǡ Ǆ ǿ 

町は、指定避難所及び指定緊急避難場所を指定する際に併せて広域避難の用にも供するこ

とについても定めるなど、他の町からの避難者を受け入れることができる施設等をあらかじ

め決定しておくよう努める。 

Ū ǡ  

（１）町及び、道、運送事業者等は、あらかじめ策定した具体的な手順を定めた計画に基づき、

関係者間で適切な役割分担を行った上で、広域避難を実施するよう努める。 

この場合においては、次の事項に留意して対応する。 

ア 広域避難を行うべき場合やその対象者の整理 

イ 被災者を受け入れ可能な施設（旅館等を含む。）の確保 

ウ バスなど被災者の移送手段の確保 

エ 広域避難についての被災者の意向の把握 

オ 被災者の希望を踏まえた、施設（旅館等を含む。）のマッチング 

カ 施設（旅館等を含む。）への移送 

キ 広域避難先での継続的な支援 

（２）道及び関係機関は、被災者のニーズを十分把握するとともに、相互に連絡をとりあい、

放送事業者を含めた関係者間で連携を行うことで、避難者等に役立つ的確な情報を提供

できるように努める。 

12 ╓╗  

Ŧ ǞƽǄǾ ╓╗  

（１）災害発生により、被災住民について、道内の他の市町村における一時的な滞在（以下、

「道内広域一時滞在」という。）の必要があると認める町長は、道内の他の市町村長（以

下、「協議先市町村長」という。）に被災住民の受入れについて、協議を行う。 

なお、適当な協議の相手方を見つけられない場合等は、知事に助言を求める。 

（２）道内広域一時滞在の協議をしようとするときは、協議元町長は、あらかじめ渡島総合振

興局長を通じて知事に報告する。ただし、あらかじめ報告することが困難なときは協議開

始後、速やかに、報告する。 

（３）町長または知事より、道内広域一時滞在の協議を受けた協議先市町村長は、被災住民を

受け入れないことについて正当な理由がある場合を除き、指定避難所を提供し、被災住民

を受け入れ、受入決定をしたときは、直ちに指定避難所の管理者等の被災住民への支援に

関係する機関に通知するとともに、速やかに、町長に通知する。 

なお、協議先市町村長は必要に応じて、知事に助言を求める。 

（４）町長は、協議先市町村長より受入決定の通知を受けたときは、その内容を公示し、及び

被災住民への支援に関係する機関等に通知するとともに、知事に報告する。 
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（５）町長は、道内広域一時滞在の必要がなくなったと認めるときは、速やかに、その旨を協

議先市町村長及び指定避難所の管理者等の被災住民への支援に関係する機関に通知し、

内容を公示するとともに、知事に報告する。 

（６）協議先市町村長は、町長より道内広域一時滞在の必要がなくなった旨の通知を受けたと

きは、速やかに、その旨を指定避難所の管理者等の被災住民への支援に関係する機関に通

知する。 

（７）知事は、上記(1) に基づく町長からの助言の求めがあった場合には、被災住民の広域一

時滞在が円滑に行われるよう調整するとともに、この場合において、必要に応じ上記（２）

から（６）により町長または協議先市町村が行うこととされている協議、通知及び公示を

代わって実施することができる。 

（８）知事は、災害の発生により町が必要な事務を行えなくなった場合、被災住民について道

内広域一時滞在の必要があると認めるときは、当該町長の実施すべき措置を代わって実

施する。 

また、当該町が必要な事務を遂行できる状況になったと認めるときは、速やかに事務を

当該町長に引き継ぐ。 

なお、上記の事務の代行を開始し、または終了したときは、その旨を公示するとともに、

代行を終了したときは代行した事務の措置について、当該町長に通知する。 

ŧ ǫǡ ╓╗  

（１）災害発生により、被災住民について、道外における一時的な滞在（以下｢道外広域一時

滞在｣という。）の必要があると認める場合、町長は、知事に対し、他の都府県知事（以下

｢協議先知事｣という。）に対し、被災住民の受入れについて協議することを求めることが

できる。 

（２）知事は、町長より道外広域一時滞在に関する要求があったときは、協議先知事に協議を

行う。 

また、知事は、必要に応じて内閣総理大臣に助言を求める。 

（３）道外広域一時滞在の協議をしようとするときは、知事は、あらかじめ内閣総理大臣に報

告する。ただし、あらかじめ報告することが困難なときは協議開始後、速やかに、報告す

る。 

（４）知事は、協議先知事より受入決定の通知を受けたときは、速やかに町長に通知するとと

もに内閣総理大臣に報告する。 

（５）町長は、知事より受入決定の通知を受けたときは、速やかに、その内容を公示し、指定

避難所の管理者等の被災住民への支援に関係する機関に通知する。 

（６）町長は、道外広域一時滞在の必要がなくなったと認めるときは、速やかに、その旨を知

事に報告し、及び公示するとともに避難所の管理者等の被災住民への支援に関係する機

関に通知する。 
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（７）知事は、町長より道外広域一時滞在の必要がなくなった旨の通知を受けたときは、速や

かにその旨を協議先知事に通知するとともに、公示するとともに内閣総理大臣に報告す

る。 

（８）知事は、災害の発生により町が必要な事務を行えなくなった場合、被災住民について道

外広域一時滞在の必要があると認めるときは、当該町長より要求がない場合にあっても、

協議先知事との協議を実施する。 

Ũ ╓╗ ǫǡ ꞌ 

被災した町は、広域一時滞在の受入先の市町村との間で、被災住民に関する情報の共有を

確実に行う。また、受入先の市町村は、受け入れた被災住民に対し、必要な支援情報を提供

する。 

ũ ǡ  

（１）町、道、運送事業者等は、あらかじめ策定した具体的な手順を定めた計画に基づき、関

係者間で適切な役割分担を行った上で、広域一時滞在を実施するよう努める。 

   この場合においては、次の事項に留意して対応する。 

 ア 広域一時滞在を行うべき場合やその対象者の整理 

 イ 被災者を受け入れ可能な施設（旅館等を含む。）の確保 

 ウ バスなど被災者の移送手段の確保 

 エ 広域一時滞在についての被災者の意向の把握 

 オ 被災者の希望を踏まえた、施設（旅館等を含む。）のマッチング 

 カ 施設（旅館等を含む。）への移送 

 キ 広域一時滞在先での継続的な支援 

（２）道及び関係機関は、被災者のニーズを十分把握するとともに、相互に連絡をとりあい、

放送事業者を含めた関係者間で連携を行うことで、一時滞在者等に役立つ的確な情報を

提供できるように努める。 

Ū ǞǻǾ ǡ  

内閣総理大臣は、災害の発生により町及び道が必要な事務を行えなくなった場合、被災住

民について道内広域一時滞在または道外広域一時滞在の必要があると認めるときは、町長ま

たは知事の実施すべき措置を代わって実施するが、町または知事が必要な事務を遂行できる

状況になったと認めるときは、速やかに町長または知事との事務の引き継ぎが行われる。 
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Ū  ꞌ  

 

災害時において、知事及び町長等が実施する応急措置は、本計画に定めるところによる。 

Ŧ  

１ 町長またはその委任を受けて町長の職権を行う町の職員 

２ 消防機関、水防団の長及びダム管理者その他法令の規定に基づきその責任を有する者 

３ 警察官及び海上保安官 

４ 災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官 

５ 知事 

６ 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長 

７ 指定公共機関の長及び指定地方公共機関の長 

ŧ ǡ ǌǾꞌ È 62 É 

１ 町長及びその所轄の下に行動する水防団長、消防機関の長及び防災に関係ある施設の管

理者等は、災害時は、法令及び地域防災計画等に定めるところにより、消防、水防、救助等

の災害の発生の防御または災害の拡大を防止するための所要の措置を講ずる。 

２ 町長は、応急措置をはじめとする災害応急対策を実施するため、必要に応じて、道及び他

の市町村、関係機関等の協力を求めることができる。 

Ũ ╓ǡ  

Ŧ È 63   153 É 

町長またはその委任を受けて町長の職権を行う町の職員は、災害が発生し、またはまさに

発生しようとしている場合において、住民等の生命、身体に対する危険を防止するため、特

に必要があると認めるときは、警戒区域を設定し、災害応急対策に従事する者以外の者に対

して、当該区域への立入りを制限し、若しくは禁止し、または当該区域からの退去を命ずる

ことができる。 

ŧ ╢ǱǒǢ ╢È 28 ¤ 36 É 

火災または水災を除く他の災害の現場においては、消防吏員または消防団員は、警戒区域

を設定し、救護従事者その他総務省令で定める者以外の者に対して、当該区域からの退去を

命じ、またはその区域への出入を禁止し若しくは制限することができる。 
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Ũ   ╢ǱǒǢ Ǟ ǌǾ È 21 É 

水防上緊急の必要がある場所においては、水防団長、水防団員または消防機関に属する者

は、警戒区域を設定し、水防関係者以外の者に対して、当該区域への立入りを禁止し、若し

くは制限し、または当該区域からの退去を命ずることができる。 

ũ ǱǒǢ ↨ È 63   153  

28 ¤ 36   21 É 

（１）警察官または海上保安官は、町長またはその委任を受けて町長の職権を行う町の職員が

現場にいないとき、またはこれらの者の要求があったときは、警戒区域を設定することが

できるとともに、直ちに警戒区域を設定し、災害応急対策に従事する者以外の者に対して、

当該区域の立入りを制限し、若しくは禁止し、または当該区域からの退去を命ずることが

できる。その場合、直ちに、警戒区域を設定した旨を町長に通知することとする。 

（２）警察官は、火災（水災を除く他の災害について準用する。）の現場において、消防吏員

または消防団員が火災の現場にいないときまたは消防吏員または消防団員の要求があっ

たときは、消防警戒区域を設定して、消防警戒区域内にある消防対象物または船舶の関係

者、居住者及びその親族でこれらに対して救援をしようとする者その他総務省令で定め

る者以外の者に対して、その区域からの退去を命じ、またはその区域への出入りを禁止し

若しくは制限することができる。また、火災現場の上席消防員の指揮により消防警戒区域

を設定する場合、現場の警察官は、これを援助することとする。 

（３）警察官は、水防上緊急の必要がある場所において、水防団長、水防団員若しくは消防機

関に属する者がいないとき、またはこれらの者の要求があったときは、警戒区域を設定し、

水防関係者以外の者に対して、その区域への立入りを禁止し、若しくは制限し、またはそ

の区域からの退去を命ずることができる。 

Ū ȅ ǏǼǿǒ ǡ ♥ È 63 É 

災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、町長またはその委任を受けて町長の職権を行う

町の職員がその場にいない場合に限り、警戒区域を設定することができる。この場合、自衛

官は直ちに警戒区域を設定した旨を町長へ通知することとする。 

ũ ǡ È 71 É 

Ŧ È 71   Ŭ É 

（１）知事（渡島総合振興局長）は、応急措置を実施するため特に必要があると認めるときは、

法令等に基づき、従事命令、協力命令若しくは保管命令を発し（以下「従事命令等」とい

う。）、施設、土地、家屋、若しくは物資を管理し、使用し、若しくは収用し、またはその

職員に施設、土地、家屋、若しくは物資の所在する場所若しくは物資を保管させる場所に

立入検査をさせ、若しくは物資を保管させた者から必要な報告を取ることができる。 
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この場合、当該施設及び土地、家屋、若しくは、物資の保管する場所に立ち入ろうとす

る職員は別表第６号様式に定める証票（災害救助法に基づく立入検査等の場合は災害救

助法施行細則( 昭和31年北海道規則第142号) 第15条に定める証票）を携帯しなければなら

ない。 

（２）従事命令（災害対策基本法第71条、災害救助法第７条） 

知事（渡島総合振興局長）は、次のものを応急措置業務に従事させることができる。 

ア 医師、歯科医師または薬剤師 

イ 保健師、助産師、看護師、准看護師、診療放射線技師、臨床検査技師、臨床工学技士、

救急救命士または歯科衛生士 

ウ 土木技術者または建築技術者 

エ 大工、左官またはとび職 

オ 土木業者または建築業者及びこれらの者の従業者 

カ 鉄道事業者及びその従業者 

キ 軌道経営者及びその従業者 

ク 自動車運送業者及びその従業者 

ケ 船舶運送業者及びその従業者 

コ 港湾運送業者及びその従業者 

ŧ È 71   ŭ É 

知事（渡島総合振興局長）は、現場の救助を要する者及び近隣の者を、応急措置業務に協

力させることができる。 

Ũ (       ) ( 71   Ů )  

知事（渡島総合振興局長）は、病院、診療所、助産所、旅館、または飲食店を管理し、土地、

家屋若しくは物資を使用し、物資の生産、集荷、販売、配給、保管若しくは、輸送を業とする

者に対して、その取り扱う物資の保管を命じ、または物資を収用することができる。 

ũ È 71   10 É 

知事（渡島総合振興局長）は、上記保管命令等のため必要があるときは、職員に施設、土

地、家屋、物資の所在する場所または物資を保管させる場所に立入検査をさせることができ

る。 

また、知事は、物資を保管させた者に対し、必要な報告を求め、または職員に当該物資を

保管させてある場所に立入検査をさせることができる。 

  



第１編 本 編 

第５章 災害応急対策計画                            第５節 応急措置実施計画 

 

150 

Ū ǡ  

知事（渡島総合振興局長）は、災害対策基本法に基づく従事命令等を発し、応急措置を実

施する場合は、別表第１号様式から別表第６号様式に定める公用令書等を交付して行う。ま

た、災害救助法に基づく従事命令等の場合にあっては、災害救助法施行細則第９条、第11条

及び第17条に定める公用令書等を交付して行う。 

Ū ǡ ǌǾꞌ ǡ È 73 ¤ 78 ǡŧÉ 

Ŧ  

知事（渡島総合振興局長）は、災害が発生した場合、当該災害により町が実施する次に掲

げる事項に関する事務の全部または大部分の事務を行うことのできなくなったときは、町長

の実施する応急措置の全部または一部を、町長に代わって実施する。 

ア 警戒区域の設定（災害対策基本法第63条第１項） 

イ 応急公用負担の実施（災害対策基本法第64条第１項） 

ウ 災害現場の工作物及び物件の除去並びに保管等の実施（災害対策基本法第64条第２項） 

エ 応急措置を実施するため、当該区域内住民及び現場にある者の従事命令の実施（災害対

策基本法第65条第１項） 

ŧ ¤  

指定行政機関の長または指定地方行政機関の長は、災害が発生した場合、当該災害により

町及び道がその全部または大部分の事務を行うことができなくなったときは、町長が実施す

る応急措置の全部または一部を、当該町長に代わって実施しなければならない。 

ア 応急公用負担の実施（災害対策基本法第64条第１項） 

イ 災害現場の工作物及び物件の除去並びに保管等の実施（災害対策基本法第64条第２項） 

ウ 応急措置を実施するため、当該区域内住民及び現場にある者の従事命令の実施（災害対

策基本法第65条第１項） 

ū ǡ È 79 É 

町長は応急措置の実施に必要な通信のため、緊急かつ特別に必要があるときは、第１編第

５章第２節「災害通信計画」に定めるところにより、電気通信業法第２条第５号に規定する

電気通信事業者がその事業の用に供する電気通信設備を優先的に利用し、または、有線電気

通信法第３条第４項第３号に掲げる者が設置する有線電気通信設備若しくは無線設備を使用

することができる。 
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Ŧ  

従 事 第  号 

公 用 令 書 

住所 

氏名 

 

従事 

災害対策基本法第71条の規定に基づき、次のとおり         を命ずる。 

協力 

 

令和 年 月 日 

  処分権者 北海道知事              印 

 
 

従事すべき業務  

従事すべき場所  

従事すべき期間  

出頭すべき日時  

出頭すべき場所  

備     考  

( 備考)  用紙は、日本産業規格Ａ５とする。 

 

ŧ  

従 事 第  号 

公 用 令 書 

住所 

氏名 

 

災害対策基本法第71条の規定に基づき、次のとおり、物資の保管を命ずる。 

 

令和 年 月 日 

  処分権者 北海道知事              印 

 
 

保管すべき物資の種類 数量 保管すべき場所 保管すべき期間 備 考 

     

     

     

     

     

( 備考) 用紙は、日本産業規格Ａ５とする。 
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Ũ  

管 理 第  号 

公 用 令 書 

住所 

氏名 

 

土地   管理 

災害対策基本法第71条の規定に基づき、次のとおり 家屋 を 使用 する。 

施設   収用 

物資 

 

令和 年 月 日 

処分権者 北海道知事          印 

 
 

名 称 数 量 所在場所 範 囲 期 間 引渡月日 引渡場所 備 考 

        

        

        

        

        

掲げる者が設置する有線電気通信設備若しくは無線設備を使用することができる。 ( 備考) 

用紙は、日本産業規格Ａ５とする。 

 

ũ  

変 更 第  号 

公 用 変 更 令 書 

住所 

氏名 

 

災害対策基本法第71条の規定に基づく公用令書(  年 月 日第 号) にかかる処分を

次のとおり変更したので、同法施行令第34条第１項の規定により、これを交付する。 

 

令和 年 月 日 

処分権者 北海道知事         印 
 

変更した処分の内容 

 

( 備考) 用紙は、日本産業規格Ａ５とする。 
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Ū  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

( 備考) 用紙は、日本産業規格Ａ５とする。 

 

ū  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

( 裏)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取 消 第  号 

公 用 取 消 令 書 

住所 

氏名 

 

災害対策基本法第71条の規定に基づく公用令書(  年 月 日第 号) にかかる処分を

取り消したので、同法施行令第34条第１項の規定により、これを交付する。 

 

令和 年 月 日 

処分権者 北海道知事       印 

Ｎｏ． 

防 災 立 入 検 査 票 

所属 

住所 

氏名 

年 月 日生 

上記の者は災害対策基本法第71条の規定に基づく権限を有するもの

であることを証明する。 

令和 年 月 日 

北海道知事          印 

交付責任者          印 

注 意 

 

1. 本票は他人に貸与し、若しくは譲渡しまたは勝手に訂正してはならない。 

2. 本票は 年 月 日まで有効とする。 

3. 本票は有効期間が経過したとき、または不明になったときは速やかに返

還しなければならない。 

4. 本票を亡失し、若しくは損傷したときは速やかに文書をもって届出なけ

ればならない。 

６cm 

９cm 
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ū  ♥ Ǧ  

 

天災、地変その他の災害に際し、人命または財産の保護のため必要がある場合には知事及びそ

の他の災害派遣要請権者は、自衛隊( 指定部隊等の長) に対し自衛隊法第83条の規定により部隊

等の災害派遣を要請することができる。 

Ŧ  

Ŧ  

（１）知事（ただし、北海道事務決裁規程第８条により、渡島総合振興局長が専決すること

ができる。)  

（２）海上保安庁長官 

（３）第一管区海上保安本部長 

（４）空港事務所長( 丘珠、新千歳、稚内、函館、釧路)  

ŧ ( ǡ )  5- 6- 1  

Ũ ǀ  

（１）町長は、災害派遣の必要があると認められるときは、次の事項を明らかにした文書をも

って要請権者に要求する。 

この場合において、町長は、必要に応じてその旨及び当該市町村の地域に係る災害の状

況を要請先である指定部隊等の長に通知する。 

また、緊急を要する場合は、口頭または電話等により依頼し、速やかに文書を提出する。 

ア 災害の状況及び派遣を要請する事由 

イ 派遣を希望する期間 

ウ 派遣を希望する区域及び活動内容 

エ 派遣部隊が展開できる場所 

オ 派遣部隊との連絡方法、その他参考となる事項 

（２）要請権者は前項により派遣要求を受理し、その適否を審査して必要と認めた場合は速や

かに指定部隊等の長に部隊の派遣を要請する。 

（３）町長は、人命の緊急救助に関し、要請権者に要求するいとまがないとき、または通信の

途絶等により要請権者と指定部隊との連絡が不能である場合等については、直接指定部

隊等の長に通知することができる。 

ただし、この場合、速やかに要請権者に連絡し、上記（１）の手続きを行う。 
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ũ  

町長は、災害派遣部隊が円滑に活動できるよう町担当者、連絡先を明確にするとともに、

避難支援など大部隊の派遣を受ける場合に備え、多数の車両、施設等が展開できる場所をあ

らかじめ定めておく。 

Ū   

知事（渡島総合振興局長）は、町の行う派遣部隊の受入れについて、必要に応じて、使

用する施設、場所等について調整を行う。 

ū   

（１）次の費用は、派遣部隊の受入側( 施設等の管理者、町等) において負担する。 

ア 資材費及び機器借上料 

イ 電話料及びその施設費 

ウ 気料 

エ 水道料 

オ くみ取り料 

（２）その他必要経費については、自衛隊及び関係機関において協議の上、定める。 

（３）派遣部隊は、関係機関または民間から宿泊・給食の施設、設備等の提供を受けた場合に

は、これを利用することができる。 

ŧ  

災害派遣時における自衛隊の支援活動は、次のとおりである。 

１ 被害状況の把握 

２ 避難の援助 

３ 遭難者等の捜索救助活動 

４ 水防活動 

５ 消防活動 

６ 道路または水路の啓開 

７ 応急医療、救護及び防疫 

８ 人員及び物資の緊急輸送 

９ 給食、給水及び入浴支援 

10 物資の無償貸付または譲与 

11 危険物の保安及び除去 

12 その他 
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Ũ ♥ Ǜǡ  

自衛隊は、収集した情報を必要に応じ関係機関に伝達するとともに、知事等においても災害

情報について自衛隊に提供する。 

ũ È É ǡ ȅ ǗƷǛǱƿǝƷ ǡ ♥ ǡ  

自衛隊は、災害の発生が突発的で、その救援が特に急を要し、知事等の要請を待ついとまが

ない場合は、自主的に部隊等を派遣する。この場合、できる限り早急に知事等に連絡し、密接

な連絡調整のもとに適切かつ効率的な救援活動を実施するよう努める。 

災害に対し、自衛隊が自主的に派遣を行う場合の基準は、次のとおりである。 

１ 関係機関に対して災害に係る情報を提供するため、自衛隊が情報収集を行う必要がある

と認められること。 

２ 知事等が自衛隊の災害派遣に係る要請を行うことができないと認められる場合に、直ち

に救援の措置をとる必要があると認められること。 

３ 航空機・海難事故の発生等を探知した場合、または近傍等での災害発生に際し、直ちに人

命救助の措置をとる必要があると認められること。 

４ その他上記に準じ、特に緊急を要し、知事等の要請を待ついとまがないと認められること。 

Ū ♥ Ǜǡ  טּ

Ŧ  

（１）知事は、自衛隊の災害派遣計画の作成と連携して、適切な役割分担の調整等を行い自衛

隊の活動が円滑に行なわれるよう調整を行う。 

（２）知事は、いかなる状況において、どのような分野について派遣要請を行うのか、平時か

らその想定を行うとともに、大規模災害の対処に係る具体的な連携方策等を取り決めた

協定書を自衛隊との間で締結しておく。 

ŧ ǡ  

知事（渡島総合振興局長）、町長は、災害時に自衛隊との相互連絡が迅速に行えるよう、

あらかじめ要請（通報）手順、連絡調整窓口、連絡方法を定めるなど、情報収集・連絡体制

の確立に努める。 

Ũ  

知事（渡島総合振興局長）、町長は、災害時に自衛隊の救援活動が適切かつ効率的に行わ

れるよう、災害派遣を要請した指定部隊等の長と密接な連絡調整を行う。 
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ū ǡ  

災害派遣時の自衛官の権限行使は、自衛隊法及び災害対策基本法並びにこれに基づく政令、

総理府令及び訓令の規定による。知事等の要請により派遣された自衛隊は、警察官等職権を行

う者がその場にいない場合に限り、次の措置を行うことができる。 

なお、職権を行う場合、指揮官の命令による。ただし、緊急を要し指揮官の命令を待ついと

まがない場合にはこの限りではない。 

１ 住民等の避難等の措置等（警察官職務執行法第４条） 

２ 他人の土地等への立入（警察官職務執行法第６条第１項） 

３ 警戒区域の設定等（災害対策基本法第63条第３項） 

４ 他人の土地等の一時使用等及び被災工作物等の除去等（災害対策基本法第64条第８項） 

５ 住民等への応急措置業務従事命令（災害対策基本法第65条第３項） 

６ 自衛隊用緊急運行車両の通行の確保のための車両等の移動等の措置命令等（災害対策基

本法第76条の３第３項） 

 

5- 6- 1  È ǡ É 

１ 陸上自衛隊（第11旅団地区） 

指定部隊等の長 担当部課 所在地 電話 道機関 担当地域 

第28普通科連隊

長 ( 函 館 駐 屯 地

司令)  

連隊第3科 函館市広野町 

6- 18 

0138- 51- 9171 

内線239 

( 当直302) 

渡島総合振

興局、檜山

振興局、後

志総合振興

局 

函館市、松前町、福島町、

木古内町、北斗市、七飯

町、森町、八雲町、長万

部町、知内町、鹿部町、

江差町、上ノ国町、厚沢

部町、乙部町、奥尻町、

せたな町、今金町、島牧

村、寿都町、黒松内町 

２ 海上自衛隊 

指定部隊等の長 担当部課 所在地 電話 道機関 担当地域 

大湊地区総監 防衛部第3

幕僚室 

むつ市大湊町 

4- 1 

0175- 24- 1111 

内線2224 

( 当直2222) 

北海道 北海道全域 

函館基地隊司令 警備科 函館市大町 

10- 3 

0138- 23- 4241 

内線224 

( 当直300) 

北海道 北海道全域 

３ 航空自衛隊 

指定部隊等の長 担当部課 所在地 電話 道機関 担当地域 

北部航空方面隊

司令官 

防衛部 青森県三沢市 

大字三沢字 

後久保125- 7 

0176- 53- 4121 

内線2353 

 ( 当直3901) 

北海道 北海道全域 

第２航空団司令 防衛部 千歳市平和 

無番地 

0123- 23- 3101 

内線2231 

 ( 当直3800) 

北海道 北海道全域 
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Ŭ  ╓ꞌⱱ¤ ⱱ  

 

大規模災害発生時に、被災市町村単独では十分な災害応急対策が実施できない場合において、

災害応急対策を円滑に実施するための広域応援・受援対策については、本計画の定めるところに

よる。 

また、冬期は、積雪・凍結等により、部隊や応援職員等の移動や救助、輸送、復旧活動に通常

より時間を要することから、平時から装備・資機材の充実、活動要領等を考慮する必要があるほ

か、道外からの応援者は積雪・凍結等の状況での円滑な行動が困難な場合があることに留意する。 

なお、広域応援・受援のうち、広域一時滞在については、本章第４節「避難対策計画」第12によ

る。 

Ŧ     ǡꞌⱱ¤ ⱱ  

Ŧ Ǟ ǌǾꞌⱱÈ ⱱÉ 

（１）町への職員の派遣 

知事（渡島総合振興局長）は、災害の状況に応じて、町に対し職員を派遣し、情報収集

や町または防災関係機関との調整、並びに町が行う災害応急対策等への助言・提案を行う。 

なお、派遣にあたり、地域や災害の特性等を考慮した職員を選定するとともに、派遣す

る職員については、事前にリスト化するとともに、研修を実施するなど災害対応能力の向

上に努める。 

（２）応援協定による応援 

町において大規模災害等が発生し、町単独では十分に被災者の救援等の災害応急対策

を実施できない場合は、「災害時等における北海道及び町相互の応援等に関する協定」の

ほか、あらかじめ締結している相互応援協定等に基づき応援・受援の実施を図る。 

（３）災害対策基本法による応援 

ア 町長は、応急措置が的確かつ円滑に行われるようにするため必要があると認めると

きは、他の市町村長に対し、応援を求めることができる。この場合において、応急措置

を実施するための応援を求められた市町村長は、正当な理由がない限り、応援を拒んで

はならないこととされている。 

イ 町長は、災害応急対策を実施応急措置が的確かつ円滑に行われるようにするため必

要があると認めるときは、知事（渡島総合振興局長）に対し、指定行政機関または関係

指定地方行政機関に対する応急措置の実施の要請をすることができる。この場合にお

いて、応援を求められ、災害応急対策の実施を要請された知事（渡島総合振興局長）は、

正当な理由がない限り、応援または災害応急対策の実施を拒んではならない。 
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ウ 町長は、上段の要求ができない場合には、その旨及び当該市町村の地域における災害

の状況を指定行政機関または指定地方行政機関に通知する。この場合において、当該通

知を受けた指定行政機関または指定地方行政機関は、その事態に照らし緊急を要し、都

道府県からの要請を待ついとまがないと認められるときは、当該要請を待たないで、応

急措置を実施することができる。 

エ 知事（渡島総合振興局長）は、町の行う災害応急対策の的確かつ円滑な実施を確保す

るため、特に必要があると認めるときは、町長に対し、災害応急対策の実施を求め、ま

たは他の市町村長を応援することを求めることができる。 

ŧ ƾǼ ǡ Ǟ ǌǾꞌⱱǡ  

（１）応援協定による応援要請 

北海道における大規模災害時に、道単独では十分に被災者の救援等の災害応急対策を

実施できない場合、知事は、「全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定」

並びに「大規模災害時等の北海道・東北８道県相互応援に関する協定」及び「大規模災害

時等の北海道・東北８道県広域応援ガイドライン」 5- 7- 1に基づき、他の都府県知事に

対して応援を要請する。 

（２）応急対策職員派遣制度による応援の要請 

北海道における大規模災害時に、道及び道内の市町村による応援職員の派遣だけでは

町において完結して災害対応業務を実施することが困難である場合または困難であると

見込まれる場合には、道は、応急対策職員派遣制度に関する要綱に基づき、道外の地方公

共団体に対して町への応援職員の派遣について協力を依頼する。 

なお、道及び町は、訓練等を通じて、応急対策職員派遣制度を活用した応援職員の受入

れについて、活用方法の習熟、発災時における円滑な活用の促進に努める。 

（３）災害対策基本法による応援要求 

ア 知事は、道内における災害時に、災害応急対策を実施するため必要があると認めると

きは、他の都府県知事に対し、応援を求めることができる。この場合において、応急措

置を実施するための応援を求められた都府県知事は、正当な理由がない限り、応援を拒

んではならないこととされている。 

イ 知事は、他の都府県知事への広域応援要請及び市町村相互間の応援の要求等のみに

よっては、災害応急対策に係る応援が円滑に実施されないと認めるときは、内閣総理大

臣に対し、他の都府県知事に対して知事または町長の応援を要請するよう求める。 

Ũ ƾǼ Ǟ ǌǾꞌⱱǡ  

北海道における大規模災害時に、災害応急活動を的確かつ円滑に実施するため必要がある

と認めるとき、知事は、指定行政機関の長または指定地方行政機関の長に対し、応援を求め、

または災害応急対策の実施を要請することができる。この場合において、応援を求められ、

または災害応急対策の実施を要請された指定行政機関の長または指定地方行政機関の長は、
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正当な理由がない限り、応援または災害応急対策の実施を拒んではならないこととされてい

る。 

ũ ǡ ƾǼǡꞌⱱ ǫǡ ꞌ 

（１）知事は、災害発生都府県知事または内閣総理大臣から、災害発生都府県知事や災害発生

市町村長の応援を求められた場合、必要と認める事項について応援協力に努める。 

また、知事は、特に必要があると認められた場合、町長に対し、当該災害発生市町村長

の応援を求める。 

（２）町長は、知事が、災害発生都府県知事または内閣総理大臣から、他の都道府県の災害発

生市町村長の応援を求められたことにともない、知事から当該災害発生町長の応援につ

いて求められた場合、必要と認める事項について応援協力に努める。 

5- 7- 1  Ô ǡ ¤ ŭ ꞌⱱǞ ǌǾ ÕǞ ǘǂȿɖȬȘ ꞌⱱ 

    

北海道 青森県 岩手県 秋田県 

青森県 北海道 秋田県 岩手県 

岩手県 秋田県 北海道 青森県 

宮城県 山形県 福島県 北海道 

秋田県 岩手県 青森県 新潟県 

山形県 宮城県 新潟県 福島県 

福島県 新潟県 宮城県 山形県 

新潟県 福島県 山形県 宮城県 

ŧ È ╓ É 

１ 大規模災害が発生し、被災地域の消防機関単独では十分に被災者の救援等の災害応急対

策を実施できない場合は、道等に応援を要請するほか、「北海道広域消防相互応援協定」に

基づき他の消防機関に応援を要請するとともに、必要に応じ、町長を通じ、道に対して広域

航空消防応援（ヘリコプター）、他都府県の緊急消防援助隊による応援等を要請するよう依

頼する。 

２ 他の消防機関等に対する応援が円滑に行なわれるよう、日頃から災害対策上必要な資料

の交換を行うほか、他の消防機関等の応援の受入体制を確立しておく。 

３ 大規模災害時における緊急消防援助隊の応援要請や受入れは、「緊急消防援助隊北海道隊

応援等実施計画」及び「緊急消防援助隊受援計画」に基づき、迅速かつ的確に対処する。 

Ũ  

北海道公安委員会は、大規模災害が発生し、単独では十分に被災者の救助救出活動等を実施で

きない場合は、他都府県公安委員会に警察災害派遣隊の部隊、装備資機材等の援助要求を行う。 
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ũ ǡ  

防災関係機関は、災害応急対策若しくは災害復旧が円滑に実施できるよう、必要に応じて

被災地域付近における活動拠点の確保に努める。 

なお、活動拠点の確保や、燃料供給地点、応援者の宿泊場所等の確保が困難である場合

は、町や道、他の防災関係機関に対し活動拠点等の確保について協力を依頼することができ

る。 
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ŭ  Ǧ  

 

災害時における航空機及び無人航空機の活用については、本計画の定めるところによる。 

Ŧ  

町内において災害が発生し、迅速な救急・救助活動や情報収集等の災害応急対策を実施する

ため、各機関が保有する広域かつ機動的に活動できる航空機及び無人航空機を活用する。 

ŧ ǡ  

Ŧ ꞌ  

（１）被災状況調査などの情報収集活動 

（２）救援物資、人員、資機材等の搬送 

ŧ ¤  

（１）傷病者、医師等の搬送 

（２）被災者の救助・救出 

Ũ אל  

（１）空中消火 

（２）消火資機材、人員等の搬送 

ũ ǐǡ  

航空機の活用が有効と認める場合 

Ũ ǡ  

防災関係機関は、現地調査、情報収集、救助・救急、消火、輸送等のため、各機関が保有

する無人航空機を活用する。 

ũ Ǧ ǡ  

大規模災害が発生した際には、全国各地から消防機関をはじめ、自衛隊、海上保安庁、警

察、北海道開発局などから多数のヘリコプター等の航空機及びドローン等の無人航空機が被

災地に派遣され、様々な災害対策活動が行われることとなる。 

このため、ヘリコプター等の航空機については、「北海道ヘリコプター等運用調整会議」に

おいて、航空機を保有する防災関係機関の相互連携を図り、安全かつ効果的な災害応急対策

等の活動を行うとともに、災害発生時に活動する航空機の安全運航を確保するために必要な

事項（空域及び飛行経路の指定、情報共有要領等）を定める。 
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また、道は、ドローン等の無人航空機を有効に活用するとともに、無人航空機等の飛行か

ら災害応急対策に従事する航空機の安全確保を図るため、災害対策本部内に設ける危機管理

班や災害対策本部指揮室に設けるヘリコプター等運用調整班において、航空機及び無人航空

機の運航について必要な調整を行い、必要に応じて、国に対し、緊急用務空域の指定を依頼

するほか、同空域が指定された際には、指定公共機関、報道機関等からの無人航空機の飛行

許可申請に係る調整を行う。 

Ū ǡ ꞌ  

町長はヘリコプター等の災害応急活動の円滑な対応のため、受入体制等の確保を整えると

ともに、活動に係る安全対策等を講じる。 

Ŧ ǡ  

安全対策等の措置が常時なされている場所、または災害発生時において迅速に措置できる

離着陸場を確保する。 

Ø 6- סּ 2 Ù 

ŧ ↨  

ヘリコプターの離発着に支障が生じないための必要な措置、地上の支援体制等を講じる。 
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Ů   

 

災害によって、生命、身体の危険な状態になった者の救助救出に関する計画は、次のとおりで

ある。 

なお、町をはじめとする救助機関は、迅速な活動を実施するとともに、活動にあたっては各関

係相互の情報交換、担当区域の割り振りなど円滑な連携のもとに実施する。 

また、被災地の地元住民や自主防災組織等は、可能な限り救助活動に参加し、被災者の救出に

努める。 

Ŧ  

Ŧ È É 

町（救助法を適用された場合を含む。）は、災害により生命または身体に危険が及んでいる

者等をあらゆる手段を講じて早急に救助救出し、負傷者については、速やかに医療機関、ま

たは、日本赤十字社北海道支部の救護所に受入れする。 

また、町は、当該町の救助力が不足すると判断した場合には、隣接町、北海道等の応援を

求める。 

なお、救助・救急機関は、救助用資機材の整備を推進する。その際、車両や資機材を小型・

軽量化するなど、被災地の道路状況が悪い場合や海路・空路を活用して被災地入りする場合

も想定した救助用資機材の整備に留意する。 

ŧ  

Ŧ ╓ǞƽǄǾ  

町及び松前警察署は、職員の安全確保を図りつつ、緊密な連携のもとに被災地域を巡回し、

救助救出を要する者を発見した場合は、資機材を有効活用するとともに、救助関係機関及び

住民の協力を得て、被災者の救助救出活動を実施する。 

特に、発災当初の72時間は、救命・救助活動において極めて重要な時間帯であることを踏

まえ、人命救助及びこのために必要な活動に人的・物的資源を優先的に配分する。 

ŧ ǞƽǄǾ  

第一管区海上保安本部（函館海上保安部）は、海上災害が発生した場合、速やかに巡視船

艇及び航空機により、海上における遭難者の救助活動を実施する。 
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Ũ  

大規模災害が発生し、被災者の救助・救出等の応急対策を迅速かつ適切に実施するため必

要と認められる場合は、第１編第３章第１節「組織計画」の定めるところにより、災害対策

現地合同本部が設置される。 
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10  ═  

 

災害のため、その地域の医療機関の機能がなくなりまたは著しく不足、若しくは医療機構が混

乱した場合における医療救護の実施については、本計画の定めるところによる。 

Ŧ  

１ 医療救護活動は、災害急性期においては、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）を被災地等に

派遣することとし、亜急性期以降においては、道または町が設置する救護所等において、救

護班が実施することを原則とする。 

また、精神保健医療については、災害発生直後から中長期にわたり必要に応じて災害派遣

精神医療チーム（ＤＰＡＴ）を派遣する。 

２ 救護班は、医師、薬剤師、看護師その他の要員により組織し、災害の状況に応じた編成内

容とする。 

３ 災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）は、研修を受講した災害拠点病院等の医師、看護師等に

より組織する。 

４ 救護班及び災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の業務内容は、次のとおりとする。 

（１）トリアージ 

（２）傷病者に対する応急処置及び医療 

（３）傷病者の医療機関への搬送支援 

（４）災害時に都道府県が設置するＳＣＵ（広域搬送拠点臨時医療施設）における広域医療搬

送や地域医療搬送に関する調整 

（５）助産救護 

（６）被災現場におけるメディカルコントロール（災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）のみ） 

（７）被災地の災害拠点病院、広域医療搬送拠点等での医療支援（災害派遣医療チーム（ＤＭ

ＡＴ）のみ） 

５ 災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）は、災害時におけるこころの対応が可能な医師、看

護師、臨床心理技術者等により組織する。 

６ 災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の業務内容は、次のとおりとする。 

（１）傷病者に対する精神科医療 

（２）被災者及び支援者に対する精神保健活動 

Ø 3- 9 ǡ═ Ǟ ǾȱɓȋºȡÙ 

ŧ  

町長が行い、救助法が適用された場合は、知事の委任により町長が行うほか、知事の委託

を受けた日本赤十字社北海道支部が行う。 
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なお、道は、町からの支援要請による救護班の派遣のための調整を行って医療提供体制の

構築に努める。 

Ũ ═ ǡ  

Ŧ ǡ═  

医療救護活動は、原則として町または道が設置する救護所において、救護班により実施す

るが、災害急性期（発災後概ね48時間以内）においては、必要に応じて災害派遣医療チーム

（ＤＭＡＴ）及び災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）を被災地に派遣する。 

（１）町は、災害の程度により医療救護活動を必要と認めたときは、自ら救護班を編成し、ま

たは医療提供体制の確保・継続を図るため、道その他の関係機関に協力を要請する。また、

救護病院に対し速やかに医療救護活動の開始を指示する。 

（２）町は、被災者のニーズ等に的確に対応した健康管理を行うため、保健師等による保健指

導及び栄養指導を実施する。 

（３）道は、町からの支援要請による救護班の派遣の調整のため救護班派遣等調整本部を設置

し、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）、救護班の派遣を協力機関等に要請する。 

ŧ ╪È ╪É 

（１）災害拠点病院は、道の要請に基づき救護班、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）を派遣し、

医療救護活動を行う。 

（２）災害拠点病院は、被災患者を受け入れるとともに、医薬品・医療材料等の応急用資材の

貸出等により地域の医療機関を支援する。 

Ø 3- 4 ╪Ù 

Ũ  

（１）独立行政法人国立病院機構本部北海道東北ブロック事務所 

独立行政法人国立病院機構本部北海道東北ブロック事務所は、独立行政法人国立病院

機構各病院の救護班の連絡調整並びに派遣及び医療救護活動を行う。 

（２）独立行政法人労働者安全福祉機構 

独立行政法人労働者安全福祉機構は、道の要請に基づき、所属医療機関の救護班を派遣

し、医療救護活動を行う。 

（３）日本赤十字社北海道支部 

日本赤十字社北海道支部は、道の要請に基づき、赤十字病院の救護班及びこころのケア

班を派遣し医療救護及びこころのケア活動を行う。 

なお、救助法が適用された場合の救護班及びこころのケア班の業務内容は、「委託協定

書」の定めるところによる。 

また、日本赤十字社が有する日赤災害医療コーディネートチームは、赤十字病院の救護
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班及びこころのケア班の必要数、活動エリア及び期間について、道が設置する「保健医療

福祉調整本部」と協議、調整を行い、緊密に連携する。 

（４）その他の公的医療機関の開設者 

医療法第31条の規定による公的医療機関の開設者（上記（３）を除く。) は、道の要請

に基づき、所属医療機関の救護班を派遣し医療救護活動を行う。 

（５）北海道医師会は、道の要請に基づき、救護班（ＪＭＡＴ）を派遣し医療救護活動を行う。 

なお、救護班の業務内容は、第１の４に掲げるもののほか、「災害時の医療救護活動に

関する協定書」の定めるところによる。 

（６）北海道歯科医師会は、道の要請に基づき、救護班を派遣し歯科医療救護活動を行う。 

なお、救護班の業務内容は、「災害時の歯科医療救護活動に関する協定書」の定めると

ころによる。 

（７）北海道薬剤師会は、道の要請に基づき、救護班を派遣し、医療救護活動を行う。 

なお、救護班の業務内容は、「災害時の医療救護活動に関する協定書」の定めるところに

よる。 

（８）北海道看護協会 

北海道看護協会は、道の要請に基づき、看護職を派遣し、看護職医療救護活動を行う。 

なお、看護職の業務内容は、｢災害時の看護職医療救護活動に関する協定書｣の定めると

ころによる。 

（９）北海道柔道整復師会 

北海道柔道整復師会は、道の要請に基づき、柔道整復救護班を派遣し、医療救護活動を

行う。 

なお、柔道整復救護班の業務内容は、「災害時における柔道整復師の救護活動に関する

協定書」の定めるところによる。 

（10）北海道エアポート株式会社 

北海道エアポート株式会社は、道の要請に基づき、ＳＣＵ（広域搬送拠点臨時医療施設）

設置に伴う協力を行う。 

協力する内容は、「広域搬送拠点臨時医療施設の設置及び運営に関する協定書」の定め

るところによる。 

ũ ǡ  

Ŧ Ǧ ═ ȪºɉÈŹƂŶƉÉ 

救護班及び災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の移動手段についてはそれぞれの機関等で行

うが、道路の損壊などにより移動が困難な場合、または緊急を要する場合は、道の所有する

ヘリコプター等により行う。 

なお、状況に応じて自衛隊のヘリコプターやドクターヘリ等の派遣を要請する。 

Ø 3- 8 Ǧ ═ Ȫºɉ(ŹƂŶƉ)Ù 
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ŧ  

重症患者等の医療機関への搬送は、原則として地元消防機関が実施する。 

ただし、消防機関の救急車両が確保できないときは、町、道または救護班が確保した車両

により搬送する。道路の損壊などにより搬送が困難な場合、または緊急を要する場合は、道

の所有するヘリコプター等により行う。 

なお、状況に応じて自衛隊のヘリコプターやドクターヘリ等の派遣を要請する。 

Ū ═ ǡ  

町は、医療救護活動に必要な医薬品・医療資機材、暖房用燃料等については、備蓄医薬品

等の活用または業者等からの調達により確保する。ただし、医薬品等の不足が生じたときは、

道または関係機関にその確保について要請する。 

Ø 3- 7 ═ ǡ ȾɖºÙ 

ū ǡ═ Ǟ ǌǾ  

町及び道は、著しく異常かつ激甚な非常災害により臨時の医療施設が著しく不足し、被災者

に対して医療を迅速に提供することが特に必要と認められるものとして当該災害が政令で指

定されたときは、臨時の医療施設の設置について病床等に関する医療法の規定の適用除外措

置があることに留意する。 

 



第１編 本 編 

第５章 災害応急対策計画                                第11節 防疫計画 

 

170 

11  ♫  

 

災害時における被災地の防疫については、本計画の定めるところによる。 

Ŧ  

（１）被災地の防疫は、町が、感染症法に基づくねずみ族、昆虫等の駆除及び消毒等の措置を

知事の指示に従い実施する。 

（２）町は、渡島総合振興局保健環境部保健行政室木古内地域保健支所の指導のもと集団避難

所等において住民に対する保健指導等を実施する。 

ŧ ♫ǡ  

災害防疫実施のための各種作業実施組織として、町長は、次の班等を編成しておく。 

（１）町長は、ねずみ族、昆虫等の駆除及び消毒等の実施のための防疫班を編成する。 

（２）防疫班は、概ね衛生技術者１名、事務職員１名、作業員２～３名をもって編成する。 

Ũ ǡ  

Ŧ  

知事の指示に従い感染症予防上必要なときは、対象者の範囲及び期日を指定して予防接種

を実施する。 

ŧ  

家屋周辺の清潔方法は、各個人において実施し、道路溝渠、公園等の公共の場所は、防疫

班が実施する。 

（１）ご み 

収集したごみ、汚染その他の汚物は焼却、埋め立て等衛生的に処分させる。この場合の

取扱いは廃棄物の処理及び清掃に関する法律( 昭和45年法律第137号) に規定するところに

よる。 

（２）し 尿 

し尿は、できる限りし尿処理施設または下水道終末処理施設を利用させる等の方法に

より不衛生にならないよう処分する。 

Ø 4- 2 Ǌ Ù 
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Ũ  

町長は、感染症法第27条第２項の規定に基づき知事の指示があったときは、感染症法施行

規則第14条及び平成16年1月30日付け健感発第0130001号「感染症法に基づく消毒・滅菌の手

引きについて」の規定に基づき薬剤の所要量を確保した上で、速やかにこれを実施する。 

ũ ǠǍǲ   ǡ  

町長は、感染症法第28条第２項の規定に基づく知事の命令があったときは、感染症法施行

規則第15条の規定に基づき薬剤の所要量を確保し、速やかにこれを実施する。 

Ū ǡ  

町長は、感染症法第31条第２項の規定による知事の指示があったときは、その期間中継続

して容器により搬送、ろ水機によりろ過給水等実情に応じ、特に配水器具等は衛生的に処理

して実施する。なお、供給量は１日１人当たり約20リットルとすることが望ましい。 

ū ╗ ╦ ║ ǡ  

飲用水に飲用井戸等を利用している場合において、町長は、当該井戸等の設置者等に対し、

北海道飲用井戸等衛生対策要領に基づく水質検査及び汚染が判明した場合の措置について十

分指導徹底する。 

ũ Ǟ ǌǾ  

町長は、知事が感染症法に規定する一類～三類感染症が発生した場合、または四類感染症等

の発生動向に通常と異なる傾向が認められる場合等必要があるときは、速やかに感染症法に

基づく調査その他の防疫措置を実施する。 

Ū ǡ ♫  

町長は、指定避難所等の応急施設について、次により防疫指導等を実施する。 

Ŧ  

指定避難所等の管理者、町内の衛生管理組織等と連携し、避難者の健康状況を適宜把握す

るとともに、必要に応じて医療機関受診等の保健指導等を実施する。 

ŧ   ǡ  

保健所長の指導のもと、指定避難所等の清潔方法を指導するとともに、避難者に衣服等の

日光消毒を行うよう指導する。また、必要があるときは、消毒薬等によりトイレ、炊事場、洗

濯場等の消毒を実施するよう指導する。 

Ũ  

給食従事者は、原則として健康診断を終了した者をもってあて、できるだけ専従する。 

また、配膳時の衛生保持及び残廃物、塵芥等の衛生的処理についても十分指導徹底させる。 
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ũ ╦ ǡ  

飲料水の水質検査及び消毒については、十分指導徹底させる。 

ū ּק ♫ 

Ŧ  

被災地の家畜防疫は知事（渡島総合振興局長）が行う。 

ŧ ǡ  

家畜保健衛生所長は、家畜伝染病予防法（昭和26年法律第166号）に基づき、家畜防疫上必

要があると認めたときは、家畜の伝染性疾病の発生予防及びまん延防止のため、被災地域の

家畜の飼養者に対する飼養衛生管理に関する助言・指導、家畜の飼養場所への立入検査・消

毒、防疫体制の整備等を行う。 

 



第１編 本 編 

第５章 災害応急対策計画                              第12節 災害警備計画 

 

173 

12   

 

災害において警察が行う防災業務は、本計画の定めるところによる。 

Ŧ ǞƽǄǾ ǡ  

警察は、災害時において、災害の発生を防御し、または災害の拡大を防止するために、住民

の避難誘導及び救助、犯罪の予防、交通の規制等の応急対策を実施して住民の生命、身体及

び財産を災害から保護し、被災地における社会秩序の維持にあたることを任務とする。 

ŧ ǡ Ǧ ǡ Ǟ ǌǾ  

（１）警察が行う災害に関する警報及び予報の伝達等は次により行う。 

5- 12- 1  ƿ ƹ Ǟ ǌǾ Ǧ ǡ  

 

 

 

 

（２）警察官は、災害対策基本法第54条第３項の規定に基づき、災害が発生するおそれがある

異常な現象を発見した旨の通報を受けたときは、速やかに町長に通報する。 

Ũ Ǟ ǌǾ  

（１）町が災害対策基本法第58条に基づき、警察官の出動を求め応急措置の実施に必要な準

備を要請する場合は、次の事項を記載した文書（緊急を要する場合は電話等で要請し、

その後速やかに文書を提出する。）により警察署長を経て方面本部長に対して行う。 

ア 派遣を要する理由 

イ 派遣を要請する職員の職種別及び人員数 

ウ 派遣を必要とする期間 

エ その他派遣についての必要事項 

（２）町長の要求により行う事前措置 

警察署長は、町長からの要求により災害対策基本法第59条に基づき設備や物件の除去

等の事前措置を行ったときは、直ちにその旨を町長に通知する。 

この場合にあっては、町長が当該措置の事後処理を行う。 

ũ Ǟ ǌǾ  

（１）警察官が災害対策基本法第61条または警察官職務執行法第４条により避難の指示また

は警告を行う場合は、第１編第５章第４節「避難対策計画」に定める避難先を示す。 

松 前 

警察署 
連絡責任者 総務課長 

役場から関係機関、住民への連絡は、「気象

業務に関する計画」に定めるところによる 
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 ただし、災害の種別、規模、態様、現場の状況等により本計画によりがたい場合は、適

宜の措置を講ずる。 

この場合においては、当該避難先の借上げ、給食等は町長が行う。 

（２）住民の避難にあたっては、町、松前消防署等と協力し、安全な経路を選定して誘導する

とともに、被災後の無人化した住宅街、商店街等におけるパトロールを行い、犯罪の予

防及び取締り等にあたる。 

Ū ꞌ Ǟ ǌǾ  

（１）警戒区域設定権等 

警察署長は、警察官が災害対策基本法第63条第２項に基づき警戒区域の設定を行った

場合は、直ちにその旨を町長に通知する。 

この場合にあっては、町長は当該措置の事後処理を行う。 

（２）応急公用負担等 

警察署長は、警察官が災害対策基本法第64条第７項及び同法第65条第２項に基づき、応

急公用負担（人的物的公用負担）を行った場合は、直ちにその旨を町長に通知する。 

ū Ǟ ǌǾ  

警察署長は、町長と協力し被災者の救助並びに負傷者及び病気にかかった者の応急的救

護並びに遺体の検分に努めるとともに、状況に応じて町長の行う遺体の捜索等災害応急対

策活動に協力する。 

Ŭ ǞƽǄǾ ǡ Ǟ ǌǾ  

警察署長は、町長その他の関係機関と緊密に連絡して、災害警備活動上必要な災害に関す

る情報を収集する。 

ŭ ǞƽǄǾ  

警察署長は、地域住民に対して必要と認める場合は、災害の状況及びその見通し並びに避

難措置、犯罪の予防、交通の規制、その他の警察活動について警備措置上必要と認められる

事項の広報を行う。 

Ů ǞƽǄǾ Ǟ ǌǾ  

警察署長は、災害が発生し、しかも孤立が予想される地域、その他必要と認められる地域

に対して移動無線局、携帯無線機等を配備する計画については、町長と打合せを行う。 
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13  ꞌ  

 

災害時における道路、船舶及び航空交通の混乱を防止し、消防、避難、救助、救護等の応急対

策活動を迅速に実施するための交通の確保については、本計画の定めるところによる。 

Ŧ ꞌ ǡ  

発災後の道路の障害物の除去（路面変状の補修や迂回路の整備を含み、また、火山災害にお

いては火山噴出物等の道路の障害物除去、雪害においては道路の除雪を含む。）による道路啓

開、応急復旧を迅速に行うため、関係機関及び道路管理者相互の連携の下、あらかじめ道路啓

開等の計画を作成するとともに、定期的な見直しを行う。 

なお、道路管理者及び水道、電力、通信等のインフラ事業者は、道路と生活インフラの連携

した復旧が行えるよう、必要な人員、資機材等の確保について関係機関との協定を締結する等、

連携体制の整備・強化を図る。 

Ŧ  

町が管理している道路で災害が発生した場合は、道路啓開を行い緊急車両の通行の確保に

努めるとともに、交通の危険を防止するため必要と認めるときは、その通行を禁止し、また

は制限するとともに迂回路等を的確に指示し、関係機関との連絡を密にし、交通の確保に努

める。また、町が管理している緊急通行車両のガソリン等の確保に努める。 

ŧ  

（１）消防職員は、警察官がその場にいない場合に限り、通行禁止区域等において、車両その

他の物件が緊急通行車両の妨害となることにより災害応急対策の実施に著しい支障があ

ると認められるときは、当該車両その他の物件の占有者、所有者、管理者に対し、当該

車両その他の物件の移動等の措置をとることを命ずることができる。 

（２）消防職員は、（１）による措置を命ぜられた者が当該措置をとらないとき、または、そ

の命令の相手方が現場にいないために当該措置をとることを命ずることができないとき

は、自らその措置をとることができる。 

この場合において、当該措置をとるためやむを得ない限度において車両その他の物件

を破損することができる。 

Ũ  

（１）災害が発生し、またはまさに発生しようとしている場合において、道路における危険を

防止し、交通の安全と円滑化を図るため必要があると認めるとき、また、災害応急対策上

緊急輸送を行うため必要があると認められるときは、区域及び道路の区間を指定して緊

急通行車両以外の車両の道路における通行を禁止し、または制限する。 
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（２）通行禁止区域等において、車両その他の物件が緊急通行車両の妨害となることにより災

害応急対策の実施に著しい支障があると認められるときは、当該車両その他の物件の占

有者、所有者、管理者に対し、当該車両その他の物件の移動等の措置をとることを命ずる

ことができる。 

（３）（２）による措置を命ぜられた者が当該措置をとらないとき、または、その命令の相手

方が現場にいないために当該措置をとることを命ずることができないときは、自らその

措置をとることができる。 

この場合において、当該措置をとるためやむを得ない限度において車両その他の物件

を破損することができる。 

ũ ╗ ↨ È ↨ É 

海上における船舶交通の安全を確保するため、必要に応じ海上交通の規制等を行う。 

Ū  

国道及び高速道路( 直轄区間）の路線に係る道路の構造の保全と交通の危険を防止するた

め、障害物の除去に努め、必要と認められるときは、車両等の通行を禁止し、または制限す

るとともに迂回路等を的確に指示し、交通の確保を図る。 

ū  

東日本高速道路株式会社が管理している道路の構造の保全と交通の危険を防止するため、

障害物の除去に努め、必要と認められるときは、車両等の通行を禁止、または制限し、交通

の確保を図る。 

Ŭ   

（１）道が管理している道路が災害による被害を受けた場合、速やかに被害状況や危険箇所等

を把握するとともに、障害物の除去に努める。 

（２）交通の危険を防止するため、必要と認めるときは、車両等の通行を禁止し、または制限

するとともに迂回路等を的確に指示し、関係機関との連絡を密にしながら、交通の確保に

努める。 

ŭ ♥ È ♥ 28 שּ É 

災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、町長等、警察官及び海上保安官がその場にいな

い時に次の措置をとることができる。 

（１）自衛隊用緊急通行車両の円滑な通行を確保するため必要な措置を命じ、または自ら当該

措置を実施すること。 

（２）警戒区域の設定並びにそれに基づく立入制限・禁止及び退去を命ずること。 

（３）現場の被災工作物等の除去等を実施すること。 
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Ů ╗ È É 

一般社団法人北海道警備業協会及び支部は、災害時における交通誘導業務及び避難所の警

備について、「災害時における交通誘導業務等に関する協定」( Ø 8- 2Ù) 等により関

係機関の支援を行う。 

Ø 8- 2- 8 ǞƽǄǾ Ǟ ǌǾ Ù 

Ø 8- 2- 9 ǞƽǄǾ Ǟ ǌǾ Ù 

 

ŧ ǡ  

Ŧ ǡ № 

災害が発生した場合、道路管理者及び北海道公安委員会（北海道警察）は、相互に綿密な

連携を図るとともに、関係機関の協力を得て、次の事項を中心に被災地内の道路及び交通の

状況について、その実態を把握する。 

（１）損壊し、または通行不能となった路線名及び区間 

（２）迂回路を設定し得る場合はその路線名、分岐点及び合流点 

（３）緊急に通行の禁止または制限を実施する必要の有無 

ŧ ǡ  

道路管理者及び北海道公安委員会は、次の方法により交通規制を実施する。 

（１）交通規制を実施するときは、道路標識等を設置する。 

（２）緊急を要し道路標識等を設置するいとまがないとき、または道路標識等を設置して行う

ことが困難なときは、現場警察官等の指示によりこれを行う。 

Ũ Ǜǡ  

道路管理者及び北海道公安委員会が交通規制により通行の禁止制限を行った場合には、関

係機関に連絡するとともに、あらゆる広報媒体を通して広報の徹底を図る。 

Ũ ↨ ǡ  

第一管区海上保安本部は、海上交通の安全を確保するため、次に掲げる措置を講ずる。 

１ 船舶交通の輻輳が予想される海域においては、必要に応じて船舶交通の整理・指導を行う。 

２ 海難の発生その他の事情により、船舶交通の危険が生じまたは生ずるおそれがあるとき

は、必要に応じて船舶交通を制限し、または禁止する。 

３ 海難船舶または漂流物、沈没物その他の物件により船舶交通の危険が生じまたは生ずる

おそれがあるときは、速やかに必要な応急措置を講ずるとともに、船舶所有者等に対し、こ

れらの除去その他船舶交通の危険を防止するための措置を講ずるべきことを命じ、または

勧告することができる。 
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４ 船舶交通の混乱を避けるため、災害の概要、港湾・岸壁及び航路標識の状況、関係機関と

の連絡手段等、船舶の安全な運航に必要と考えられる情報について、無線等を通じ船舶への

情報提供を行う。 

５ 水路の水深に異状を生じたと認められるときは、必要に応じて調査を行うとともに、応急

標識を設置する等により水路の安全を確保する。 

６ 航路標識が損壊しまたは流出したときは、速やかに復旧に努めるほか、必要に応じて応急

標識の設置に努める。 

Ø 17- 4 ¤ ǡ Ù 

ũ ǡǒǴǡ  

災害が発生し、災害応急対策に従事する者または災害応急対策に必要な物資の緊急輸送、そ

の他応急措置を実施するための緊急輸送を確保する必要があると認めるときは、区域または

道路の区間を指定し、緊急通行車両以外の車両の通行を禁止し、または制限する。 

Ŧ   

北海道公安委員会は、緊急輸送のための交通規制をしようとするときは、あらかじめ、当

該道路の管理者に対し、禁止または制限の対象、区域、区間、期間及び理由を通知する。 

なお、緊急を要し、あらかじめ通知できない場合は、事後、直ちに通知する。 

ŧ ǡ ǀ 

（１）車両の確認 

知事( 渡島総合振興局長) または北海道公安委員会（松前警察署）は、車両の使用者等の

申出により当該車両が、応急対策に必要な物資の輸送等の緊急通行車両であることの確

認を行う。 

（２）確認場所 

緊急通行車両の確認は、道庁（渡島総合振興局）または警察本部、方面本部、警察署及

び交通検問所で行う。 

（３）証明書及び標章の交付 

緊急通行車両であると確認したものについては、車両ごとに「緊急通行車両確認証明

書」、「標章」を交付し、当該車両の前面に標章を掲示させる。 

（４）緊急通行車両 

ア 緊急通行車両は、災害対策基本法に規定する災害応急対策を実施するために使用さ

れる車両で次の事項について行う。 

( ア) 特別警報･警報の発表及び伝達並びに避難指示等に関する事項 

( イ) 消防、水防その他の応急措置に関する事項 

( ウ) 被災者の救難、救助その他保護に関する事項 

( エ) 災害を受けた児童及び生徒の応急の教育に関する事項 
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( オ) 施設及び設備の応急の復旧に関する事項 

( カ) 清掃、防疫その他の保健衛生に関する事項 

( キ) 犯罪の予防、交通の規制その他災害地における社会秩序の維持に関する事項 

( ク) 緊急輸送の確保に関する事項 

( ケ) その他災害の発生の防御または拡大の防止のための措置に関する事項 

イ 指定行政機関等が保有し、若しくは、指定行政機関等との契約等により常時指定行政

機関等の活動のために専用に使用される車両または災害時に他の関係機関・団体等か

ら調達する車両であること。 

（５）発災前確認手続きの普及等 

町及び地方行政機関は、輸送協定を締結した事業者等に対し、緊急通行車両標章交付の

ための確認手続きを発災前に行うことができる旨周知を行うとともに、自らも発災前の

手続きを積極的に行うなど、その普及を図る。 

Ũ  

北海道公安委員会（松前警察署）は、民間事業者等による社会経済活動のうち大規模災害

発生時に優先すべきものに使用される車両であって、公安委員会の意思決定により規制除外

車両として通行を認める。 

（１）確認手続き 

ア 北海道公安員会（松前警察署）は、車両使用者等の申出により当該車両が、規制除外

車両であることの確認を行う。 

なお、災害対策に従事する自衛隊車両等であって、自動車番号標により外形的に車両の

使用者または種類が識別できる車両については、規制除外車両として取り扱い、交通規制

の対象から除外する。 

イ 確認場所 

規制除外車両の確認は、警察本部、方面本部、警察署及び交通検問所で行う。 

ウ 証明書及び標章の交付 

規制除外車両であると確認したものについては、車両ごとに「規制除外車両確認証明

書」、「標章」を交付し、当該車両の前面に標章を掲示させる。 

ただし、前記アに定める自衛隊車両等であって、自動車番号標により外形的に車両の

使用者または種類が識別できる車両については、確認標章の交付を行わない。 

（２）事前届出制度 

ア 規制除外車両の事前届出の対象とする車両 

北海道公安委員会（松前警察署）は、次のいずれかに該当する車両であって、規制除

外車両の事前届出がなされた場合には、これを受理する。 

( ア) 医師・歯科医師・医療機関が使用する車両 

( イ) 医薬品・医療機関・医療用資材等を輸送する車両 

( ウ) 患者等搬送用車両（特別な構造または装置があるものに限る。） 
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( エ) 建設用重機・道路啓開作業用車両または重機輸送用車両 

イ 事前届出制度の普及 

北海道公安委員会（松前警察署）は、規制除外車両の事前届出に関する手続きについ

て、民間事業者等に対し、事前届出制度の周知を行うとともに、災害に備えた規制除外

車両の普及を図る。 

ũ  

（１）北海道公安委員会（松前警察署）は、緊急通行車両以外の車両の通行禁止等を行うため

必要があるときは、道路管理者、港湾管理者または漁港管理者に対し、緊急通行車両の通

行を確保するための区間の指定、放置車両や立ち往生車両等の移動等について要請する。 

（２）道路管理者、港湾管理者または漁港管理者は、放置車両や立ち往生車両等が発生した場

合には、緊急通行車両の通行を確保するため緊急の必要があるときは、運転者等に対し車

両の移動等の命令を行う。運転者がいない場合等においては、道路管理者、港湾管理者ま

たは漁港管理者は、自ら車両の移動等を行うものする。 

（３）道は、道路管理者である指定都市以外の市町村に対し、必要に応じて、ネットワークと

して緊急通行車両の通行ルートを確保するために、広域的な見地から指示を行う。 

Ū ȶȬȱɘºȘ  

緊急輸送道路は、災害直後から発生する緊急輸送を円滑かつ確実に実施するために必要な

道路であり、耐震性を有し、災害時にネットワークとして機能することが重要である。 

このため、北海道開発局、北海道、札幌市、東日本高速道路株式会社等の道路管理者と北海

道警察、陸上自衛隊等の防災関係機関からなる北海道緊急輸送道路ネットワーク計画等策定

協議会では、緊急輸送を確保するため必要な「緊急輸送道路」を定め、緊急輸送道路のネット

ワーク化を図る北海道緊急輸送道路ネットワーク計画を策定している。 

各道路管理者は、この計画に基づき緊急輸送道路の整備を計画的に推進することとしている。 

北海道緊急輸送道路ネットワーク計画の概要は次のとおりである。 

Ø 6- 3 ȶȬȱɘºȘ Ù 

Ŧ  

（１）対象地域 

道内全域 

（２）対象道路 

既設道路及び概ね令和７年度までに供用予定の道路を基本としながら、必要に応じて

河川管理用道路、臨港道路等を含めている。 
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ŧ ǡ Ǧ Ⱬ  

緊急輸送道路ネットワークは、災害発生後の利用特性により、次のとおり区分しているが、

北海道の広域性を反映して、緊急輸送道路総延長は11,371㎞に上っている。 

ア 第１次緊急輸送道路ネットワーク 

道庁所在地（札幌市）、地方中心都市及び国際拠点港湾、重要港湾、地方港湾（耐震

強化岸壁を有するもの）、拠点空港、公共用ヘリポート、総合病院、自衛隊、警察、消

防等を連絡する道路〈道路延長7,245㎞〉 

イ 第２次緊急輸送道路ネットワーク 

第１次緊急輸送道路と町役場、主要な防災拠点( 行政機関、公共機関、主要駅、地方

港湾（耐震強化岸壁を有するものを除く。）、第３種漁港、第４種漁港（耐震強化岸壁を

有するもの）、地方管理空港、共用空港、その他の空港、災害医療拠点、備蓄集積拠点、

広域避難地等）を連絡する道路〈道路延長3,831㎞〉 

ウ 第３次緊急輸送道路ネットワーク 

第１次及び第２次緊急輸送道路とその他の防災拠点を連絡する道路〈道路延長295㎞〉 

Ũ ȶȬȱɘºȘ 

（１）第１次緊急輸送道路 

ア 松前港線（一般道道）……………0.2㎞ 

イ 建石公住線（町道）………………0.1㎞ 

ウ 蔵町線（町道）……………………0.2㎞ 

エ 建石９号線（町道）………………0.3㎞ 

（２）第２次緊急輸送道路 

ア 松前停車場線（一般道道）………0.1㎞ 

イ 松前港線（一般道道）……………0.1㎞ 

ウ 江良蛯子町中央線（その他）……0.2㎞ 

エ 江良線（その他）…………………0.3㎞ 

オ 馬坂線（その他）…………………0.1㎞ 

（３）第３次緊急輸送道路 

なし 
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14   

 

災害時において、災害応急対策、復旧対策等に万全を期すため、住民の避難、災害応急対策要

員の移送及び救援若しくは救助のための資機材、物資の輸送（以下「災害時輸送」という。）を

迅速かつ確実に行うために必要な措置事項については、本計画の定めるところによる。 

なお、町は、緊急輸送が円滑に実施されるよう、あらかじめ、運送事業者等と物資の保管、荷

捌き及び輸送に係る協定を締結するなど体制の整備に努める。その際、町は、災害時に物資の輸

送拠点から指定避難所等までの輸送手段を含めた体制が速やかに確保できるよう、あらかじめ、

適切な物資の輸送拠点を選定しておくよう努める。 

Ŧ  

災害対策基本法第50条第２項に掲げる、災害応急対策の実施責任者が実施する。 

Ŧ ◖ È ◖ É 

鉄道、軌道及び自動車輸送並びに海上または港湾運送の調整及び確保を図る。 

ŧ    

鉄道またはこれに関連する自動車による輸送を実施する。 

Ũ ◖  

自動車による輸送を実施する。 

ũ   Ǧ ◖☺  

航空機の運航方法、時期などの調整を行い、安全な航空輸送の確保を図る。 

Ū È É 

災害の救助その他公共福祉を維持するため必要があるときは、運輸局、空港事務所、また

は、第一管区海上保安本部に輸送の措置を要請する。 

ū ȹȢ   ȱɒȬȘ È ȱɒȬȘ É ◖  

北海道運輸局長からの要請または災害事態が急迫し、北海道運輸局長からの輸送の措置を

待ついとまのない場合において、知事から要請のあったとき、緊急輸送を実施する。 

Ŭ ╗ ↨ È ↨ É 

人員または物資の緊急輸送について、必要に応じ、または関係機関の要請があったときは、

迅速、かつ積極的に実施する。 
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ŧ ǡ  

災害時の輸送は、災害応急対策実施責任機関が保有する車両、船艇、航空機等を使用し、ま

たは他の災害応急対策実施責任機関の協力を得て実施する。 

特に、緊急輸送手段としてヘリコプターの活用が有効であると考えられる場合には、速やか

に道等にヘリコプターの派遣を要請する。 

Ø 17- 5- 5 Ù 

 

Ŧ ◖ È ◖ É 

（１）陸上輸送 

災害応急対策実施責任者の要請があった場合において、災害の救助その他公共の福祉

を維持するため必要があり、かつその運送を実施する者がない場合、または、著しく不足

する場合は、一般旅客自動車運送事業者及び一般貨物自動車運送事業者に対し、運送を命

じる等必要な措置を講ずる。 

（２）海上輸送 

災害応急対策実施責任者の要請があった場合において、災害の救助その他公共の安全の

維持のため必要がある港湾運送または海上輸送であり、かつ自発的にその業務及び航海を

実施する者がいない場合、または著しく不足する場合は、港湾運送事業者に対し、貨物の

取扱または運送を、船舶運航事業者に対して航海を命ずるための必要な措置を講ずる。 

ŧ È É 

知事（渡島総合振興局長）は、災害の救助その他の公共の福祉を維持するため必要がある

と認めるときは、北海道運輸局及び道内各空港事務所に対し、輸送の措置及び第一管区海上

保安本部に輸送を要請する。 

その他特別な理由がある場合は、鉄道事業者、自動車運送事業者、港湾運送業者または船

舶運送業者に対し、運送を命じるための必要な措置を講ずる。 

輸送協定を締結した民間事業者等の車両は、あらかじめ緊急通行車両確認標章等の交付を

受けることができることについて、周知及び普及を図る。 

Ũ ◖  

鉄道事業者及び自動車運送事業者は、天災事変その他止むを得ない理由により運送に着手

し、またはこれを継続することができない場合を除き、災害応急対策実施責任者の輸送に協

力する。 

ũ ╗ ↨ È ↨ É 

第一管区海上保安本部は、必要に応じてまたは関係機関から要請を受け、傷病者、医師、

避難者等または救援物資の緊急輸送を巡視船艇及び航空機により実施する。 
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Ũ ǡ  

災害時輸送に要する経費の負担関係については、原則として次による。 

Ŧ ǡ ƿ ǌǾ ȅ ƷǙ ƹ ǡ  

国の機関が行う災害時の輸送に要する費用については、当該国の機関が負担する。 

ŧ Ǟǻǽ◖ ƿ ƹ  

輸送計画に基づき、知事または町長からの要請により運送事業者が行う災害時輸送に要す

る経費については、当該災害時の輸送を要請した知事または町長が支払う。 

なお、道路運送法等の法令に基づく運送命令等による損失補償については、各法令の定め

るところによる。 
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15   

 

災害による被災者及び災害応急対策従事者等に対する食料供給については、本計画の定める

ところによる。 

Ŧ  

Ŧ  

町は、被災者及び災害応急対策従事者に対する食料の調達、配給及び給付対策を実施する。 

ŧ  

道は、必要に応じて、食料の調達・供給の決定と調整を図る。 

Ũ  

農林水産省が調達及び供給した応急用食料等の供給状況に係る確認等を実施する。 

ŧ ǡ  

Ŧ  

町は、地域防災計画に従い、被災者及び災害応急対策従事者に対する食料の調達及び配給

を直接行うが、町において調達が困難な場合、町長は、その確保について渡島総合振興局長

を通じて知事に要請する。 

なお、米穀については、必要に応じ、米穀の買入れ・販売等に関する基本要領（平成21年５

月29日付け21総食第113号農林水産省総合食料局長通知）第４章Ⅰ第11の規定により、農林水

産省農産局長（以下「農産局長」という。）に直接、または、渡島総合振興局長を通じて知事

に対し、政府所有米穀の緊急の引渡しを要請する。 

ŧ  

知事は、町長から要請があったときまたは、その事態に照らし緊急を要し、町からの要求

を待ついとまがないと認められるときは、被災地域に過不足なく食料が供給されるよう十分

な配慮のもと、食料を調達し、町に供給するとともに、供給すべき食料が不足するときは、

政府対策本部（内閣府）に対し食料の調達を要請する。 

また、道は、支援物資を要する際に無償・有償の区分を明確化するとともに、被災町への

提供にあたっては、事前に経費負担の有無を明示する。 

なお、米穀については、必要に応じ、米穀の買入れ・販売等に関する基本要領（平成21年５

月29日付け21総食第113号農林水産省総合食料局長通知）第４章Ⅰ第11の規定により、農産局

長から災害救助用米穀を確保し、町に供給するとともに、その受領方法等について指示する。 
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Ũ È ╓ É 

町と十分連絡を取りつつ、農林水産省が調達及び供給した応急用食料等の供給状況に係る

確認等を実施する。 

Ũ  

食料の輸送にあたって、車両等の輸送施設及び労務者を必要とする場合は、第14節「輸送計

画」及び第32節「労務供給計画」により措置する。 
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災害発生に伴う水道施設の損壊により、生活用水が枯渇して飲料に適する水を得ることができ

ない者に対する生活用水の供給及び給水施設等の応急復旧に関する計画は、次のとおりである。 

Ŧ  

Ŧ  

町長は、給水活動を迅速かつ円滑に実施するための応急給水体制を確立し、地域住民の生

活用水及び医療機関等の医療用水を確認するとともに、給水施設等の応急復旧を実施する。 

（１）個人備蓄の推進 

町は、飲料水をはじめとする生活用水を災害発生後３日間分程度、個人において準備し

ておくよう、住民に広報していく。 

（２）生活用水の確保 

災害時の生活用水の水源として、震災対策用貯水施設と被災地付近の浄水場の貯留水

を主体とし、不足する場合は地域住民や企業が所有する井戸や湧水を災害用井戸・湧水と

して活用するための登録制度や、防災拠点施設・指定避難所等における公共井戸の整備や、

自然水（川、ため池等の水）プール、受水槽、防火水槽等の水をろ過、滅菌して供給する

など代替水源の確保に努める。 

なお、これらの水源は平時からリスト化に取り組むよう努める。 

（３）給水資機材の確保 

町は災害時に使用できる応急給水資機材の確保に努め、保有状況を常時把握し、被災地

給水人口に応じ、給水車、散水車及び消防タンク車を所有機関から調達して、給水にあた

る。 

 （４）協定による給水 

    災害時の応急給水や応急復旧及び応急復旧用資材の提供等について、必要に応じて水

道関係団体や民間事業者等と協定を締結する。 

ŧ  

町の水道施設等が被災し広範囲にわたって断水となったときは、自衛隊その他関係機関の

応援を得て応急給水についての調整を図るとともに、復旧資機材の調達の調整、給水関始の

指導を行う。 
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ŧ ǡ  

Ŧ ǡ  

（１）輸送による給水 

被災地の近隣地域に適当な補給水源がある場合は、給水車（給水タンク車・散水車・消

防タンク車等）により補給水源から取水し、被災地域内へ輸送のうえ、住民に給水する。 

この場合、散水車、消防タンク車等の使用にあたっては、事前にタンク内の清掃及び消

毒を行う。 

（２）浄水装置による給水 

輸送その他の方法による給水が困難であり、付近に利用可能な水源がある場合は、可搬

式浄水施設・設備、その他の必要資材を用いてこれを浄化し、飲料水として住民に供給す

る。 

（３）家庭用井戸等による給水 

被災地付近の家庭用井戸水について水質検査の結果、飲料水として適当と認めたとき

は、その付近の住民に飲料水として供給する。 

なお、水質検査の結果、飲料に適さない水質のときは、消毒その他の方法により衛生上

無害な水質とし、供給する。 

ŧ ꞌⱱǡ  

町長は、自ら飲料水の供給を実施することが困難な場合は、他市町村または道、災害時協

定を締結する水道関係団体や民間事業者等に対し、飲料水の供給またはこれに要する要員及

び給水資機材の応援を要請する。 

また、知事は、その事態に照らし緊急を要し、被災町からの要求を待ついとまがないと認

められるときは、要求を待たず町に対する応急給水について必要な措置を講ずる。 
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17  ┤    

 

災害時における被災者に対する被服、寝具、その他の生活必需品の給与並びに物資の供給につ

いては、本計画の定めるところによる。 

Ŧ  

Ŧ  

救助法を適用した場合の被災者に対する被服、寝具その他生活必需品の給与または貸与は、

町長が実施する。 

なお、救助法が適用されない場合の被災者に対する物資の供給は、その都度、町長が行う。 

（１）物資の調達、輸送 

ア 地域内で調達できる生活必需品の調達先及び集積場所等の状況を把握しておく。 

イ 地域内において調達が不能になったときは、道に協力を求めることができる。 

ウ 生活必需品を取り扱う小売、卸売業者等と事前に連絡調整を図っておく等、迅速に調

達できる方法を定める。 

ŧ  

知事は、災害時における災害救助用物資について、町長等の要請に基づき斡旋及び調達を

行う。 

なお、町における物資が不足し災害応急対策を的確に行うことが困難であると認めるなど、

その事態に照らし緊急を要し、町からの要求を待ついとまがないと認められるときは、要求

を待たず物資を確保し輸送する。 

また、災害時に備え、生活必需品を取り扱う業者等と迅速に調達できるよう事前に連絡調

整を行う。 

町長に物資を配分速達するときは、無償・有償の区分を明確化するとともに、配分計画表

を作成し、この計画表に基づいて給与または貸与するよう助言する。 

（１）要配慮者に配慮した物資の備蓄 

社会福祉施設に対し、要配慮者に配慮した物資の備蓄を促進するよう啓発を行う。 

ア 生活物資は、必需品を中心に品目を選定する。 

イ 被災施設への応援、地域での支援活動を考慮して確保する。 

Ũ  

法令及び計画の定めるところにより、被災者への物資供給を図る。 

（１）北海道経済産業局 

経済産業省が救援物資の供給・確保を緊急に行う必要が生じた場合には、地方公共団体
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等と十分連絡をとりつつ被災地の物資調達状況を、供給・確保後はその到着状況等につい

て確認する。 

ũ Ǧ  

法令及び計画の定めるところにより、被災者への物資供給を実施する。 

ŧ ǡ  

１ 町長は、災害により日常生活に必要な衣料、生活必需品等を失った者に対し、被害状況及

び世帯構成人員に応じて、一時的に急場をしのぐ程度の衣料、生活必需品等を給与または貸

与する。 

２ 知事は町長等の要請に基づき必要物資の斡旋、調達を行うもので、災害の態様、交通の状

況等により種々であるが主要経済都市を中心として行い、災害の規模により必要がある場

合は道外調達の方途を講ずる。 

Ũ ǡ  

１ 災害応急対策実施責任者は、その所掌する物資供給に必要な数量の確保を図り、関係する

卸売組合、協同組合、主要業者に対し協力を要請し、または斡旋を求める。 

２ 知事は、生活必需品の供給の確保を図るため、卸売組合、協同組合、主要関係業界等（以

下「関係団体」という。) に対し、物資確保のための協力要請または斡旋依頼を行う。 

また、関係団体と協定を結ぶなど、応急生活物資の調達と輸送及び生活物資の安定供給体

制の確立を図る。 

３ 知事及び北海道経済産業局長は、物資の生産、集荷または販売を業とする者に対し、その

取り扱う物資を適正な価格で供給するよう指導するとともに、知事は、必要な物資の円滑な

供給ができない場合において、特に必要があると認めるときは、災害対策基本法第71条第１

項の規定に基づく保管命令または収用処分により必要数量を確保する。 

４ 知事は、国、町及び関係機関と連携し、生活必需品の物価の監視を行うとともに、速やか

にその結果を公表する。 

ũ ǞƽǄǾ ⱱ ǡ  

１ 被災者の救援用物資として備蓄しているものは次のとおりである。 

・ 毛布 

・ 緊急セット 

・ 拠点用日用品セット 

・ 安眠セット 

２ 救援物資の緊急輸送を円滑に行うため別に定める「赤十字災害救助物資備蓄（配分）要綱」及

び「拠点における赤十字災害救援物資備蓄（配分）要綱」によりあらかじめ地区に備蓄する。 

Ø 3- 1 ⱱ Ù 
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18   

 

災害時の石油類燃料（ＬＰＧを含む。）の供給については、本計画の定めるところによる。 

1  

Ŧ  

町長は、町が管理している緊急通行車両のガソリン等の確保に努める。 

また、災害対策上重要な施設、避難所、医療機関及び社会福祉施設等における石油類燃料

の確保に努める。 

ア 地域内で調達できる石油類燃料の調達先及び集積場所等の状況を把握しておく。 

イ 地域の卸売組合、協同組合、主要業者と事前に協定を締結しておく等、石油類燃料を迅

速に調達できる方法を定めることとする。 

ウ 地域内において調達が不能になったときは、道に協力を求めることができる。 

エ ＬＰＧについては、北海道エルピーガス災害対策協議会と迅速に調達できるよう連絡

調整を行う。 

また、都市ガスの供給が停止された場合は、ＬＰＧの供給を確保する必要があるので取

扱い等については弾力的な運用を図ることとする。 

ŧ  

知事は、道が管理している緊急通行車両のガソリン等の確保に努めるとともに、災害時に

おける石油類燃料について、優先的に燃料供給が行われるべき重要な施設として道が指定す

る施設または防災関係機関等が所有する移動基地局車や移動電源車等の資機材（以下、本節

において「重要施設」という。）の管理者または市町村長等からの要請に基づき、北海道石油

業協同組合連合会に対し、重要施設等への円滑な供給が行われるよう要請を行う。 

また、町等の要請に備え、北海道石油業協同組合連合会と迅速に調達できるよう連絡調整

を行うとともに、石油の備蓄の確保に関する法律の規定に基づく経済産業大臣からの勧告が

なされた場合、政府災害対策本部に対し、道が指定する重要施設等への円滑な供給が行われ

るよう要請を行う。 

Ũ  

 北海道経済産業局 

灯油、ガソリン等の燃料に関する需給・価格動向等の把握及び情報提供を行う。 
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ŧ ǡ  

１ 町長は、石油類燃料の確保を図り、卸売組合、協同組合、主要業者に対し協力を要請し、

または斡旋を求める。 

２ 知事は、石油類燃料の確保を図るため、卸売組合、協同組合、主要業者に対し、協力要請

または斡旋依頼を行うとともに、北海道石油業協同組合連合会との協定に基づく協力要請

により、石油類燃料の安定供給体制の確立を図る。 

また、道は、災害時情報収集システムを利用し、効率的に中核ＳＳ、住民拠点ＳＳ及び北

海道地域サポートＳＳの営業状況等を把握し、町や緊急車両を有する関係機関に情報提供

するとともに、燃料の供給不足に伴う混乱を防止するため、道民住民に対し、節度ある給油

マナーと燃料の節約について呼びかけを行う。 

Ũ ǫǡ ǡ  

  発災後に中核ＳＳにおいて優先給油を受けることができる緊急車両等は次のとおり。 

・緊急通行車両確認標章を提示した車両または緊急通行車両等事前届出済証を提示した車両 

・規制除外車両事前届出済証を提示した車両 

・道路交通法第39条第１項に規定する緊急自動車 

・自衛隊車両 

・優先給油対象車両証明書を提示した車両 

・その他、知事が必要と認めた車両 

ũ ǡ  

町は、重要施設等に係る燃料タンクの規格など必要な情報を整理し、北海道石油業協同組合

連合会及び石油連盟等と共有するとともに、重要施設等管理者や町担当者に対して、災害時の

燃料供給の要請窓口や手順等を周知する。 

また、町は、関係団体等と協力して、住民及び重要施設等管理者に対し、車両や施設等の燃

料を日頃から満量としておくよう心掛け平時から燃料を確保するよう啓発を行うとともに、

防災関係機関に対して、発災前に緊急通行車両標章の交付及び規制除外車両の事前届出の手

続きを行うことができる旨周知を行い、普及を図る。 

北海道経済産業局は、陸上自衛隊北部方面隊と連携し、関係機関の協力を得て、災害時にお

ける燃料供給のノウハウの更なる拡充等を図るための合同訓練を実施する。 
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19  ꞌ  

 

災害時の電力供給のための応急対策については、本計画の定めるところによる。 

Ŧ ǡ  

１ 北海道電力株式会杜及び北海道電力ネットワーク株式会社の施設は、次のとおりである。 

（１）水力発電設備 

（２）火力発電設備 

（３）原子力発電設備 

（４）変電設備 

（５）送電設備 

（６）配電設備 

（７）通信設備 

２ 電源開発株式会社東日本支店北海道事務所の施設の状況は、次のとおりである。 

（１）水力発電設備 

（２）送変電設備 

（３）通信設備 

ŧ ꞌ  

電力施設を防護し、被災地に対する電力供給を確保するため、北海道電力株式会社、北海道

電力ネットワーク株式会社（福島ネットワークセンター）は、次の対策を講ずる。 

Ŧ ¤ ȶȬȱɘºȘ È ȶȬȱɘºȘȤɜ

ȨºÉ 

電力施設及び設備被害の軽減、復旧の迅速化を図るため、別に定める「防災業務計画」に

よって両社一体となり次の対策を講ずる。 

（１）活動態勢 

発令基準に従い警戒態勢、非常態勢及び特別非常態勢を発令し、体制を整備する。 

（２）情報収集・提供 

所定の系統に従い、社内外の情報を収集し、復旧対策を樹立するとともに、停電、復旧

見込みなどの状況について、町に連絡する。 

また、町災害対策本部が設置された場合は、速やかに連絡員を派遣し、設備被害状況及

び復旧見込みなどの情報提供を行う。 

（３）通信確保 

本部（本店）、支部（支店及び重要発電所）相互間の主要通信回線に対しては、迂回ル
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ート構成を考慮するとともに、通信機器用予備電源の正常運転に十分な注意を払い通信

の確保を図る。 

なお、災害地域の現業機関には、臨時電話の仮設などを考慮する。 

（４）広報 

災害時の停電、復旧見込みなどの状況について、ホームページ・ＳＮＳ（Ⅹ( 旧Twitter ) 、

Facebook等）、ラジオ及び報道機関などを通じて、速やかに一般公衆に周知を図る。 

（５）要員の確保 

各支部は被害の状況により、要員が不足した場合は、本部に要員の確保を要請し、本部

は、要員を融通する。 

また、被害の規模により、他電力会社に復旧のための応援部隊派遣を要請する。 

なお、自衛隊の派遣を必要とするときは、各支部長が町長を経て知事（渡島総合振興局

長）に要請する。 

（６）資材等の調達 

社内における調達を図り、なおかつ不足するときは、他電力会社等からの融通等により

調達を図る。 

なお、必要により指定地方行政機関、地方公共団体等に対し、労務施設、設備または物

資の確保及び他電力会社応援部隊の復旧拠点場所について協力を求める。 

（７）応急工事 

災害に伴う応急工事については、恒久的復旧工事との関連及び情勢の緊急度を勘案し

て，二次災害の防止に配慮しつつ、迅速、適切に実施する。 

ŧ  

町は、災害時の重要施設への電力喪失に備え、民間電力事業者から電力供給が受けら

れるよう、協定締結を推進する。（マイクログリッド） 

Ø 4- 3 Ù 
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20  ȕȢ ꞌ  

 

災害時のガス供給のための応急対策については、本計画の定めるところによる。 

Ŧ ǡȕȢ ǡ     ╓ 

道内のガス会社の名称、所在地、供給区域は、 5- 20- 1のとおりである。 

5- 20- 1  ǡȕȢ ǡ     ╓╗  

●☻         

北海道ガス㈱ 本社 

〃   小樽支店 

〃   函館支店 

〃   千歳支店 

〃   北見支店 

旭川ガス㈱  本社 

〃   江別支社 

釧路ガス株式会社 

室蘭ガス株式会社 

帯広ガス株式会社 

苫小牧ガス株式会社 

滝川ガス株式会社 

岩見沢ガス株式会社 

美唄ガス株式会社 

長万部町 

札幌市東区北7条東2丁目1- 1 

小樽市入船4丁目33番1号 

函館市万代市町村8番1号 

千歳市清水市町村1丁目1番1号 

北見市北7条東1丁目1番地 

旭川市4条通16丁目左6号 

江別市野幌末広市町村38番地2 

釧路市寿4丁目1番2号 

室蘭市日の出町2丁目44番1号 

帯広市西9条南8丁目5 

苫小牧市末広町2丁目10番19号 

滝川市新町3丁目11番5 

岩見沢市2条西16- 1 

美唄市大通東1条南3丁目1番31号 

山越郡長万部町字長万部453番地1 

札幌市・石狩市・北広島市の一部 

小樽市の一部 

函館市・北斗市の一部 

千歳市・恵庭市の一都 

北見市の一部 

旭川市・東神楽市町村の一部 

江別市の一部 

釧路市一円・釧路町の一部 

室蘭市・登別市の一部 

帯広市の一部 

苫小牧市の一部 

滝川市の一部 

岩見沢市の一部 

美唄市の一部 

長万部市町村の一部 

ŧ ꞌ  

ガス事業者は、ガス事業法に基づき保安規程及び保安業務規程を定め、技術上の基準に適合

するよう工作物の維持を図るほか非常災害の事前対策、災害発生時の応急対策等個々の実態

に応じた応急対策を講ずる。 

Ŧ ǡ  

（１）情報連絡 

ア 気象等特別警報･警報・注意報並びに情報等については新聞、ラジオ、テレビ等に注

意し、その動静を把握するとともに当該地域の風速、降水量、その他気象状況について

各関係機関と緊密に連絡をとる。 

イ 災害発生前の情報交換、その他の連絡をかねて一定時間毎に関係各係と確認しておく。 

（２）各設備の予防強化 

ア 業務設備 

ガス事業者の総務部門が他の応援を得て行うこととし、下記事項についてはあらかじ

め措置を講じておく。 

( ア) 要員の確保 
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( イ) 防火、防水、救命用具の点検整備 

( ウ) 非常持出品の搬出整備 

( エ) 建物の補強 

( オ) 建設中の設備並びに資材の補強及び損害防止 

( カ) 排水設備の点検整備 

イ 製造設備、供給設備 

被害を受けるおそれのある製造設備、供給設備においては、設備の重要度に応じた防

災施策を講じる。 

（３）人員の動員連絡の徹底 

ア 保安規程及び保安業務規程に基づき組織及び分担業務を定め、いつでも出動し得る

よう態勢を確立しておく。 

イ 社外( 下請者) に応援を求める場合の動員表を作成し、連絡体制を確立しておく。 

ウ 道に協力を要請する場合は、道の災害対策（連絡）本部と密接な連絡をとる。 

（４）工具、機動力、資材等の整備確認 

あらかじめ工具、車両等を整備して応急出動に備えるとともに手持資材の数量を調査

し、復旧工事に支障のないよう手配する。 

（５）宿舎、衛生、食料等について 

宿舎、衛生、食料、衣服、緊急薬品についてあらかじめ対策を講じ、復旧作業あたって、

遺漏のないよう確保すること。 

（６）広 報 

災害時の広報（テレビ、ラジオやホームページ等）に備え、平時から関係機関との関係

強化を図るとともに、対応方法を整理しておく。 

（７）重要施設への臨時供給 

地震発災後、病院等の重要施設の臨時供給を迅速かつ確実に実施するために、北海道と

あらかじめ需要家情報を共有し、平時から連携強化を図る。 

ŧ ǡ  

災害発生時には、ガス事業法により定められた「保安規程」及び「保安業務規程」、「ガス漏

えい及びガス事故等処理要領」その他災害対策に関する諸規程によるほか、警察・消防機関

と連携を密にし、二次災害の防止に努める。 

Ø 4- 4 ȕȢ Ù 

 



第１編 本 編 

第５章 災害応急対策計画                           第21節 上水道施設対策計画 

 

197 

21   

 

災害時の上水道応急復旧対策については、本計画の定めるところによる。 

Ŧ ꞌ  

大規模災害等により長期間断水となることは、生活の維持に重大な支障が生ずるものであ

るため、町は、断水が発生した場合、速やかに、断水状況を把握した上で応急給水計画を策

定するとともに、応急給水に必要な人員、給水車及び資機材を確保して、応急給水の実施に

努める。また、発災後に迅速に復旧できるよう、上水道システムの基幹施設等の最優先で復

旧すべき箇所を定めておくなど、被災した施設の応急復旧等についての計画をあらかじめ定

めておくほか、災害に際しては次の対策を講じて迅速に応急復旧し、住民に対する水道水の

供給に努める。 

（１）施設の点検、被害状況の把握及び復旧計画の策定を行う。 

（２）要員及び資材等の確保等復旧体制を確立する。 

（３）被害状況により他町等へ支援を要請する。 

（４）住民への広報活動を行う。 

ŧ   

町は、水道施設に被害を生じた場合は、その被害状況及び復旧見込み等について広報を実

施し、住民の不安解消を図るとともに、応急復旧までの対応についての周知を図る。 

Ø 4- 1 Ù 
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22  ꞌ  

 

災害時における公共土木施設及びその他土木施設（以下「土木施設」という。）の災害応急土

木対策については、本計画に定めるところによる。 

Ŧ ǡ ╣ Ǧ  

Ŧ ǡ ╣ 

ア 暴風、竜巻、洪水、地震その他の異常な天然現象 

イ 豪雨、豪雪、融雪、なだれ及び異常気象等による出水 

ウ 山崩れ 

エ 地すべり 

オ 土石流 

カ がけ崩れ 

キ 火山噴火 

ク 落雷 

ŧ  

ア 道路路体の地形地盤の変動及び崩壊 

イ 盛土及び切土法面の崩壊 

ウ 道路上の崩土堆積 

エ トンネル、橋梁及び道路と一体となって効用を全うする附属施設の被害 

オ 河岸、堤防、護岸、水制、床止め及びその他施設の被害 

カ 河川、砂防えん堤の埋塞 

キ 砂防及び急傾斜地の崩壊を防止する施設の被害 

ク ダム、溜池等えん堤の流失及び決壊 

ケ ダム貯水池の流木等の堆積 

コ 岸壁・物揚場の倒壊及び陥没 

サ 航路・泊地の埋没 

ŧ ꞌ  

Ŧ  

災害時における土木施設の応急復旧等は、当該施設の管理者またはその他法令による当該

施設の管理者以外の者により実施する。 
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ŧ ꞌ Ǧꞌ  

災害時における被害の発生を予防し、また、被害の拡大を防止するための施設の応急措置

及び応急復旧対策は、次に定めるところによる。 

（１）応急措置の準備 

ア 所管の施設につき、あらかじめ防災上必要な調査を実施し、応急措置及び応急復旧を

実施するための資機材の備蓄及び調達方法等を定めておく。 

イ 災害の発生が、予想されるときは、逐次所管の施設を巡回監視し、周囲の状況及び推

移等を判断して、応急対策の万全を期する。 

（２）応急措置の実施 

所管の施設の防護のため、逐次補強等の防護措置を講ずるとともに、状況により自己の

能力で応急措置を実施することが困難と認められる場合、また、当該施設が災害を受ける

ことにより、被害が拡大して、他の施設に重大な影響を与え、または住民の民生の安定に

重大な支障を与えることが予想される場合は、応急公用負担等を実施し、または、町、道、

関係機関、自衛隊等の協力を求める。 

（３）応急復旧 

災害が終局したときは、速やかに現地の状況に即した方法により（２）に定めるところ

に準じ、応急復旧を実施する。 

Ũ ǡ  

関係機関等は、法令及び防災業務計画並びに道計画に定めるところにより、それぞれ必要

な応急措置を実施するとともに、当該施設の管理者が実施する応急措置等が、的確円滑に実

施されるよう協力する。 

また、公共土木施設の管理者は、地域の関係団体や企業と（協定を結ぶなど）連携を図るこ

とにより、管理者が実施する応急措置等が的確円滑に実施されるよう協力体制の確立を図る。 
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23  ↨  

 

町において災害対策本部が設置されることとなる規模の地震または降雨等の災害により、宅

地が大規模かつ広範囲に被災した場合に、被災宅地危険度判定士（以下「判定士」という。）を

活用して、被災宅地危険度判定（以下「危険度判定」という。）を実施し、被害の発生状況を迅

速かつ的確に把握し、二次災害を軽減、防止し住民の安全を図る。 

Ŧ ǡ ǡ  

町長は、災害の発生後に宅地の被害に関する情報に基づき、危険度判定の実施を決定し、

危険度判定実施本部を設置する。 

ŧ ǡ ⱱ 

知事は町長から支援要請を受けたときは、危険度判定支援本部を設置し、北海道被災宅地

危険度判定連絡協議会（以下「道協議会」という。）等に対し、判定士の派遣等を依頼する。 

Ũ ǡ  

判定士は次により被災宅地の危険度判定を行い、判定結果を表示する。 

（１）「被災宅地の調査・危険度判定マニュアル」に基づき、宅地ごとに調査票へ記入し判定を

行う。 

（２）宅地の被害程度に応じて、 5- 23- 1の「危険宅地」、「要注意宅地」、「調査済宅地」の３

区分に判定する。 

（３）判定結果は、当該宅地の見やすい場所（擁壁、のり面等）に判定ステッカーを表示する。 

 5- 23- 1  Ũ ǞǻǾ ȢȯȬȔºǡ  

      

危険宅地 赤のステッカーを表示する。 

要注意宅地 黄のステッカーを表示する。 

調査済宅地 青のステッカーを表示する。 

ũ ǡ  

「被災宅地危険度判定業務実施マニュアル」（以下「実施マニュアル」という。）に基づき、

危険度判定実施本部は次の業務を行う。 

（１）宅地に係る被害情報の収集 

（２）判定実施計画の作成 

（３）宅地判定士・判定調整員の受入れ及び組織編成 

（４）判定の実施及び判定結果の現地表示並びに住民対応 

（５）判定結果の調整及び集計並びに関係機関への報告 
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Ū  

町及び道は災害の発生に備え、実施マニュアルに基づき次に努める。 

（１）町と道は相互支援体制を充実し、連絡体制を整備する。 

（２）道は国、近隣県、被災宅地危険度判定連絡協議会（全国協議会）、及び道協議会との相

互支援体制を確保するため、連絡調整体制を整備する。 

（３）道は町及び関係機関の協力を得て、被災宅地危険度判定実施要綱（全国要綱）で定める

土木・建築または宅地開発の技術経験を有する者を対象とした、判定士の養成、登録及び

更新等に関する事務を行う。 

（４）町は、道と協力して危険度判定に使用する資機材の備蓄を行う。 
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24   

 

災害により住宅を失い、または破損のため居住ができなくなった世帯に対する応急仮設住宅

の供与、住宅の応急修理については、本計画の定めるところによる。 

Ŧ  

町長は、災害のため住宅に被害を受け、自己の資力により住宅の応急修理をすることのでき

ない被災者に対しては、大工あるいは技術者を動員して応急修理を実施する。 

なお、救助法が適用された場合、避難所の設置及び住宅の応急修理を実施する。 

また、町長が応急仮設住宅を設置しようとする場合、事前に知事からの委任を受けて実施す

ることができる。 

ŧ ǡ  

Ŧ  

町長は、災害により住家が被害を受け居住の場所を失った者を受入保護するため、公共施

設等を利用し、避難所を開設する。 

ŧ ☺ ǡ⅔  

町は、災害時における被災者用の住居として利用可能な公営住宅、民間賃貸住宅及び空き

家等の把握に努め、災害時に斡旋できるよう、あらかじめ体制を整備する。 

Ũ ꞌ יּ  

（１）応急仮設住宅の種類は次のとおりとする。 

ア 建設型応急住宅 

プレハブ住宅、木造住宅の建設、ムービングハウス等の設置 

イ 賃貸型応急住宅 

民間賃貸住宅等の提供 

（２）入居対象者 

原則として、住宅が全壊、全焼または流出し、居住する住家がない者であって、自らの

資力では住宅を確保できない。 

（３）入居者の選定 

応急仮設住宅の入居者の選定については、当該町が行う。 

（４）設置戸数 

道は町長からの要請に基づき設置戸数を決定する。 

（５）建設型応急住宅の建設地、構造等 
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・町及び道は、災害時に建設型応急住宅の設置が速やかに行われるよう、建設可能用地や

建設可能戸数について、あらかじめ把握する。 

・建設型応急仮設住宅は、原則として軽量鉄骨組立方式または木造により、２～６戸の連

続建てまたは共同建てとし、北海道の気候に適した仕様とする。 

ただし、被害の程度その他必要と認めた場合は、一戸建てにより実施する。 

・応急仮設住宅の存続期間は、その建築工事（または、借上げに係る契約を締結）を完了

した後３月以内であるが、特定行政庁の許可を受けて、２年以内とすることができる。 

ただし、特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する

法律に基づき、政令で指定されたものに係る応急仮設住宅については、さらに期間を延

長することができる 

（６）費用 

救助法及び関係法令の定めるところによる。 

（７）維持管理 

知事が設置した場合、その維持管理は、町長に委任する。 

（８）運営管理 

町は、各応急仮設住宅の適切な運営管理を行う。 

この際、安心・安全の確保、孤独死や引きこもりなどを防止するための心のケア、入居

者によるコミュニティの形成及び運営に努めるとともに、女性の参画を推進し、女性やこ

ども・若者をはじめとする生活者の意見を反映できるよう配慮する。 

また、必要に応じて、応急仮設住宅における家庭動物の受入れに配慮する。 

ũ ǡ ǡ  

町及び道は、著しく異常かつ激甚な非常災害により避難所または応急仮設住宅が著しく不

足し、被災者に対して住居を迅速に提供することが特に必要と認められるものとして当該災

害が政令で指定されたときは、避難所または応急仮設住宅に関し、スプリンクラー等の消防

用設備等の設置義務に関する消防法第17条の規定の適用の除外措置があることに留意する。 

Ū ǡꞌ  

（１）対象者 

ア 住宅が半壊、半焼し、またはこれらに準ずる程度の損傷を受けて、自らの資力では応

急修理をすることができない者 

イ 大規模な補修を行わなければ居住することが困難である程度に住家が半壊した者 

（２）応急修理実施の方法 

応急修理は、応急仮設住宅の建設に準じて行う。 

（３）修理の範囲と費用 

ア 応急修理は、居室、炊事場及びトイレ等日常生活に欠くことのできない部分で必要最

小限とする。 
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イ 費用は、救助法及び関係法令の定めるところによる。 

ū ☺ ǡ  

（１）災害公営住宅は、大規模な災害が発生し、住宅の被害が次の各号の１以上に達した場合

に滅失した住宅に居住していた低額所得者に賃貸するため国から補助を受けて整備し入

居させる。 

ア 地震、暴風雨、洪水、高潮その他の異常な天然現象による災害の場合 

( ア) 被災地全域の滅失戸数が500戸以上のとき 

( イ) １町の区域内の滅失戸数が200戸以上のとき 

( ウ) 滅失戸数がその市町村の区域内の住宅戸数の１割以上のとき 

イ 火災による場合 

( ア) 被災地域の滅失戸数が200戸以上のとき 

( イ) 滅失戸数が町の区域内の住宅戸数の１割以上のとき 

（２）整備及び管理者 

災害公営住宅は市町村が整備し、管理する。 

ただし、知事が道において整備する必要を認めたときは道が整備し、整備後は公営住宅

法第46条の規定による事業主体の変更を行って建設地市町村に譲渡し、管理は建設地町

が行う。 

（３）整備管理等の基準 

災害公営住宅の整備及びその管理は概ね次の基準による。 

ア 入居者資格 

( ア) 当該災害発生の日から３年間は当該災害により住宅を失った者であること。 

( イ) 収入分位50％（月収259,000円）を限度に、地方公共団体が条例で定める収入以下

の者であること。ただし、当該災害発生の日から３年を経過した後は、通常の公営住

宅と同じ扱いとする。 

( ウ) 現に住宅に困窮していることが明らかであること。 

イ 構 造 

再度の被災を防止する構造とする。 

ウ 整備年度 

原則として当該年度、やむを得ない場合は翌年度 

エ 国庫補助 

( ア) 建設、買取りを行う場合は、当該公営住宅の建設、買取りに要する費用の２／３ 

ただし、激甚災害の場合は３／４ 

( イ) 借上げを行う場合は住宅共用部分工事費の２／５ 
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Ũ ǡ⅔    

１ 町長は、建築資材、暖房用燃料等の調達が困難な場合は、道に斡旋を依頼する。 

２ 道は、町長から資材等の斡旋依頼があった場合は、関係機関及び関係業者等の協力を得て、

積極的に斡旋、調達を行う。 

ũ ǡꞌ  

町及び道は、必要に応じて、住宅事業者の団体と連携して、被災しながらも応急対策をすれ

ば居住を継続できる住宅の応急修繕を推進する。 

 



第１編 本 編 

第５章 災害応急対策計画                             第25節 障害物除去計画 

 

207 

25   

 

水害、山崩れ等の災害によって、道路、住居等またはその周辺に運ばれた土砂、樹木等で生活

に著しい障害を及ぼしているものを除去して、被災者の保護を図る場合に必要となる措置事項

については、本計画の定めるところによる。 

Ŧ  

Ŧ  ֿפ Ǧ Ǟ ȅ ǯǊǙƷǾǵǡǡ  

道路、河川及び海岸に障害を及ぼしているものの除去は、道路法、河川法及び海岸法に定

めるそれぞれの管理者が行い、災害の規模及び障害の内容等により、各管理者は相互に協力

し交通の確保を図る。 

なお、住居またはその周辺については、救助法が適用された場合は、町長が知事の委任に

より行う。 

ŧ Ǟ ȅ ǯǊǙƷǾǵǡǡ  

鉄道等に障害を及ぼしているものの除去は、鉄道事業法その他の法律により定められてい

る当該施設の所有者が行う。 

Ũ ǚ ȅ ǯǊǙƷǾǵǡǡ  

海上で障害を及ぼしているものの除去は、第１編第５章第13節「交通応急対策計画」の定

めるところによる。 

ŧ ǡ  

災害時における障害物の除去は、住民の生活に著しい支障及び危険を与え、または与えると

予想される場合並びにその他公共的立場から必要と認めたときに行うが、その概要は次のと

おりである。 

１ 住民の生命財産等を保護するために速やかにその障害の排除を必要とする場合 

２ 障害物の除去が交通の安全と輸送の確保に必要な場合 

３ 河川における障害物の除去は、それによって河川の流れをよくし、溢水の防止と護岸等の

決壊を防止するため必要と認める場合 

４ その他公共的立場から除去を必要とする場合 

Ũ ǡ ǡ  

１ 実施責任者は、自らの応急対策器具を用い、または状況に応じ自衛隊及び土木業者の協力

を得て速やかに障害物の除去を行う。 
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２ 障害物除去の方法は、原状回復ではなく応急的な除去に限る。 

ũ Ǌǒ ǡ  

１ 除去した障害物は、それぞれの実施機関において付近の遊休地を利用し集積する。 

２ 函館財務事務所、渡島総合振興局及び町は、相互に連携しつつ、公共用地等の有効活用に

配慮する。 

Ū ǡ  

放置車両の除去については、第１編第５章第13節「交通応急対策計画」の定めるところに

よる。 
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26   

 

学校施設の被災により、児童生徒等の安全の確保や、通常の教育活動に支障を来した場合の応

急対策については、本計画の定めるところによる。 

Ŧ  

Ŧ  

（１）防災上必要な体制の整備 

災害時に迅速かつ適切な対応を図るために、各学校では平素から災害種別に応じた安

全確保に努めるとともに、災害に備え職員等の任務の分担、相互の連携、時間外における

職員の参集等についての体制を整備する。 

（２）児童生徒等の安全確保 

ア 在校（園）中の安全確保 

在校（園）中の児童生徒等の安全を確保するため、児童生徒等に対して防災上必要な

安全教育を行うとともに、災害時に迅速かつ適切な行動をとることができるよう防災

訓練等の実施に努める。 

イ 登下校時の安全確保 

登下校時の児童生徒等の安全を確保するため、情報の収集や伝達の方法、児童生徒等

の誘導方法、保護者との連携方法、緊急通学路の設定及びその他登下校時の危険を回避

するための方法等について計画を立てるとともに、あらかじめ教職員、児童生徒等、保

護者及び関係機関に周知徹底を図る。 

（３）施設の整備 

文教施設、設備等を災害から防護するため、日常点検や定期点検を行い、危険箇所ある

いは要補修箇所の早期発見に努めるとともに、これらの改善を図る。 

ŧ ¤  

救助法を適用した場合の児童生徒に対する教科書、文房具等の給与は町長が知事の委任に

より実施する。 

ŧ ꞌ  

Ŧ ǡ Ǜ  

（１）応急復旧 

被害程度により応急修理のできる場合は、速やかに修理をし、施設の確保に努める。 

（２）校舎の一部が使用不能となった場合 
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施設の一時転用などにより授業の確保に努める。 

（３）校舎の大部分または全部が使用不能となった場合 

公民館等公共施設または最寄りの学校の校舎等を利用し、授業の確保に努める。 

（４）仮校舎等の建築 

上記において施設の確保ができない場合は、仮校舎、仮運動場の建築を検討する。 

ŧ ╔ǡ  

（１）災害状況に応じた特別の教育計画を立て、できるだけ授業の確保に努める。特に授業の

実施が不可能な場合にあっても家庭学習の方法等について指導し、学力の低下を防ぐよ

うに努める。 

（２）特別の教育計画による授業の実施にあたっては、次の点に留意する。 

ア 教科書、学用品等の損失状況を考慮し、学習の内容、方法が児童生徒の過度の負担に

ならないよう配慮する。 

イ 公民館が避難所になっている場合など、教育活動の場所として学校以外の施設を利

用する場合は、授業の効率化、児童生徒の安全確保に留意する。 

ウ 通学路その他の被害状況に応じ、通学の安全について遺漏のないよう指導する。( 集

団登下校の際は、地域住民、関係機関、団体、父母の協力を得るようにする。)  

エ 学校に避難所が開設された場合には、特に児童生徒の指導・管理に注意するとともに、

避難の受入れが授業の支障とならないよう留意する。 

オ 教育活動の実施にあたっては、被災による精神的な打撃によって児童生徒に生じや

すい心理的な障害に十分配慮する。 

（３）災害復旧については、教育活動に支障のない限り可能な協力をする。 

Ũ ╢ǡ  

町及び道の教育委員会は、公立学校が当該学校だけで教育活動の実施が不可能なときは、

連絡を密にして近隣学校の教職員を動員配置し、教育活動に支障をきたさないようにする。 

ũ ǡ   ǡ ⱱ  

高等学校の生徒が被害を受けた場合は、道教育委員会（私立高等学校にあっては道及び学

校設置者）は必要に応じ、次の措置を講ずる。 

（１）保護者または本人の申請に基づく授業料等の減免 

（２）公益財団法人北海道高等学校奨学会で実施する奨学金等の活用周知 

Ū ǡ  

（１）給食施設設備が被災したときは、できる限り給食の継続が図られるよう応急措置を講ずる。 

（２）給食用物資が被災したときは、米穀、小麦、脱脂粉乳及び牛乳について、関係機関と連

絡の上、直ちに緊急配送を行い、その他の物資については応急調達に努める。 

（３）衛生管理には特に留意し、食中毒などの事故防止に努める。 
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ū ♥  

学校が避難所として使用される場合は、次の点に留意をして保健管理をする。 

（１）校舎内、特に水飲み場、トイレは常に清潔にして消毒に万全を期すること。 

（２）校舎の一部に被災者を受け入れて授業を継続する場合、受入場所との間をできるだけ隔

絶すること。 

（３）受入施設として使用が終ったときは、校舎全体の清掃及び消毒を行うとともに便槽のく

み取りを実施すること。 

（４）必要に応じて児童生徒の健康診断を実施すること。 

Ũ ּט  

文化財保護法、北海道文化財保護条例及び町文化財保護条例等による文化財( 有形文化財、

無形文化財、民俗文化財、記念物、文化的景観、伝統的建造物群) の所有者並びに管理者は常

に当該指定物件の保全、保護にあたり、災害が発生したときは、所轄する町教育委員会に被害

状況を連絡するとともに、その復旧に努める 
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27  ǡ Ǧ┼ ǡ  

 

災害により行方不明になった者の捜索及び遺体の収容処理埋葬の実施については、本計画の

定めるところによる。 

Ŧ  

町長、警察官及び海上保安官が実施する。救助法が適用された場合は、知事の委任により

町長が行うが、遺体の処理のうち、洗浄等の処置及び検案については、知事の委託を受けた

日本赤十字北海道支部が行う。 

ŧ ǡ  

Ŧ ǡ  

（１）捜索の対象 

災害により現に行方不明の状態にあり、かつ、周囲の状況により既に死亡していると推

定される者。 

（２）捜索の実施 

行方不明者の捜索にあたっては、町を中心に、関係する各班及び警察官と協力し、松前

消防署、自衛隊及び地域住民の応援を得て捜索班を編成し、必要な機械器具を活用して実

施する。 

（３）応援要請等 

町において被災し、町のみでは捜索の実施が困難であり、近隣町の応援を要する場合ま

たは遺体が流失等により他市町村に漂着していると考えられるときは、隣接町及び漂着

が予想される市町村に対し、次の事項を明示して捜索の応援を要請する。 

ア 行方不明者が埋没または漂着または埋没していると思われる場所 

イ 行方不明者数及び氏名、性別、年齢、容ぼう、特徴、着衣等 

ウ 応援に要する機械器具 

（４）行方不明者を発見したときの措置 

行方不明者を発見したときは、家族、親類等に速やかに連絡するとともに、関係機関に

通知する。 

（５）遺体を発見したときの措置 

ア 作業中または捜索中において遺体を発見したときは、速やかに警察官に届け出て、警

察官の検視及び医師の検案を受け、身元が判明しない遺体は速やかに遺体の収容所に

連絡し、引き渡す。 

イ 警察官は身分調書を作成し、医師の検案書は遺族関係者の必要に応じて作成する。 
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ウ 現場における検視、検案が困難な場合は、遺体の安置所において行う。 

ŧ ┼ ǡ  

（１）対象者 

災害の際に死亡した者で災害による社会混乱のため、その遺族等が遺体の処理を行う

ことができない者。 

（２）処理の範囲 

ア 遺体の洗浄、縫合、消毒等の処理 

イ 遺体の一時保存( 町)  

ウ 検案 

エ 死体見分( 警察官、海上保安官)  

（３）安置場所の確保 

町は、遺体安置場所の確保について、発災時はもとより、日頃から警察との連携を図り、

事前の確保に努める。 

（４）収容処理の方法 

ア 町は、遺体を発見したときは、速やかに警察官の死体見分及び日本赤十字北海道支部

の検案を受け、次により処理する。 

( ア) 身元が判明しており、かつ遺族等の引取人がいる場合は、遺体を引き渡す。 

( イ) 身元が判明していない場合、遺族等により身元確認が困難な場合または引取人がい

ない場合は、遺体の洗浄、縫合、消毒、検案及び一時的な保存をすると同時に、遺体

の特徴の記録及び所持品の保管を行う。 

イ 遺体は先着順に収容し、遺品等を整理して納棺のうえ、その性別、推定年齢、遺品等

を記録し、遺体収容所に安置する。 

ウ 遺体収容所は、公共施設等とするが、適当な既存建物がない場合は、天幕等を設置し、

遺体の収容所とする。 

Ũ ┼ ǡ  

（１）対象者 

災害時の混乱の際に死亡した者及び災害のため埋葬を行うことが困難な場合または遺

族のいない遺体 

（２）埋葬の方法 

ア 町長は、遺体を土葬または火葬に付し、または、棺、骨つぼ等を遺族に支給する等現

物給付をもって行う。 

イ 身元不明の遺体については警察その他関係機関に連絡し、その調査にあたるとともに

埋葬にあたっては土葬または火葬にする。 
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ウ 身元不明の遺体については、警察その他関係機関に連絡し、その調査にあたるが、一

定期間経過しても身元が判明しない場合は、行旅病人及び行旅死亡人取扱法（明治32年

法律第93号）の規定により処理する。 

エ 埋葬の実施が町において実施できないときは、関係機関等の協力を得て行う。 

ũ ƾǼ Ǌǒ┼ ǡ  

（１）遺体の身元が判明している場合は、死亡した者の遺族等または町長に連絡の上、引き渡す。 

ただし、被災地域が災害発生直後において、災害による混乱のため遺族等が直ちに引き

取ることができない場合は、町において処理する。 

（２）身元不明の遺体で、かつ被災地から漂着した遺体であることが推定できない場合は、行旅

病人及び行旅死亡人取扱法の規定により処理する。 

Ū ╓אל ǡ  

町は、大規模災害等により、平時に使用している火葬場の能力だけでは当該遺体の火葬を

行うことが不可能になった場合、または火葬場が被災して稼働できなくなった場合は、道に

広域火葬の応援を要請する。 

道は、町の応援要請及び把握した被災状況等に基づき広域火葬の実施が必要と判断した場

合は、周辺市町村に協力を依頼するなど、広域火葬に係る調整を行う。 

Ø 9- 1- אל╓ 8 Ù 

ū ǡ ǡ  

町及び墓地・納骨堂・火葬場の管理者は、著しく異常かつ激甚な非常災害であって、公衆

衛生上の危害の発生を防止するため緊急の必要があると認められるものとして当該災害が政

令で指定されたときは、埋葬及び火葬に関する各種証明・許可証が同一の市町村で発行され

ない場合等に対応し、厚生労働大臣が、その定める期間に限り、墓地、埋葬等に関する法律

（昭和23年法律第48号）第５条及び第14条に規定する手続きの特例を定めることができるこ

とに留意する。 
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28 קּ   

 

災害時における被災地の家庭動物等の取扱いについては、本計画の定めるところによる。 

Ŧ  

Ŧ  

被災地における逸走犬等の管理を行う。 

ŧ  

（１）渡島総合振興局長は、町が行う被災地における家庭動物等の取扱いに関し、現地の状況

に応じ助言を行う。 

（２）道は、町長から逸走犬等の保護・受入れに関する応援要請があった場合は、速やかに必

要な人員の派遣、資機材の斡旋等所要の措置を講ずる。 

ŧ ּק ǡ ⅛Ʒ 

（１）動物の飼い主は、動物の愛護及び管理に関する法律（昭和48年法律第105号）及び北海

道動物の愛護及び管理に関する条例（平成13年北海道条例第３号。以下この節において

「条例」という。）に基づき、災害発生時においても、動物の健康及び安全を保持し適正

に取り扱う。 

（２）災害発生時において、町及び道は、関係団体の協力を得て、逸走犬等を保護・受入れす

るなど適切な処置を講ずるとともに、住民等に対し、逸走犬等の受入れについて周知を

図る。 

Ũ  

家庭動物との同行避難について、あらかじめ町等は避難所における家庭動物の種に応じた

同行避難の可否について調整しておくとともに、災害時には家庭動物同行避難所の開設状況

を広報する。 

また、災害時には、条例第６条第１項第４号の規定に基づき、動物の飼い主は自らの責任に

より、同行避難（飼養している動物を伴い、安全な場所まで避難すること）を行う。 
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29  ꞌ  

 

災害に際し家畜飼料の応急対策については、本計画による。 

Ŧ  

家畜飼料の円滑な確保は、町が行う。 

ŧ ǡ  

町長は、被災農家の家畜飼料等の確保ができないときは、応急飼料、転飼場所及び再播用飼

料作物種子の斡旋区分により、次の事項を明らかにした文書をもって渡島総合振興局長を通

じ道農政部長に応急飼料の斡旋を要請することができる。 

また、道は必要に応じ農林水産省畜産局に応急飼料の斡旋を要請する。 

Ŧ  È ȅ ǳ¡É 

ア 家畜の種類及び頭羽数 

イ 飼料の種類及び数量( 再播用種子については、種類、品質、数量)  

ウ 購入予算額 

エ 農家戸数等の参考となる事項 

ŧ   

ア 家畜の種類及び頭数 

イ 転飼希望期間 

ウ 管理方法( 預託、附添等)  

エ 転飼予算額 

オ 農家戸数等の参考となる事項 
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30   

 

災害によって発生する廃棄物等、被災者や避難者の生活に伴い発生する廃棄物（以下「災害廃

棄物」という。）の処理及び死亡獣畜の処理等（以下「廃棄物等の処理」という。）の業務につい

ては、本計画の定めるところによる。 

なお、災害廃棄物の処理については、周辺の地方公共団体や民間事業者等との連携・協力の在

り方等について、「北海道災害廃棄物処理計画」や「町災害廃棄物処理計画」において具体的に

示し、円滑かつ迅速に行う。 

また、住居またはその周辺に運ばれた土砂、樹木等の除去については、第１編第５章第25節「障

害物除去計画」による。 

Ŧ  

Ŧ  

（１）災害廃棄物の処理は、町が行う。なお、町のみで処理することが困難な場合は、近隣町

及び道に応援を求め実施する。 

（２）被災地における死亡獣畜の処理は所有者が行うが、所有者が不明であるときまたは所有

者が処理することが困難なときに実施する。 

ŧ  

（１）渡島総合振興局長は、町が行う被災地における廃棄物等の処理に関し、現地の状況に応

じ指導・助言を行う。 

（２）道は、被災地の町長から廃棄物等の処理に関する応援要請があった場合は、速やかに必

要な人員の派遣、資機材の斡旋等所要の措置を講ずる。 

ŧ ǡ  

廃棄物等の処理の責任者は、次に定めるところにより廃棄物等の処理業務を実施する。 

Ŧ ǡ  ◖ Ǧ ǡ  

町長は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第６条の２第２項及

び第３項、第12条第１項並びに第12条の２第１項に規定する基準に従い所要の措置を講ずる。 

なお、町長は災害対策基本法に基づき環境大臣が「廃棄物処理特例地域」に指定した場合

には、災害対策基本法第86条の５の規定に従い必要な措置を講ずる。 

また、町長は、損壊家屋の解体を実施する場合には、建設工事に係る資材の再資源化等に

関する法律（平成12年法律第104号）第９条に基づき適切な分別解体を行う。この際、適切な
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処理が確保されるよう、解体業者、廃棄物処理業者、建設業者等と連携した解体体制を整備

するとともに、必要に応じて速やかに他の地方公共団体への協力要請を行う。 

ŧ ǡ  

死亡獣畜の処理は、死亡獣畜取扱場（以下「取扱場」という。）において行う。 

ただし、取扱場のない場合または運搬することが困難な場合は、当該地域を管轄する渡島

総合振興局保健環境部長の指導を受け、次により処理することができる。 

（１）環境衛生上他に影響を及ぼさないよう配慮して埋却及び焼却の方法で処理すること。 

（２）移動できないものについては、保健所長の指導を受け臨機の措置を講ずる。 

（３）前（１）及び（２）において埋却する場合にあっては１ｍ以上覆土する。 
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31  ɅɒɜȯȌȋǛǡ  

 

災害時における社会福祉協議会、日本赤十字社北海道支部及び各種ボランティア団体・ＮＰＯ

等との連携については、本計画の定めるところによる。 

また、北海道災害ボランティアセンター及び被災地における災害ボランティアセンターの活

動等については「北海道災害時応援・受援マニュアル」によることとし、被災地における災害ボ

ランティアセンターの設置・運営については「町災害ボランティアセンター設置・運営マニュア

ル」による。 

Ŧ ɅɒɜȯȌȋ ¤ƃƅƄǡ  

町及び防災関係機関等は、社会福祉協議会、日本赤十字社北海道支部または各種ボランティ

ア団体・ＮＰＯ等からの協力の申入れ等により、災害応急対策等の実施について協力を受ける。 

ŧ ɅɒɜȯȌȋǡ ǿ 

町、社会福祉協議会及び関係団体は、相互に協力し、ボランティア活動に関する被災地のニ

ーズの把握に努めるとともに、ボランティアの受入れ及びその調整のほか、ボランティア活動

をコーディネートする人材の配置等、被災地の早期復旧に向け、ボランティアの受入体制の確

保に努める。 

また、ボランティアの受入れにあたっては、ボランティアの技能等が効果的に活かされるよ

う配慮するとともに、必要に応じてボランティア活動の拠点を提供するなど、その活動が円滑

に行われるよう必要な支援に努める。 

Ũ ɅɒɜȯȌȋǞ Ǿ ǡ  

町は、社会福祉協議会、地元や外部から被災地入りしているＮＰＯ等との連携を図るとと

もに、中間支援組織（ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援や活動調整を行う組織）を含めた

連携体制の構築を図り、情報を共有する場を設置するなどし、被災者のニーズや支援活動の

全体像を把握する。 

ũ ɅɒɜȯȌȋ ¤ƃƅƄǡ  

ボランティア団体・ＮＰＯ等に依頼する活動の内容は、主として次のとおりとする。 

１ 災害・安否・生活情報の収集・伝達 

２ 炊き出し、その他の災害救助活動 

３ 高齢者、障がい者等の介護、看護補助 

４ 清掃及び防疫 

５ 災害応急対策物資、資機材等の輸送及び仕分け・配付 
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６ 被災建築物の応急危険度判定 

７ 応急復旧現場における危険を伴わない軽易な作業 

８ 災害応急対策事務の補助 

９ 救急・救助活動 

10 医療・救護活動 

11 外国語通訳 

12 非常通信 

13 被災者の心のケア活動 

14 被災母子のケア活動 

15 被災動物の保護・救助活動 

16 ボランティア・コーディネート 

Ū ɅɒɜȯȌȋ ǡ  

町及び社会福祉協議会は、ボランティア活動の必要性や役割等についての共通理解のもと、

平時から相互に連携し、関係機関・団体とのネットワークを構築するとともに、ボランティア

活動に関する住民への受援・支援等の普及啓発を行う。 

町及び社会福祉協議会は、町災害ボランティアセンターの設置・運営に関する規定等の整備

やコーディネーター等の確保・育成に努め、道はこれらの取組が推進されるよう町及び社会福

祉協議会に働きかける。 

災害時においては、ボランティア活動が迅速かつ円滑に行われるよう、被災地の町と社会福

祉協議会等が連携し、災害ボランティアセンターの早期設置を進めるとともに、ボランティア

活動の調整を行う体制や活動拠点の確保等に努める。 
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32   

 

町及び関係機関は、災害時における応急対策に必要なときは、次により一般労働者の供給を受

け、災害対策の円滑な推進を図る。 

Ŧ  

１ 町長または関係機関の長は、災害応急対策の実施に労務者を必要とするときは、所轄の公

共職業安定所長に対し、文書または口頭により求人申込みをする。 

２ 前号により労務者の求人申込みをしようとするときは、次の事項を明らかにする。 

（１）職業別、所要労働者数 

（２）作業場所及び作業内容 

（３）期間及び賃金等の労働条件 

（４）宿泊施設等の状況 

（５）その他必要な事項 

３ 公共職業安定所長は、前各号により労務者の求人申込みを二の機関以上から受けた場合

は、緊急度等を勘案してその必要度の高いものより紹介する。 

ŧ Ǧǐǡ ǡ  

１ 労務者に対する費用は、その求人を行ったものが負担する。 

２ 労務者に対する賃金は、その地域における同種の業務及び同程度の技能に係る賃金水準

を上回るよう努める。 
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33  ╢  

 

災害応急対策または、災害復旧対策のため必要があるときは、災害対策基本法第29条の規定に

より知事または町長等は、指定行政機関及び指定地方行政機関の長等に対し職員の派遣を要請

し、または第30条の規定により内閣総理大臣または知事に対し、指定行政機関または指定地方行

政機関の職員の派遣の斡旋を求める。 

Ŧ  

１ 町長または町の委員会若しくは委員（以下本節において「町長等」という。)  

２ 道知事または道の委員会若しくは委員（以下本節において「知事等」という。)  

なお、道または町の委員会または委員が職員の派遣を要請しようとするときは、知事また

は町長にあらかじめ協議しなければならない.  

ŧ ǀ  

１ 職員の派遣を要請しようとするときは、要請権者は次の事項を明らかにした文書をもっ

て行う。 

（１）派遣を要請する理由 

（２）派遣を要請する職員の職種別人員数 

（３）派遣を必要とする期間 

（４）派遣される職員の給与その他の勤務条件 

（５）前各号に掲げるもののほか職員の派遣について必要な事項 

２ 職員の派遣の斡旋を求めようとするときは、要請権者は次の事項を明らかにした文書を

もって行う。なお、国の職員の派遣斡旋のみでなく地方自治法第252条の17に規定する地方

公共団体相互間の派遣についても含む。 

（１）派遣の斡旋を求める理由 

（２）派遣の斡旋を求める職員の職種別人員数 

（３）派遣を必要とする期間 

（４）派遣される職員の給与その他の勤務条件 

（５）前各号に掲げるもののほか、職員の派遣の斡旋についての必要な事項 

Ũ ╢ǡ ⅛Ʒ 

１ 派遣職員の身分取扱いは、原則として職員派遣側（以下「派遣側」という。）及び職員派

遣受入側（以下「受入側」という。）の双方の身分を有し、双方の法令・条例及び規則（以

下「関係規定」という。）の適用がある。 

ただし、この場合双方の関係規定に矛盾が生じた場合には、双方協議の上決定する。 
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また受入側はその派遣職員を定数外職員とする。 

２ 派遣職員の給料等の双方の負担区分は、指定行政機関及び指定地方行政機関の職員につ

いては、災害対策基本法第32条第２項及び同法施行令第18条の規定により、また地方公共団

体の職員については地方自治法第252条の17の規定による。 

３ 派遣職員の分限及び懲戒は派遣側が行う。ただし、地方自治法第252条の17に規定する地

方公共団体相互間の派遣については、双方協議の上決定する。 

４ 派遣職員の服務は派遣受入側の規定を適用する。 

５ 受入側は、災害派遣職員に対し災害派遣手当を支給することができる。 

 

（参考）昭和37年自治省告示第118号（災害派遣手当の額の基準）災害対策基本法施行令第19条

の規定に基づき、災害派遣手当の額の基準を 5- 33- 1のように定める。 

 

 5- 33- 1  ǡ ǡ  

╩ ↑√ ╕√│

─ ⌐ ∆╢  

─ ╕√│↓╣⌐ ∏

╢ ⌐≈⅝  
∕─ ─ ⌐≈⅝  

30日以内の期間 3,970円 6,620円 

30日を超え60日以内の期間 3,970円 5,870円 

60日を超える期間 3,970円 5,140円 
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34  ǡ Ǜ  

 

救助法を適用し、同法に基づき実施する応急救助活動については、本計画の定めるところによる。 

Ŧ  

救助法による救助の実施は、知事（渡島総合振興局長）が行う。 

ただし、町長は知事から救助の実施について、個別の災害ごとに救助に関する事務の一部を

委任された場合は、自らの判断責任において実施する。 

ŧ ǡ  

Ŧ ƿ Ǌǒ  

救助法による救助は、 5- 34- 1に掲げる程度の災害が発生した町の区域において、当該災害

にかかり現に救助を必要とする者に対して行う。 

ŧ ƿ ǌǾƽǐǿƿƵǾ  

災害が発生するおそれがある段階において、国が災害対策基本法に基づく災害対策本部を

設置し、所管区域を告示した場合で、当該所管区域内の市町村において現に救助を必要とす

る者に対して行う。 
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 5- 34- 1  ǡ  

 
 

─  

─  
⅜

⌂  
( 2,500 )  

⅜ ⌐╦√╡⁸12,000
─ ⅜ ⇔√  

  

〔松前町〕 
5,000人以上 
15,000人未満 

40 20 
町の被害状況が特に救助を必要とする
状態にあると認められたとき。 

適  用 

（1）住家被害の判定基準 
・滅失：全壊、全焼、流失 
  住家が全部倒壊、流失、埋没、焼失したものまたは損壊が甚だしく、補修

により再使用することが困難で具体的には、損壊、焼失または流出した部分
の床面積が、その住家の延床面積の70％以上に達したもの、または住家の主
要な要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、50％以上に達し
た程度のもの。 

・半壊、半焼：２世帯で滅失１世帯に換算 
  住家の損壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のもので、

具体的には損壊部分の床面積が、その住家の延床面積の20～70％のもの、ま
たは住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表
し、20％以上50％未満のもの。 

・床上浸水：３世帯で滅失１世帯に換算 
  床上浸水、土砂の堆積等により、一時的に居住することができない状態と

なったもの。 
（2）世帯の判定 
ア 生計を一にしている実際の生活単位をいう。 
イ 会社または学生の寮等は、各々が独立した生計を営んでいると認められる

場合、個々の生活実態に即し判断する。 

 

Ũ ǡ ǀ 

Ŧ  

（１）町長は、町における災害が救助法の適用基準のいずれかに該当し、または該当するおそ

れがある場合には、直ちにその旨を渡島総合振興局長に報告しなければならない。 

（２）災害の事態が急迫し、知事による救助の実施を待ついとまがない場合は、町長は救助法

の規定による救助を行い、その状況を直ちに渡島総合振興局長に報告し、その後の処置に

ついて指示を受けなければならない。 

ŧ È É 

渡島総合振興局長は、町長からの報告または要請があった時は、速やかに知事に報告する。

知事は、渡島総合振興局長からの報告に基づき、救助法を適用する必要があると認めたとき

は、直ちに適用し、その旨告示を行うとともに、渡島総合振興局長を経由して、町に通知す

る。 

また、知事は、救助法の適用に関すること及び被害状況等について、内閣総理大臣に情報

提供する。 
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ũ ǡ Ǜ  

Ŧ ǡ Ǜ  

知事は、救助法を適用した町に対し、同法に基づき 5- 34- 2に掲げるもののうち、必要と

認める救助を実施する。 

なお、知事は、町長が実施した方がより迅速に災害に対処できると判断される 5- 34- 2に

掲げる救助の実施について町長へ個別の災害ごとに救助に関する事務を通知により委任する。 

5- 34- 2  ǡ Ǜ  

─   ⌂   

避難所の設置 

( 供与)  
７日以内 

・災害により現に被害を受け、ま

たは受けるおそれのある者 

・災害が発生するおそれのある場

合において、被害を受けるおそれ

があり、現に救助をようする者 

市町村・日赤道支部 

 

市町村 

応 急 仮 設 住 宅

の供与 

20日以内に着工 

建設工事完了後 ３

か月以内 

※特定行政庁の許

可を受けて２年以

内に延長可能 

住家が全壊、全焼または流出し、居

住する住宅がない者であって、自

らの資力では住宅を得ることがで

きない者 

対象者、対象箇所の選

定～市町村 

設置～道（ただし、委

任したときは市町村） 

炊 き 出 し そ の

他 に よ る 食 品

の給与 

７日以内 

避難所に避難している者または住

家に被害を受け、若しくは災害に

より現に炊事のできない者 

市町村 

飲料水の供給 ７日以内 
災害のために現に飲料水を得るこ

とができない者 
市町村 

被服、寝具その

他 生 活 必 需 品

の 給 与 ま た は

貸与 

10日以内 

住家の全壊、全焼、流出、半壊また

は床上浸水等により、生活上必要

な被服、寝具、その他生活必需品を

喪失または損傷等により使用する

ことができず、直ちに日常生活を

営むことが困難な者 

市町村 

医療 14日以内 

災害により医療の途を失った者 救護班～道・日赤道支

部（ただし、委任した

ときは市町村） 

助産 
分べんの日から７

日以内 

災害発生の日以前または以後の７

日以内に分娩した者であって、災

害助産の途を失った者 

救護班～道・日赤道支

部（ただし、委任した

ときは市町村） 

被災者の救出 ３日以内 

災害のために現に生命若しくは身

体が危険な状態にある者または生

死不明の状態にある者を捜索し、

または救出する者 

市町村 

被 災 し た 住 宅

の応急修理 

３か月以内（国の災

害対策本部が設置

された場合は、６か

月以内） 

災害のため住宅が半壊（焼）または

これに準ずる程度の損傷を受け、

雨水の浸入等を放置すれば住家の

被害が拡大するおそれがある者な

ど 

市町村 

学用品の給与 
( 教科書)  

１か月以内 

災害のために住家が全壊（焼）、流

失、半壊（焼）または床上浸水によ
市町村 
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（注）期間については、すべて災害発生の日から起算することとし、内閣総理大臣の承認を得て実施期

間を延長することができる。 

Ø 14- 1 ǞǻǾ ǡ   Ǧ Ù 

ŧ Ǟ ǛǌǾ  

知事は、救助を行うため必要とする場合における関係者に対する従事命令、協力、物資の

収用、立入検査等を、その緊急の限度においてそれぞれ救助法及び同施行令、規則ならびに

細則の定めにより公用令書その他所定の定めにより実施し、同法第５条、第６条により行う

指定行政機関の長または指定地方行政機関の長が公用令書等によって行う職務について相互

に協力をしなければならない。 

Ũ Ǟ ǛǌǾ  

知事は、救助を行うため必要とする場合における関係者に対する従事命令、協力、物資の

収用、立入検査等を、その緊急の限度においてそれぞれ救助法及び同施行令、規則ならびに

細則の定めにより公用令書その他所定の定めにより実施し、同法第５条、第６条により行う

指定行政機関の長または指定地方行政機関の長が公用令書等によって行う職務について相互

に協力をしなければならない。 

Ū Ǜ ǡ  

災害対策基本法の定めるところによる災害について、救助法が適用された場合における救

助事務の取扱いについては、救助法の適用時期等によりその責任を明らかにしなければなら

ない。 

 

( 文房具及び通学用品)  

15日以内 

る損失若しくは損傷等により学用

品を使用することができず、就学

上支障のある小学校児童、中学校

生徒及び高等学校生徒（幼稚園児、

専門学校生、大学生は除外） 

埋葬 10日以内 
災害の際死亡した者を対象に、実

際に埋葬する者に支給 
市町村 

遺体の捜索 10日以内 

災害のため現に行方不明の状態に

あり、かつ、四囲の事情により、既

に死亡していると推定される者を

捜索する 

市町村 

遺体の処理 10日以内 
災害の際死亡した者に、遺体に関

する処理（埋葬を除く）をする 
市町村・日赤道支部 

障害物の除去 10日以内 

半壊（焼）または床上浸水した住家

であって、住居またはその周辺に

運ばれた土石、竹木等で一時的に

居住できない状態にあり、自力で

は当該障害物を除去できない者 

市町村 
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第６章 地震・津波災害対策計画 

 

地震・津波災害の防災対策に関する計画は､第２編｢地震・津波防災計画｣による｡ 

 

 

第７章 水防計画 

 

水防対策に関する計画は､第３編｢水防計画｣による｡ 
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第８章 火山災害対策計画 

 

Ŧ   

 

噴火、降灰（礫）、溶岩流、火山ガス、泥（土石）流、火砕流及び地殻変動等、火山現象によ

る災害が発生し、または災害が発生するおそれがある場合に、早期に初動体制を確立して、その

拡大を防ぎょし被害の軽減を図るため道、火山周辺町及び防災関係機関が実施する予防及び応

急対策は、次に定めるところによる。 

 

ŧ אל  ǡ  

Ŧ אל ǡ  

北海道における活火山は、 8- 2- 1のとおり常時観測火山９火山と、その他の火山22火山( 北

方領土の11火山を含む。）の計31火山が存在しており、松前町は、渡島大島の火山周辺市町

村に位置付けられている。図示すれば 8- 2- 1のとおりである｡ 

8- 2- 1  ǡ אל  

   

常時観測火山 アトサヌプリ、雌阿寒岳、大雪山、十勝岳、樽前山、倶多楽、有珠山、 

北海道駒ヶ岳、恵山 

その他の火山 知床硫黄山、羅臼岳、天頂山、摩周、雄阿寒岳、丸山、恵庭岳、渡島大島、  

羊蹄山、ニセコ、利尻山、茂世路岳、散布山、指臼岳、小田萌山、 

択捉焼山、択捉阿登佐岳、ベルタルベ山、ルルイ岳、爺爺岳、羅臼山、泊山  

8- 2- אל  1  
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ŧ ǡאל  

Ŧ  

直径約４㎞の無人島で、東山・西山・中央火口丘からなる成層火山である。1741年～1742

年、1759年に噴火し、1786年及び1790年に噴煙がみられたが、その後噴火活動は認められな

い。1741年の噴火では、現在の外輪山である清部岳～西山外輪山を崩壊壁として山頂部が北

方向へ崩壊した。岩屑なだれが海に流れ込み、日本海で大津波が発生したため、北海道をは

じめとする日本海沿岸各地に死者1,475人以上、流出家屋791棟、船舶破損1,521隻にのぼる大

きな被害をもたらした。 

周囲の漁場は、マグロ・マス・タラ・メバル・イカ・ホッケなどが豊富だが、気象の急変す

る海域であることから、昔から海難事故があとを絶たない海域でもある。 

島には野生化したウサギ、子猫ほどの大きいネズミ、天然記念物に指定されているオオミ

ズナギドリが生息している。 

ŧ ∙ ǡאל  

8- 2- אל  3  

ה      

▲1741（寛保元）年 マグマ噴火→( 山体崩

壊) →マグマ噴火 

8月18日、西山から噴火。火砕物降下→岩屑なだれ→

火砕物降下・溶岩流。25日からは降灰のため江差で昼

も暗くなる。29日に大津波が発生し、死者1467名( 北

海道・津軽) 、流出家屋791棟。 

▲1742（寛保元～2）年 大規模：マグマ噴火 1月22日、2月8～24日、5月18日西山から噴火( 推定) 。

火砕物降下(Os- a)・溶岩流。松前・津軽地方に降灰。

1741年～1742年噴火の合計で総噴出物量0.11km3、マ

グマ噴出量0.05DREkm3。 

山体崩壊量2.4km3。 

▲1759（宝暦9）年 中規模：マグマ噴火 8月19日、西山中央火口丘から噴火。青森で降灰。 

総噴出物量0.001km3、マグマ噴出量0.0004DREkm3。 

1786（天明6）年 噴煙 この頃、常に噴煙。 

1790（寛政2）年 噴煙 6月2日頃、噴煙活動活発。 

日本活火山総覧( 第４版) （気象庁編、2013）による。 
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Ũ  

8- 2- 2   
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Ũ   

 

道、周辺市町及び防災関係機関は、火山災害を未然に防止するため必要な予防対策を実施する。 

Ŧ Ǧ  

Ŧ אל  

渡島大島は、常時観測火山に指定されてはいないが、札幌管区気象台が監視しているほか、

北海道大学の地震計が設置されている。 

ŧ  

北海道は、火山災害の予防対策及び応急対策に資するため、昭和45年以来火山活動の現況

（地質、地殻変動、地温、重力、地磁気の観測）、過去の火山噴火における火砕流等の発生状

況（噴火の規模、形態）、火山噴火の想定及び地質構造について調査研究を進めているが、今

後とも調査研究の推進に努める。 

ŧ ∫ Ǧ ǡ № 

道及び周辺市町村は、過去の噴火の状況等に基づき、災害の発生が予想される範囲を把握す

るとともに、火山災害に関するハザードマップや噴火警報等の解説、避難場所や避難経路、避

難の方法、住民への情報伝達の方法等の防災上必要な情報を記載した火山防災マップ等を作

成し、住民等への情報提供を効果的に行う。 

Ũ ǡ  טּ

道、周辺町及び防災関係機関は、火山についての噴火現象を想定し、監視カメラ、雨量計、

土砂移動検知センサー等の警戒避難対策に必要な機器の整備を図るとともに、これら測定結

果等を相互に提供し、警戒体制の強化･充実を図る。 

ũ ǡ  

周辺町は、避難場所及び避難路をあらかじめ指定し、日頃から住民等への周知に努めるとと

もに、発災時の避難誘導に関する計画を整備する。 

周辺市町村のうち、活動火山対策特別措置法により火山災害警戒地域として指定された町

にあっては、同法に基づき、松前町地域防災計画に、町内における情報収集・伝達方法、予警

報の発令・伝達ルート、住民や登山者等が避難行動をとるための避難指示等のほか、避難場所、

避難経路、避難手段等について具体的に定めるとともに、避難訓練の時期・内容や噴火が発生

した際の救助部隊の具体的な活動内容、避難促進施設の名称及び所在地を定める。 
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なお、第４節第２の３の噴火警戒レベルが運用されている火山の周辺町にあっては、噴火警

戒レベルに即した防災対応を松前町地域防災計画に定める。 

また、火山災害は、避難生活の長期化が予想されることから、避難場所については、火山災

害及び二次災害のおそれのない場所を選定し、避難生活環境を良好に保つため、施設の整備に

努めるとともに、火山災害の影響範囲が大きい市町村においては、近隣町と避難者の受入れに

係る協定を締結するなどにより、避難施設の確保を図ることが望ましい。 

Ū ǡ  

道、周辺町及び防災関係機関は、豪雨等に伴う土砂災害等の二次災害を予防するため、治山

治水、砂防事業等を総合的、計画的に推進する。 

ū ǡ  

道及び周辺市町村及び防災関係機関は、円滑な災害情報の伝達及び収集ができるよう代替

性を考慮し、多様な通信施設の整備強化を図る。 

Ŭ ǡ  

道、周辺町、及び防災関係機関は、それぞれの火山の特性を考慮して、火山ハザードマップ

に噴火警報等の解説、避難場所や避難経路、避難の方法、住民への情報伝達の方法等の防災上

必要な情報を記載した火山防災マップ、地区別防災カルテ、火山災害時の行動マニュアル等を

わかりやすく作成・配布し、研修を実施するほか、平時から広報誌、マスメディア、学校教育

等のあらゆる手段や火山防災の日（８月26日）などの機会を通じ、災害時に適切な行動を行う

ために必要な防災知識の普及啓発に努める。 

なお、有毒ガスの噴出地帯など危険箇所については、掲示板を設置するなど住民・登山者等

への周知を図る。 

また、災害時の登山者の早期把握、安否確認等に資する登山届や登山計画書等の提出に関す

る普及啓発を図る。 

登山者や観光客等は、活火山への登山の危険性を十分に理解し、噴火のおそれに関する火山

防災情報の収集やＩＴ等を用いた登山届の積極的な提出、登山中における連絡手段の確保、ヘ

ルメットや携帯端末の予備電池等の必要に応じた装備品の携行など、自らの安全を確保する

ための手段を講じるよう努める。 

札幌管区気象台及び地方気象台は、関係機関と連携し、火山に関する知識や火山噴火の特性、

噴火警報等の解説、噴火警報発表時にとるべき行動など、火山防災に関する知識の普及啓発を

図る。 
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ŭ ǝ ǡ Ǜ  לּ

道及び周辺町は、防災関係機関、住民等と相互に連携して実践的な防災訓練を実施する。 

また、訓練についての事後評価を行い、課題等を明らかにし、速やかに防災体制の改善な

ど必要な措置を講ずる。 

Ů אל ǡ  

Ŧ אל אל ≠╢  

道防災会議は、地震火山対策部会に専門委員で構成する火山専門委員会を設置し、道内の火

山災害に特有な専門的事項を調査するとともに、町、道等が行う火山防災対策に関し、専門的

知見に基づく必要な助言等を行う。 

また、市町村の求めに応じて、警戒地域内の避難促進施設に係る避難確保計画に対して意見

を述べる。 

なお、火山専門委員会の所掌事項は次のとおりである。 

（１）火山防災対策に関する調査 

（２）火山防災計画に関する事項 

（３）火山災害の予防及び応急対策に関する事項 

（４）火山防災協議会活動への参画 

（５）火山防災協議会等連絡会への参画 

（６）その他火山専門委員会が必要と認める事項 

ŧ אל  

道及び周辺町は、活動火山対策特別措置法に基づき、想定される火山現象の状況に応じた

警戒避難体制を整備するため、国、公共機関、火山専門家等で構成する火山防災協議会を設

置する。 

また、必要に応じて、防災対策の効果的・効率的かつ具体的な検討を進めることができる

よう、火山防災協議会に町、道、気象台、砂防部局、火山専門家等による検討体制（部会やコ

アグループなど）を整備する。 

火山防災協議会では、警戒避難体制の整備に必要な事項について、当該火山における統一

的な防災体制を検討する観点から、「噴火シナリオ」や「火山ハザードマップ」、「噴火警戒レ

ベル」、「避難計画」等の一連の警戒避難体制について協議する。 

Ũ אל  

道は、各火山防災協議会の取組や課題を共有するとともに、新たな課題等に対処するた

め、各火山防災協議会の構成市町村、火山専門委員会等からなる「火山防災協議会等連絡

会」を設置する。 
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ũ  ꞌ  

Ŧ  

Ŧ  

町長は、火山現象による災害が発生し、または、災害が発生するおそれがある場合、その

状況に応じて応急活動体制を整え、その地域に係る災害応急対策を実施する。 

ŧ  

関係機関の長は、火山現象による災害が発生し、または、災害が発生するおそれがある場

合、その状況に応じて応急活動体制を整え、関係機関と連携を取りながら、その所管に係る

災害応急対策を実施する。 

Ũ ǡ  

関係機関は、円滑・迅速な応急対策の実施を図るため、必要に応じて「現地災害対策本部」

を設置し、災害応急対策を実施する。 

ŧ אל Ǟ ǌǾ      

火山現象に関する警報及び予報は、気象業務法第13条の規定により発表される｢火山現象警

報｣及び｢火山現象予報｣である。 

なお、｢火山現象警報｣は気象業務法第15条１項の規定により知事に通知され、知事は同法

第15条２項及び災害対策基本法第55条の規定により町長に通知する。 

Ŧ אל È ╓É¤ אל Èאל É 

札幌管区気象台が噴火に伴って発生し生命に危険を及ぼす火山現象（大きな噴石、火砕流

融雪型火山泥流等、発生から短時間で火口周辺や居住地域に到達し、避難までの時間的猶予

がほとんどない火山現象）の発生が予想される場合やその危険が及ぶ範囲の拡大が予想され

る場合に火山名、「警戒が必要な範囲」（生命に危険を及ぼす範囲）等を明示して発表する。 

「警戒が必要な範囲」が居住地域まで及ぶ場合は「噴火警報（居住地域）」、火口周辺に限

られる場合は「噴火警報（火口周辺）」として発表する。「噴火警報（居住地域）」は、警戒が

必要な居住地域を含む市町村に対する火山現象特別警報に位置づけられる。 

ŧ אל  

札幌管区気象台が、火山活動の状況が静穏である場合、あるいは火山活動の状況が噴火警

報には及ばない程度と予想される場合に発表する。 
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Ũ אל ɕɂɔ 

札幌管区気象台が火山活動の状況に応じて「警戒が必要な範囲」と防災関係機関や住民等の

「とるべき防災対応」の指標を５段階に区分し、噴火警報・噴火予報に付して発表する。 

噴火警戒レベルに応じ「警戒が必要な範囲」と「とるべき防災対応」を火山防災協議会で

協議し、道及び各該当町の「地域防災計画」に定めた火山において噴火警戒レベルが運用さ

れる。 

8- 4- אל  1 ɕɂɔƿ◖ ǈǿǙƷǝƷאל  

    ─  ♪כ꞉כ◐ 

特別 

警報 

噴火警報( 居住地域)  

または 

噴火警報 

居住地域及びそれよ

り火口側 

居住地域に重大な被害を及ぼ

す噴火が発生、あるいは発生

すると予想される場合 

居住地域 

厳重警戒 

警報 

噴火警報( 火口周辺)  
または 

火口周辺警報 

火口から居住地域近

くまでの広い範囲の

火口周辺 

居住地域の近くまで重大な影

響を及ぼす（この範囲に入っ

た場合には生 命に危険 が及

ぶ）噴火が発生、あるいは発生

すると予想される場合 

入山規制 

火口から少し離れた

所までの火口周辺 

火口周辺に影響を及ぼす（こ

の範囲に入った場合には生命

に危険が及ぶ）噴火が発生、あ

るいは発生すると予想される

場合 

火口周辺危険 

予報 噴火予報 火口内等 

火山活動は静穏。 

火山活動の状態によって、火

口内で火山灰の噴出等が見ら

れる（この範囲に入った場合

には生命に危険が及ぶ）。 

活火山である

ことに留意 

 

ũ אל  

噴火の発生事実を迅速に発表する情報。登山者や周辺の住民に、火山が噴火したことを端

的にいち早く伝え、身を守る行動を取ってもらうために、以下のような場合に発表する。 

ア 噴火警報が発表されていない常時観測火山において、噴火が発生した場合 

イ 噴火警報が発表されている常時観測火山において、噴火警戒レベルの引き上げや警

戒が必要な範囲の拡大を検討する規模の噴火が発生した場合（※） 

ウ このほか、社会的に影響が大きく、噴火の発生を速やかに伝える必要があると判断し

た場合 

※噴火の規模が確認できない場合は発表する。 

なお、噴火の発生を確認するにあたっては、気象庁が監視に活用しているデータだけでな

く、関係機関からの通報等も活用する。 
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Ū אל ǡ Ǟ ǌǾ È É 

現時点で、噴火警戒レベルの引上げ基準に達していない、または、噴火警報を発表し「警

戒が必要な範囲」の拡大を行うような状況ではないが、今後の活動の推移によっては噴火警

報を発表し、噴火警戒レベルの引上げや、「警戒が必要な範囲」の拡大を行う可能性があると

判断した場合等に、火山活動の状況や防災上警戒・注意すべき事項を伝えるため、「火山の状

況に関する解説情報（臨時）」を発表する。 

ū אל ǡ Ǟ ǌǾ  

現時点では、噴火警戒レベルを引き上げる可能性は低い、または、噴火警報を発表し「警戒

が必要な範囲」の拡大を行う可能性は低いが、火山活動に変化がみられるなど、火山活動の状

況を伝える必要があると判断した場合に、「火山の状況に関する解説情報」を適時発表する。 

Ŭ  

気象庁は、以下の３種類の降灰予報を提供する。 

（１）降灰予報（定時） 

ア 噴火警報発表中の火山で、噴火により人々の生活等に影響を及ぼす降灰が予想され

る場合に、定期的（３時間ごと）に発表する。 

イ 18時間先（３時間区切り）までに噴火した場合に予想される降灰範囲や小さな噴石の

落下範囲を提供する。 

（２）降灰予報（速報） 

ア 噴火が発生した火山（※１）に対して、事前計算した降灰予報結果の中から最適なも

のを抽出して、噴火発生後５～10分程度で発表する。 

イ 噴火発生から1時間以内に予想される、降灰量分布や小さな噴石の落下範囲を提供する。 

※１：降灰予報（定時）を発表中の火山では、降灰への防災対応が必要となる「やや多量」以

上の降灰が予想された場合に発表。 

降灰予報（定時）が未発表の火山では、噴火に伴う降灰域を速やかに伝えるため、予測

された降灰が「少量」のみであっても必要に応じて発表。 

（３）降灰予報（詳細） 

ア 噴火が発生した火山（※２）に対して、降灰予測計算（数値シミュレーション計算）

を行い、噴火発生後20～30分程度で発表する。 

イ 噴火発生から６時間先まで（１時間ごと）に予想される降灰量分布や降灰開始時刻

を提供する。 

※２：降灰予報（定時）を発表中の火山では、降灰への防災対応が必要となる「やや多量」以

上の降灰が予測された場合に発表。 

降灰予報（定時）が未発表の火山では、噴火に伴う降灰域を速やかに伝えるため、予測

された降灰が「少量」のみであっても必要に応じて発表。 

降灰予報（速報）を発表した場合には、予想降灰量によらず、降灰予報（詳細）も発表。 

  



第１編 本 編 

第８章 火山災害対策計画                            第４節 災害応急対策計画 

 

239 

8- 4- 2  Ǜ ǡ ǈ 

 ↕╣╢ ─ ↕ 

多量 １㎜以上 

やや多量 0.1㎜以上1㎜未満 

少量 0.1㎜未満 

 

8- 4- 3  ǛǛǾǬǀ  

 

 
≤≤╢═⅝   

↕  
▬ⱷכ☺ 

    ∕─ ─  

多量 

１㎜以上

【外出を控

える】 

完全に覆

われる 

視界不良と

なる 

外出を控える 

慢性の喘息や慢

性閉塞性肺疾患

（肺気腫等）が悪

化し健康な人でも

目・鼻・のど・呼

吸器等の異常を訴

える人が出始める 

運転を控える 

降ってくる火山灰や

積もった火山灰をまき

あげて視界不良とな

り、通行規制や速度制

限等の影響が生じる。 

がいしへの火山灰

付着による停電や上

下水道の水質低下及

び給水停止のおそれ

がある 

やや

多量 

0.1㎜≦厚

さ＜1㎜ 

【注意】 

白線が見

えにくい 

明らかに降

っている 

マスク等で防護 

ぜんそく患者や

呼吸器疾患を持つ

人は症状悪化のお

それがある 

徐行運転をする 

短時間で強く降る場合

は視界不良のおそれが

ある 

道路の白線が見えな

くなるおそれがある 

（およそ0.1㎜～0.2㎜

で鹿児島市は徐杯作業

開始） 

稲等の農作物が収

穫できなくなったり

（※1）、鉄道のポイ

ント故障により運転

見合わせのおそれが

ある 

少量 0.1㎜未満 
うっすら

積もる 

降っている

のがようや

くわかる 

窓を閉める 

火山灰が衣服や

身体に付着する 

目に入った時には

痛みを伴う 

フロントガラスの降

灰火山灰がフロントガ

ラス等に付着し、視界

不良の原因となるおそ

れがある 

航空機の運航不可

（※１） 

※１ 富士山ハザードマップ検討委員会（2004）による設定 

ŭ אל ȕȢ  

居住地域に長期間影響するような多量の火山ガスの放出がある場合に、火山ガスの濃度が

高まる可能性のある地域を発表する予報。 

Ů אל Ǟ ǌǾ  

（１）火山活動解説資料 

写真や図表等を用いて、火山活動の状況や防災上警戒・注意すべき事項等について解説

するため、臨時及び定期的に発表する。 

（２）月間火山概況 

前月一ヶ月間の火山活動の状況や警戒事項を取りまとめ、毎月上旬に発表する。 

（３）噴火に関する火山観測報 

噴火が発生したことや、噴火に関する情報（噴火の発生時刻・噴煙高度・噴煙の流れる

方向・噴火に伴って観測された火山現象等）を噴火後直ちにお知らせするために発表する。 
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אל 10 ǡ  

北海道におけるすべての火山に係わる火山現象警報、火山現象予報（降灰予報※を除く。）

及び火山現象に関する情報等の発表は、札幌管区気象台が行う。 

※降灰予報の発表は、気象庁が行う。 

11 │ ǡ Ǧ  

（１）周辺町は、火山の異常現象を発見した者の通報義務及び通報先に関する事項を定め、住

民に周知徹底する。 

（２）周辺町は、異常現象を了知し、気象台等関係機関に通報する場合における通報先、通報

すべき内容及び通報手段等に関する事項を定める。 

אל 12 Ǧ אל ǡ  

（１）噴火警報・火口周辺警報・噴火予報等の伝達は、噴火警報等伝達系統図による。 

（２）噴火警報・火口周辺警報・噴火予報等の受理及び伝達並びに知事からの通報、または要

請を行う事項は、次による。 

ア 通報及び伝達の内容 

( ア)  札幌管区気象台 

火山現象による災害から国民の生命及び身体を保護するため必要があると認めると

き、火山現象に関する情報を知事に通報する。 

( イ) 北海道 

札幌管区気象台から通報を受けたとき、予想される災害の事態及びこれに対してと

るべき措置について、関係ある指定地方行政機関の長、指定地方公共機関の長、町長

及びその他の関係者に対し、必要な通報または要請をする。 

( ウ) 松前町 

知事から通報を受けたときは、通報に係る事項を関係機関及び住民その他関係のあ

る公私の団体に伝達する。 

この場合、必要があると認めるときは、予想される災害の事態及びこれに対してと

るべき措置について必要な通報、または警告をする。 

イ 通報及び伝達の系統 

札幌管区気象台から知事に通報された後の噴火警報・火口周辺警報・噴火予報等の伝

達及び対策通報並びに要請は、噴火警報等伝達系統図による。 
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8- 4- אל  1  

 

 

 

 

注 １．二重枠で囲まれている機関は、気象業務法施行令第８条第１号及び第９条の規定に基づく法定伝達先。 

  ２．二重線の経路は、気象業務法第 15 条の 2 によって、特別警報の通知若しくは周知の措置が義務づけられている伝達

経路。 

３．太線及び二重線の経路は、火山現象警報、火山現象特別警報、火山の状況に関する解説情報（臨時）及び噴火速報が

発表された際に、活動火山対策特別措置法第 12 条によって、通報または要請等が義務づけられている伝達経路。 

 

  ※１ あらかじめ定められた通信系統が障害となった場合は、札幌放送局及び該当する地方の放送局へ通知する。 
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8- 4- אל  4 ╗ ( אל )  

 
 

 
  

 

 
 

アトサヌ

プリ 

札幌管区 

気象台 

釧路地方気象台 釧路方面本部 釧 路 弟子屈町 

網走地方気象台 北見方面本部 ｵﾎｰﾂｸ 大空町、清里町、小清水町 

雌阿寒岳 
釧路地方気象台 釧路方面本部 

釧 路 
釧路市、弟子屈町、白糠町、

鶴居村 

十 勝 足寄町 

網走地方気象台 北見方面本部 ｵﾎｰﾂｸ 美幌町、津別町 

大雪山 旭川地方気象台 旭川方面本部 上 川 
上川町、愛別町、当麻町、 

東川町、美瑛町、旭川市 

十勝岳 
旭川地方気象台 旭川方面本部 上 川 

上富良野町、中富良野町、 

美瑛町、東川町、上川町、 

富良野市、南富良野町 

釧路地方気象台 釧路方面本部 十 勝 新得町 

樽前山 
室蘭地方気象台 北海道警察本部 胆 振 

苫小牧市、白老町、安平町、

厚真町、むかわ町 

札幌管区気象台 北海道警察本部 石 狩 千歳市、恵庭市 

倶多楽 室蘭地方気象台 北海道警察本部 胆 振 登別市、白老町 

有珠山 室蘭地方気象台 北海道警察本部 胆 振 
伊達市、洞爺湖町、壮瞥町、

豊浦町 

北海道 

駒ヶ岳 

函館地方気象台 函館方面本部 渡 島 
函館市、森町、七飯町、 

鹿部町 

室蘭地方気象台 北海道警察本部 胆 振 室蘭市、伊達市、洞爺湖町 

恵山 函館地方気象台 函館方面本部 渡 島 函館市 

8- 4- אל  5 ╗ Èǐǡ ǡאל É 

 
 

 
  

 

 
 

知床硫黄

山 

札幌管区 

気象台 

網走地方気象台 北見方面本部 ｵﾎｰﾂｸ 斜里町 

羅臼岳 
網走地方気象台 北見方面本部 ｵﾎｰﾂｸ 斜里町 

釧路地方気象台 釧路方面本部 釧 路 羅臼町 

天頂山 
網走地方気象台 北見方面本部 ｵﾎｰﾂｸ 斜里町 

釧路地方気象台 釧路方面本部 釧 路 羅臼町 

雄阿寒岳 釧路地方気象台 釧路方面本部 釧 路 釧路市 

摩周 
釧路地方気象台 釧路方面本部 

釧 路 弟子屈町、標茶町 

根 室 中標津町 

網走地方気象台 北見方面本部 ｵﾎｰﾂｸ 清里町 

丸山 釧路地方気象台 釧路方面本部 釧 路 上士幌町、新得町、鹿追町 

恵庭岳 札幌管区気象台 北海道警察本部 石 狩 恵庭市、千歳市 

渡島大島 函館地方気象台 函館方面本部 渡 島 松前町 

羊蹄山 札幌管区気象台 北海道警察本部 後 志 
倶知安町、京極町、 

喜茂別町、真狩村、ニセコ町 

ニセコ 札幌管区気象台 北海道警察本部 後 志 
倶知安町、ニセコ町、 

蘭越町、共和町 

利尻山 稚内地方気象台 旭川方面本部 宗 谷 利尻町、利尻富士町 

北方領土

の火山 
釧路地方気象台 釧路方面本部 根 室  

（注）北方領土の火山とは茂世路岳、散布山、指臼岳、小田萌山、択捉焼山、択捉阿登佐岳、ベルタルベ

山、ルルイ岳、爺爺岳、羅臼山、泊山をいう。 
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Ũ  

災害時の情報伝達は、地域の災害状況に対応し、各種伝達手段・系統を最大限かつ有効に

用いて行うこととし、第１編第５章第１節「災害情報収集・伝達計画」及び第２節｢災害通

信計画｣に定めるところによる。なお、町、道及び防災関係機関は、それぞれが有する情報

組織、ヘリコプター、無人航空機、衛星通信車、通信施設等を全面的に活用し、迅速・的確

な災害情報等を収集し、相互に交換する。 

ũ  

災害応急対策にあたり、正確な情報を迅速に提供することにより混乱の防止を図るため、

被災者の家族等及び地域住民に対して行う災害広報は、第１編第５章第３節｢災害広報・情報

提供計画｣の定めるところによる。 

Ū ꞌ  

町、道及び防災関係機関は、災害の拡大を防止するため、第１編第５章第５節｢応急措置実

施計画｣の定めるところにより応急措置を実施する。 

ū  

町等各関係機関は、人命の安全を確保するため、第１編第５章第４節「避難対策計画｣の定

めるところにより、必要な避難措置を実施する。 

Ŭ ╓ǡ  

町、道及び防災関係機関は、人の生命または身体に対する危険を防止するため、第１編第

５章第４節｢避難対策計画｣の定めるところ及び気象庁（札幌管区気象台）が発表する噴火警

報等（噴火警戒レベルを含む。）に応じた警戒区域の設定等を図り、住民への周知に努める。 

なお、警報の対象範囲、噴火警戒レベルの設定にあたってはあらかじめ関係機関等と協議

する。 

また、火山噴火に起因する土石流災害の急迫している場合において北海道開発局が行う

緊急調査（土砂災害が想定される土地の区域及び時期を明らかにするための調査）及び緊急

調査の結果通知される土砂災害緊急情報により、関係町は警戒避難体制を図るとともに住

民への周知に努める。 

ŭ Ǧ═  

町、道及び防災関係機関は、第１編第５章第９節｢救助救出計画｣及び第５章第10節｢医療

救護計画｣の定めるところにより、被災者の救助救出及び医療救護活動を実施する。 

また、町及び防災関係機関は、第１編第５章第27節｢行方不明者の捜索及び遺体の収容処理

埋葬計画｣の定めるところにより、行方不明者の捜索、遺体の収容、埋葬等を実施する。 
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Ů   Ǧ ǡ  

北海道警察並びに防災関係機関は、災害の拡大防止及び交通の確保のため、第１編第５章

第13節｢交通応急対策計画｣の定めるところにより、必要な交通規制等を実施する。 

10 ♥  

知事等法令で定める者は、第１編第５章第６節｢自衛隊派遣要請及び派遣活動計画｣の定め

るところにより、災害の規模や収集した災害情報から判断し、必要がある場合には、自衛隊

に対し災害派遣要請をする。 

11 ╓ꞌⱱ 

町、道及び消防機関は、災害の規模により、それぞれ単独で十分な災害対応対策を実施で

きない場合は、第１編第５章第７節｢広域応援・受援計画｣の定めるところにより、他の消防

機関、他の町、他都府県及び国への応援を要請する。 
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Ū   

 

火山災害により、地域の壊滅、または社会経済活動への甚大な被害が生じた場合、町及び道は、

被害の状況、地域の特性、被災者の意向等を勘案し、関係機関との密接な連携のもと、第１編第

10章｢災害復旧・復興、被災者援護計画｣の定めるところにより、迅速かつ円滑に復旧を進める。 
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第９章 事故災害対策計画 

 

社会・産業の高度化、複雑化、多様化に伴い、高度な交通・輸送体系の形成、多様な危険物等の

利用の増大などの社会構造の変化により、海上災害、航空災害、鉄道災害、道路災害、危険物等

災害、大規模な火事災害、林野火災など大規模な事故による被害( 事故災害) についての防災対策

の一層の充実強化を図るため、次のとおりそれぞれの事故災害について予防及び応急対策を定

める。 

 

Ŧ   

ӵ  

Ŧ  

船舶の衝突、乗揚、転覆、火災、爆発、浸水、機関故障等の海難の発生による多数の遭難者

行方不明者、死傷者等が発生し、またはまさに発生しようとしている場合に、早期に初動体制

を確立して、被害の軽減を図るため、防災関係機関が実施する各種の予防、応急対策について

は、本計画の定めるところによる｡ 

ŧ  

関係機関は、それぞれの組織を通じて相互に協力し、海難の発生を未然に防止し、または被

害を軽減するため必要な予防対策を実施する｡ 

Ŧ  

（１）船舶所有者等（船舶所有者、管理者、占有者等を含む｡以下この章において同じ）、松前

さくら漁業協同組合 

ア 気象情報の把握に努め、海難を未然に防止するため必要な措置を講ずる｡ 

イ 職員の非常参集体制、応急活動のためのマニュアルの作成等、応急体制を整備する｡ 

ウ 関係機関と相互に連携して実践的な防災訓練を実施し、海難発生時の活動手順、関係

機関との連携等について徹底を図るとともに、体制の改善等、必要な措置を講ずる｡ 

エ 船舶の火災等に備え、必要な消防力を整備するとともに自衛消防隊の組織化に努める｡ 

（２）北海道運輸局、第一管区海上保安本部、北海道、北海道警察、町( 松前消防署)  

ア 迅速、かつ、的確な災害情報の収集・連絡を行うための体制の整備を図る。 

イ 海難発生時における緊急情報連絡を確保するため、平時から災害対策を重視した通

信設備の整備・充実に努める｡ 
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ウ 職員の非常参集体制・応急活動のためのマニュアルの作成等、応急体制を整備する｡ 

エ 海難発生時における応急活動等に関し、あらかじめ協定の締結を行う等、平時から関

係機関相互の連携体制の強化を図る｡ 

オ 海難発生時の救急、救助、救護に備え、資機材等の整備促進に努める。 

カ 関係機関と相互に連携して実践的な防災訓練を実施し、海難発生時の活動手順、関係

機関との連携等について徹底を図るとともに、体制の改善等、必要な措置を講ずる｡ 

キ 船舶所有者及び船長に対し、次により気象情報の把握に努め荒天に際しては、早期避

難、避泊を図ることを指導するとともに、漁業協同組合に対し、気象情報の常時把握と

組合員に対する迅速な伝達組織の確立を図ることを指導する｡ 

（ア）漁業気象通報及び天気予報等の放送を聴取し、周辺海域の気象状況の把握に努める｡ 

（イ）漁業無線局の気象通報は、各出漁船に対し、最も適切にその状況を伝えるので、必

ず聴取するとともに、荒天に対処する海上保安部からの警告指導が出た場合は、速や

かに適切な措置を講ずる｡ 

ク 法令の定めるところにより適切な予防対策を講ずるほか、公益社団法人北海道海難

防止・水難救済センターとともに、船舶所有者及び乗組員に対し次の事項を指導する｡ 

（ア）船体、機関、救命設備( 救命用具、信号用具、消防設備等) 及び通信施設の整備 

（イ）気象状況の常時把握と適正な準備体制の確立 

（ウ）漁船乗務員の養成と資質の向上 

（エ）小型漁船の集団操業の励行と相互救護体制の強化 

（オ）海難防止に対する意識の高揚 

ケ 第一管区海上保安本部及び北海道運輸局は、次の事項に留意し、随時立入検査等を行

い、船舶所有者及び船長に対し、適切な指導を行う｡ 

（ア）海技従事有資格者の乗船確認 

（イ）無線従事有資格者の乗船確認 

（ウ）救命器具並びに消火器具等の設備の確認 

Ũ ꞌ  

Ŧ  

海難が発生し、またはまさに発生しようとしている場合の情報の収集及び通信等は次によ

り実施する｡ 

（１）情報通信連絡系統 

海難が発生し、またはまさに発生しようとしている場合の連絡系統は、 9- 1- 1のとおりと

する。 
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（２）実施事項 

各関係機関は、情報収集に努めるとともに、把握した情報について迅速に他の関係機関

に連絡し、情報の共有化、応急対策の調整等を行う｡ 

 

9- 1- 1   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ŧ ╓ ǡ  

第１編第５章第３節｢災害広報・情報提供計画｣の定めによるほか、次により実施する。 

（１）実施機関 

船舶所有者等、漁業協同組合、北海道運輸局、第一管区海上保安本部、町( 松前消防署) 、

北海道、北海道警察 

（２）実施事項 

ア 被災者の家族等への広報 

関係機関は、被災者の家族等からの問い合わせ等に対応する体制を整えるほか、被災

者の家族等に役立つ次の情報について、正確に、きめ細かく、適切に提供する｡ 

（ア）海難の状況 

（イ）家族等の安否情報 

（ウ）医療機関等の情報 

（エ）関係機関の応急対策に関する情報 

（オ）その他必要な事項 

イ 旅客及び地域住民等への広報 

関係機関は、報道機関を通じ、または広報車の利用及び広報板の掲示等により次の事

項について広報を実施する｡ 

（ア）海難の状況 

（イ）旅客及び乗組員等の安否情報 

（ウ）医療機関等の情報 

（エ）関係機関の応急対策に関する情報 

（オ）その他必要な事項 

遭難船舶、所有者等 
第一管区海上保安本部

遭難船舶、所有者等 函館海上保安部 

北海道運輸局 

北海道 

国( 消防庁)  

北海道警察 

関係機関・団体 

渡島総合振興局 

松前町 

( 松前消防署)  
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Ũ ꞌ  

（１）松前町 

町長は、海難が発生し、または発生するおそれがある場合、その状況に応じて応急活動

体制を整え、その地域に係る災害応急対策を実施する｡ 

（２）防災関係機関 

関係機関の長は、海難が発生し、または発生するおそれがある場合、その状況に応じて

応急活動体制を整え、関係機関と連携をとりながら、その所管に係る災害応急対策を実施

する｡ 

（３）災害対策現地合同本部の設置 

関係機関は、円滑、迅速な応急対策の実施を図るため、必要に応じて協議のうえ、｢災

害対策現地合同本部設置要綱｣に基づき現地合同本部を設置し、災害応急対策を行うこと

とする｡ 

ũ  

海難船舶の捜索活動は、関係機関が相互に密接に協力のうえ、漁業協同組合、水難救難所

の協力を得て、それぞれ船舶、ヘリコプターなどを活用して行う｡ 

Ū  

海難発生時における救助救出活動については、第１編第５章第９節｢救助救出計画｣の定め

によるほか次による。 

（１）実施事項 

ア 第一管区海上保安本部( 海上保安庁法第５条)  

（ア）海難の際の人命、積荷及び船舶の救助並びに天災事変その他救済を必要とする場合

における援助を行うこと。 

（イ）船舶交通の障害の除去に関すること。 

（ウ）海上保安庁以外の者で海上において人命、積荷及び船舶の救助を行うもの並びに船

舶交通に対する障害を除去するものの監督に関すること。 

（エ）警察庁及び都道府県警察、税関、検疫所その他関係行政庁との間における協力、共

助及び連絡に関すること。 

イ 町( 災害対策基本法第62条、水難救護法第１条)  

（ア）遭難船舶を認知した町は、海上保安部及び警察署に連絡するとともに、町防災計画

に基づき直ちに現場に臨み、救護措置を行うこと｡ 

（イ）救護のため必要があるときは、住民を招集し、船舶車馬その他の物件を徴用し、ま

たは他人の所有地を使用し、救助の指揮を行うこと｡ 

ウ 松前警察署( 水難救護法第４条)  

警察官は、救護の事務に関し、町長を助け、町長が現場にいない場合は、町長に代っ

てその職務を行うこと｡ 
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エ 松前さくら漁業協同組合 

常時所属出漁船の動静を把握し、海難発生時には、適切な指示を与えるとともに、関

係機関に対する連絡にあたる｡ 

オ 水難救難所（道内に107箇所設置されているボランティア組織） 

関係機関の実施する海難による人命、船舶及び積荷の救済に協力すること｡ 

ū  

領海内における船舶等火災の消火活動については、当該地域の海上保安部署と消防機関が

締結した船舶消火に関する業務協定に基づき実施する。 

Ŭ ═  

海難発生時の医療救護活動については、第１編第５章第10節｢医療救護計画｣の定めるとこ

ろにより実施する。 

ŭ ǡ Ǧ┼ ǡ  

海難発生時における行方不明者の捜索、遺体の収容、埋葬等について町等各関係機関は、

第１編第５章第27節「行方不明者の捜索及び遺体の収容処理埋葬計画｣の定めるところにより

実施する｡ 

Ů  

海難発生時における交通規制については、第１編第５章第13節｢交通応急対策計画｣の定め

るところにより実施する｡ 

10 ♥  

海難発生時における自衛隊派遣要請については、第１編第５章第６節により実施する。 

11 ╓ꞌⱱ 

町、道及び消防機関は、海難の規模によりそれぞれ単独では十分な災害応急対策を実施でき

ない場合は、第１編第５章第７節｢広域応援・受援計画｣の定めるところにより他の消防機関、

他の市町村、他都府県及び国へ応援を要請する｡ 
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9- 1- 1  ↨ ( )Ǜ Ǜǡ Ǟאל ǌǾ  

          

小樽海上保安部 小樽市消防本部 

石狩北部地区消防事務組合消

防本部 

岩内・寿都地方消防組合消防

本部 

瀬棚海上保安署 檜山広域行政組合消防本部 

室蘭海上保安部 室蘭市消防本部 

苫小牧海上保安署 苫小牧市消防本部 

 北後志消防組合  胆振東部消防組合消防本部 

留萌海上保安部 増毛町消防本部 釧路海上保安部 釧路市消防本部 

 留萌消防組合消防本部 

北留萌消防組合消防本部 

 釧路東部消防組合消防本部 

稚内海上保安部 稚内地区消防事務組合消防本部 

利尻礼文消防事務組合消防本部 

南宗谷消防組合消防本部 
広尾海上保安署 とかち広域消防局 

根室海上保安部 根室市消防本部 

 北留萌消防組合消防本部  根室北部消防事務組合 

函館海上保安部 函館市消防本部 

南渡島消防事務組合消防本部 

羅臼海上保安署 根室北部消防事務組合 

紋別海上保安部 紋別地区消防組合消防本部 

 渡島西部広域事務組合消防本部 

森町消防本部 

長万部町消防本部 

八雲町消防本部 

 遠軽地区広域組合消防本部 

江差海上保安署 檜山広域行政組合消防本部 網走海上保安署 網走地区消防組合 

 八雲町消防本部  北見地区消防組合 

斜里地区広域組合消防本部 

遠軽地区広域組合消防本部 

※「八雲町消防本部」にあっては、「函館海上保安部」、「江差海上保安署」と三機関の、「遠軽地区広

域組合消防本部」にあっては、「紋別海上保安部」、「網走海上保安署」との三機関の業務協定 
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Ӷ  

Ŧ  

船舶に衝突、乗揚、転覆、火災、爆発、浸水、機関故障等の海難事故により船舶からの油等

の大量流出等による著しい海洋汚染、火災、爆発等が発生し、またはまさに発生しようとして

いる場合に、早期に初動体制を確立して、被害の軽減を図るため、防災関係機関が実施する各

種の予防、応急対策については、本計画の定めるところによる｡ 

なお、臨港地区等における危険物等の流出等による災害対策については第１編第９章第４

節｢危険物等災害対策計画｣の定めるところによる｡ 

ŧ  

関係機関は、それぞれの組織を通じて相互に協力し、海難事故による油等の海上流出等を未

然に防止し、または被害を軽減するため必要な予防対策を実施する｡ 

Ŧ ǡ  

( 北海道開発局、北海道運輸局、第一管区海上保安本部、北海道、北海道警察、町( 松前

消防署))  

（１）迅速、かつ、的確な災害情報の収集・連絡を行うための体制の整備を図る｡ 

（２）災害時における緊急情報連絡を確保するため、平時から災害対策を重視した通信設備の

整備・充実に努める｡ 

（３）職員の非常参集体制、応急活動のためのマニュアルの作成等、応急体制を整備する｡ 

（４）災害時における応急活動等に関し、あらかじめ協定の締結を行う等、平時から関係機関

相互の連携体制の強化を図る｡ 

（５）災害時の油等の大量流出等に備え、消防艇、化学消火剤、油処理剤、オイルフェンス等の

資器材の整備促進に努めるとともにその整備状況等について関係機関と情報を共有する｡ 

（６）関係機関と相互に連携して実践的な防災訓練を実施し、災害時の活動手順、関係機関と

の連携等について徹底を図るとともに、体制の改善等、必要な措置を講ずる｡ 

ŧ ǡ ǡ  

（１）北海道開発局 

港湾及び漁港における直轄工事の計画、施工に関して防災上留意すべき事項について十

分配慮する｡ 

（２）第一管区海上保安本部 

ア 防災活動を適切かつ効果的に実施するため、次に掲げる防災関係資料の収集及び調

査研究を行う｡ 

（ア）油等大量流出事故による災害発生の予想に関する資料( 各種原因による災害発生時

期及び程度の予想並びに判断のための諸資料)  
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（イ）港湾状況( 特に避難港、避難地、危険物の荷役場所、貯木場、はしけ溜まり等の状況)  

（ウ）防災施設、器材等の種類、分布の状況等救助に必要な器材能力の基礎調査( 曳船、

サルベージ、消火及び油除去作業、潜水作業） 

イ 北海道沿岸海域排出油等防除計画の普及及び排出油等の防除に関する協議会の育成

強化 

ウ 防災に関し関係機関、報道機関等と緊密な連絡をとり次の方法により関係者を指導

啓発する。 

（ア）海難防止運動、防災の日等の諸行事における防災に関する講習会の開催、防災参考

資料の配布等 

（イ）船舶に対する訪船指導 

エ 海事関係法令違反は、海難の発生に直接結び付くものであり、海事関係法令の遵守の

徹底を図るため、日常業務において一般船舶、特にタンカー及び危険物積載船舶等に対

する立入検査を実施して、次の事項の励行を図り、海難の未然防止に努める｡ 

（ア）船舶安全法に基づく安全基準の励行 

（イ）船舶職員及び小型船舶操縦者法、船員法等乗組員に関する法令の遵守 

（ウ）港則法、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律並びに危険物船舶運送及び貯

蔵規則等に関する法令の遵守 

（３）北海道 

ア 市町村の流出油等対策計画の樹立及び必要な資材の備蓄について指導する｡ 

イ 市町村等の港湾及び航路の計画、施行に関して防災上留意すべき事項について十分

配慮するよう指導する。 

ウ 市町村及び関係機関が行う予防対策の連絡調整を実施する。 

（４）松前町( 消防機関)  

ア 油類積載船舶の接岸荷役の安全を確保するため、岸壁及びその付属施設( 防舷材、け

い船柱) 等の改修、岸壁水深の維持に努める｡ 

イ 大量の危険物荷役中の警備及び監視を厳重にし、火気及び立入禁止の徹底を図る。 

ウ 船舶所有者等、漁業協同組合に対し、荷役について次のとおり指導する｡ 

（ア）荷役は油槽所等の保安担当職員の指導監督のもとに行うこと｡ 

（イ）消火器具の配備。 

（ウ）油流出事故の予防対策及び化学消火剤等の配備。 

（エ）立入禁止、火気厳禁の標示の徹底 

エ 入港船舶の危険物積載の状況等、消防活動上、あらかじめ掌握しておくことが必要と

認められる資料及び情報について関係機関と相互に交換する｡ 

Ũ    

（１）気象情報等の把握に努め、海上等における流出油等災害を未然に防止するため必要な措

置を講ずる｡ 
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（２）職員の非常参集体制は、応急活動のためのマニュアルの作成等、応急体制を整備する｡ 

（３）災害時の油等の大量流出等に備え、化学消火剤、油処理剤、オイルフェンス等の資機材

の整備推進に努める｡ 

（４）関係機関と相互に連携して実践的な防災訓練を実施し、災害時の活動手順、関係機関と

の連携等について徹底を図るとともに、体制の改善等、必要な措置を講ずる｡ 

Ũ ꞌ  

油等大量流出事故時の対応は、本計画に定めるもののほか、「流出油事故災害対応マニュア

ル」に基づいて実施する。 

Ŧ  

油等の大量流出事故が発生し、またはまさに発生しようとしている場合の情報の収集及

び通信等は次により実施する｡ 

（１）情報通信連絡系統 

油等の大量流出事故が発生し、またはまさに発生しようとしている場合の連絡系統は

別記のとおりとする。 

（２）実施事項 

関係機関は、情報収集に努めるとともに、把握した情報について迅速に他の関係機関に

連絡し、情報の共有化、応急対策の調整等を行う｡ 

ŧ  

油等大量流出事故災害時の広報は、第１編第５章第３節｢災害広報・情報提供計画｣の定め

によるほか、次により実施する｡ 

（１）実施機関 

船舶所有者等、漁業協同組合、危険物関係施設管理者、港湾管理者、北海道運輸局、第

一管区海上保安本部、町( 松前消防署) 、北海道、北海道警察 

（２）実施事項 

   ア 旅客及び地域住民等への広報 

関係機関は、報道機関を通じ、または広報車の利用及び広報板の掲示等により次の

事項について広報を実施する。 

（ア）油等大量流出事故災害の状況 

（イ）関係機関の災害応急対策に関する情報 

（ウ）海上輸送復旧の見通し 

（エ）避難の必要性等、地域に与える影響 

（オ）その他必要な事項 
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Ũ ꞌ  

（１）松前町 

町長は、油等大量流出事故災害時、その状況に応じて応急活動体制を整え、その地域に

係る災害応急対策を実施する｡ 

（２）防災関係機関 

関係機関の長は、油等大量流出事故災害時、その状況に応じて応急活動体制を整え、関

係機関と連携を取りながら、その所管に係る災害応急対策を実施する｡ 

（３）災害対策現地合同本部の設置 

関係機関は、円滑・迅速な応急対策の実施を図るため、必要に応じて協議のうえ｢災害

対策現地合同本部設置要綱｣に基づき現地合同本部を設置し、災害応急対策を行うことと

する｡ 

ũ ǡ ǱǒǢ ǌǾ ǿƿƵǾ ǡ  

主な防災関係機関等の実施事項は次のとおりである｡ 

（１）事故の原因者等 

速やかに第一管区海上保安本部等、最寄りの海上保安機関に通報するとともに、油等が

流出した場合は、汚染の拡大を防ぎ、引き続く流出を止め、除去し、または油等が流出す

るおそれがあるときは、流出を防止する等の防除活動を実施しなければならない。 

（２）第一管区海上保安本部 

ア 巡視船艇、航空機または海上保安官により、流出油等の汚染拡散範囲及び性状の変化

状況等を調査するとともに、関係機関に情報を提供する。 

イ 周辺海域の警戒を行い、必要に応じて船舶交通の整理、指導または制限の措置を講ずる。 

特に必要が認められるときは、区域を設定し、船舶等に対し、区域外への退去及び入

域の制限または禁止の指示を行う。 

ウ 防除活動等の必要な措置を行うべき事故原因者等の防除措置義務者の対応が不十分

なときは、指導または命令を行い、緊急に防除措置を講ずる必要があると認めるとき

は、巡視船艇等により応急の防除措置を講じる。 

エ 緊急を要し、かつ、必要と認められるときは、海上災害防止センターに対し流出油防

除のための必要な措置を講ずることを指示する｡ 

オ 排出油等の防除に関する協議会等関係機関に対し、それぞれの立場に応じた防除活

動や協議会相互の連携ができるように調整を行う。 

カ 船艇等による油防除作業、船舶からの油の抜き取り、オイルフェンスの展張、油処理

剤の使用等防除作業の実施に必要な事項について指導を行う。 

キ 第一管区海上保安本部長等は、特に必要があると認めるときは、関係行政機関の長 

または関係地方公共団体の長その他の執行機関に対し、排出された油、有害液体物質、

廃棄物その他の物の除去、排出のおそれがある油若しくは有害液体物質の抜取りまた
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は沈没し、若しくは乗り揚げた船舶の撤去、その他の海洋の汚染を防止するため必要な

措置を講ずることを要請することができる。 

（３）北海道開発局 

流出油等の海岸等への漂着に対処するため、ヘリコプター等による流出油の情報収集

及び関係機関への情報提供並びに必要に応じ、関係市町村に必要な防除資機材の応援措

置を講ずる｡ 

また、国土交通省が保有する大型油回収船の出動にあたり、必要な調整を行う。 

（４）北海道、松前町( 松前消防署)  

ア 北海道はヘリコプターにより流出油の漂流状況等の情報収集を行うとともにその情

報を関係機関へ提供する。 

イ 油流出等の海岸等への漂着に対処するため、直ちに関係機関と協力のうえ、必要に応

じて、流出油等の防除、環境モニタリング等必要な措置を講ずる｡ 

防除措置を実施するにあたっては、必要な資機材を迅速に調達し、流出油等による被

害の軽減に努める｡ 

（５）北海道警察 

ア 油等大量流出等の災害が発生した場合には、警察用航空機、警察船舶等を活用すると

ともに、沿岸における警ら活動を行い、漂着物の状況等を把握する。 

イ 油等大量流出等の災害が発生した場合には、関係機関と緊密に連携し、必要により地

域住民等の避難誘導、立入禁止区域警戒、交通規制等を実施する。 

Ø 5- 2 Ù 

Ū  

流出油等の海上火災等発生時における消防活動は次により実施する。 

（１）第一管区海上保安本部 

速やかに巡視船艇により消火活動を行うとともに、必要に応じて町( 松前消防署) に協力

を要請する｡ 

（２）松前町( 松前消防署)  

火災状況等の情報収集に努め、第一管区海上保安本部の消火活動に協力する｡ 

ū  

流出油等による火災、爆発により住民の生命及び身体の安全、保護を図るため必要がある

場合は第１編第５章第４節「避難対策計画」の定めるところにより実施する｡ 

Ŭ  

海上災害時における交通規制については、第１編第５章第13節｢交通応急対策計画｣の定め

るところにより実施する｡ 
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ŭ ♥  

流出油等事故災害時における自衛隊派遣要請については、第１編第５章第６節「自衛隊派

遣要請及び派遣活動計画」により実施する。 

Ů ╓ꞌⱱ 

町、道及び消防機関は、流出油等事故災害の規模によりそれぞれ単独では十分な災害応急

対策を実施できない場合は、第１編第５章第７節｢広域応援・受援計画｣の定めるところによ

り他の消防機関、他の市町村、他都府県及び国へ応援を要請する｡ 

10 Ǧ ǡ  

危険物関係施設管理者及び水難救難所は、流出油等防災対策上関係機関から要請があった

場合、保有する諸資機材等をもって協力を行う｡ 

11 ɅɒɜȯȌȋǛǡ  

流出油の防除作業等には多くの労働力が必要となる｡それらの作業を実施する防災ボラン

ティア団体等の受入れ等については、第１編第５章第31節｢災害ボランティアとの連携計画｣

の定めるところによる｡ 
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ŧ   

 

Ŧ  

町域において、航空機の墜落炎上等により多数の死傷者を伴う大規模な事故（以下｢航空災

害｣という｡）が発生し、またはまさに発生しようとしている場合に、早期に初動体制を確立し

て、その拡大を防御し被害の軽減を図るため、防災関係機関が実施する各種の予防、応急対策

については、本計画の定めるところによる｡ 

ŧ  

関係機関は、それぞれの組織を通じて相互に協力し、航空災害を未然に防止するため必要

な予防対策を実施する｡ 

Ŧ  

（１）東京航空局空港事務所、空港管理事務所、空港運営権者 

ア 航空運送事業者に航空交通の安全確保に関する情報を適時・適切に提供し、航空災害

を未然に防止するため適切な措置をとる｡ 

イ 迅速、かつ、的確な災害情報の収集・連絡を行うための体制の整備を図る｡ 

ウ 災害時における緊急情報連絡を確保するため、平時から災害対策を重視した通信設

備の整備・充実に努める｡ 

エ 職員の非常参集体制、応急活動のためのマニュアルの作成等、災害応急体制を整備す

る｡ 

オ 災害時における応急活動等に関し、あらかじめ協定の締結を行う等、平時から関係機

関相互の連携体制の強化を図る｡ 

カ 災害時の救急・救助、救護、消防活動に備え、資機材等の整備促進に努める｡ 

キ 関係機関と相互に連携して実践的な防災訓練を実施し、災害時の活動手順、関係機関

との連携等について徹底を図るとともに、体制の改善等、必要な措置を講ずる。 

（２）航空運送事業者 

ア 航空交通の安全に関する各種情報を、事故予防のために活用し、航空災害を未然に防

止するため必要な措置を講ずる｡ 

イ 職員の非常参集体制、応急活動のためのマニュアルの作成等、災害応急体制を整備す

る｡ 

ウ 関係機関と相互に連携して実践的な防災訓練を実施し、災害時の活動手順、関係機関

との連携等について徹底を図るとともに、体制の改善等、必要な措置を講ずる。 
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Ũ ꞌ  

Ŧ  

航空災害が発生し、またはまさに発生しようとしている場合の情報の収集及び通信等は、

次により実施する｡ 

（１）情報通信連絡系統 

航空災害が発生し、またはまさに発生しようとしている場合の情報伝達系統は、 9- 2-

1のとおりとする｡ 

（２）実施事項 

ア 関係機関は、災害発生時に直ちに災害情報連絡のための通信手段を確保する。 

イ 関係機関は、災害情報の収集に努めるとともに、把握した情報について迅速に他の関

係機関に連絡する｡ 

ウ 関係機関は、相互に緊密な情報交換を行い、情報の確認、共有化、応急対策の調整等

を行う。 

 

9- 2- 1   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ŧ  

災害応急対策の実施にあたり、正確な情報を迅速に提供することにより混乱の防止を図る

ため、被災者の家族等、旅客及び地域住民等に対して行う災害広報は、第１編第５章第３節

｢災害広報・情報提供計画｣の定めによるほか、次により実施する｡ 

（１）実施機関 

東京航空局空港事務所、空港管理事務所、空港運営権者、航空運送事業者、町( 松前消

防署) 、北海道、北海道警察、第一管区海上保安本部 

航空機事故発見者 松前警察署 航空事業者 

航空事業者 渡島西部広域事務組合 

松前消防署 

松 前 町 

渡島総合振興局 

北 海 道 

 

・函館海上保安部 

・第一管区海上保安本部 

函館航空基地 

・自衛隊 

・函館地方気象台 

・渡島医師会 

・その他関係機関 

防災関係機関 
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（２）実施事項 

ア 被災者の家族等への広報 

関係機関は、被災者の家族等からの問い合わせ等に対応する体制を整えるほか、被災

者の家族等に役立つ次の情報について、正確に、きめ細かく、適切に提供する｡ 

（ア）航空災害の状況 

（イ）家族等の安否情報 

（ウ）医療機関等の情報 

（エ）関係機関の災害応急対策に関する情報 

（オ）その他必要な事項 

イ 旅客及び地域住民等への広報 

関係機関は、報道機関を通じ、または広報車の利用及び広報板の掲示等により、次の

事項についての広報を実施する｡ 

（ア）航空災害の状況 

（イ）旅客及び乗務員等の安否情報 

（ウ）療機関等の情報 

（エ）関係機関の災害応急対策に関する情報 

（オ）航空輸送復旧の見通し 

（カ）避難の必要性等、地域に与える影響 

（キ）その他必要な事項 

Ũ ꞌ  

（１）松前町 

町長は、航空災害時、その状況に応じて応急活動体制を整え、その地域に係る災害応急

対策を実施する｡ 

（２）防災関係機関 

関係機関の長は、航空災害時、その状況に応じて応急活動体制を整え、関係機関と連携

をとりながら、その所管に係る災害応急対策を実施する。 

（３）災害対策現地合同本部の設置 

関係機関は、円滑・迅速な応急対策の実施を図るため、必要に応じて協議の上、｢災害

対策現地合同本部設置要綱｣に基づき現地合同本部を設置し、災害応急対策を行う｡ 

ũ  

航空機の捜索活動は、東京救難調整本部を通じて、各関係機関が相互に密接に協力のうえ、

それぞれヘリコプターなど多様な手段を活用して行う｡ 

Ū  

航空災害時における救助救出活動については、東京航空局空港事務所等が行う発生直後の

救助救出活動のほか、第１編第５章第９節｢救助救出計画」の定めにより実施する。 
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ū ═  

航空災害時における医療救護活動については、第１編第５章第10節｢医療救護計画｣の定

めによるほか、次により実施する｡ 

（１）東京航空局空港事務所、空港管理事務所、空港運営権者 

ア 空港及びその周辺の災害時において、速やかに被害状況を把握するとともに、初期救

護活動を実施する｡ 

イ 災害の規摸等により必要に応じ、平成２年８月27日付け空管第116号運輸省航空局長

通知に基づく｢空港医療救護活動に関する協定｣( 別記２) 等に基づき、地元医師会に医

療救護活動を要請する｡ 

（２）地元医師会 

「空港医療救護活動に関する協定」による要請に基づき医療救護活動を実施する｡ 

Ŭ  

航空災害時における消防活動は、次により実施する｡ 

（１）東京航空局空港事務所、空港管理事務所、空港運営権者 

ア 空港及びその周辺の災害時において、速やかに航空災害による火災の発生状況を把握

し、消防機関に通報するとともに、初期消火活動を実施する｡ 

イ 昭和45年５月25日付け空管第124号運輸省航空局長通知に基づく｢空港及びその周辺に

おける消火救難活動に関する協定｣( 別記３) 等に基づき、消防機関と連携協力して化学消

防車、化学消火薬剤等による消防活動を迅速に実施する｡ 

（２）消防機関 

ア 消防機関は、速やかに航空災害による火災の発生状況を把握するとともに、化学消

防車、化学学消火薬剤等による消防活動を迅速に実施する｡ 

イ 消防機関の職員は、航空災害による火災が発生した場合において、消防活動の円滑化

を図るため、必要に応じて消防警戒区域を設定する。 

ŭ ǡ Ǧ┼ ǡ  

町等各関係機関は、第１編第５章第27節｢行方不明者の捜索及び遺体の収容処理埋葬計画｣

の定めにより行方不明者の捜索、遺体の収容、埋葬等を実施する。 

Ů  

北海道警察等各関係機関は、災害の拡大防止及び交通の確保のため、第１編第５章第13節

｢交通応急対策計画｣の定めにより必要な交通規制を行う｡ 

10 ♫ Ǧ  

航空災害時における防疫及び廃棄物処理等は、次により実施する｡ 

（１）実施機関 

町、北海道 
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（２）実施事項 

災害に係る航空機が国際線である場合は、空港検疫所等と密接な連携を図りつつ、第１

編第５章第11節｢防疫計画｣の定めるところにより、的確な応急防疫対策を講ずる｡ 

また、第１編第５章第30節｢廃棄物等処理計画｣の定めるところにより廃棄物処理等に

係る応急対策を講ずる｡ 

11 ♥  

航空災害発生時における自衛隊派遣要請については、町長が航空災害の規模や収集した被

害情報から判断し、必要がある場合には、第１編第５章第６節｢自衛隊派遣要請及び派遣活動

計画｣により、知事（渡島総合振興局長）へ自衛隊の派遣要請を要求する｡ 

また、町長は、自衛隊への派遣要請が迅速に行えるよう、あらかじめ要請の手順、連絡先

等について必要な準備を整えておく｡ 

12 ╓ꞌⱱ 

町、道及び消防機関は、災害の規模により、それぞれ単独では十分な災害応急対策を実施

できない場合は、第１編第５章第７節｢広域応援・受援計画｣の定めるところにより、他の消

防機関、他の市町村、他都府県及び国へ応援を要請する｡ 
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Ũ   

 

Ŧ  

道路構造物の被災または高速自動車国道における車両の衝突等により、大規模な救急救助

活動や消火活動等が必要とされている災害（以下｢道路災害｣という｡）が発生し、またはまさ

に発生しようとしている場合に、早期に初動体制を確立して、その拡大を防御し被害の軽減

を図るため、防災関係機関が実施する各種の予防、応急対策については、本計画の定めると

ころによる｡ 

ŧ  

関係機関は、それぞれの組織を通じて相互に協力し、道路災害を未然に防止するため必要

な予防対策を実施する｡ 

Ŧ  

（１）道路管理者 

ア トンネルや橋梁等、道路施設の点検体制を強化し、施設等の現況の把握に努めると

ともに異常を迅速に発見し、速やかな応急対策を図るために情報の収集、連絡体制の

整備を図る。 

また、異常が発見され、災害が発生するおそれがある場合に、道路利用者にその情

報を迅速に提供するための体制の整備を図る。 

イ 道路災害を予防するため、必要な施設の整備を図るとともに、道路施設の安全を確

保するため必要な体制の整備に努める。 

ウ 道路災害を未然に防止するため、安全性・信頼性の高い道路ネットワーク整備を計

画的かつ総合的に実施する｡ 

エ 職員の非常参集体制、応急活動のためのマニュアルの作成等、災害応急体制を整備

する｡ 

オ 関係機関と相互に連携して実践的な防災訓練を実施し、道路災害等の情報伝達、活動

手順等について徹底を図るとともに、必要に応じ体制の改善等の必要な措置を講ずる｡ 

カ 道路災害時に、施設、設備の被害情報の把握及び応急復旧を行うため、あらかじめ

体制、資機材を整備する｡ 

キ 道路利用者に対して道路災害時の対応等の防災知識の普及・啓発を図る。 

ク 道路災害の原因究明のための総合的な調査研究を行い、その成果を踏まえ再発防止

対策を実施する｡ 
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（２）北海道警察 

道路交通の安全のための情報の収集を図り、異常が発見され、災害が発生するおそれ

のある場合には、通行の禁止など必要な措置を行い、道路利用者に周知するとともに、

被災現場及び周辺地域等において、交通安全施設の点検を実施するなど必要な措置を講

ずる｡ 

Ũ ꞌ  

Ŧ  

道路災害が発生し、またはまさに発生しようとしている場合の情報の収集及び通信等は、

次により実施する｡ 

（１）情報連絡系統 

道路災害が発生し、またはまさに発生しようとしている場合の連絡系統は、 9- 3- 1の

とおりとする｡ 

（２）実施事項 

ア 町及び関係機関は、災害発生時に直ちに災害情報連絡のための通信手段を確保する｡ 

イ 町及び関係機関は、災害情報の収集に努めるとともに、把握した情報について迅速

に他の関係機関に連絡する｡ 

ウ 町及び関係機関は、相互に緊密な情報交換を行い、情報の確認、共有化、応急対策

の調整等を行う。」 

9- 3- 1   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ŧ  

災害応急対策の実施にあたり、正確な情報を迅速に提供することにより混乱の防止を図る

ため、被災者の家族等、道路利用者及び地域住民等に対して行う災害広報は、第１編第５章

第３節｢災害広報・情報提供計画｣の定めによるほか、次により実施する｡ 

（１）実施機関 

道路管理者、町( 松前消防署) 、北海道、北海道警察 

事故発見者 道路管理者 

国道：函館開発建設部 

   江差道路事務所 

道道：渡島総合振興局 

函館建設管理部松前

出張所 

町道：松前町（建設水道課） 

函館開発建設部 

渡島総合振興局 

松 前 町 

松前消防署 

松前警察署 

北 海 道 

地域住民 

・防災関係機関 
・その他関係機関 
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（２）実施事項 

ア 被災者の家族等への広報 

関係機関は、被災者の家族等からの問い合わせ等に対応する体制を整えるほか、被

災者の家族等に役立つ次の情報について、正確に、きめ細かく適切に提供する｡ 

（ア）道路災害の状況 

（イ）家族等の安否情報 

（ウ）医療機関等の情報 

（エ）関係機関等の災害応急対策に関する情報 

（オ）その他必要な事項 

イ 道路利用者及び地域住民等への広報 

関係機関は、報道機関を通じ、または広報車の利用及び広報板の掲示等により、次

の事項についての広報を実施する。 

（ア）道路災害の状況 

（イ）被災者の安否情報 

（ウ）医療機関等の情報 

（エ）関係機関の災害応急対策に関する情報 

（オ）施設等の復旧状況 

（カ）避難の必要性等、地域に与える影響 

（キ）その他必要な事項 

Ũ ꞌ  

（１）松前町 

町長は、道路災害時、その状況に応じて応急活動体制を整え、その地域に係る災害応

急対策を実施する｡ 

（２）防災関係機関 

関係機関の長は、道路災害時、その状況に応じて応急活動体制を整え、関係機関と連

携をとりながら、その所管に係る災害応急対策を実施する｡ 

（３）災害対策現地合同本部の設置 

関係機関は、円滑・迅速な応急対策の実施を図るため、必要に応じて協議の上、｢災害

対策現地合同本部設置要綱｣に基づき現地合同本部を設置し、災害応急対策を行うことと

する｡ 

ũ  

道路災害時における救助救出活動については、道路管理者が行う初期救助活動のほか、第

１編第５章第９節｢救助救出計画｣の定めにより実施する。 
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Ū ═  

道路災害時における医療救護活動については、第１編第５章第10節｢医療救護計画｣の定め

によるもののほか、道路管理者も、関係機関による迅速、かつ、的確な救護の初期活動が行

われるよう協力する｡ 

ū  

道路災害時における消防活動は、次により実施する｡ 

（１）道路管理者 

道路災害による火災の発生に際しては、消防機関による迅速、かつ、的確な初期消火

活動が行われるよう協力する。 

（２）消防機関 

ア 消防機関は、速やかに道路災害による火災の発生状況を把握するとともに、迅速に

消防活動を実施する｡ 

イ 消防機関の職員は、道路災害による火災が発生した場合において、消防活動の円滑

化を図るため、必要に応じて消防警戒区域を設定する｡ 

Ŭ ǡ Ǧ┼ ǡ  

町等各関係機関は、第１編第５章第27節｢行方不明者の捜索及び遺体の収容処理埋葬計画｣

の定めにより行方不明者の捜査、遺体の収容、埋葬等を実施する｡ 

ŭ  

道路災害時における交通規制については、第１編第５章第13節｢交通応急対策計画｣の定

めによるほか次により実施する｡ 

（１）北海道警察 

道路災害発生地に通じる道路及び周辺道路等において、災害の拡大防止及び交通の確

保のため必要な交通規制を行う｡ 

（２）道路管理者 

自己の管理する道路において、災害の拡大防止及び交通の確保のため必要な交通規制

を行う｡ 

Ů  

道路災害により危険物が流出し、またはそのおそれがある場合は、第１編第９章第４節｢危

険物等災害対策計画｣の定めるところにより速やかに対処し、危険物による二次災害の防止

に努める｡ 

10 ♥  

町長は、災害の規模や収集した被害情報から判断し、必要がある場合には、第１編第５章

第６節｢自衛隊派遣要請及び派遣活動計画｣の定めにより自衛隊に対し災害派遣を要請する｡ 
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11 ╓ꞌⱱ 

町、道及び消防機関は、災害の規模により、それぞれ単独では十分な災害応急対策を実施

できない場合は、第１編第５章第７節｢広域応援・受援計画｣の定めるところにより、他の消

防機関、他の市町村、他都府県及び国へ応援を要請する｡ 

12  

道路管理者は、その公共性に鑑み、下記に留意して迅速な道路施設の復旧に努める。 

（１）道路の被災に伴う障害物の除去、仮設等の応急復旧を迅速、かつ、的確に行い、早期

の道路交通の確保に努める｡ 

（２）関係機関と協力し、あらかじめ定められた物資・資材の調達計画、人材の応援計画等

を活用するなどして、迅速かつ円滑に被災施設の復旧を行う｡ 

（３）類似の災害の再発防止のために、被災箇所以外の道路施設について緊急点検を行う｡ 

（４）災害復旧にあたっては、可能な限り復旧予定時期を明確化するよう努める。 
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ũ   

 

Ŧ  

危険物等( 危険物、火薬類、高圧ガス、毒物・劇物、放射性物質) の漏洩、流出、火災、爆

発等により死傷者が多数発生する等の災害が発生し、またはまさに発生しようとしている場

合に、早期に初動体制を確立して、その拡大を防御し被害の軽減を図るため、事業者及び防

災関係機関の実施する予防、応急対策については、本計画の定めるところによる｡ 

なお、海上への危険物等の流出等による災害対策については、本章第１節「海上災害対策

計画」の定めるところによる｡ 

ŧ ǡ  

Ŧ  

消防法( 昭和23年７月24日法律第186号) 第２条第７項に規定されているもの 

《例》石油類( ガソリン、灯油、軽油、重油) など 

ŧ אל  

火薬類取締法( 昭和25年５月４日法律第149号) 第２条に規定されているもの 

《例》火薬、爆薬、火工品( 工業雷管、電気雷管等) など 

Ũ ⅓ȕȢ 

高圧ガス保安法( 昭和26年６月７日法律第204号) 第２条に規定されているもの 

《例》液化石油ガス(LPG)、アセチレン、アンモニアなど 

ũ ¤  

毒物及び劇物取締法( 昭和25年12月28日法律第303号) 第２条に規定されているもの 

《例》毒物( シアン化水素、シアン化ナトリウム等) 、劇物( ホルムアルデヒド、塩素等) など 

Ū  

放射性同位元素、核燃料物質、核原料物質を総称したもの｡「放射性同位元素等による放射

線障害の防止に関する法律( 昭和32年６月10日法律第167号) 」等によりそれぞれ規定されて

いる｡ 

Ũ  

危険物等災害の発生を未然に防止するため、危険物等の貯蔵・取扱い等を行う事業者（以下

「事業者」という。) 及び関係機関がとるべき対応は次のとおりとする｡ 
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Ŧ  

（１）事業者 

ア 消防法の定める設備基準、保安基準を遵守するとともに、予防規程の作成、従業者

に対する保安教育の実施、自衛消防組織の設置、危険物保安監督者の選任等による自

主保安体制の確立を図る｡ 

イ 危険物等関係施設が所在する地域の浸水想定区域及び土砂災害警戒区域等の該当性

並びに被害想定の確認を行うとともに、確認の結果、風水害により危険物等災害の拡

大が想定される場合は、防災のため必要な措置の検討や、応急対策に係る計画の作成

等の実施に努める。 

ウ 危険物の流出その他の事故が発生したときは、直ちに、流出及び拡散の防止、危険

物の除去その他災害の発生の防止のための応急の措置を講じるとともに、消防機関、

警察へ通報する｡ 

（２）北海道（渡島総合振興局）、松前消防署 

ア 消防法の規定に基づき、保安検査、立入検査を行い、法令の規定に違反する場合は、

許可の取消等の措置命令を発する｡ 

イ 事業者の自主保安体制確立を図るため、予防規程の作成、従事者に対する保安教育

の実施、自衛消防組織の編成、危険物保安監督者の選任等について指導する｡ 

（３）北海道警察（松前警察署） 

必要に応じ、危険物の保管状態、自主保安体制等実態を把握するとともに、資機材を

整備充実し、災害発生時における初動体制の確立を図る。 

ŧ  

（１）事業者 

ア 火薬類取締法の定める設備基準、保安基準を遵守するとともに、危害予防規程の作

成、保安教育計画の作成、火薬類製造保安責任者の選任等による自主保安体制の確立を

図る。 

イ 火薬庫が近隣の火災その他の事情により危険な状態になり、または火薬類が安定度

に異常を呈したときは、法令で定める応急措置を講じるとともに、火薬類について災害

が発生したときは、直ちに警察官に届け出るとともに道に報告する。 

（２）北海道産業保安監督部 

ア 火薬類取締法の規定に基づき、保安検査、立入検査を行い、法令の規定に違反する

場合は、許可の取消等の措置命令を発する｡ 

イ 火薬類取締法の規定による許可等の処分をしたとき、または届出を受理したときは、

速やかに国家公安委員会に通報する等関係機関との連携体制の確立を図る｡ 

ウ 事業者の自主保安体制確立を図るため、危害予防規程の作成、保安教育計画の作成、

火薬類製造保安責任者の選任等について指導する｡ 

エ 事業者の予防対策について監督、指導する｡ 
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（３）北海道（渡島総合振興局） 

ア 火薬類取締法の規定に基づき、保安検査、立入検査を行い、法令の規定に違反する場

合は、許可の取消等の措置命令を発する｡ 

イ 火薬類取締法の規定による許可等の処分をしたとき、または届出を受理したときは、

速やかに道公安委員会に通報する等関係機関との連携体制の確立を図る｡ 

ウ 事業者の自主保安体制確立を図るため、危害予防規程の作成、保安教育計画の作成、

火薬類製造保安責任者の選任等について指導する｡ 

（４）北海道警察（松前警察署） 

ア 火薬類取締法の施行に必要な限度において、立入検査を実施する等その実態を把握す

るとともに、資機材を整備充実し、災害発生時における初動体制の確立を図る｡ 

また、必要と認められるときは、北海道、北海道産業保安監督部に対して、必要な措

置をとるよう要請する。 

イ 火薬類運搬の届出があった場合、災害の発生防止、公共の安全維持のため必要のある

ときは、運搬日時、経路若しくは方法または火薬類の性状若しくは積載方法について必

要な指示をする等により運搬による災害発生防止を図る｡ 

ウ 火薬庫が近隣の火災その他の事情により危険な状態になり、または火薬類が安定度に

異常を呈したとき、及び災害が発生したとの届出があったときは、速やかに知事に通報

する｡ 

（５）消防機関（松前消防署） 

火災予防上の観点から事業所の実態を把握し、消防用施設等の保守管理、防火管理者

等による自主保安体制の確立等適切な指導を行う｡ 

Ũ ⅓ȕȢ  

（１）事業者 

ア 高圧ガス保安法の定める設備基準、保安基準を遵守するとともに、危害予防規程の

作成、保安教育計画の作成、高圧ガス製造保安統括者の選任等による自主保安体制の

確立を図る｡ 

イ 高圧ガスの製造施設等が危険な状態になったときは、高圧ガス保安法で定める応急

措を講じるとともに、高圧ガスについて災害が発生したときは、道知事または警察官

に届け出る｡ 

（２）北海道産業保安監督部 

ア 高圧ガス保安法の規定に基づき、立入検査を行い、法令の規定に違反する場合は、

許可の取消等の措置命令を発する｡ 

イ 事業者の予防対策について監督、指導する。 

（３）北海道（渡島総合振興局） 

ア 高圧ガス保安法の規定に基づき、保安検査、立入検査を行い、法令の規定に違反す

る場合は、許可の取消等の措置命令を発する。 
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イ 事業者の自主保安体制確立を図るため、危害予防規程の作成、保安教育計画の作成、

高圧ガス製造保安統括者の選任等について指導する｡ 

ウ 高圧ガス保安法の規定による許可等の処分をしたとき、または届出を受理したとき

は、速やかに道公安委員会に通報する等関係機関との連携体制の確立を図る｡ 

（４）北海道警察（松前警察署） 

ア 人の生命、身体または財産に対する危害を予防するため特に必要があるときは、立入

検査を実施する等その実態を把握するとともに、資機材を整備し、災害発生時における

初動体制の確立を図る。 

イ 高圧ガスの製造施設等が危険な状態となったとき、または災害が発生したとの届出が

あったときは、速やかに知事に通報する｡ 

（５）消防機関（松前消防署） 

火災予防上の観点から事業所の実態を把握し、消防施設等の保守管理、防火管理者等

により自主保安体制の確立等適切な指導を行う。 

ũ ¤  

（１）事業者 

ア 毒物及び劇物取締法の定める設備基準、保安基準を遵守するとともに、従業者に対す

る危害防止のための教育の実施、毒物劇物取扱責任者の選任等による自主保安体制の確

立を図る｡ 

イ 毒劇物が飛散する等により不特定または多数の者に保健衛生上の危害が生ずるおそ

れがあるときは、直ちにその旨を保健所、警察署または消防機関に届け出るとともに、

必要な応急の措置を講じる｡ 

（２）北海道（渡島総合振興局） 

ア 毒物及び劇物取締法の規定に基づき、立入検査を行い、法令の規定に違反する場合は、

登録の取消等の措置命令を発する｡ 

イ 事業者の自主保安体制確立を図るため、従事者に対する危害防止のための教育の実施、

毒物劇物取扱責任者の選任等による自主保安体制の確立を指導する｡ 

（３）北海道警察（松前警察署） 

必要に応じ、毒劇物の保管状態、自主保安体制等事業所の実態を把握するとともに、資

機材を整備し、災害発生時における初動体制の確立を図る｡ 

（４）消防機関（松前消防署） 

火災予防上の観点から事業所の実態を把握し、消防用設備等の保守管理、防火管理者等によ

る自主保安体制の確立等適切な指導を行う｡ 
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Ū  

（１）事業者 

ア 放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の定める設備基準、保安基準

を遵守するとともに、放射線障害予防規程の作成、必要な教育訓練の実施、放射線取扱

主任者の選任等による自主保安体制の確立を図る｡ 

イ 放射線障害のおそれがある場合または放射線障害が発生した場合は、放射性同位元素

等による放射線障害の防止に関する法律で定める応急措置を講ずるとともに、直ちに文

部科学大臣、消防署等関係機関へ通報する｡ 

（２）消防機関（松前消防署） 

火災防止の観点から事業所の実態を把握し、消防用設備等の保守管理、防火管理者等に

よる自主保安体制の確立等適切な指導を行う｡ 

（３）北海道警察（松前警察署） 

ア 放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の施行に必要な限度で、立入

検査を実施する等その実態を把握するとともに、資機材を整備し、災害発生時における

初動体制の確立を図る｡ 

イ 放射性同位元素または放射性同位元素により汚染されたものを運搬する届出があっ

た場合、災害の発生防止、公共の安全確保のため必要があるときは、運搬日時、経路等

について、必要な指示をする等により運搬による災害発生防止を図る。 

ũ ꞌ  

Ŧ  

危険物等災害が発生し、またはまさに発生しようとしている場合の情報の収集及び通信等

は、次により実施する｡ 

（１）情報通信連絡系統 

情報通信の連絡系統は、 9- 4- 1のとおりとする｡ 
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  9- 4- 1  Ǧǐǡ ǡ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）実施事項 

ア 町及び関係機関は、災害発生時に直ちに災害情報連絡のための通信手段を確保する｡ 

イ 町及び関係機関は、災害情報の収集に努めるとともに、把握した情報について迅速

に他の関係機関に連絡する｡ 

ウ 町及び関係機関は、相互に緊密な情報交換を行い、情報の確認、共有化、応急対策

の調整等を行う｡ 

ŧ  

災害応急対策の実施にあたり、正確な情報を迅速に提供することにより混乱の防止を図る

ため、被災者の家族、地域住民等に対して行う広報は、第１編第５章第３節「災害広報・情

報提供計画」の定めによるほか、次により実施する｡ 

（１）実施機関 

事業者及び消防法、火薬類取締法、高圧ガス保安法、劇物及び毒物取締法、放射性同

位元素等による放射線障害の防止に関する法律に基づく危険物等取扱規制担当機関 

（２）実施事項 

ア 被災者の家族等への広報 

関係機関は、被災者の家族等からの問い合わせ等に対応する体制を整えるほか、被

災者の家族等に役立つ次の情報について、正確に、きめ細かく、適切に提供する｡ 

（ア）災害の状況 

（イ）被災者の安否情報 

（ウ）危険物等の種類、性状など人体・環境に与える影響 

（エ）医療機関等の情報 

（オ）関係機関の実施する応急対策の概要 

（カ）その他必要な事項 

事故発生事業者等 松前消防署 

松前町 

松前警察署 函館方面本部 北海道警察本部 

渡島総合振興局 

（地域創生部） 

渡島総合振興局 

（産業振興部） 

渡島総合振興局 

( 保健環境部)  

北海道 

（保健福祉部） 

北海道 

（経済部） 

国 

( 消防庁)  

劇物・毒物のみ 

火薬類・高圧ガスのみ 

（情報交換） 

北海道 

( 危機対策局)  
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イ 地域住民等への広報 

関係機関は、報道機関を通じ、または広報車の利用等により、次の事項についての

広報を実施する｡ 

（ア）災害の状況 

（イ）被害者の安否情報 

（ウ）危険物等の種類、性状など人体・環境に与える影響 

（エ）医療機関等の情報 

（オ）関係機関の実施する応急対策の概要 

（カ）避難の必要性等、地域に与える影響 

（キ）その他必要な事項 

Ũ ꞌ  

（１）松前町 

町長は、危険物等災害時、その状況に応じて応急活動体制を整え、その地域に係る災

害応急対策を実施する｡ 

（２）北海道 

知事は、危険物等災害時、必要に応じ第１編第３章第１節「組織計画」の定めるとこ

ろにより応急活動体制を整え、災害応急対策を実施する｡ 

（３）防災関係機関 

関係機関の長は、危険物等災害時、災害の状況に応じて応急活動体制を整え、その所

管に係る災害応急対策を実施する。 

（４）災害対策現地合同本部の設置関係機関は、円滑・迅速な応急対策の実施を図るため、

必要に応じて協議の上、「災害対策現地合同本部設置要網」に基づき現地合同本部を設置

し、災害応急対策を実施する｡ 

ũ  

危険物等による災害の拡大防止を図るため、爆発性・引火性・有毒性等の危険物等の性状

を十分に把握し、次により実施する。 

（１）事業者 

的確な応急点検及び応急措置等を講じる｡ 

（２）危険物等の取扱規制担当機関 

危険物の流出・拡散の防止、流出した危険物等の除去、環境モニタリングをはじめ、

事業者に対する応急措置命令、危険物等関係施設の緊急使用停止命令など、災害の拡大

防止を図るため適切な応急対策を講じる｡ 
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Ū  

危険物等災害時における消防活動は、次により実施する｡ 

（１）事業者 

消防機関の現場到着までの間に、自衛消防組織等によりその延焼拡大を最小限度に抑

える等消防活動に努める｡ 

（２）消防機関 

ア 事業者との緊密な連携を図り、化学消防車、化学消火薬剤、中和剤、ガス検知器等

を活用し、危険物等の性状に合った適切な消防活動を実施する｡ 

イ 消防機関の職員は、消防活動の円滑化を図るため、必要に応じて消防警戒区域を設

定する｡ 

ū  

町等各関係機関は、人命の安全を確保するため、第１編第５章第４節「避難対策計画」の

定めるところにより、爆発性・引火性・有毒性といった危険物等の特殊性を考慮し、必要な

避難措置を実施する。 

Ŭ Ǧ═  

町等各関係機関は、第１編第５章第９節「救助救出計画」及び第５章第10節「医療救護計

画」の定めるところにより、被災者の救助救出及び医療救護活動を実施する｡また、町等関係

機関は、第１編第５章第27節「行方不明者の捜索及び遺体の収容処理埋葬計画」の定めると

ころにより、行方不明者の捜索、遺体の収容、埋葬等を実施する｡ 

ŭ  

北海道警察等各関係機関は、災害の拡大防止及び交通の確保のため、第１編第５章第13節

「交通応急対策計画」の定めにより必要な交通規制を実施する。 

Ů ♥  

知事等法令で定める者は、第１編第５章第６節「自衛隊派遣要請及び派遣活動計画」の定

めにより、災害の規模や収集した被害情報から判断し、必要がある場合には、自衛隊に対し

災害派遣を要請する｡ 

10 ╓ꞌⱱ 

町、道及び消防機関は、災害の規模により、それぞれ単独では十分な災害応急対策を実施

できない場合は、第１編第５章第７節「広域応援・受援計画」の定めによるところにより、他

の消防機関、他の市町村、他都府県及び国へ応援を要請する｡ 
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Ū  ǝאל  

 

Ŧ  

死傷者が多数発生する等大規模に火事災害が発生し、またはまさに発生しようとしている

場合に、早期に初動体制を確立して、その拡大を防御し被害の軽減を図るため、防災関係機

関が実施する各種の予防、応急対策については、本計画の定めるところによる｡ 

ŧ  

関係機関は、それぞれの組織を通して相互に協力し、大規模な火事災害の発生を未然に防

止するために必要な予防対策を実施する｡ 

Ŧ   È   É 

（１）大規模な火事災害に強いまちづくり 

延焼拡大の防止を図るため、建築物や公共施設の不燃化、空地・緑地等の連続的な配

置による延焼遮断帯の形成、防火地域及び準防火地域の的確な指定等により、大規模な

火事災害に強いまちづくりを推進する｡また、高層建築物におけるヘリコプターの屋上緊

急離発着場等の設置促進に努める。 

（２）火災発生、被害拡大危険区域の把握 

災害応急対策の円滑な実施を図るため、火災発生及び延焼拡大の危険性のある区域を

把握のうえ、被害想定を作成するよう努める｡ 

（３）予防査察の実施 

多数の人が出入りする事業所等の防火対象物に対して、消防法( 昭和23年７月24日法律

第186号) に基づく消防用設備等の整備促進、保守点検の実施及び適正な維持管理につい

て指導する｡ 

（４）防火管理者制度の推進 

防火管理に関する講習会を開催し、防火管理者の知識の向上を図るとともに、防火管

理者を定めるべき防火対象物における自衛消防体制の強化を図るため、防火管理者の選

任及び消防計画の作成、消防訓練の実施等について指導する。 

（５）防火思想の普及 

年２回( 春、秋期) の全道火災予防運動、防災週間等を通じて、各種広報媒体を活用す

ることにより、住民の防火思想の普及、高揚を図る。また、高齢者宅の防火訪問を実施

する等要配慮者対策に十分配慮する｡ 
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（６）自主防災組織の育成強化 

地域の自主防災組織、女性防火クラブ等の民間防火組織の設置及び育成指導の強化を

図り、初期消火訓練等の自主的火災予防運動の実践を推進する。 

（７）消防水利の確保 

同時多発火災や消火栓の使用不能等に備えて、防火水槽の配備、海水・河川水の活用

等により、消防水利の多様化及び確保に努める｡ 

（８）消防体制の整備 

消防職団員の非常招集方法、消火部隊の編成及び運用、消防用機械・資機材の整備、災

害時の情報通信手段等について十分に検討を行い、大規模な火事災害の対応力を高めるこ

ととする｡ 

（９）防災訓練の実践 

関係機関、地域住民等と相互に連携して実践的な消火救助・救急等の訓練を実施し、

災害時の活動手順、関係機関との連携等について徹底を図るとともに、訓練後には評価

を行い、必要に応じ体制等の改善を行う｡ 

（10）火災警報 

町長は、渡島総合振興局長から火災気象通報を受け、または自ら地域性を考慮し定め

た火災警報発令条件となり、火災予防上危険であると認めるときは、消防法第22条に基

づく火災警報を発令する。 

Ũ ꞌ  

Ŧ  

大規模な火事災害が発生し、またはまさに発生しようとしている場合の情報の収集及び通

信等は、次により実施する｡ 

（１）情報通信連絡系統 

大規模な火事災害が発生し、またはまさに発生しようとしている場合の連絡系統は、

9- 5- 1のとおりとする｡ 

  9- 5- 1   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発見者等 

松 前 町 

渡島総合振興局 

（地域創生部） 

国 
（消防庁） 

北海道 
（危機対策局） 

北海道警察本部 

渡島西部広域事務組合 

松前消防署 

道警函館方面本部 

松前警察署 

( 情報交換)  

( 情報交換)  
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（２）実施事項 

ア 関係機関は、災害発生時に直ちに災害情報連絡のための通信手段を確保する。 

イ 関係機関は、災害情報の収集に努めるとともに、把握した情報について迅速に他の

関係機関に連絡する。 

ウ 関係機関は、相互に緊密な情報交換を行い、情報の確認、共有化、応急対集の調整

等を行う｡ 

ŧ  

災害応急対策の実施にあたり、正確な情報を迅速に提供することにより混乱の防止を図る

ため、町等各関係機関が被災者の家族等、地域住民等に対して行う広報は、第１編第５章第

３節「災害広報・情報提供計画」の定めによるほか、次により実施する｡ 

（１）被災者の家族等への広報 

関係機関は、被災者の家族等からの問い合わせ等に対応する体制を整えるほか、被災

者の家族等に役立つ次の情報について、正確に、きめ細かく、適切に提供する｡ 

ア 災害の状況 

イ 家族等の安否状況 

ウ 医療機関等の情報 

エ 関係機関の実施する応急対策の概要 

オ その他必要な事項 

（２）地域住民等への広報 

関係機関は、報道機関を通じ、または広報車の利用等により、次の事項についての広

報を実施する｡ 

ア 災害の状況 

イ 被災者の安否情報 

ウ医療機関等の情報 

エ 関係機関の実施する応急対策の概要 

オ 避難の必要性等、地域に与える影響 

カ その他必要な事項 

Ũ ꞌ  

（１）松前町 

町長は、大規模な火事災害時、その状況に応じて応急活動体制を整え、その地域に係

る災害応急対策を実施する。 

（２）防災関係機関 

関係機関の長は、大規模な火事災害時、災害の状況に応じて応急活動体制を整え、そ

の所管に係る災害応急対策を実施する｡ 
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（３）災害対策現地合同本部の設置 

関係機関は、円滑・迅速な応急対策の実施を図るため、必要に応じて協議の上、「災害

対策現地合同本部設置要綱」に基づき現地合同本部を設置し、災害応急対策を実施する｡ 

ũ  

消防機関は、人命の安全確保と延焼防止を基本として、次により消防活動を行う｡ 

（１）現場活動情報等の連絡整理を行い、速やかに火災の状況を把握する。 

（２）避難場所・避難通路の確保及び重要かつ危険度の高い箇所・地域を優先しながら活動

を実施する。 

（３）消火、飛火警戒等においては、近隣住民、自主防災組織等の協力を得て、効果的な活

動を実施する｡ 

Ū  

町等関係機関は、人命の安全を確保するため、第１編第５章第４節「避難対策計画」の定

めるところにより、必要な避難措置を実施する｡ 

ū Ǧ═  

町等各関係機関は、第１編第５章第９節「救助救出計画」及び第５章第10節「医療救護計

画」の定めるところにより、被災者の救助救出及び医療救護活動を実施する｡ 

また、町等各関係機関は、第１編第５章第27節「行方不明者の捜索及び遺体の収容処理埋

葬計画」の定めるところにより、行方不明者の捜索、遺体の収容、埋葬等を実施する｡ 

Ŭ  

北海道警察等各関係機関は、災害の拡大防止及び交通の確保のため、第１編第５章第13節

「交通応急対策計画」の定めにより必要な交通規制を実施する｡ 

ŭ ♥  

町長は、第１編第５章第６節「自衛隊派遣要請及び派遣活動計画」の定めにより、災害の

規模や収集した被害情報から判断し、必要がある場合には、自衛隊に対し災害派遣を要請す

る｡ 

Ů ╓ꞌⱱ 

町、道及び消防機関は、災害の規模により、それぞれ単独では十分な災害応急対策を実施

できない場合は、第１編第５章第７節「広域応援・受援計画」の定めによるところにより、

他の消防機関、他の市町村、他都府県及び国へ応援を要請する｡ 

ũ  

大規模な火事災害により、地域の壊滅、または社会経済活動への甚大な被害が生じた場合、

町及び道は、被災の状況、地域の特性、被災者の意向等を勘案し、関係機関との密接な連携
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のもと、第１編第10章「災害復旧・復興、被災者援護計画」の定めるところにより、迅速か

つ円滑に復旧を進める｡ 
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ū אל   

 

Ŧ  

広範囲にわたる林野の焼失等の災害が発生し、またはまさに発生しようとしている場合に、

早期に初動体制を確立して、その拡大を防御し被害の軽減を図るため、防災関係機関が実施

する予防、応急対策については、本計画の定めるところによる｡ 

ŧ  

Ŧ  

林野火災発生原因のほとんどが人為的なものであることを踏まえ、国、道、町及び関係機

関は次により対策を講ずる｡ 

（１）北海道森林管理局、北海道、松前町及び関係機関 

北海道森林管理局、渡島総合振興局、松前町、松前警察署、松前農業協同組合、松前

町森林組合、渡島総合振興局西部森林室、松前消防署、松前町教育委員会、松前消防団、

陸上自衛隊第28普通科連隊、海上自衛隊松前警備所、函館地方気象台、渡島総合振興局

函館建設管理部松前出張所、北海道まつまえ観光物産協会、松前畜産改良組合、町内各

学校、各町内会、報道機関、その他関係機関は、次の事項を実施する。 

ア 一般入林者対策登山、ハイキング、山菜採取、魚釣等の入林者への対策として、次

の事項を実施する｡ 

（ア）タバコ、たき火の不始末による出火の危険性について、報道媒体、標語、ポスタ

ー、広報車、看板・標識、ホームページ等を活用するとともに、関係機関の協力を

得ながら広く周知する｡ 

（イ）入林の承認申請や届出等について指導する。 

（ウ）火災警報発令または気象条件が急変した際は、必要に応じて入林の制限を実施する。 

（エ）観光関係者による予防意識の啓発を図る｡ 

イ 火入れ対策 

林野火災危険期間（概ね３月～６月。以下「危険期間」という。）中の火入れは極力

避けるようにするとともに、火入れを行おうとする者に対して次の事項を指導する｡ 

（ア）森林法（昭和26年６月26日法律第249号) の規定に基づく町長の許可を取得させ、

火入れ方法を指導し、許可附帯条件を遵守させる。 

（イ）火災警報発令または気象状況急変の際は、一切の火入れを中止させる｡ 

（ウ）火入れ跡地の完全消火を図り、責任者に確認させる｡ 
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（エ）火入れ( 造林のための地ごしらえ、害虫駆除等) に該当しないたき火等の焼却行為

についても、特に気象状況に十分留意するよう指導する｡ 

  ウ 消火資機材等の整備 

（ア）林野火災消火資機材等は、地域に適合した機材を配備し、常に緊急時に対処でき

るよう整備点検する｡ 

（イ）ヘリコプターによる空中消火を積極的に推進するため、空中消火薬剤の備蓄に努

めるとともに、ヘリコプター離発着の適地をあらかじめ選定する｡ 

（２）森林所有者 

森林所有者は、自己の所有林野における失火を防ぐため、次の事項を実施するよう努

める。 

ア 入林者に対する防火啓発 

イ 巡視 

ウ 無断入林者に対する指導 

エ 火入れに対する安全対策 

（３）林内事業者 

林内において、森林施業、鉱山、道路整備等の事業を行う者は、危険期間中、事業区

域内における火災発生を防止するため、森林所有者と協議し、特に次の事項について留

意のうえ、適切な予防対策を講じる｡ 

ア 火気責任者の選任、事業区域内の巡視員の配置 

イ 火気責任者の指定する喫煙所等の設置、標識及び消火設備の完備 

ウ 林野火災発生時の連絡系統及び周知方法の確立 

（４）自衛隊 

自衛隊は、危険期間中、演習地における火災発生を防止するため、特に次の事項につ

いて留意のうえ、適切な予防対策を講じる｡ 

ア 演習地出入者に対する防火啓発 

イ 演習地及び近隣地における林野火災発生時の連絡系統及び周知方法の確立 

ウ 危険区域の標示 

エ 防火線の設定 

オ 巡視員の配置 

（５）バス等運送業者 

バス等運送業者は、車両通行中に林野火災を発見した場合の連絡系統及び周知方法の

確立等により路線火災の防止に努めるとともに、次の事項について協力する｡ 

ア 路線の巡視 

イ ポスター掲示等による広報活動 

ウ 林野火災の巡視における用地の通行 

エ 緊急時における専用電話の利用 
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ŧ אל  

林野火災の予消防対策を推進するため、次の林野火災予消防対策協議会の開催を通じて、

相互の連絡、情報交換、指導等を行う。 

（１）全道協議会 

全道の予消防対策については、次の関係機関により構成する北海道林野火災予消防対

策協議会において推進する｡ 

北海道開発局、北海道財務局、北海道森林管理局、北海道産業保安監督部、札幌管区

気象台、陸上自衛隊北部方面総監部、北海道、北海道教育委員会、北海道警察本部、北

海道市長会、北海道町村会、公益財団法人北海道消防協会、ＮＴＴ東日本株式会社北海

道事業部、北海道旅客鉄道株式会社、国立研究開発法人森林研究・整備機構森林総合研

究所北海道支所、国立大学法人北海道大学北方生物圏フィールド科学センター、北海道

森林組合連合会、栄林会、公益社団法人北海道森と緑の会 

（２）地区協議会 

渡島総合振興局の予消防対策については、渡島地区林野火災予消防対策協議会におい

て推進する｡ 

（３）町の組織 

町の予消防対策については、松前町林野火災予消防対策協議会において推進する。 

Ø 16- אל 3 Ù 

Ũ  

林野火災の発生及び広域化は、気象条件が極めて大きな要因であるため、関係機関は次に

より警報、注意報並びに情報等の迅速な伝達を行い、林野火災の予防に万全を期する｡ 

（１）火災気象通報（林野火災気象通報を兼ねる。） 

林野火災気象通報は、火災気象通報により函館地方気象台が発表及び終了の通報を行

う｡ 

（２）火災警報 

町長は、渡島総合振興局長から火災気象通報を受けたとき、または気象の状況が火災

警報発令条件（実効湿度68％以下にして、最小湿度42％以下となり、最大風速10m/sを越

える見込みのとき。）となり、火災予防上危険であると認められるときは、消防法第22

条の規定に基づく火災警報を発令することができる。 

（３）伝達系統 

火災気象通報（林野火災気象通報を兼ねる。）の伝達系統は、 9- 6- 1のとおりとする｡ 

ア 北海道 

通報を受けた北海道は、直ちにこれを各（総合）振興局及び市町村へ通報する｡ 

イ 松前町 

通報を受けた町は、消防機関へ通報する｡ 
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また、町長は、通報を受けたときまたは気象の状況が火災の予防上危険であると認

めるときは、消防法( 昭和23年７月24日法律第186号) 第22条第３項の規定に基づき火災

に関する警報を発することができる。 

火災に関する警報を発した町は、消防機関（松前消防署）、関係機関、一般住民等へ

周知を図る。 

ウ 関係機関 

火災に関する警報が発せられた場合に関係機関は、速やかに適切な措置を講じる｡ 

 

9- 6- אל  1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          は町長が火災に関する警報を発した場合 

 

 

ũ ǡ  

消防機関は、広域応援など様々な状況を想定し、消防計画や林野火災防御図等を活用し

た、より実践的な消火等の訓練を実施する。 

函
館
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Ũ ꞌ  

林野火災は、ひとたび発生すると気象条件や地形、飛び火の発生等により急激な延焼拡大

等に至る場合があること、気象状況の変化により延焼方向の急変や飛び火等が発生するおそ

れがあること、その消火活動においては、全体像の把握や、狭隘・急峻な林野内への進入・

放水活動に困難な場合があること、活動が長期化し多くの人員を必要とすること等に留意し

て備えを行う必要がある。このため、消防機関を始めとする地方公共団体は、指揮体制の早

期確立、速やかな応援要請、地上・空中消火の連携を基本とした災害対応等の実施のための

備えを行う。 

Ŧ  

（１）情報通信連絡系統 

広範囲にわたる林野の焼失等の災害が発生し、またはまさに発生しようとしている場

合の連絡系統は、 9- 6- 2のとおりとする｡ 

 

9- 6- אל  2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ø 16- אל 1 Ù 

 

（２）実施事項 

ア 関係機関は、災害発生時に直ちに災害情報連絡のための通信手段を確保する｡ 

イ 関係機関は、災害情報の収集に努めるとともに、把握した情報について迅速に他の

関係機関に連絡する｡ 

ウ 関係機関は、相互に緊密な情報交換を行い、情報の確認、共有化、応急対策の調整

等を行う｡ 

発見者等 松前町 国 

( 消防庁・ 

林野庁)  

渡島総合振興局 
（危機対策室・林務課） 

松前警察署 

陸上自衛隊 

（第28普通科連隊） 
森林所有者 

松前町森林組合 

松前消防署 

関係機関( 消火資

機材配備機関等)  

北海道 
（危機対策課・ 

森林整備課） 

（防災航空室） 

松前消防団 
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エ 町及び渡島総合振興局においては、「林野火災被害状況調書の提出について( 昭和54

年２月26日付け林政第119号) 」に基づく林野火災被害状況調書の提出を速やかに行う｡ 

ŧ  

災害応急対策の実施にあたり、正確な情報を迅速に提供することにより混乱の防止を図る

ため、町等各関係機関が被災者の家族等、地域住民等に対して行う広報は、第１編第５章第

３節「災害広報計画」の定めによるほか、次により実施する。 

（１）被災者の家族等への広報 

関係機関は、被災者の家族等から問い合わせ等に対応する体制を整えるほか、被災者

の家族等に役立つ次の情報について、正確に、きめ細かく、適切に提供する。 

ア 災害の状況 

イ 家族等の安否情報 

ウ 医療機関等の情報 

エ 関係機関の実施する応急対策の概要 

オ その他必要な事項 

（２）地域住民等への広報関係機関は、報道機関を通じ、または広報車の利用等により、次

の事項についての広報を実施する｡ 

ア 災害の状況 

イ 被災者の安否情報 

ウ 医療機関等の情報 

エ 関係機関の実施する応急対策の概要 

オ 避難の必要性等、地域に与える影響 

カ その他必要な事項 

Ũ ǡ  

消防機関は、無人航空機等を活用し、夜間も含め刻々と変化する災害の状況を的確に把握

する。 

ũ ꞌ  

（１）松前町 

町長は、広範囲にわたる林野の焼失等の災害時、その状況に応じて応急活動体制を整

え、その地域に係る災害応急対策を実施する｡ 

（２）防災関係機関 

関係機関の長は、広範囲にわたる林野の焼失等の災害時、災害の状況に応じて応急活

動体制を整え、その所管に係る災害応急対策を実施する。 

（３）災害対策現地合同本部の設置 

関係機関は、円滑・迅速な応急対策の実施を図るため、必要に応じて協議の上、「災害

対策現地合同本部設置要綱」に基づき現地合同本部を設置し、災害応急対策を実施する｡ 
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Ū  

消防機関（松前消防署）は、林野火災を想定した消防計画や林野火災防御図のほか、強風

下の林野火災を想定した飛び火警戒要領等の策定等を行い、効果的な消火活動体制を整備す

るとともに、火災防御にあたっては人命を第一とし、住家等への延焼防止を最優先に行う｡ 

（１）住家への延焼拡大の危険性がある場合、林野火災が広域化する場合等には、第１編第

５章第８節「航空機及び無人航空機活用計画」に基づく航空機及び無人航空機の要請等

により空中消火を実施する｡ 

（２）消防機関等は、速やかに火災の状況を把握するとともに、消防計画、林野火災防御図、

飛び火警戒要領等の活用や、地上消火隊及び消防防災航空隊間の連携により、迅速かつ

効果的な消火活動を行う。また、活動終期にあっては、空中からの熱源探査並びに地上

での警戒及び残火処理を徹底し、確実な鎮火を行う。 

（３）消防機関等は、消火活動の実施にあたり、滑落や落石、火煙に囲まれる危険性等の山

間地特有の安全管理を周知徹底する。 

ū  

町等各関係機関は、人命の安全を確保するため、第１編第５章第４節「避難対策計画」の

定めるところにより、必要な避難措置を実施する｡ 

Ŭ  

北海道警察等各関係機関は、災害の拡大防止及び交通の確保のため、第１編第５章第13節

「交通応急対策計画」の定めにより必要な交通規制を実施する｡ 

ŭ ♥  

知事等法令で定める者は、第１編第５章第６節「自衛隊派遣要請及び派遣活動計画」の定

めにより、林野火災の規模や収集した被害情報から判断し、必要がある場合には、自衛隊に

対し災害派遣を要請する。 

Ů ╓ꞌⱱ 

（１）町、道及び消防機関は、災害の規模によりそれぞれ単独では十分な災害応急対策を実

施できない場合は、第１編第５章第７節「広域応援・受援計画」の定めによるところによ

り、他の消防機関、他の市町村、他都府県及び国へ応援を要請する｡ 

（２）消防機関は、急激な延焼拡大や火災の長期化にも的確に対応できるよう、林野火災の

発生を他の消防機関や消防防災航空隊、自衛隊に情報共有するとともに、早期に応援を

要請する。 

（３）応援部隊は、水利が限られる山間地での消火活動の実施のため、自然水利の利用や消

防用水の確保が可能な車両等を活用する。 

（４）応援部隊は、人員・資機材の搬送にあたって、山間地の悪路・隘路でも走行可能な車

両を適切に活用する。 
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（５）応援部隊は、地域の実情に精通した消防団を含む消防機関と情報共有を密にして連携

の強化を図る。 

10 ǫǡ  

町は、林野火災が急激に延焼拡大して避難指示等が広範囲となる場合があるため、避難行

動要支援者の避難支援が適切に行われるよう十分配慮する。 
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Ŭ   

 

Ŧ  

大規模停電災害により、住民の生命、身体、財産に被害が生じた場合、または生じるおそ

れがある場合に、早期に初動体制を確立して、その拡大を防御し被害の軽減を図るため、防

災関係機関が実施する各種の予防、応急対策については、本計画の定めるところによる。 

ŧ  

関係機関は、それぞれの組織を通じて相互に協力するとともに、大規模停電災害を未然に

防止し、または被害を軽減するため、必要な対策を実施する。 

Ŧ  

（１）北海道電力株式会社・北海道電力ネットワーク株式会社（福島ネットワークセンター） 

ア 電力施設及び設備被害の軽減、復旧の迅速化を図るため、別に定める「防災業務計

画」によって両社一体となり災害予防措置を講ずる。 

イ 電力設備については、国の基準等に基づく耐震性を確保することはもとより、設備

構成の多重化や系統監視・制御システム等により電力供給システム全体としての耐災

性機能を確保する。 

ウ 災害対策を円滑かつ適切に推進するため、関係機関と連携し防災訓練を実施するな

ど、災害発生時に対策が有効に機能することを確認する。 

（２）北海道経済産業局 

ア 電力に関する需給状況を鑑み、情報提供・節電要請等必要な取組を行う。 

（３）北海道産業保安監督部 

ア 電気事業法に基づく立入検査等を通じ、自主保安体制確立のための指導及び指示を

行う。 

イ 電気事故の原因究明と分析を行い、未然・再発防止のための講習会開催やホームペ

ージ、関係機関を通じた広報・啓発を行う。 

（４）北海道 

大規模停電発生時に電源車の配備等、関係機関から円滑な支援を受けられるよう、あ

らかじめ、病院、要配慮者に関わる社会福祉施設等の人命に関わる重要施設及び災害応

急対策に係る機関が保有する施設の非常用電源の設置状況、最大燃料備蓄量等を収集・

整理し、リスト化を行う。 
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（５）防災関係機関 

ア 災害時における応急活動等に関し，あらかじめ協定の締結を行う等、平時から関係

機関相互の連携体制の強化を図る。 

イ 非常用電源を整備するとともに、その燃料を満量にしておくなど、停電時に対応で

きる電源を確保する。 

ウ 住民に向けて、通電火災といった大規模停電時に起こりうる事故等について周知を

行う。 

エ 関係機関と相互に連携して実践的な防災訓練を実施し、災害時の活動手順、関係機

関との連携等について、徹底を図るとともに、体制の改善等、必要な措置を講ずる。 

オ 関係機関と相互に連携して、電力供給がひっ迫した際の連絡体制や節電対策を整備

する。 

カ 大規模な災害発生のおそれがある場合、それぞれが所有する電源車、発電機等の配

備状況等を確認の上、リスト化するよう努める。 

（６）病院等の重要施設 

病院、要配慮者に関わる社会福祉施設等の人命に関わる重要施設は、非常用電源を整

備するとともに、その燃料を満量にしておくなど、停電時に対応できる電源の確保に努

める。 

Ũ ꞌ  

Ŧ  

大規模停電災害が発生し、またはまさに発生しようとしている場合の情報の収集及び通信

等は、次により実施する｡ 

（１）情報通信連絡系統 

大規模停電災害が発生し、またはまさに発生しようとしている場合の連絡系統は、

8- 7- 1のとおりとする｡ 

（２）実施事項 

ア 関係機関は、災害発生時に直ちに災害情報連絡のための通信手段を確保する。 

イ 関係機関は、災害情報の収集に努めるとともに、把握した情報について迅速に他の

関係機関に連絡する｡ 

ウ 関係機関は、相互に緊密な情報交換を行い、情報の確認、共有化、応急対策の調整

等を行う。 

ŧ  

災害応急対策の実施にあたり、正確な情報を迅速に提供することにより混乱の防止を図

るため、停電地域の住民に対して行う災害広報は、第１編第５章第３節｢災害広報・情報提

供計画｣の定めによるほか、次により実施する｡ 
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（１）実施機関 

町、北海道、北海道警察、北海道電力株式会社、北海道電力ネットワーク株式会社（福

島ネットワークセンター） 

（２）実施事項 

実施機関は、地域住民や帰宅困難者などからの問い合わせ等に対応する体制を整える

ほか、地域住民等に役立つ次の情報について、正確に、きめ細かく、適切に提供する｡ 

また、情報提供は多言語で実施するなど、外国人に対して十分に配慮する。 

ア 停電及び停電に伴う災害の状況 

イ 関係機関の災害応急対策に関する情報 

ウ 停電の復旧の見通し 

エ 避難の必要性等、地域に与える影響 

オ その他必要な事項 

Ũ ꞌ  

（１）松前町 

町長は、大規模停電災害時、その状況に応じて応急活動体制を整え、その地域に係る

災害応急対策を実施する｡ 

（２）防災関係機関 

関係機関の長は、大規模停電災害時、その状況に応じて応急活動体制を整え、関係機

関と連携をとりながら、その所管に係る災害応急対策を実施する。 

（３）北海道電力株式会社、北海道電力ネットワーク株式会社（福島ネットワークセンター） 

ア 電力施設及び設備被害の軽減、復旧の迅速化を図るため、別に定める「防災業務計

画」によって両社一体となって災害応急対策を講ずる。 

イ 早期の停電復旧活動を行うために、防災体制を発令、対策要員を招集し、非常事態

対策組織本部を設置して非常災害対策活動を実施する。 

ウ 大規模な災害が発生し北海道電力株式会社及び北海道電力ネットワーク株式会社（福

島ネットワークセンター）のみで早期停電解消が困難な場合に備え、関係機関及び他電

力会社との連携・協力体制も整備する。 

ũ  

大規模停電災害時における消防活動は、次により実施する。 

ア エレベーターの閉じ込め事故に対し施設管理者、保守業者等と連携した救助 

イ 火災発生に対する迅速な消火活動 

ウ 医療機関との連携による円滑な救急搬送 

Ū ═  

道は、医療機関、福祉施設における患者、入所者の対応状況の確認を行い、必要な措置を

実施する。 
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その他、大規模停電災害時における医療救護活動については、第１編第５章第10節｢医療

救護計画｣の定めにより実施する。 

ū  

災害の拡大防止及び交通の確保のため、第１編第５章第13節｢交通応急対策計画｣の定めに

よるほか、次の必要な交通対策を行う｡ 

（１）北海道警察（松前警察署） 

信号機の停止により、交通事故の発生や、人命救助のための人員輸送及び緊急物資輸送

等に支障をきたすことを防止するため、交通整理員を適切に配置すること。 

（２）道路管理者 

ロードヒーティング停止による路面凍結に起因する事故を防止するため、道路パトロ

ールの強化、除雪や凍結防止剤の散布による通行の確保や、必要に応じた通行規制を行

うとともに、関係機関との道路情報の共有を行う。 

Ŭ  

大規模停電災害により住民の生命及び身体の安全、保護を図るため必要がある場合は第１

編第５章第４節「避難対策計画」の定めるところにより実施する｡ 

ŭ ꞌ  

（１）緊急的な電力供給 

ア 道は、大規模停電発生時には直ちに、あらかじめリスト化した重要施設の非常用電

源の設置状況を踏まえ、関係市町村を通して、これらの施設の非常用電源の稼働状況

を確認の上、電源の確保が必要な施設の把握を行い、電源車等の配備先の候補案を作

成する。 

イ 道は、北海道電力株式会社及び北海道電力ネットワーク株式会社（福島ネットワー

クセンター）等の関係機関と協議の上、電源車等の配備先を決定する。 

ウ 北海道電力株式会社及び北海道電力ネットワーク株式会社（福島ネットワークセン

ター）は、イによる決定に基づき電源車等の配備を行うなど、道があらかじめリスト

化した重要施設への電力の優先供給に努める。 

エ 町は、大規模停電時等において、重要施設等へ電力を優先的に供給するため、地域

マイクログリット構築にむけ、電力会社等との協定締結に努める。 

（２）通信機器等の充電対策 

関係機関は、必要に応じて、スマートフォンや携帯電話、その他充電が必要となる機

器等を有している被災者に対して、庁舎や管理施設などを開放し、電源の提供や民間事

業者等と連携して充電機器等の提供に努める。 

Ů  

町（水道管理者）は、水道水を供給するポンプの停止などによる断水地域（高台や集合住
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宅）への給水活動を行う。また、必要に応じて、近隣町や日本水道協会北海道地方支部に対

し応援を要請する。 

10 ǡ  

町及び道は、大規模停電災害時における石油類燃料の供給については、第１編第５章第18

節「石油類燃料供給計画」の定めるところによる。 

11  

北海道警察は、巡回、警ら等の警戒活動による防犯対策を行う。 

12 ♥  

知事等法令で定める者は、第１編第５章第６節「自衛隊派遣要請及び派遣活動計画」の定

めにより、災害の規模や収集した被害情報から判断し、必要がある場合には、自衛隊に対し

災害派遣を要請する｡ 

13 ╓ꞌⱱ 

町、道及び消防機関は、災害の規模により、それぞれ単独では十分な災害応急対策を実施

できない場合は、第１編第５章第７節｢広域応援・受援計画｣の定めるところにより、他の消

防機関、他の市町村、他都府県及び国へ応援を要請する｡ 

9- 7- 1   
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第10章 災害復旧・復興、被災者援護計画 

 

災害が発生した際には、速やかに、被災施設を復旧し、被災者に対して適切な援護を行う

ことにより、被災地の復興へとつなげていく必要がある。 

このため、町は、防災関係機関との適切な役割分担及び連携の下、被災地域の特性や被災

状況、関係する公共施設管理者の意向等を勘案し、迅速な原状復旧を目指すのか、災害に強

いまちづくり等の中長期的課題の解決をも図る計画的復興を目指すのかについて早急に検討

し、基本となる方向を定め、または、これに基づき計画を作成することにより、計画的に災

害復旧・復興事業を実施する。 

併せて、災害に伴い生じた災害廃棄物については、広域的な処理を含めた計画的な収集・

運搬・処分により、適切かつ速やかに廃棄物処理を行う。 

また、被災者が自らに適した支援制度を活用して生活再建に取り組むことができるよう、災

害ケースマネジメント（一人ひとりの被災者の状況を把握した上で、関係者が連携して、被災

者に対するきめ細かな支援を継続的に実施する取組）の実施等により、見守り・相談の機会や

被災者台帳等を活用したきめ細かな支援を行うために、国のクラウド型被災者支援システム

等の被災者支援業務を支援するシステムを活用する等、当該業務の迅速化・効率化を積極的に

推進するとともに、被災者が容易に支援制度を知ることができる環境の整備に努める。 

なお、著しく異常かつ激甚な非常災害が発生し、国に緊急災害対策本部が設置され、当該

災害からの復興を推進するため特別の必要があると認めるときは、大規模災害からの復興に

関する法律（平成25年法律第55号）に基づき、被災地の復興を図るため必要となる措置を行

う。 

 

Ŧ  ¤  

 

Ŧ  

町長及びその他の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関、その他法令の規定に

より災害復旧・復興の実施について責任を有する者が実施する。 

ŧ ¤  

公共施設の災害復旧・復興事業計画は、概ね次の計画とする。 

（１）公共土木施設災害復旧・復興事業計画 

ア 河川 
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イ 海岸 

ウ 砂防設備 

エ 林地荒廃防止施設 

オ 地すべり防止施設 

カ 急傾斜地崩壊防止施設 

キ 道路 

ク 港湾 

ケ 漁港 

コ 水道 

サ 公園 

（２）農林水産業施設災害復旧・復興事業計画 

（３）都市施設災害復旧・復興事業計画 

（４）上水道災害復旧・復興事業計画 

（５）住宅災害復旧・復興事業計画 

（６）空港施設災害復旧・復興事業計画 

（７）社会福祉施設災害復旧・復興事業計画 

（８）公共医療施設、病院等災害復旧・復興事業計画 

（９）学校教育施設災害復旧・復興事業計画 

（10） 社会教育施設災害復旧・復興事業計画 

（11） その他災害復旧・復興事業計画 

Ũ ¤  

災害復旧・復興事業、その他関係事業に要する費用は、別に法律に定めるところにより、

予算の範囲内において、国及び道が全部または一部を負担し、または補助して行われる。 

なお、事業別の国庫負担及び補助率は、概ね別表のとおりである。 

Ø 15- 1 Ǟ ǌǾ Ù 

Ø 15- 2 Ǟ ǌǾ Ù 

ũ Ǟ Ǿ ⱱ  

著しく激甚である災害が発生した場合には、町及び道は、被害の状況をすみやかに調査

把握し、早期に激甚災害の指定が受けられるよう措置して、公共施設の災害復旧・復興事

業が円滑に行われるよう努める。 
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ŧ  ⱱ  

 

Ŧ ǡ  

Ŧ  

（１）町は、被災者に対する各種支援措置を早期に実施するため、災害の状況を迅速かつ的確

に把握するとともに、災害による住家等の被害の程度の調査や罹災証明書の交付の体制

を確立する。 

（２）町長は、当該町の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害の被災者から申請

があったときは、遅滞なく、住家の被害その他当該町長が定める種類の被害の状況を調査

し、罹災証明書を交付しなければならない。 

（３）町は、効率的な罹災証明書の交付のため、当該業務を支援するシステムの活用について

検討する。 

（４）町は、住家等の被害の程度を調査する際、必要に応じて、航空写真、被災者が撮影した

住家の写真、応急危険度判定の判定結果等を活用するなど、適切な手法により実施する。 

（５）町は、住家被害の調査や罹災証明書の交付の担当部局と応急危険度判定担当部局とが非

常時の情報共有体制についてあらかじめ検討し、必要に応じて、発災後に応急危険度判定

の判定実施計画や判定結果を活用した住家被害の調査・判定を早期に実施できるよう努

める。 

Ø 13- 2 Ù 

ŧ È É 

（１）町長は、罹災証明書のうち火災に起因するものの交付に関する事務について、必要に応

じて、消防長等に、消防法による火災損害調査の結果に基づき行わせることとすること

ができる。 

（２）消防事務の共同処理に関して複数の町が一部事務組合や広域連合を設立している場合

において、その規約上、火災に起因する罹災証明書の交付についても共同処理の対象と

されている場合には、当該一部事務組合等が火災に係る罹災証明書の交付を行う。 

ŧ ǡ Ǧ ǡ ¤  

Ŧ ǡ  

（１）町長は、当該町の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害の被災者の援護を

総合的かつ効率的に実施するため必要があると認めるときは、個々の被災者の被害の状
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況や各種の支援措置の実施状況、配慮を要する事項等を一元的に集約した被災者台帳を

作成し、被災者の援護の総合的かつ効率的な実施に努める。 

（２）被災者台帳には、被災者に関する次に掲げる事項を記載し、または記録する。 

（３）町長は、被災者台帳の作成に必要な限度で、その保有する被災者の氏名その他の被災者

に関する情報を、その保有にあたって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利

用することができる。 

（４）町長は、必要に応じて、被災者台帳の作成のため、道や他の町等に対して被災者に関す

る情報の提供を求めることができる。 

ŧ ǡ Ǧ  

（１）町長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、台帳情報を、その保有にあた

って特定された利用の目的以外の目的のために自ら利用し、または提供することができる。 

ア 本人（台帳情報によって識別される特定の個人をいう。以下この号において同じ。）

の同意があるとき、または本人に提供するとき。 

イ 町が被災者に対する援護の実施に必要な限度で台帳情報を内部で利用するとき。 

ウ 他の地方公共団体に台帳情報を提供する場合において、台帳情報の提供を受ける者

が、被災者に対する援護の実施に必要な限度で提供に係る台帳情報を利用するとき。 

（２）台帳情報の提供を受けようとする申請者は、次の各号に掲げる事項を記載した申請書を

町長に提出しなければならない。 

ア 申請者の氏名及び住所（法人その他の団体にあってはその名称、代表者の氏名及び

主たる事務所の所在地） 

イ 申請に係る被災者を特定するために必要な情報 

ウ 提供を受けようとする台帳情報の範囲 

エ 提供を受けようとする台帳情報に申請者以外の者に係るものが含まれる場合には、

その使用目的 

オ その他台帳情報の提供に関し町長が必要と認める事項 

ア 氏名 サ 市町村長が台長情報を当該市町村以外の者

に提供することに被災者本人が同意している

場合に、その提供先 

イ 生年月日 

ウ 性別 

エ 住所または居所 シ (11) の提供先に台長情報を提供した場合に

は、その旨及びその日時 オ 住家の日改その他市町村長が定める種類の被

害状況 

カ 援護の実施状況 ス 被災者台長の作成にあたり、行政手続きに

おける特定個人を識別するための番号の利用

に関する法律（平成25年法律第27号）第２条

第５項に規定する個人番号を利用する場合に

は、当該被災者に係る個人番号 

キ 要配慮者であるときは、その旨及び要配慮者

に該当する事由 

ク 一電話番号その他の連絡先 

ケ 世帯の構成 

コ 罹災証明書の交付の状況 セ その他被災者の援護の実施に監視市町村が

必要と認める事項 
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（３）町長は、（２）の申請があった場合において、当該申請が不当な目的によるものと認め

るときまたは申請者が台帳情報の提供を受けることにより知り得た情報が不当な目的に

使用されるおそれがあると認めるときを除き、申請者に対し、当該申請に係る台帳情報を

提供することができる。 

ただし、その場合、提供する台帳情報には、当該被災者に係る行政手続きにおける特定

の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する個人番号（本

節第２の１（２）のス）を含めない。 

Ũ ¤ ǞǻǾ ⱱ 

被災した住民等の生活再建や経営安定等を図るため、次の融資・貸付等の金融支援を行う。 

（１）生活福祉資金 

（２）母子父子寡婦福祉資金 

（３）災害援護資金貸付金 

（４）災害弔慰金 

（５）災害障害見舞金 

（６）住家被害見舞金等（都道府県見舞金・災害対策交付金を含む） 

（７）災害復興住宅資金 

（８）農林漁業セーフティネット資金 

（９）天災融資法（天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する暫定措置法

（昭和30年法律第136号））による融資 

（10）農林漁業施設資金（主務大臣指定施設（災害復旧）） 

（11）農林漁業施設資金（主務大臣指定施設）水産業施設資金（災害復旧） 

（12）造林資金 

（13）樹苗養成施設資金 

（14）林道資金 

（15）主務大臣指定施設資金 

（16）共同利用施設資金 

（17）備荒資金直接融資資金 

（18）中小企業総合振興資金「経営環境変化対応貸付（災害復旧）」 

（19）勤労者福祉資金 

（20）「被災者生活再建支援法」に基づく支援 

Ø 9- 1- 5 ⌂ ǡ Ǟ ǌǾ Ù 
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ũ ⱱ ǡ Ǧ  

１ 道は、災害による被災者を救援するため災害義援金の募集及び配分を必要とするときは、

北海道災害義援金募集委員会及び北海道災害義援金配分委員会がこれにあたる。 

２ 町長は、全国各地からの義援金を受け付けるとともに、提供者の意向を尊重し、被害状

況に応じて義援金を配分する。 

３ 日赤は、全国各地からの義援金窓口を設置し、義援金の受入れを実施するとともに、義

援金配分委員会を設置し、被害状況に応じて義援金を罹災者に配分する。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ŧ  ¤  
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第１章 総 則 

 

 

Ŧ    

 

本計画は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第42条の規定、日本海溝・千島海溝周辺

海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成16年法律第27号。以下「日本海

溝特措法」という。）及び松前町地域防災計画に基づき、松前町における地震（津波）による災

害発生時の迅速かつ的確な応急対策の実施と、災害発生の未然防止及び被害の軽減を図る予防

対策を加え、震災時における町民をはじめ観光客や外国人等、松前町に滞在するあらゆる人々の

生命、身体及び財産の保護を図ることを目的とする。 

 

ŧ   

 

Ŧ ǞƽǄǾ  

北海道地方の地震は、千島海溝や日本海溝から陸側へ沈み込むプレート境界付近やアムール

プレートの衝突に伴って日本海東縁部付近で発生する海溝型地震と、その結果圧縮された陸域

で発生する内陸型地震に大きく２つに分けることができる。海溝型地震はプレート境界そのも

ので発生するプレート間の大地震と「平成５年(1993年) 釧路沖地震」のようなプレート内部の

やや深い地震からなる。内陸型地震として想定しているものは、主に内陸に分布する活断層や

地下に伏在していると推定される断層による地震、過去に発生した内陸地震などである。 

既往の研究成果、特に海溝型地震と内陸活断層に関する最新の研究成果等から、北海道に被

害を及ぼすと考えられる地震を整理した。 

Ŧ  

（１）千島海溝南部・日本海溝北部 

プレート間地震は、過去の地震の震源域や現在の地震活動から見て、三陸沖北部(T1) 、

十勝沖(T2) 、根室沖(T3) ，色丹島沖(T4) 及び択捉島沖(T5) の各領域で発生する地震に区分

される。いずれもプレート境界で発生する逆断層タイプの大地震～巨大地震である。これ

らの地震については地震調査研究推進本部の長期評価が出され、中央防災会議からは強震

動と津波に関する評価が示されている。なお、千島海溝におけるM（マグニチュード：以下

同様）8クラスのプレート間地震の平均発生間隔は72.2年とされている。
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Ø ר (T1)Ù 

三陸沖北部では，1856年M7.5、1968年M7.9の「1968年十勝沖地震」、1994年M7.6の「平

成６年（1994年）三陸はるか沖地震」が発生しており、この領域はM8クラスの地震が繰り

返し発生している領域と考えられる。 

（２）500年間隔地震(T6)  

根室地域から十勝地域にかけての津波堆積物調査の結果、この地域では過去約6,500年

間に10数回の巨大津波が発生したことが確認されている。この約500年間隔の津波堆積物

に対応した地震（「500年間隔地震」）についての地震動は明らかではないが、津波の資料

から見れば、この地震は根室半島から十勝沖の領域までまたがって繰り返し発生したプレ

ート間地震と考えられている。中央防災会議によれば、M8.6の超巨大地震が予想されてい

る。直近のものは17世紀初めに発生しており、既に約400年経過していることから、ある程

度切迫性があるとみられている。 

（３）日本海東縁部(T7～T10) 

日本海の東縁部にもプレート境界があると考えられており、その境界には東西方向の圧

縮力のために「歪み集中帯」と呼ばれる活断層・活褶曲帯が形成されている。ここでは，

北海道南西沖、積丹半島沖及び留萌沖の領域で歴史地震があり、逆断層型の地震が起きて

いる。これらの領域とサハリン西方沖の間の北海道北西沖は歴史的に大地震が知られてい

ない領域である。なお、これらは太平洋側の海溝型地震に比べ発生間隔は長いと考えられ

ている。 

Ø ר (T7)Ù 

北海道南西沖では、1993年にM7.8の「平成５年（1993年）北海道南西沖地震」が発生

している。地震に由来する海底堆積物の解析などから、地震は500年～1400年程度の間

隔で発生すると想定されている。 

ŧ  

（１）活断層帯 

道内の主要起震断層として地震調査研究推進本部が評価を発表している９の活断層帯

は、M7以上のいずれも浅い（20km以浅）逆断層型の地震が想定される。 

Ø (N3)Ù 

黒松内低地断層帯は、寿都町から黒松内町、長万部町にいたる西に傾く逆断層で、全体

としてM7.3程度以上の地震が想定されている。30年以内の地震発生確率は最大5％で、こ

の値は我が国の主な活断層の中では高いグループに属する。 

Ø ꜗ (N5)Ù 

函館平野西縁断層帯は、七飯町西部から北斗市・函館湾にかけて分布する。西に傾く逆

断層と推定され、M7.0～7.5程度の地震が想定されている。30年以内の地震発生確率は最

大1％で、この値は我が国の主な活断層の中ではやや高いグループに属する。 
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1- 2- 1  ǈǿǾ  
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1- 2- 1  ǝ Ǧ ǡ  לּ

Ø Ù 

 
 

(ⱴ◓♬♅ꜙ  (♪כ

 
  

30  50  100  

函館平野西縁断層帯 
7.0～7.5  

程度 
ほぼ0～1% ほぼ0～2% ほぼ0～3% 13000- 17000年 

14000年前 

以後 

黒松内低地断層帯 
7.3程度 

以上 
2～5%以下 3～9%以下 7～20%以下 

3600- 5000年 

程度以上 

約5900年前 

- 4900年前 

 

Ø Ù 

（注）算定基準日：令和５年(2023年) １月１日 

╕√│  
 

(ⱴ◓♬♅ꜙ  (♪כ

 
  

10  10  10  

千

島

海

溝

沿

い 

超巨大地震 

（17世紀型） 

8.8程度 

以上 
2～10％ 7～40％ 10～60％ 約340～380年 17世紀 

十勝沖 
8.0～8.6 

程度 
0.2％ 10％程度 40％程度 80.3年 17.3年前 

根室沖 
7.8～8.5 

程度 
30％程度 80％程度 

90％程度 

以上 
65.1年 47.5年前 

色丹島沖及び 

択捉島沖 

7.7～8.5 

前後 
20％程度 60％程度 80％程度 35.5年 － 

ひとま

わり小

さいプ

レート

間地震 

十勝沖･

根室沖 

7.0～7.5 

程度 
40％程度 80％程度 90％程度 20.5年 － 

色丹島

沖･択捉

島沖 

7.5程度 50％程度 90％程度 
90％程度 

以上 
13.7年 － 

十勝沖から択捉島

沖の海溝寄りの 

プレート間地震 

（津波地震等） 

Mt8.0程度 20％程度 50％程度 70％程度 39.0年 － 

沈み込んだ 

プレート内の 

やや浅い地震 

8.4前後 10％程度 30％程度 40％程度 88.9年 － 

沈み込んだ 

プレート内の 

やや深い地震 

7.8程度 0％程度 50％程度 70％程度 39.0年 － 

海溝軸の外側で 

発生する地震 
8.2前後 － － － － － 

日

本

海

溝

沿

い 

超巨大地震 

（東北地方太平

洋沖型） 

9.0程度 ほぼ0％ ほぼ0％ ほぼ0％ 
550～600年 

程度 
9.8年前 

青森県東方沖及

び岩手県沖北部 
7.9程度 0.004～4％ 8～30％ 60～70％ 97.0年 52.6年前 

宮城県沖 7.9程度 9％ 20％ 程度 40 ％程度 109.0年 － 

日

本

海

東

縁

部 

北海道北西沖 

の地震 
7.8程度 

0. 002～ 

0.04％ 

0.006～ 

0.1％ 

0.01～ 

0.2％ 
3900年程度 約2100年前 

北海道西方沖 

の地震 
7.5前後 ほぼ0％ ほぼ0％ ほぼ0％ 

1400～ 

3900年程度 
80.4年前 

北海道南西沖 

の地震 
7.8前後 ほぼ0％ ほぼ0％ ほぼ0％ 

500～ 

1400年程度 
27.5年前 

青森県西方沖 

の地震 
7.7前後 ほぼ0％ ほぼ0％ ほぼ0％ 

500～ 

1400年程度 
37.6年前 
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ŧ ǞƽǄǾ  

Ŧ ǝ ƻ  

北海道は、「平成５年（1993年）北海道南西沖地震」や「平成15年(2003年）十勝沖地震」

をはじめ、津波による多くの犠牲者と甚大な被害を被っている。 

また、流氷接岸時期に津波が発生した場合、沿岸に流氷とともに津波が押し寄せることが

あり、1952年（昭和27年）３月に発生した十勝沖地震では、浜中村霧多布地区（当時）におい

て、流氷とともに押し寄せた津波により家屋が破壊されるなど、甚大な被害が発生した。 

このため、津波発生時における住民の避難対策の強化を図るとともに、北海道沿岸地域に

影響を及ぼす海域の地震による津波に対する対策の強化を図るため、想定される最大地震津

波に対応した本道沿岸域における詳細な津波浸水予測及び被害想定を行ってきた。 

2011年３月11日に発生した「平成23年(2011年) 東北地方太平洋沖地震」を踏まえ、津波堆

積物調査などの科学的知見により、あらゆる可能性を考慮した最大クラスの津波の想定を行

い、各海域の想定の見直しに取り組んでいく。 

ŧ Ⱳ ǡ  

北海道日本海に影響を及ぼす最大クラスの津波浸水予測については、平成26年９月に国が日

本海の断層モデルの公表を行ったことから、公表された断層モデルを基に検討を行い、平成29

年２月に「津波防災地域づくりに関する法律」に規定する津波浸水想定とし設定した。 

今後、被害想定計算及び減災目標の策定を別途進めていく。 

 

1- 2- 2  Ǟ Ǿ ɋȰɔ   1- 2- 3   
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Ũ Ⱳ ǡ  

（１）津波浸水想定の設定 

北海道太平洋沿岸に影響を及ぼす最大クラスの津波浸水予測については、平成24年度に

作成しているが、令和２年４月に国が日本海溝・千島海溝沿い巨大地震モデルの公表を行

ったことから、公表された津波断層モデルを基に検討を行い、令和３年７月に太平洋沿岸

の津波浸水予測図を見直し、「津波防災地域づくりに関する法律」に規定する津波浸水想

定として設定した。 

被害想定計算及び減災目標の策定は、 12- 2を参照。 
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第２章 災害予防計画 

 

地震・津波による災害発生及び拡大の防止を図るため、第１編第４章「災害予防計画」の定め

るところにより実施し、町、道及び防災関係機関は、災害予防対策を積極的に推進を図るととも

に、住民及び民間事業者は、平時より災害に対する備えを心がけるよう努める。 

 

Ŧ  ǡ ƻ 

平成７年１月に発生した阪神・淡路大震災や平成23年３月の東日本大震災の経験を踏まえ、

住民は、自らの身の安全は自らが守るのが基本であるとの自覚を持ち、平時より災害に対する

備えを心がけるとともに、災害時には自らの身の安全を守るよう行動することが重要である。 

地震発生時に、住民は、家庭または職場等において、個人または共同で、人命の安全を第一

として混乱の防止に留意しつつ、地震災害による被害の発生を最小限にとどめるために必要

な措置をとる。 

Ŧ ּק ǞƽǄǾ  

Ø ǡ Ù 

ア 地域の避難場所・避難経路及び家族の集合場所や連絡方法を確認する。 

イ がけ崩れ等に注意する。 

ウ 建物の補強、家具の固定をする。 

エ 火気器具の点検や火気周辺の可燃物に注意する。 

オ 飲料水や消火器の用意をする。 

カ 「最低３日間、推奨１週間」分の食料、飲料水、携帯トイレ・簡易トイレ、トイレッ

トペーパ、ポータブルストーブ等の備蓄、非常持出品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾

電池、携帯電話充電器等）を準備する。 

キ 地域の防災訓練に進んで参加する。 

ク 隣近所と地震時の協力について話し合う。 

ケ 保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え等を行う。 

Ø ǡ Ù 

ア まずわが身の安全を図る。 

イ 特に緊急地震速報を見聞きしたときには、まわりの人に声をかけながら周囲の状況

に応じて、あわてずに、まず身の安全を確保する。 

ウ 揺れがおさまったら、落ち着いてすばやく火の始末をする。 

エ 火が出たらまず消火する。 
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オ あわてて戸外に飛び出さず出口を確保する。 

カ 狭い路地、塀のわき、がけ、川べりには近寄らない。 

キ 山崩れ、がけ崩れ、浸水に注意する。 

ク 避難は徒歩で、持物は最小限にする。 

ケ みんなが協力しあって、応急救護を行う。 

コ 正しい情報をつかみ、流言飛語に惑わされない。 

サ 秩序を守り、衛生に注意する。 

ŧ ǞƽǄǾ  

Ø ǡ Ù 

ア 消防計画、予防規程などを整備し、各自の役割分担を明確にする。 

イ 消防計画により避難訓練を実施する。 

ウ とりあえず身を置く場所を確保し、ロッカー等重量物の転倒防止措置をとる。 

エ 重要書類等の非常持出品を確認する。 

オ 不特定かつ多数の者が出入りする職場では、入場者の安全確保を第一に考える。 

Ø ǡ Ù 

ア まずわが身の安全を図る。 

イ 特に緊急地震速報を見聞きしたときには、まわりの人に声をかけながら周囲の状況

に応じて、あわてずに、まず身の安全を確保する。 

ウ 揺れがおさまったら、落ち着いてすばやく火の始末をする。 

エ 職場の消防計画に基づき行動する。 

オ 職場の条件と状況に応じ、安全な場所に避難する。 

カ 正確な情報を入手する。 

キ 近くの職場同士で協力し合う。 

ク エレベーターの使用は避ける。 

ケ マイカーによる出勤、帰宅、危険物車両等の運行は自粛する。 

Ũ ǚǛǾǬǀ  

ア 館内放送や係員の指示がある場合は、落ち着いてその指示に従い行動する。 

イ あわてて出口・階段などに殺到しない。 

ウ 吊り下がっている照明などの下からは退避する。 

ũ ǝǜׁש ǚǛǾǬǀ  

ア ブロック塀の倒壊や自動販売機の転倒に注意し、これらのそばから離れる。 

イ ビルからの壁、看板、割れたガラスの落下に備え、ビルのそばから離れる。 

ウ 丈夫なビルのそばであれば、ビルの中に避難すること。 
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Ū ◖ ǡǛǾǬǀ  

Ø ǡǛǀÙ 

ア 走行中に車内のラジオ等で緊急地震速報を聞いたときは、後続の車が緊急地震速報

を聞いていないおそれがあることを考慮し、ハザードランプを点灯するなど、まわりの

車に注意を促した後、緩やかに停止させる。 

イ 走行中に大きな揺れを感じたときは、急ハンドル、急ブレーキを避けるなど、できる

だけ安全な方法により、道路の左側に停止させる。 

ウ 車停止後は、ラジオ等で地震情報や交通情報を聞き、その情報や周囲の状況に応じ

て行動する。 

エ 車を置いて避難するときは、できるだけ道路外の場所に移動しておく。やむを得ず

道路上に置いて避難するときは、道路の左側に寄せて駐車し、エンジンを切り、エンジ

ンキーを付けたままとし、窓を閉め、ドアはロックしないこと。駐車するときは、避難

する人の通行や災害応急対策の実施の妨げとなるような場所には駐車しない。 

Ø ǌǾǛǀÙ 

被災地域では、道路の破壊、物件の散乱等のほか、自力で避難できない要支援者等を車

両で避難させる場合、幹線道路等に車が集中することで交通が混乱し、要支援者の避難に

支障が出ないよう、やむを得ない場合を除き、避難のため車を使用しないこと。 
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ŧ  Ǟ ƷǱǔǘǂǽ 

町は、地震に強いまちづくりに取り組むために、次の予防対策の推進に努める。 

Ŧ ǡ↨ ǡטּ  

ア 町は、松前町耐震改修促進計画等を作成し、現行の建築基準法に規定される耐震性

能を有さない既存建築物の耐震診断及び耐震改修を促進するため、パンフレット等を

活用して耐震改修の必要性等について普及啓発を図るほか、建築関係団体と連携して、

既存建築物の耐震診断・耐震補強・不燃化等の促進に努める。 

   また、「建築物の耐震改修の促進に関する法律」に基づき指導、助言等を行う。 

イ 町は、特に、災害時の拠点となる庁舎、避難所等について、非構造部材を含む耐震対

策等により、発災時に必要と考えられる高い安全性を確保するよう努める。 

ウ 町は、避難所等に老朽化の兆候が認められる場合には、優先順位をつけて計画的に安

全確保対策を進める。 

エ 町は、防災拠点や学校など公共施設の耐震性の向上を図る。 

  オ 町は、防災関係機関及び多数の者が使用する施設並びに学校及び医療機関等の応急

対策上重要な施設について、耐震性の確保に十分配慮する。 

  カ 町は、老朽化した社会資本について、その適切な維持管理に努める。 

  キ 町は住宅をはじめとする建築物の耐震性の確保を推進するため、基準の遵守の指導

等に努める。 

ク 町は、建築物における天井の脱落防止等の落下物対策及びブロック塀の倒壊防止、エ

レベーターにおける閉じ込め防止、ビルにおける長周期地震動対策等の安全化対策に

努める。 

   ケ 町は、文化財保護のための施設・設備の整備等の耐震対策に努める。 

ŧ Ⱨ ǡ  

町は、震災時における避難場所・災害応急対策活動拠点として災害対策車両やヘリコプタ

ーなどが十分活動でき、また震災後の復旧拠点基地・救援基地として、防災上重要な役割を

果たすグランド・公園、広場を防災まちづくりの一環として、より充実整備に努める。 

Ũ ǡ ǝ  

町は、各町内会地域の既存避難場所に指定している公共施設の耐震化・不燃化等の計画的

な整備促進に努める。 

また、緊急一時避難場所の寒冷地対策を促進し、避難者の低体温症等の防止対策に努める。 
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ũ ǡ  טּ

町は、国、道及び防災関係機関等の協力を得て、道路、橋梁、港湾等の基幹的な交通施設用

の整備にあたって、耐震性の強化や多重性・代替性を考慮した耐震設計やネットワークの充実

に努める。 

Ū ¤ ǡ ǡ  טּ

ア 町は、上水道施設等の機能の確保を図るため、震災時応急体制の確保、主要整備の耐

震化、復旧体制の整備、資機材の備蓄等に努める。 

  イ 町は、防災行政無線等主要な通信施設の整備にあたっては、災害対応に必要なネットワ

ークの範囲を検討するとともに、設備の耐震性の確保や通信手段の多様化、多重化など、

耐災害性の強化に努める。 

    また、緊急地震速報について、住民がこの情報の特徴を理解して的確な行動が取れるよ

う、普及啓発を進める。 

ウ 町は、自ら保有するコンピューターシステムやデータのバックアップ対策を講じると

ともに、町内の企業等における安全確保に向けての自発的な取組を促進する。 

ū ǡ♪ טּ ǡ  

地震による地盤の液状化現象は、一般的には砂質土地盤で地中から地下水や砂が噴出する

ことにより、急激に周辺の地盤支持力が失われる現象をいう。 

この液状化の発生地点は、過去の大きな地震発生では震度５以上のときに埋立地や旧河道

等に集中して発生している特徴が知られているため、港湾地区の埋立地をはじめ、その他の

地域でも地形、地質の分布状況を把握のうえ、十分警戒する必要がある。 

また、地域住民、建築物等設計・施工業者等に対してパンフレット等の作成配布、講習会

等の開催により知識の普及を図るなどの液状化対策を推進する。 

なお、液状化対策としては、大別して次の３つの工法が考えられる。 

・ 地盤自体の改良等により液状化の発生を防ぐ対策 

・ 発生した液状化に対して施設の被害を防止・軽減する構造的対策 

・ 施設のネットワーク化等による代替機能を確保する対策 

対策工法の選択においては、現地の地盤等を調査し、発生する液状化現象を的確に予測す

ることにより、現場の施工条件と、効果の確実性、経済性等を検討し、相互に判断し、液状化

対策を推進する必要がある。 
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Ŭ Ǟ ƷǱǔǘǂǽ 

ア 津波からの迅速かつ確実な避難を実現するため、やむを得ない場合を除き、徒歩によ

る避難を原則として、地域の実情を踏まえつつ、できるだけ短時間で避難が可能となる

ようなまちづくりを目指す。 

ウ 町は、浸水の危険性の低い地域を居住地域とするような土地利用計画、できるだけ短

時間で避難が可能となるような指定緊急避難場所・津波避難ビル等及び避難路・避難階

段等の整備など、避難関連施設の計画的整備や民間施設の活用による避難関連施設の確

保、建築物や公共施設の耐浪化等により、津波に強いまちの形成を図る。 

エ 町は、行政関連施設、要配慮者に関わる施設等については、できるだけ浸水の危険性 

の低い場所に立地するよう整備するとともに、やむを得ず浸水のおそれのある場所に立

地する場合には、建築物の耐浪化、非常用電源の設置場所の工夫など施設の防災拠点化

を図るとともに、中長期的には浸水の危険性のより低い場所へ誘導を図る。 

オ 町は、津波防災の観点からのまちづくりに努め、職員に対してハザードマップ等を用

いた防災教育を行い、日常の計画行政の中に防災の観点を取り入れるよう努める。 

カ 町は、老朽化した社会資本について、その適切な維持管理に努める。 
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Ũ  ǡ  

  町は、地震による災害発生の未然防止や被害の軽減を図る予防対策として、第１編第４章

「災害予防計画」の定めるところにより、各種予防対策の計画的な推進を図る。 

 （１）地震、津波等による災害が予想される重要警戒区域及び整備計画については、第１編第

４章第20節「重要警戒区域及び整備計画」の定めるところにより、予防対策等の推進に努め

る。 

 （２）積雪時における地震の発生の場合、積雪による避難場所、避難道路等の確保に支障が生

じることが懸念されるため、第１編第４章第13節「雪害予防計画」の定めるところにより、

雪害対策等の推進に努める。 

 （３）地震に起因して発生する多発火災、大規模火災、危険物火災等を防止するため、地震時

における出火の未然防止、初期消火の徹底等の火災予防対策等については、第１編第４章20

節「重要警戒区域及び整備計画」、第１編第４章第10節「消防計画」の定めるところにより、

予防対策等の推進に努める。 

 （４）地震災害応急対策を円滑に実施するため、第１編第４章第２節「防災訓練計画」の定め

るところにより、単独または関係機関と緊密な連絡をとり各種防災訓練を実施し、地震防災

についての知識及び技能の向上並びに防災意識の普及と向上に努める。 

 （５）地震防災諸活動を円滑に行い、かつ地震防災の成果をあげることを目的として、第１編

第４章第１節「防災思想・知識の普及・啓発並びに防災教育の推進に関する計画」の定める

ところにより、防災関係者及び住民に対して災害予防及び応急対策等の防災知識の普及・啓

発に努める。 

 （６）町は、災害時に避難所等で必要となる食料、飲料水、生活必需品、衛生用品、燃料、そ

の他の物資について、第１編第４章第３節「物資及び防災資機材等の整備・確保に関する計

画」の定めるところにより、必要な数量を備蓄するよう努める。 

 （７）町は、その所掌事務または業務について、災害応急対策若しくは災害復旧の実施に際し

他の者を応援する、または他の者の応援を受けることを必要とする事態に備え、第１編第４

章第４節「相互応援（受援）体制の整備」の定めるところにより、必要な措置を講ずるよう

努める。 

（８）地震発生時における避難行動要支援者の安全の確保については、第１編第４章第７節

「避難行動要支援者等の要配慮者に関する計画」の定めるところにより、予防対策等の推進

に努める。 

 （９）住民は、第１編第１章第５節「住民及び事業者の基本的責務」の定めるところにより、

「自らの身の安全は自らが守る。」「備えあれば憂いなし。」が基本であるとの自覚をもち、

平時より地震災害に対する備えを心掛けるとともに、災害時には自らの身の安全を守るよ

う行動することに努める。 
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 （10）地震災害発生の防止や災害発生時の被害の軽減を図るため、「自分の地域は自分で守

る。」という精神のもとに住民や事業所等が自主防災組織を結成、活動することが極めて重

要であり、第１編第４章第５節「自主防災組織の育成等に関する計画」の定めるところによ

り、その普及啓発及び指導育成の推進に努める。 

 （11）災害から住民の生命・身体を保護するための避難路、指定緊急避難場所、指定避難所の、

確保、整備及び避難計画、被災者の把握等については、第１編第４章第６節「避難体制整備

計画」の定めるところによる。 

 （12）危険物等の漏洩、流出、火災、爆発等の災害の拡大を防御し被害の軽減を図るための予

防、応急対策は、第１編第９章第４節「危険物等災害対策計画」の定めるところによる。 

（13）町は、土砂災害の危険性が高いと判断された箇所及びそこに近接する建築物について

は、第１編第４章第９節「建築物災害予防計画」、第１編第４章第16節「土砂災害予防計画」

の定めるところにより、予防対策を推進する。 

（14）町は、災害時の応急対策等の実施や優先度の高い通常業務の継続のために、第１編第４

章第19節「業務継続計画の策定」の定めるところにより、事業継続計画を策定・運用するよ

う努める。 

（15）町は、複数の災害が同時に発生することを認識し、第１編第４章第18節「複合災害に関

する計画」の定めるところにより、備えを充実する。 

 （16）地震に対する心得 

Ø ǡǛǀǡ ƻÙ 

・ まず、身体を守る。 

・ すばやく火の始末をする。 

・ 非常脱出口の確保をし、家族の安全を確認する。 

・ あわてて外に飛び出さない。「靴をはく」 

・ 避難は徒歩で、携帯品は限られたものにし、「手軽」にする。 

・ せまい路地、塀のわき、崖ぶちを避ける。 

・ 山地では山くずれ、傾斜地では崖くずれに注意し、危険が予想される場合は、直ちに安全な場所に

避難する。 

・ 低地では出水等による浸水に注意する。 

・ 防災関係機関等の確実な情報に従い、あわてず、冷静に行動する。 

・ 行動は誘導者等の指示に従い、流言飛語による軽はずみな行動をやめる。 

・ 秩序を守り、老人、幼児、傷病者、女性、子供を助けるなど、隣近所でお互いに助け合う。 

 

Ø Ǟ ǌǾǨǓȆƾǼǡ ƻÙ 

・ 家の中の防震、防火の安全対策をしておく。 

・ 隣近所と相談しておく。 

・ 避難場所、避難路、連絡方法等を家族で確認しておく。 

・ 非常持出品、非常備蓄品を準備・点検し、いざというときすぐ持ち出せるようにしておく。 

・ 防災訓練、防災講習会、救急研修会等に参加するよう心がける。 
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（17）津波対策の対象地域は、原則として海岸区域の全域とし、その災害予防対策に関しては

次のとおりとする。 

ア 津波警戒等受伝達に関する対策 

( ア) 津波警報等の正確な伝達を図るため、警報等の種類並びに標識（サイレン等）につ

いて必要な機器を通じて、その周知徹底を図る。 

( イ) 特に津波警報等の迅速、確実な伝達を期するため、防災行政無線施設による連絡体

制の確認を行うとともに、広報車、消防車、サイレン等の広報媒体の確保を図る。 

( ウ) 各防災関係機関は、地震配備体制に基づく休日、夜間の配備も含め、迅速な情報伝

達を可能とする組織体制を確立する。 

イ 津波警報等と標識 

ウ 津波避難、退避に関する対策 

（ア）沿岸地域住民、海浜来場者、船舶関係者等の早期かつ迅速な避難の実施を確保する

ため、地域団体、松前さくら漁業協同組合等との連絡体制を強化し、緊急を要する場

合は、自主的に避難誘導措置が講じられるよう指導を実施する。 

（イ）小型船舶の避難、安全性を確保するため、早期の沖合避難、係留船の係留綱補強措

置、引き上げ固縛措置等の指導を実施する。 

（ウ）津波防災意識の啓発、広報、訓練に関する対策 

     a 「地震、イコール津波、即避難」の認識が沿岸地域に限らず、全住民の津波に対す

る共通意識として定着するよう、次に示す「津波に対する心得」を基本とし、必要

な機会を通じて啓発に努め、その周知を徹底する。 

     b 広報紙、防災パンフレット、テレビ、ラジオ等の広報媒体を活用するとともに、防

災訓練等の機会をとらえて、津波に関する正しい知識、認識の啓発、対策の周知等

を積極的に広報する。 

     c 沿岸地域を重点として津波避難、誘導訓練には、地域住民を積極的に参加させる。 

 

（18）地震防災緊急事業五箇年計画の推進 

町は、松前町地域防災計画等に定められた事項のうち、地震防災対策上緊急に整備

すべき施設等について、その整備を重点的・計画的に推進するため、地震防災対策特

別措置法（平成７年法律第111号）に基づき道が作成する地震防災緊急事業五箇年計

画の推進を図る。 
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（19）津波に対する心得 

Øȋ ╗ Ù 

・ 強い地震（震度４以上）を感じたとき、または弱い地震であっても長い時間ゆっくりとした揺れを

感じたときは、直ちに海浜から離れ、急いで高台に避難、緊急の場合は３階以上の強固な建物に避難

する。 

・ 地震を感じなくても、津波警報が発表されたときは、直ちに海浜から離れ、急いで高台に避難、緊

急の場合は３階以上の強固な建物に避難する。 

・ 正しい情報をラジオ、テレビ、防災機関の広報等を通じて入手する。 

・ 津波注意報でも、海水浴や磯釣りは危険なので行わない。 

・ 津波は繰り返し襲ってくるので、警報、注意報解除まで気をゆるめない。 

 

Øȍ Ù 

・ 強い地震（震度４以上）を感じたとき、または弱い地震であっても長い時間ゆっくりとした揺れを

感じたときは、直ちに港外退避する。 

・ 地震を感じなくても、津波警報、注意報が発表されたときは、すぐ港外退避する。 

・ 正しい情報をラジオ、テレビ、関係機関の無線などを通じて入手する。 

・ 港外退避できない小型船舶船は、高い所に引き上げて固縛するなどの最善の措置をとる。 

・ 津波は繰り返し襲ってくるので、警報、注意報解除まで気をゆるめない。 

  ※ 港外・水深の深い、広い海域へ。 

  ※ 港外退避、小型船舶船の引き上げ等は、時間的余裕がある場合のみ行う。 
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第３章 災害応急対策計画 

 

地震（津波）による災害発生時に、本計画の定めるところにより、迅速かつ的確な応急対策を

実施し、住民の生命、身体及び財産の保護を図る。 

 

Ŧ  ǡ  

町長は、地震による災害が発生し、または津波のおそれがある場合、第１編第３章第１節

第２の「応急活動体制」で定める設置基準に基づき本部を設置し、防災関係機関と緊密な連

携のもと応急活動体制を確立し、応急対策を実施する。 

また、本部組織及び運営、各部の主な所掌事務、廃止の時期、設置及び廃止の通知及び公

表、本部の名称等についても第１編第３章第１節第２「応急活動体制」の定めるところによ

る。 

 

ŧ  ǡ ¤ Ǧ  

町長は、地震が発生し、または津波のおそれがある場合、次の設置基準により、「松前町

災害対策連絡本部」を短期間設置する等の体制をとる。 

災害対策連絡本部の体制及び廃止の時期については、町長がその都度必要に応じて判断し、

指示をする。 

（１）災害が発生するおそれがあり、災害情報の収集や災害対策を要する事態の発生等に備

え速やかな連絡体制の確保等を要するとき。 

（２）町内域に震度４の地震が発生したとき、または本町沿岸に「津波注意」の津波注意報

が発表されたとき。 

（３）災害対策本部廃止後も、災害発生後の情報等収集や再度対策を要する事態の発生等に

備え、速やかな連絡体制の確保を要するとき。 

 

Ũ  ǡ  

配備基準及び配備体制は、第１編第３章第２節第３「町職員の動員配備」に定めるところ

による。 
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ũ  ¤ ǡ  

地震情報を迅速かつ的確に伝達するための計画は、次のとおりである。 

Ŧ ¤ Ǟ ǌǾ  

Ŧ  

（１）緊急地震速報の発表等 

最大震度が５弱以上の揺れが予想された場合または長周期地震動階級３以上の揺れが

予想された場合に、震度４以上または長周期地震動階級３以上が予想された地域に対し、

緊急地震速報（警報）※１が発表される。 

なお、震度が６弱以上または長周期地震動※２階級４の揺れを予想した緊急地震速報（警

報）は、地震動特別警報に位置づけられる。日本放送協会（ＮＨＫ）は、テレビ、ラジオ

を通して住民に提供する。 

※１ 緊急地震速報（警報） 

緊急地震速報（警報）は、地震発生直後に震源に近い観測点で観測された地震波を解析するこ

とにより、地震による強い揺れが来る前に、これから強い揺れが来ることを知らせる情報である。

解析や伝達に一定の時間（数秒程度）がかかるため、内陸の浅い場所で地震が発生した場合など

において、震源に近い場所へ緊急地震速報の提供が強い揺れの到達に原理的に間に合わない。 

なお、次の場合、緊急地震速報を特別警報に位置づける。 

※２ 長周期地震動 

大きな地震で生じる、周期（揺れが１往復するのにかかる時間）が長い大きな揺れのことを長

周期地震動という。長周期地震動により、高層ビルは大きく長時間揺れ続けることがある。ま

た、長周期地震動は遠くまで伝わりやすい性質があり、地震が発生した場所から数百km離れた

ところでも大きく長く揺れることがある。長周期地震動による大きな揺れにより、家具類が倒

れたり、落ちたりする危険に加え、大きく移動したりする危険がある。 

今後発生が予想されている日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震等が発生した場合でも、長周

期地震動による被害のおそれがある。 

気象庁では、令和５年２月１日より、発表基準に長周期地震動階級の予想値を追加して提供

することとし、長周期地震動階級３以上を予想した場合でも、緊急地震速報（警報）を発表する。 

─ ⌐ ∆╢         

地震（地震動） 
震度６弱以上または長周期地震動階級４の揺れが予想される

場合を特別警報に位置づける） 

（２）緊急地震速報の伝達 

気象庁は、地震による被害の軽減に資するため、緊急地震速報を発表し、日本放送協会

（ＮＨＫ）に伝達する。また、放送事業者や通信事業者等の協力を得て、テレビ、ラジオ

（コミュニティＦＭ放送を含む。）、携帯電話（緊急速報メール機能を含む。）、ワンセ

グ等を用いて広く住民等へ緊急地震速報の提供に努める。 

消防庁は、気象庁から受信した緊急地震速報、地震情報等を全国瞬時警報システム（Ｊ

－ＡＬＥＲＴ）により、地方公共団体等に伝達する。 

地方公共団体、放送事業者等は、伝達を受けた緊急地震速報について住民等への伝達に

努める。 
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ŧ ǡ Ǧ  

（１）津波警報等の種類 

ア 大津波警報及び津波警報 

該当する津波予報区において、津波による重大な災害のおそれが著しく大きい場合

に大津波警報を、津波による重大な災害のおそれがある場合に津波警報が発表される。

なお、大津波警報については、津波特別警報に位置づけられる。 

イ 津波注意報 

該当する津波予報区において、津波による災害のおそれがあると予想されるときに

発表される。 

ウ 津波予報 

津波による災害のおそれがないと予想されるときに発表される。 

（２）発表基準・解説・発表される津波の高さ等 

地震が発生した時は地震の規模や位置を速やかに推定し、これらをもとに沿岸で予想さ

れる津波の高さを求め、地震が発生してから約３分を目標に大津波警報、津波警報または

津波注意報（以下これらを「津波警報等」という。）を津波予報区単位で発表される。 

津波警報等とともに発表する予想される津波の高さは、通常は５段階の数値で発表される。

ただし、地震の規模がマグニチュード８を超えるような巨大地震に対しては、精度のよい地

震の規模をすぐに求めることができないため、津波警報等発表の時点では、その海域におけ

る最大の津波想定等をもとに津波警報等が発表される。その場合、最初に発表する大津波警

報や津波警報では、予想される津波の高さを「巨大」や「高い」という言葉を用いて発表し、

非常事態であることを伝える。予想される津波の高さを「巨大」などの言葉で発表された場

合には、その後、地震の規模が精度よく求められた時点で津波警報等を更新し、津波情報で

は予想される津波の高さも数値で発表される。 

（３）津波警報等の留意事項等 

・沿岸に近い海域で大きな地震が発生した場合、津波警報等の発表が津波の襲来に間に合

わない場合がある。 

・津波警報等は、精査した地震の規模や実際に観測した津波の高さをもとに、更新する場

合もある。 

・津波による災害のおそれがなくなったと認められる場合、津波警報等の解除を行う。こ

のうち、津波の観測状況等により、津波がさらに高くなる可能性は小さいと判断した場

合には、津波の高さが津波注意報の発表基準未満となる前に、海面変動が継続すること

や留意事項を付して解除を行う場合がある。 

・どのような津波であれ、危険な地域からの一刻も早い避難が必要であることから、市町

村は、高齢者等避難は発令せず、基本的には避難指示のみを発令する。また、緊急安全

確保は基本的には発令しない。 

・大津波警報、津波警報、津波注意報により、避難の対象とする地域が異なる。 
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3- 4- 1  ǡ Ǜ ǈǿǾ ǡ ǈ  

 

─  
 

↕╣╢ ─ ↕ ↕╣╢ ≤≤╢═⅝  

≢─  ─ ─

 

 

大津波警報 

( 特別警報)  

予想される津波の最

大波の高さが高いと

ころで３ⅿを超える

場合 

10ⅿ超 

( 10ⅿ＜予想高さ)  

巨大 

( 巨大） 

巨大な津波が襲い、木造家屋

が全壊・流失し、人は津波によ

る流れに巻き込まれる。沿岸部

や川沿いにいる人は、直ちに高

台や避難ビルなど安全な場所

へ避難する。警報が解除される

まで安全な場所から離れない。 

10ⅿ 

( ５ⅿ＜予想高さ≦10m)  

５ⅿ 

( ３ⅿ＜予想高さ≦５ⅿ)  

津波警報 

予想される津波の最

大波の高さが高いと

ころで１ⅿを超え、３

ⅿ以下の場合 

３ⅿ 

( １ⅿ＜予想高さ≦３ⅿ)  
高い 

（高い） 

標高の低いところでは津波

が襲い、浸水被害が発生する。

人は津波による流れに巻き込

まれる。 

沿岸部や川沿いにいる人は、

直ちに高台や避難ビルなど安

全な場所へ避難する。警報が解

除されるまで安全な場所から

離れない。 

津波注意報 

予想される津波の最

大波の高さが高いと

ころで0.2 ⅿ以上、１

ⅿ以下の場合であっ

て、津波による災害の

おそれがある場合 

１ⅿ 

( 0.2ⅿ≦予想高さ≦１ⅿ)  
（表記しない） 

海の中では人は速い流れに

巻き込まれ、また、養殖いかだ

が流失し小型船舶が転覆する。 

海の中にいる人は直ちに海

から上がって、海岸から離れ

る。海水浴や磯釣りは危険なの

で行わない。 

注意報が解除されるまで海

に入ったり海岸に近付いたり

しない。 

 

3- 4- 2  ǡ Ǜ  

   

津
波
予
報 

津波が予想されないとき 

（地震情報に含めて発表） 

津波の心配なしの旨を発表 

0.2ｍ未満の海面変動が予想されたとき（津

波に関するその他の情報に含めて発表） 

高いところでも0.2 ｍ未満の海面変動のため被

害の心配はなく、特段の防災対応の必要がない

旨を発表 

津波警報等の解除後も海面変動が継続する

とき（津波に関するその他の情報に含めて

発表） 

津波に伴う海面変動が観測されており、今後も

継続する可能性が高いため、海に入っての作業

や釣り、海水浴などに際しては十分な留意が必

要である旨を発表 
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（３）地震・津波に関する情報の種類及び内容 

地震・津波に関する情報の種類及び内容については、次のとおりである。 

ア 地震に関する情報 

3- 4- 3  Ǟ ǌǾ  

─    

震度速報 ・震度３以上 

地震発生約１分半後に、震度３以上を

観測した地域名（全国を188地域に区分）

と地震の検知時刻を速報 

震源に関する情報 ・震度３以上（津波警報等を発

表した場合は発表しない） 

「津波の心配がない」または「若干の海

面変動があるかもしれないが被害の心配

はない」旨を付加して、地震の発生場所

（震源）やその規模（マグニチュード）を

発表 

震源・震度情報 

・震度１以上 

・津波警報、津波注意報または若

干の海面変動が予想された時 

・緊急地震速報（警報）発表時 

地震の発生場所（震源）やその規模（マ

グニチュード）、震度１以上を観測した地

点と観測した震度を発表。それに加えて、

震度３以上を観測した地域名と市町村ご

との観測した震度を発表 

震度５弱以上と考えられる地域で、震

度を入手していない地点がある場合に

は、その市町村・地点名を発表 

長周期地震動に 

関する観測情報 

・震度１以上を観測した地震の

うち長周期地震動階級1以上を

観測した場合 

地域ごとの震度の最大値・長周期地震

動階級の最大値のほか、個別の観測地点

ごとに、長周期地震動階級や長周期地震

動の周期別階級等を発表（地震発生から

10分後程度で１回発表 

遠地地震に関する 

情報 

国外で発生した地震について

以下のいずれかを満たした場合

等※ 

・マグニチュード7.0以上 

・都市部など著しい被害が発生

する可能性がある地域で規模

の大きな地震を観測した場合 

※国外で発生した大規模噴火を

覚知した場合にも発表するこ

とがある 

地震の発生時刻、発生場所（震源）やそ

の規模（マグニチュード）を概ね30分以内

に発表※ 

日本や国外への津波の影響に関しても

記述して発表 

※国外で発生した大規模噴火を覚知した

場合は１時間半～２時間程度で発表 

その他の情報 

・顕著な地震の概要、震源要素

を更新した場合や地震が多発

した場合等 

顕著な地震の概要を簡潔に記載したも

の、震源要素更新のお知らせや地震が多

発した場合の震度１以上を観測した地震

回数情報等を発表 

推計震度分布図 ・震度５弱以上 

観測した各地の震度データをもとに、

250m四方ごとに推計した震度（震度４以

上）を図情報として発表 
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イ 地震活動に関する解説情報等 

地震情報以外に、地震活動の状況等をお知らせするために気象庁本庁及び管区・地方

気象台等が関係地方公共団体、報道機関等に提供し、ホームページなどでも発表してい

る資料は、次のとおりである。 

3- 4- 4  Ǟ ǌǾ  

─    

地震解説資料 

（速報版） 

以下のいずれかを満たした場合

に、一つの現象に対して一度だけ発

表・北海道沿岸で大津波警報、津波

警報、津波注意報発表時・北海道で

震度４以上を観測（ただし、地震が

頻発している場合、その都度の発表

はしない。） 

地震発生後30分程度を目途に、地方公共

団体が初動期の判断のため、状況把握等に

活用できるように、地震の概要、北海道の

情報等及び津波や地震の図情報を取りま

とめた資料 

地震解説資料 

（詳細版） 

以下のいずれかを満たした場合に

発表するほか、状況に応じて必要と

なる続報を適宜発表・北海道沿岸で

大津波警報、津波警報、津波注意報

発表時・北海道で震度５弱以上を観

測・社会的に関心の高い地震が発生 

地震発生後１～２時間を目途に第１号

を発表し、地震や津波の特徴を解説するた

め、地震解説資料（速報版）の内容に加え、

防災上の留意事項やその後の地震活動の

見通し、津波や長周期地震動の観測状況、

緊急地震速報の発表状況、周辺の地域の過

去の地震活動など、より詳しい状況等を取

りまとめた資料 

地震活動図 ・定期（毎月初旬） 

地震・津波に係る災害予想図の作成、

その他防災に係る活動を支援するため

に、毎月の北海道及び各地方の地震活

動の状況をとりまとめた地震活動の傾

向等を示す資料 

週間地震概況 ・定期（毎週金曜） 

防災に係る活動を支援するために、

週ごとの全国の震度などをとりまとめ

た資料 
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ウ 津波に関する情報 

気象庁は、津波警報等を発表した場合には、各津波予報区の津波の到達予想時刻や予

想される津波の高さ、各観測点の満潮時刻や津波の到達予想時刻等を津波情報で発表

する。 

3- 4- 5  Ǟ ǌǾ  

 ─   

津 

波 

情 

報 

津波到達予想時刻・予想される津

波の高さに関する情報 

各津波予報区の津波の到達予想時刻や予想される津波の高

さを５段階の数値（メートル単位）または「巨大」や「高

い」という言葉で発表 

［発表される津波の高さの値は、第２の２の（津波警報等

の種類と発表される津波の高さ等）参照］ 

各地の満潮時刻・津波到達予想時

刻に関する情報 
主な地点の満潮時刻や津波の到達予想時刻を発表 

津波観測に関する情報 沿岸で観測した津波の時刻や高さを発表（※１） 

沖合の津波観測に関する情報 

沖合で観測した津波の時刻や高さ、及び沖合の観測値から

推定される沿岸での津波の到達時刻や高さを津波予報区単

位で発表（※２） 

津波に関するその他の情報 津波に関するその他必要な事項を発表 

（※１）津波観測に関する情報の発表内容について 

・沿岸で観測された津波の第１波の到達時刻と押し引き、及びその時点までに観測された最大波の観

測時刻と高さを発表する。 

・最大波の観測値については、大津波警報または津波警報を発表中の津波予報区において、観測され

た津波の高さが低い間は、数値ではなく「観測中」の言葉で発表して、津波が到達中であることを

伝える。 

 

3- 4- 6  Ⱳ ǚ ǈǿǒ ǡ ǡ  

ה ─  ↕╣√ ─ ↕  

大津波警報を発表中 
１ｍを超える 数値で発表 

１ｍ以下 「観測中」と発表 

津波警報を発表中 
0.2ｍ以上 数値で発表 

0.2ｍ未満 「観測中」と発表 

津波注意報を発表中 （すべての場合） 
数値で発表（津波の高さがごく小さい

場合は「微弱」と表現） 

（※２）沖合の津波観測に関する情報の発表内容について 

・沖合で観測された津波の第１波の観測時刻と押し引き、その時点までに観測された最大波の観測時

刻と高さを観測点ごとに発表する。また、これら沖合の観測値から推定される沿岸での推定値（第

１波の推定到達時刻、最大波の推定到達時刻と推定高さ）を津波予報区単位で発表する。 

・最大波の観測値及び推定値については、沿岸での観測と同じように避難行動への影響を考慮し、一

定の基準を満たすまでは数値を発表しない。大津波警報または津波警報が発表中の津波予報区に

おいて、沿岸で推定される津波の高さが低い間は、数値ではなく「観測中」（沖合での観測値）及

び「推定中」（沿岸での推定値）の言葉で発表して、津波が到達中であることを伝える。 

 

沿岸からの距離が100kmを超えるような沖合の観測点では、津波予報区との対応付け

が難しいため、沿岸での推定値は発表しない。また、最大波の観測値については数値で

はなく「観測中」の言葉で発表して、津波が到達中であることを伝える。 
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3- 4- ר  7 ǚ ǈǿǒ ǡ È ǦⱲ ǚǡ Éǡ  

─  ≢ ↕╣╢ ─ ↕  

大津波警報を発表中 

３ｍを超える 
沖合での観測値、沿岸での推定値とも 

数値で発表 

３ｍ以下 
沖合での観測値を「観測中」、沿岸で

の推定値は「推定中」と発表 

津波警報を発表中 

１ｍを超える 
沖合での観測値、沿岸での推定値とも 

数値で発表 

１ｍ以下 
沖合での観測値を「観測中」、沿岸で

の推定値は「推定中」と発表 

津波注意報を発表中 （すべての場合） 
沖合での観測値、沿岸での推定値とも 

数値で発表 

 
※津波情報の留意事項等 

①津波到達予想時刻・予想される津波の高さに関する情報 

・津波到達予想時刻は、津波予報区のなかで最も早く津波が到達する時刻である。同じ津波予報区の

なかでも場所によっては、この時刻よりも数十分、場合によっては１時間以上遅れて津波が襲って

くることがある。 

・津波の高さは、一般的に地形の影響等のため場所によって大きく異なることから、局所的に予想さ

れる津波の高さより高くなる場合がある。 

②各地の満潮時刻・津波到達予想時刻に関する情報 

・津波と満潮が重なると、潮位の高い状態に津波が重なり、被害がより大きくなる場合がある。 

③津波観測に関する情報 

・津波による潮位変化（第１波の到達）が観測されてから最大波が観測されるまでに数時間以上かか

ることがある。 

・場所によっては、検潮所で観測した津波の高さよりもさらに大きな津波が到達しているおそれがあ

る。 

④沖合の津波観測に関する情報 

・津波の高さは、沖合での観測値に比べ、沿岸ではさらに高くなる。 

・津波は非常に早く伝わり、「沖合の津波観測に関する情報」が発表されてから沿岸に津波が到達す

るまで５分とかからない場合もある。また、地震の発生場所によっては、情報の発表が津波の到達

に間に合わない場合もある。 
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ŧ ¤ Ǟ ǌǾ Ǟ ƷǾ ╓   ꞉ Ǧ  

（１）緊急地震速報において予想される震度の発表に用いる地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）震央地名 
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（３）津波予報区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ũ ǞǻǾ  

震度は、地震動の強さの程度を表すのもので震度計を用いて観測する。 

「気象庁震度階級関連解説表」は、ある震度が観測された場合、その周辺でどのような現象や

被害が発生するかを示すものである。 

ũ │ ȅ Ǌǒ ǡ  

異常現象を発見した者は、直ちに町長または警察官若しくは海上保安官に通報する。また、

通報を受けた町長は、速やかに以下の気象官署等関係機関に通報する。 

ア 松前消防署 

イ 松前警察署 

ウ 渡島総合振興局 地域創生部 

エ 函館地方気象台 

オ 函館海上保安部 

カ 影響のある隣接町 

キ その他、その異常現象に関係ある機関 

 

発見者からの通報及び災害情報、被害状況等は、総務課長へ報告し、その指示により事務

処理にあたる。 

休日、夜間にあっては、松前消防署が受理し、総務課長へ報告し、その指示を受ける。 
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3- 4- 1  │  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

異常現象発見者 

松前町 函館地方気象台 

渡島総合振興局 

（危機対策室） 

防災関係機関 

影響ある隣接する町 

松前消防署 

松前警察署 

函館海上保安部 
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Ū   

Ŧ ǡ  

災害時の通信連絡は、第１編第５章第１節「災害情報収集・伝達計画」に定めるところと

し、防災行政無線、有線電話、無線電話等のうち、最も迅速であるものを選定し、伝達を図る

こととする。 

ŧ ǡ  

有線電話が途絶した場合の通信連絡は、防災行政無線、消防無線、警察無線等を活用し実施

する。 

（１）災害調査班等の派遣 

    災害現地の実態を把握するため、災害調査班等を派遣して被害状況等を調査・報告する。 

 （２）調査班は、第１編第３章第１節第２「応急活動体制」に定めるところにより、災害の実

情に応じて編成し派遣する。 

（３）放送局、無線関係者との協力体制の確立 

   放送局、新聞社との情報連絡体制を緊密にするとともに、北海道地方非常無線通信協議

会の組織を通じ、関係機関の応援を求める等、通信の万全を図る。 

（４）機動力による通信連絡 

災害時の交通不可能地域及び通信連絡不能地域の災害状況を把握するため、航空機、ヘ

リコプター、船舶等を活用し通信連絡を図ることとする。 
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ū   

  災害時の被害地域の混乱防止及び迅速な避難救出活動を図るため、次により適切な広報活

動を実施する。 

Ŧ ǡ  

広報車等の諸設備は、緊急時においても直ちに出動できるよう、平時から点検、整備を行

い、また、直ちにその職員を確保できる体制をとり、初動広報活動に万全を期する。 

ŧ  

 広報内容の主なものは次のとおりである。 

 ア 津波に関する情報（予報、注意報、警報、危険区域等） 

 イ 避難場所等について（避難場所、位置、経路等） 

  ウ 交通通信状況（交通機関運行状況、不通箇所、開通見込時期、道路交通状況、通話可能

区域） 

 エ 火災状況（発生箇所、避難指示等） 

 オ 電気、水道施設状況（被害状況、復旧状況、営業状況、注意事項等） 

 カ 医療救難所の開設状況 

 キ 給食、給水実施状況（供給日時、場所、量、対象者等） 

 ケ 河川、港湾、橋梁等土木施設状況（被害状況、復旧状況等） 

 コ 住民の心得等、人心の安定及び社会秩序保持のため必要とする事項 

Ũ ǡ  

広報の方法は、第１編第５章第３節「災害広報・情報提供計画」に定めるところにより実施

する。 

 

 

Ŭ   

  地震による被害が大規模となるのは、市街地における火災の同時多発及びこれに基づく延

焼並びに石油貯蔵タンク等の危険物施設の火災発生による場合である。これら火災発生時及

びその拡大を最小限にくいとめるため初期消火活動を迅速に行うことであり、第１編第４章

第10節「消防計画」及び第９章第６節「林野火災対策計画」に定めるところにより万全な活

動を実施する。 

 



第２編 地震・津波防災計画 

第３章 災害応急対策計画                                第８節 避難対策 

 

331 

ŭ   

  町長は、地震の発生に伴う火災、住宅崩壊、山崩れ、がけ崩れ、津波の発生により、住民に

危険が切迫していると認めたときは、危険地帯の住民に対して、防災行政無線等により直ちに

避難先を明示して立退き指示をする。 

  津波は地震地等によりその到達時間に差があるため、一早く高台に避難できる避難路の整

備に努める。 

Ŧ ǡ  

Ŧ ǡ  

 第１編第５章第４節「避難対策計画」の定めるところによる。 

ŧ ǡ  

 避難対象地域（地区）、避難先（場所）、避難経路理由とその他注意事項 

ŧ ǡ  

  町長は、災害時における避難場所の選定にあたっては、次の設定基準を勘案して設定する。 

Ŧ ╗  

   避難指示に先立ち一時的に避難を必要とするときは、資料編（Ø 10- 1 ╗ Ù）

に定める避難場所のうちから、災害状況、気象条件等を勘案し最も適当と思われる場所を設

定する。 

ŧ ╓  

   一時避難場所に危険が生じ、または生じるおそれがある場合、及び被害が広範囲にわたる

と予想される場合は、資料編（Ø 10- 1 ╗ Ù）に定める避難場所のうちから、

被害状況及び当該施設の規模、構造、位置条件を勘案し、最も適当と思われる場所を設定す

る。 

Ũ  

   避難が長時間または長期間にわたると認められるときは、資料編（Ø 10- 1 ╗

Ù）に定める避難場所のうちから、災害状況及び当該施設の規模、構造、位置条件を勘案

し、最も適当と思われる場所を設定する。 

Ø 10- 1 ╗ Ù 
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Ũ ǡ  

  警察官、消防職員、町職員は、迅速かつ安全に避難させるため交通の妨げや障害物等を排除

するとともに、自動車の運転を停止させるなどして、通行の支障とならないよう避難路の確保

に努める。 

ũ ǡ  

Ŧ  

   避難誘導は、町職員、消防職員・消防団員、警察官があたるが、避難立退きの誘導にあた

っては、老人、病人、及び婦女子等を優先的に行うこととし、避難誘導者は、円滑な立退き

について適宜に指導する。 

ŧ ǡ  

   避難所へ誘導する際の混乱を避けるため、その地域の実情に応じて安全な避難経路を２

箇所以上設定し、広報車等により伝達するほか、要所ごとに目標地点を示す案内板等を設置

し、避難場所において表示板等を掲げる。 

Ũ ┌ ǡ  

（１）小規模の場合 

    避難は、個々に行うことを原則とする。ただし避難者が自力によって立退き不可能な場

合においては、車両、船舶、ヘリコプター等によって行う。 

（２）大規模の場合 

    被災地が広域で大規模な移送を要し、町単独で対応できないときは、道や近隣町に応援

を求めて実施する。 

ũ ǡ  

  別記１（本節末）に定める。 

Ū ¤ ǡ  

  別記２（本節末）に定める。 

Ū ⱱ ǡ ⱱ Ǧ ǡ ǿ 

町は、避難行動要支援者等の逃げ遅れがないように、避難行動支援とすべての被災者の受

け入れについて第１編第５章第４節「避難対策計画」の定めるところにより、必要な措置を

講じるよう努める。 
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Ů  ꞌ  

Ŧ ǡ Ǟ ǌǾ  

 （１）防災関係機関は、地震を感じた場合は、即時にテレビ、ラジオの聴取体制を確立し、的

確な情報収集に努める。 

 （２）町長は、気象台の発表する津波警報等によるほか、強い地震（震度４以上）を感じた場

合または弱い地震であっても長時間ゆっくりとした揺れを感じた場合で津波警報等が発

表されないときであっても、潮位観測等海面の監視並びに警戒にあたり、異常発見に努め

る。 

 （３）各対策班は、強い地震により所管する関係施設の損壊が予想される場合は、直ちに班員

を関係施設に派遣し、巡回調査を実施する。 

ŧ ǡ Ǟ ǌǾ  

 （１）町長及び各関係機関は、津波警報等及び海面監視情報等を早期に掌握し、防災行政無線

施設、広報車、消防車、サイレン等により、各沿岸地域、河川流域周辺を重点として、迅

速、的確な情報伝達活動を実施し、テレビ、ラジオ、町等の情報に注意するよう呼びかけ

る。 

 （２）津波警報等の伝達にあたり、津波の発生、襲来が確実視された場合は、規模の大小にか

かわらず、海浜からの早期退避を併せて呼びかける。 

Ũ ǡ Ǟ ǌǾ  

 （１）町長は、津波警報等が発表された場合は、潮位の測定及び海面監視を行い、被害を伴う

津波の発生が予想される場合は、地域住民に対して避難立退きの指示等の必要な処置をと

るとともに、海浜の誘客（釣人、遊泳者等）に対し避難の伝達に努める。 

    また、津波警報等の情報が入手できない場合においても、覚知した震度に応じ避難の伝

達に努める。 

 （２）町長は、津波警報等が発表された場合は、時機を失することなく、直ちに沿岸地域住民

に対し、防災行政無線、広報車、消防車、口頭等あらゆる方法により避難の方法を周知す

る。 

 （３）避難の指示にあたっては、津波警報等の内容、海面の状態、地震による護岸等の損壊状

況等から総合的に判断し、沿岸要避難地域を優先的に実施する。なお、避難先については、

資料編（Ø 10- 1 ╗ Ù）に定める避難場所のうちから、津波一時避難場所と

して指定する。 

 （４）前各号の伝達は、町内会及び松前さくら漁業協同組合等の協調、協力を得て、組織的に

実施する。
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10   

救出対策については、第１編第５章第９節「救助救出計画」に定めるもののほか、次によ

り行う。 

Ŧ ǞǻǾ ¤  

被災者の救出救助活動は、原則として消防機関が実施するが、地震発生時においては、火

災の同時多発、延焼等も予想され、また、地震の発生状況から被災地が広範囲にわたると予

想されるので、消防機関による救出救助のほか、町長は住民等による自主的救出救助活動を

促進する。 

（１）付近住民に対する協力依頼 

    報道機関、防災行政無線、広報車等により、住民に対し訴え、救出救助活動の協力を呼

びかける。 

（２）各種団体に対する協力依頼 

    町内会、日赤奉仕団、その他に対し協力を求める。 

（３）住民に対する協力要請 

    現場付近の住民に対して、災害対策基本法第65条に基づき、救出救助活動の協力を求め

ることができる。 

ŧ ꞌⱱ  

町長は、緊急に多数の住民を救出救助する必要があると認めた場合は、第１編第５章第６

節「自衛隊災害派遣要請及び派遣活動計画」の定めるところにより、知事（渡島総合振興局

長）へ自衛隊の派遣要請を要求する。 
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11  ⱱ  

第１編第４章第７節「避難行動要支援者等の要配慮者に関する計画」に定めるところによ

る。 

 

12  ═  

 第１編第５章第10節「医療救護計画」に定めるところによる。 

 

13   

 第１編第５章第16節「給水計画」に定めるところによる。 

 

14  ♫  

 第１編第５章第11節「防疫計画」に定めるところによる。 

 

15   

 第１編第５章第15節「食料供給計画」に定めるところによる。 

 

16  ┤    

 第１編第５章第17節「衣料、生活必需品等物資供給計画」に定めるところによる。 

 

17   

 第１編第５章節30節「廃棄物等処理計画」に定めるところによる。 

 

18  ǡ Ǧ┼ ǡ   ǦǞ  

第１編第５章節27節「行方不明者の捜索及び遺体の収容処理埋葬計画」に定めるところ

による。 
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19   

 第１編第５章第25節「障害物除去計画」に定めるところによる。 

 

20  ↨  

町長は、被災建築物による二次災害を防止するため、地震により被災した建築物等の当

面の使用の可否を判定し、所有者等に知らせる応急危険度判定士による応急危険度判定の

実施を、北海道及び建築関係団体の協力を得て行う。 

 応急危険判定の活動体制は、 3- 20- 1のとおりとする。 

3- 20- 1  ꞌ ǡ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ŧ ꞌ ǡ  

Ŧ  

原則として、すべての被災建築物を対象とするが、被害の状況により判定対象を限定する

ことができる。 

ŧ    

地震発生後、できる限り早い時期に、主として目視により、被災建築物の危険性について、

木造、鉄骨造、鉄筋コンクリート造の構造種別ごとに調査票により行う。 

Ũ ǡ   ǡוֹ  

被災建築物の構造駆体等の危険性を調査し、「危険」、「要注意」、「調査済」の３段階

で判定を行い、赤「危険」、黄「要注意」、緑「調査済」の３色の判定ステッカーに対処方

法等の所要事項を記入し、当該建築物の出入口等の見やすいところに貼付する。 

 

北海道 

 

本庁 

判定支援部 

 

振興局 

判定中継本部 

判 定 実 施 本 部 

松 前 町 

被 災 現 場 

判定活動に必要な措置 

判
定
士 

( 一社) 北海道建築士会 

など建築関係団体 

市 町 村 

国 ・ 都 府 県 

派遣要請 

支援要請 

派遣要請 

派遣要請 

移動 

判定結果の報告 

判定チーム編成・活動 

判定士の派遣要請 

被害状況報



第２編 地震・津波防災計画 

第３章 災害応急対策計画                             第19節 障害物除去対策 

 

337 

なお、３段階の判定内容は、次のとおりである。 

    ・危 険「赤」：建築物の損傷が著しく、倒壊などの危険性が高い場合であり、使用及び立

入りができない。 

    ・要注意「黄」：建築物の損傷は認められるが、注意事項に留意することにより立入りが可

能である。 

    ・調査済「緑」：建築物の損傷が少ない場合である。 

ŧ  

被災建築物からの石綿の飛散による二次被害の防止については、次のとおりとする。 

Ŧ  

各実施主体は、関係法令や「災害時における石綿飛散防止に係る取扱いマニュアル（第

３版）」（環境省）等に基づき、石綿の飛散防止措置を講ずる。 

ŧ Ǧ  

（１）北海道及び町 

道及び町は連携し、被災建築物等の石綿露出状況等の把握、建築物等の所有者等に

対する応急措置の指導・助言及び解体等工事に係る事業者への指導等を行う。 

（２）建築物等の所有者等 

建築物等の損壊や倒壊に伴う石綿の飛散・ばく露防止のための応急措置を行う。 

（３）解体等工事業者 

関係法令に定める方法により石綿含有建材の使用の有無に関する事前調査を実施

し、調査結果等の写しを当該解体等工事の場所に備え置き、Ａ３（42.0cm×29.7cm）

以上の大きさで掲示するとともに、すべての石綿含有建材について除去等の作業に係

る基準等に従い、解体等工事を行う。 

（４）廃棄物処理業者 

関係法令に定める基準等に従い、廃石綿等及び石綿含有廃棄物の処理を行う。 
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21   

 第１編第５章第14節「輸送計画」に定めるところによる。 

 

22   

 第１編第５章第26節「文教対策計画」に定めるところによる。 

 

23  ↨  

 第１編第５章第23節「被災宅地安全対策計画」に定めるところによる。 

 

24  ♥  

 第１編第５章第６節「自衛隊災害派遣要請及び派遣活動計画」に定めるところによる。 

 

25   

 第１編第９章第４節「危険物等災害対策計画」に定めるところによる。 

 

26  ǐǡ ǝ  

  その他必要な対策については、第１編第４章「災害予防計画」及び第５章「災害応急対策

計画」により実施し、震災時の応急対策に万全を期する。 

 

Ø 13- 1- 1 ꞌ Ù 

Ø 13- 1- 2 ꞌ Ù 
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Ŧ ǡ  

地震災害のため病院等において、緊急の避難の必要がある場合は、次により迅速、適切な措

置を講ずる。 

Ŧ ǡ  

  病院等の施設に受入れされている患者の多くは、起居動作の不可能または困難な傷病者、老

齢者及び幼児であり、地震が発生した場合、病院等の施設管理者は、特に迅速、的確に施設及

び地域の被害状況を把握し、患者に対しては極度の恐怖心、不安感をなくすよういたわり、ま

た避難するための輸送車両並びに搬送用タンカその他必要資機材の確保、医師、看護師等職員

の確保に努める。 

（１）非常扉の開放等 

  災害発生後、直ちに非常扉を開放し、避難を円滑にする。 

（２）患者の区別 

  患者等の病状及び身体の状況に応じ区分の上、避難体制を整える。 

（３）施設の保安 

    電気、配管設備等について、異常の有無を確認するとともに火気危険物等の保安措置を

講ずる。 

（４）情報の収集及び周知 

  災害情報及び院内の災害情報を収集し、院内放送等により災害状況を周知する。 

（５）患者に対する措置 

    患者等には落下物、倒壊等のおそれのある所から遠ざけるとともに、布団等を頭上にの

せ落下物に注意させる。 

ŧ ǡ  

  病院等の施設管理者は、被災の状況、実態の推移から判断して避難する必要を認めた場合

は、患者の病状等の区別に応じ誘導員その他健康管理に必要な職員を同行させ、所定の避難所

または他の安全な医療施設に移送する。 

（１）単独行動に対する注意 

  災害の状況を患者等によく周知し、患者等が個々に行動しないように注意する。 

（２）患者の誘導 

避難を要する状況に立ち至った時は、避難経路を的確に把握して患者等を移送する。避

難の際には、担送患者、子供、老人等を優先的に誘導する。重傷患者は、屋内運動場等屋

内に避難誘導する。 

（３）携行品 

  避難者には、必要に応じて防寒具（毛布等）雨具を携行させ避難させる。 

 



第２編 地震・津波防災計画 

第３章 災害応急対策計画                          別記２ 自動、生徒の避難対策 

 

340 

ŧ   ǡ  

地震災害により、小学校、中学校、高校等の管理者は、次の事項留意のうえ、児童、生徒

を迅速、適切に避難させる。 

Ŧ ╗  

（１）地震発生時 

   両手を後頭部にあて、机の下に身をかくさせるとともに、非常口の扉、特に一階の窓

を開放し緊急避難に備える。 

（２）地震発生後の措置 

   地震発生後は、職員は児童、生徒をグラウンドに誘導し集合させ、人員の確認、施設

内を巡回して残留している児童、生徒のほか、火気の始末等を確認し、次の事項を行う。 

 ア 人員の確認と点呼 

    児童、生徒の掌握は最も重要であり、緊急に行わなければならない。グラウンドに集

合の上、直ちに各学級等の単位別に生徒委員等により能率的な人員点呼を行う。 

     また、児童、生徒の中には恐怖のため職員等の指示も耳に入らず、衝動的に校外に逃

避することも予想されるので、職員等は充分に児童、生徒を掌握する。 

 イ 火災発生の防止 

地震の発生と同時に、職員は校内のすべての火気の消火、電源の切断、ガス栓の密閉

及び理科室内の発火しやすい薬品等についても同様に行う。 

 ウ 非常用携行品 

   避難旗、懐中電灯、呼笛、出欠簿 

ŧ  

  学校長等は、第一次避難を完了したときは、速やかに地域の被災状況等を把握し、その場所

以外に移動させることが必要と判断したときは、所定の避難所に誘導、受入れする。 

（１）避難誘導の方法 

   避難誘導にあっては、学級単位、またはできる限り、小集団に区分し各集団に教職員を

配置し、学級クラス委員等を活用して避難途中における脱落者のないよう配慮し、特に次

のことに留意する。 

 ア 脱落者の防止 

    小学校の児童等は、施設から出るとき、その集団から離れやすい（恐怖心、父母の安

否を心配）から脱落者が出るおそれがあるので、脱落者のないよう充分配慮する。 

 イ 誘導者の自覚 

   児童、生徒にとっては、職員が唯一の頼りであるので、的確な判断の上行動する。 

 ウ 誘導の方法 

   児童、生徒が引率者を見失うことのないよう色腕章、旗等を用いて誘導する。 
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Ũ Ǟ ǿ ǡ  

施設の長は、所定の避難場所に児童、生徒を受入れした場合は、次のような措置を行う。 

（１）父母に対する連絡 

   児童、生徒を受入れした場合は、速やかに父母に対し、防災行政無線、屋外拡声放送、

ラジオ等による広報及び避難所等に氏名及び受入先等を掲示する等、あらゆる方法をも

って連絡する。 

（２）解散、帰宅させる場合の措置 

   災害の状況等から解散、帰宅させる場合は、父母の連絡を待って引き渡すことを原則と

する。 
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第４章 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震

防災対策推進計画 
 

Ŧ    

 

Ŧ ǡ  

本計画は、日本海溝特措法第５条第２項の規定に基づき、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震

防災対策推進地域（以下「推進地域」という。）について、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震

に伴い発生する津波からの防護、円滑な避難の確保及び迅速な救助に関する事項、日本海溝・千

島海溝周辺海溝型地震に関し地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備に関する事項等を定め、

推進地域における地震防災対策の推進を図ることを目的とする。 

ŧ  

本町は、日本海溝特措法第３条に基づく推進地域及び日本海溝特措法第９条に基づく日本

海溝・千島海溝周辺海溝型地震津波避難対策特別強化地域に指定されている。 

Ũ ƿ ǡ ꞌ ǛǊǙ ƹ ǱǒǢ ǡ  

本町の地域に係る地震防災に関し、町及び防災上重要な施設の管理者（以下「防災関係機関」

という。）の処理すべき事務または業務の大綱は、第１編第１章第５節「防災関係機関等の処

理すべき事務または業務の大綱」に定めるところによる。 
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ŧ  ǞƽǄǾ ¤ ǡ  

 

Ŧ ǈǿǾ ¤ ǡ  

日本海溝・千島海溝沿いの領域では、プレート境界での地震、地域内や沈み込むプレート

内での地震等、マグニチュード（Ｍ）７からＭ８を超える巨大地震や、地震の揺れに比べ大

きな津波を発生させる「津波地震」と呼ばれる地震まで、多種多様な地震が発生しており、

幾度となく大きな被害を及ぼしてきた。 

令和２年に国が発表した巨大地震モデルにおいて推定された最大クラスの津波断層モデル

の地震の規模は、岩手県沖から北海道日高地方の沖合の日本海溝沿いの領域がＭｗ9.1、襟裳

沖から東の千島海溝沿いの領域ではＭｗ9.3であり、いずれの領域においても、最大クラスの

津波の発生が切迫していると考えられている。東日本大震災を踏まえ、道は、これまでに北

海道太平洋沿岸で発見された津波堆積物の最新データを基に、平成24年度に太平洋沿岸にお

ける最大クラスの津波を想定した浸水予測を行った。 

さらに、令和２年に国が公表した巨大地震モデルを基に検討を行い、令和３年度に「津波

防災地域づくりに関する法律」に基づく新たな津波浸水想定の設定を行った。 

ŧ ¤ ǞǻǾ ǡ  

想定される日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震について、道が公表した津波浸水想定を基

に、国が用いた手法を参考とし、浸水域内における時間帯別の人口動態等の状況など実態を

反映させ、個別の市町村ごとに策定した被害想定（Ｒ4）等における被害の特性は、次のとお

りである。 

Ŧ Ǟ ƹ  

津波による被害が揺れによる被害よりも甚大である。本道では、建物被害（全壊棟）は発

生する時期・時間帯の違いによる差はなく、最大で千島海溝モデルでは約42,000棟、日本海

溝モデルでは約130,000棟となる。 

人的被害は、冬の夕方で早期避難者比率が低い場合（津波避難ビル等を考慮しない）が死

者数が最大となり、千島海溝モデルで約106,000人、日本海溝モデルで約149,000人に及ぶ。

これは、人口が多い都市部では浸水域内に商工業施設等が多く、勤務通勤などのため昼から

夕方に多くの人が浸水地域内に滞留し、冬は積雪により避難速度が下がることなどから、冬

の夕方が最大死者数となるもの。 

しかしながら、早期避難者比率が低い場合（20％）から早期避難者比率が高く（70％）、さ

らに津波情報の伝達や避難の呼びかけが効率的に行われ、指定された津波避難ビルを活用す
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ることで死者数は、千島海溝モデルでは54.7％減の48,000人、日本海溝モデルでは72.5％減

の41,000人と推計される。 

ŧ ǿǞ ƹ  

揺れに伴う本道での全壊棟被害は積雪荷重などの影響により冬の夕方が最高となり、千島

海溝モデルは約6,200棟、日本海溝モデルは約120棟となり、人的被害は冬の深夜で早期避難

意識が低い場合の死者数は約160人と最大になり、液状化や急傾斜地崩壊による全壊棟も約

3,600棟を超える。 

Ũ ¤ ǞǻǾ ǡ  

地震の発生が冬期の場合には、避難路の凍結により避難が困難となり、被害が拡大するほ

か、積雪による屋根荷重による建物被害の拡大、冬期は火気使用量が増大することから、地

震時の出火危険性が高く、火災被害の拡大が予測される。 

中央防災会議の被害想定（Ｒ3）では、十勝沖・釧路沖の地震で、夏の昼に発生した場合の

焼失棟数は約600棟であるのに対し、冬の夕方に発生した場合の焼失棟数は約3,100棟となる。 

ũ ǞǻǾ  

平成15年（2003年）十勝沖地震の際、長周期地震動により、苫小牧でコンビナート火災が発生

している。 

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震（以下「海溝型地震」という。）は、十勝沖地震と同等あ

るいはそれ以上に震源域が大きく、その地震動は長周期の成分が卓越し、継続時間も長いものと

考えられる。 

苫小牧が位置する勇払平野から札幌が位置する石狩平野にかけての地域、十勝平野の中でも帯

広や十勝川河口部周辺などでは、厚い堆積層で覆われており、地盤の固有周期に応じた周期の長

周期地震動の振幅は大きく、継続時間は長くなる。 

また、震源域との位置関係や地盤の不規則な構造によって、さらに長周期地震動が増幅される

おそれがある。 
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Ũ  Ǜǡ ǡ Ǟ ǌǾ  

 

Ŧ   ╢ ǡ  

Ŧ ǡ  

（１）町は、地震発生後に行う災害応急対策に必要な物資、資機材（以下「物資等」という。）

の確保を行う。 

（２）町は、道に対して町内の居住者、公私の団体（以下「居住者等」という。）及び観光客、

釣り客やドライバー等（以下「観光客等」という。）に対する応急救護及び地震発生後の

被災者救護のため必要な物資等の供給の要請をすることができる。 

ŧ ╢ǡ  

町は人員の配備状況を道へ報告し、必要に応じて広域からの派遣等による人員の配備を要

請することとする。 

Ũ ꞌ Ǟ ǝ Ǧ ╢ǡ  

（１）防災関係機関は、地震が発生した場合において、本計画に定める災害応急対策及び施設

等の応急復旧対策を実施するため、必要な資機材の点検、整備及び配備等の準備を行う。 

（２）機関ごとの具体的な措置内容は、機関ごとに別に定める。 

ŧ Ǟ ǌǾꞌⱱ  

広域応援の要請、自衛隊の災害派遣要請、緊急消防援助隊の応援要請、広域緊急援助隊の

援助要求などについては、第１編第５章第６節「自衛隊派遣要請及び派遣活動計画」、同第

７節「広域応援・受援計画」の定めるところによる。 

また、地震発生後の災害派遣活動が円滑に行えるよう、救助活動拠点・航空機用救助活動

拠点等の確保を含む派遣部隊等の受入れ態勢のほか、救助・救急、応急医療、緊急輸送等の

災害派遣活動の具体的な内容について、あらかじめ自衛隊と調整しておくこととする。 
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ũ  ƾǼǡ  ⱦ ǝ ǡ Ǧ ǝ Ǟ ǌǾ  

 

Ŧ ƾǼǡ  

町は、次の方針・計画等に基づき、各種整備等を行う。 

（１）町は、海溝型地震が発生した場合は直ちに、水門及び閘門の閉鎖、工事中の場合は工事

の中断等の措置を講ずる。 

また、内水排除施設等については、施設の管理上必要な操作を行うための非常用発電装

置の整備、点検その他所要の被災防止措置を講ずる。 

（２）町は、津波による被害を防止・軽減するための防潮堤、堤防、水門等の点検や自動化・

遠隔操作化・補強等必要な施設整備等の方針・計画について必要に応じ別に定める。 

また、水門や陸閘等の閉鎖を迅速・確実に行うための体制、手順及び平時の管理方法に

ついても、特に、冬期においても積雪や凍結の影響により水門等の閉鎖に支障をきたすこ

となく、確実に作動するよう配慮し、必要に応じ別に定める。 

（３）町及び防災関係機関等は、必要に応じ津波により孤立が懸念される地域のヘリポート、

ヘリコプター臨時発着場、港湾、漁港等の整備の方針及び計画を定める。 

（４）このほか、津波からの防護のための施設の整備等については、第２編第２章第２節「地

震に強いまちづくり」及び第２編第３章第９節「津波災害応急対策」に準ずる。 

ŧ Ǟ ǌǾ ǡ  

津波に関する情報の伝達に係る基本的事項及び関係者の連絡体制は、第２編第３章第４節

「地震・津波情報の伝達計画」及び第３章第９節「津波災害応急対策」に準じるほか、次の事

項にも配慮する。 

（１）町は、居住者等及び観光客等並びに防災関係機関に対し、津波に関する情報を正確かつ

広範に伝達する。 

また、外国人や聴覚障がい者、視覚障がい者等にも的確に伝わること等に配慮する。 

（２）居住者等及び観光客等は、強い地震（震度４程度以上）を感じたとき、または弱い揺れ

であっても長い時間ゆっくりとした揺れを感じたときは、自ら津波に対する警戒体制を

とり、海浜等から退避するとともに、テレビ・ラジオからの津波に関する情報の入手や

町等による津波に関する情報の伝達を受け、必要に応じた迅速な避難行動に備えるよう

努める。 

（３）町は、道等から大津波警報（特別警報）・津波警報・津波注意報の伝達を受けた場合は、

速やかにその内容に応じた適切な措置を講ずるとともに、居住者等及び観光客等並びに
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防災関係機関に対し必要な情報を周知徹底し、休日・夜間等の勤務時間外や停電時の対

応を含め、的確な伝達体制を整備する。 

（４）第一管区海上保安本部、町及び道は、船舶、漁船等に対して速やかに大津波警報（特別

警報）・津波警報・津波注意報（以下「津波警報等」という。）の伝達を行う。 

この場合において、予想される津波の高さ、到達時間等を踏まえ、陸から離れた水深

の深い安全水域への避難等のとるべき措置を併せて示すことに配慮する。 

（５）町及び防災関係機関は、管轄区域内の被害状況を迅速・確実に把握するための情報収集

の経路及びその方法を点検し、災害情報収集伝達訓練等を通じて、被災状況により通常使

用している情報伝達網が寸断される可能性があることを考慮し円滑な情報収集伝達体制

を整備する。 

（６）町は、必要に応じ防災行政無線等の整備等の方針及び工程等を定める。 

Ũ ╓ ǡ  

町は、道等と協力し、避難対象地区の住民等が、津波襲来時に的確な避難を行うことがで

きるよう次のとおり取り組むこととする。 

Ŧ ǡ  

町は、過去の津波被害の履歴や道等が作成した津波浸水予測図または津波浸水想定区域図

における浸水する陸域の範囲等を基本として、海溝型地震が発生した場合において、津波に

より避難が必要になることが想定される地区（以下「避難対象地区」という。）を指定する。 

ŧ ǡ  

（１）避難計画の作成 

町は、道が示した津波避難計画策定指針を参考に、これまで個別に進めてきた津波対策

を点検し、必要に応じて新たに津波避難計画の策定に取り組むとともに、主に次の事項に

留意して自主防災組織等の育成を通じて避難体制の確立に努める。 

また、避難行動要支援者を速やかに避難誘導するため、地域住民、自主防災組織、関係

団体、福祉事業者等の協力を得ながら、平時より情報伝達体制の整備、避難行動要支援者

に関する情報の把握・共有、避難行動要支援者ごとの具体的な個別避難計画の作成等の避

難誘導体制の整備に努める。 

町は、これら避難計画を作成するにあたり、関係地区住民にあらかじめ十分周知すると

ともに、各種防災施設の整備等の状況や防災訓練などによる検証を通じて避難計画の内

容を見直していく。 

ア 地区の範囲 

イ 想定される危険（浸水域）の範囲 

ウ 津波からの避難場所（屋内、屋外の種別） 
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エ 指定緊急避難場所に至る経路 

オ 避難指示の伝達方法 

カ 避難場所にある設備、物資等及び避難場所において行われる救護の措置等 

キ その他避難に関する注意事項（集団避難、防火、防犯、持出品、服装、車の使用禁止等） 

（２）町は、津波に関する被害想定や避難に関する情報等を視覚的に表したハザードマップを

作成し、住民への周知に努める。また、避難場所から避難所への避難経路、防寒機能を備

えた屋内の避難所への二次避難の経路等について考慮する。 

（３）町は、指定緊急避難場所として利用可能な道路盛土等の活用について検討し、活用でき

る場合には、道路管理者等の協力を得つつ、避難路・避難階段の整備に努める。 

（４）避難対象地区の居住者等は、避難地、避難路、避難方法及び家族との連絡方法等を平時

から確認しておき、津波が来襲した場合の備えに万全を期するよう努める。 

（５）避難のための指示 

ア 町長 

( ア) 町長は、大津波警報（特別警報）・津波警報が発表された場合または海面監視により

異常現象を発見した場合、海浜等にある者、海岸付近の住民等に対して、直ちに退避

し、安全な場所に避難するよう避難指示を行う。また、津波注意報が発表された場合

は、海浜等にある者に対し直ちに退避し、安全な場所に避難するよう指示を行う。地

震発生後、報道機関から津波警報等が放送されたときも、同様の措置をとる。 

また、津波来襲が切迫している場合にあっては、必要に応じ高台などに緊急避難する

よう指示する。 

( イ) 町は、強い地震（震度４程度以上）を感じたとき、または弱い揺れであっても長い

時間ゆっくりとした揺れを感じたときは、海浜等にある者、海岸付近の住民等に対し、

海岸等からの退避、テレビ・ラジオの聴取等警戒体制をとるよう周知し、町長は、必

要と認める場合には、直ちに退避し、安全な場所に避難するよう避難指示を行う。 

( ウ) 避難指示は、災害の状況及び地域の実情に応じ、町防災行政無線（戸別受信機を含

む。）、屋外拡声放送、北海道防災情報システム、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥ

ＲＴ）、テレビ、ラジオ（コミュニティＦＭ放送を含む。）、携帯電話（緊急速報メール

機能を含む。）、ワンセグ等のあらゆる手段を活用して、対象地域の住民に迅速かつ的

確に伝達する。 

イ 知事 

知事は、地震発生時に、当該災害の発生により町長が避難のための指示に関する措置

ができない場合は、町長に代わってこれらの措置を実施する。 

ウ 警察官または海上保安官 
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町長から要請があったとき、または町長が避難の指示をすることができないと認める

ときは、避難の指示等を行い、その場合、直ちにその旨を町長に通知する。通知を受け

た町長は、その旨を渡島総合振興局長に報告する。 

警察官は、天災等により危険な事態が発生し、特に急を要する場合は、危害を受ける

おそれのある者を避難させる。 

エ 災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官 

天災等により危険な事態が発生し、特に急を要する場合において、警察官がその場に

いないときは、危害を受けるおそれのある者を避難させる。 

（６）避難指示の発令 

町長は、次の点に留意し、発令基準を定め、上記（５）により、適切に避難の指示を行う。 

（参考：「松前町避難情報の発令判断・伝達マニュアル」参照） 

ア 道または法令に基づく機関から津波警報等の伝達を受けた場合及び報道機関の放送

等により津波警報等の発表を認知した場合 

イ 強い地震（震度４程度以上）を感じたとき、または弱い揺れであっても長い時間ゆっ

くりとした揺れを感じたときで、必要と認めるとき 

ウ 海面監視により異常現象を発見した場合等その他住民の生命、身体に被害が及ぶお

それがあると判断される状況に至ったとき 

（７）避難場所の指定 

ア 町は、耐震性に配慮し、原則として要配慮者の保護のために必要に応じて行う屋内避

難に使用する建物を定める。 

イ 町は、高台への避難に相当な時間を要する平野部などにおける避難場所の指定にあ

たっては、耐震性・耐浪性や浸水深に配慮したうえで建築物を避難場所に指定するいわ

ゆる津波避難ビルの活用、人工高台の整備等を進める。 

（８）避難場所の維持・運営 

ア 町は、避難場所を開設した場合は、当該避難場所に必要な設備及び資機材の配備、食

料等生活必需品の調達、確保並びに職員の派遣を行う。 

イ 町は、避難場所への津波警報等の情報の提供、特に冬期における避難時の低体温症対

策として、防寒機能を備えた避難場所等の確保、乾いた衣類、防寒具、暖房器具・燃料

等の備蓄、温かい食事を提供できる体制の構築など、避難生活環境の確保について配慮

する。 

ウ 避難した居住者等は、自主防災組織等の単位ごとに互いに協力しつつ、避難場所の運

営に協力する。 

Ũ ǞƽǄǾ  

避難場所での救護にあたっては、次の点に留意する。 
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（１）町が避難場所において避難者に対し実施する救護の内容は次のとおりとする。 

ア 受入施設への受入れ 

イ 飲料水、主要食糧及び毛布の供給 

ウ その他必要な措置 

（２）町はアに掲げる救護に必要な物資、資機材の調達及び確保を図るため、次の措置をとる。 

ア 流通在庫の引き渡し等の要請 

イ 町に対し道及び他の市町村が備蓄している物資等の供給要請 

ウ その他必要な措置 

ũ ⱱ ǡ ⱱ 

他人の支援を要する者に対しては、支援を行う者の避難に要する時間に配慮しつつ、次の

点に留意する。 

（１）町は、あらかじめ自主防災組織単位に、在宅の高齢者、乳幼児、障がい者、病人、妊産

婦等の避難にあたり他人の支援を要する避難行動要支援者の人数及び支援者の有無等の

把握に努める。 

（２）津波の発生のおそれにより、町長より避難指示が行われたときは、（１）に掲げる者の

避難場所までの避難支援は、原則として本人の親族または本人が属する消防団・自主防

災組織が指定する者が担当し、町は、自主防災組織を通じて避難支援に必要な資機材の

提供その他の援助を行う。 

（３）海溝型地震が発生した場合、町は（１）に掲げる者を受け入れる施設のうち自ら管理す

るものについて、受入れする者等に対し必要な救護を行う。 

Ū  

（１）地域の自主防災組織及び施設または事業所の自衛消防組織は、避難指示があったときは、

あらかじめ定めた避難計画及び町災害対策本部の指示に従い、住民、従業員、入場者等の

避難誘導のため必要な措置をとる。 

（２）町は、あらかじめ関係事業者と協議して、外国人、出張者等に対する避難誘導等の対応

について定める。 

（３）町は、現地の地理に不案内な観光客等に対しては、パンフレットやチラシを配布したり、

津波注意、指定緊急避難場所等を示す標識を設置するなどして、円滑な避難誘導のための

環境整備に努める。 

また、津波注意、指定緊急避難場所等を示す標識の設置にあたっては、国が示した統一

標識のデザインを使用するよう留意する。 

（４）町は、避難経路の除雪・防雪・凍結防止のため必要な措置を講ずる。 

（５）町は、災害救助法の適用となる避難対策について、適切な対応を行う。 
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ū ≥ ǡ  

町は、地域住民等が、「自らの命は自らが守る」という早期避難への意識を持ち、その意識

を持続的に共有し、津波襲来時に円滑かつ迅速な避難を行うことができるよう、必要に応じ

て冬期の課題に配慮された内容により、ハザードマップや津波避難計画を作成・変更し、津

波避難に関する意識啓発のための方策を実施する。 

このほか、避難対策等については、第１編第４章第６節「避難体制整備計画」、同第７節「避

難行動要支援者等の要配慮者に関する計画」、同第17節「積雪・寒冷対策計画」、第５章第４

節「避難対策計画」、同12節「災害警備計画」、第２編第２章第３節「予防対策の推進」同編第

３章第９節「津波災害応急対策」に準ずる。 

ũ ǡ  

Ŧ  

町は、消防機関及び水防団が津波からの円滑な避難の確保等のために講ずる措置について、

次の事項を重点としてその対策を定める。 

ア 津波警報等の的確な収集及び伝達 

イ 津波からの避難誘導 

ウ 自主防災組織等の津波避難計画作成等に対する支援 

エ 津波到達予想時間等を考慮した退避ルールの確立 

ŧ  

海溝型地震が発生した場合は、水防管理団体等は、次のような措置をとる。 

ア 所管区域内の監視、警戒及び水防施設の管理者への連絡通知 

イ 水門、閘門及び防潮扉の操作または操作の準備並びに人員の配置 

ウ 水防資器材の点検、整備、配備 

Ū    ȕȢ     

Ŧ   

水道事業の管理者等は、地域住民等の津波からの円滑な避難を確保するため、水道管の破

損等による二次災害を軽減させるための措置を実施する。 

ŧ   

（１）津波警報等の伝達や夜間の避難時の照明の確保等に加え、冬期の医療施設や避難所等で

の防寒対策及び夏期の熱中症対策に重要であることを踏まえ、優先的に電力を必要とす

る需要施設をあらかじめ選定し、電力事業者と共有する。 
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（２）指定公共機関北海道電力ネットワーク株式会社が行う火災等の二次災害防止に必要な

利用者によるブレーカーの解放等の措置に関する広報、重要施設への電力供給のための

体制確保、優先復旧の手順の作成等の措置は、別に定めるところによる。 

Ũ ȕ Ȣ 

北海道ガス株式会社等ガス事業者が行う利用者によるガス栓の閉止等、火災等の二次災害

の防止のために必要などに関する広報等の措置は、別に定めるところによる。 

ũ   

（１）電気通信事業者は、津波警報等の情報を確実に伝達するために必要な通信を確保するた

め、電源の確保（非常用電源を含む。）、地震発生後の輻輳等の対策を実施する。 

（２）ＮＴＴ東日本株式会社北海道事業部北海道南支店、同株式会社ＮＴＴドコモ北海道支社

函館支店等が行う電源の確保、通信手段の多重化・多様化に係る対策、地震発生後の輻輳

対策等、災害用伝言ダイヤル等の安否確認手段の普及方策等の措置は、別に定めるところ

による。 

Ū   

（１）放送事業者は、放送が居住者等及び観光客等への情報の正確かつ迅速な伝達のために不

可欠なものであるため、津波に対する避難が必要な地域の居住者等及び観光客等に対して

は、強い揺れ（震度４程度以上）を感じたとき、または弱い揺れであっても長い時間ゆっ

くりとした揺れを感じたときは、津波警報等が発表される前であっても津波に対する注意

喚起に努めるとともに、これら津波警報等の正確かつ迅速な報道に努める。 

（２）放送事業者は、町、道及び防災関係機関と協力して、被害に関する情報、交通に関する

情報、ライフラインに関する情報、津波に関する情報等、居住者等及び観光客等が津波か

らの円滑な避難を行うために必要な情報の提供に努めるよう留意する。 

（３）放送事業者は、地震・津波等に伴う避難指示等について町から放送の依頼があった場合

には、放送を通じた避難指示等の情報伝達に努める。 

（４）放送事業者は、発災後も円滑に放送を継続し、津波警報等を報道できるようあらかじめ、

必要な要員の配置、施設等の緊急点検その他の被災防災措置を講ずる。 

（５）日本放送協会函館放送局が行う措置は、別に定めるところによる。 

（６）北海道放送株式会社函館放送局、同札幌テレビ放送株式会社函館放送局、同北海道テレ

ビ放送株式会社函館支社、同北海道文化放送株式会社函館支社、同株式会社テレビ北海道

函館支局行う措置は、別に定めるところによる。 
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ū ꞌ  

このほか、水道、電気、ガスに関する施設の応急復旧等については、第１編第５章第19節

「電力施設災害応急計画」、同第20節「ガス施設災害応急計画」、同第21節「上水道施設災害

応急計画」に準ずる。 

ū  

Ŧ   

（１）北海道警察及び町は、津波の来襲により危険度が高いと予想される区間及び避難路とし

て使用が予定されている区間についての交通規制の内容を、住民の安全確保を最優先す

るよう、相互に協議、連携し、広域的な整合性に配慮しつつ定めるとともに、事前の周知

措置を講ずる。 

（２）冬期においては、緊急輸送道路や避難所へのアクセス道路の除雪体制を優先的に確保す

る対策を講ずる。 

ŧ Ǧ  

（１）第一管区海上保安本部及び港湾管理者は、海上交通の安全を確保するため、海域監視体

制の強化、船舶交通の輻輳が予想される海域における船舶交通の制限等の措置を講ずる

とともに、津波による危険が予想される場合に安全な海域へ船舶の退避を実施する措置

について、予想される津波の高さ、到達時間等を踏まえ具体的に定め、これに基づき必要

な措置を講ずる。 

（２）港湾管理者は、津波が襲来するおそれがある港湾における港湾利用者の退避等の安全確

保対策を講ずる。 

（３）空港管理者及び空港運営権者は、津波が来襲するおそれがある飛行場の速やかな閉鎖な

ど、安全確保対策を講ずる。 

Ū ꞌ  

このほか、地震・津波の発生に伴う交通応急対策等については、第１編第５章第12節「災

害警備計画」及び同第13節「交通応急対策計画」、第２編第３章第９節「津波災害応急対策」

に準ずる。 

Ŭ Ǽƿ ȅ ƹ Ǟ ǌǾ  

Ŧ ƾǗ ǡ ƿ ǽǌǾ  

町が管理する庁舎、社会教育施設、社会体育施設、社会福祉施設、図書館、病院、学校等の

管理上の措置は概ね次のとおりである。 
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（１）各施設に共通する事項 

ア 津波警報等の入場者等への伝達 

岸近くにある施設については、津波警報等の発表が行われる前であっても、強い揺れ

を感じたとき、または弱い揺れであっても長い時間ゆっくりとした揺れを感じたときは

直ちに避難するよう入場者等に対し伝達する。 

なお、伝達方法等については、次の事項に留意する。 

( ア) 入場者等が多数の場合は、これらの者が円滑な避難行動をとり得るよう情報の適切

な伝達方法を考える等の措置を講ずること。 

( イ) 避難場所や避難経路、避難対象地区、交通規制状況その他必要な情報を併せて伝達

するよう努めること。 

イ 入場者等の退避のための措置 

ウ 施設の防災点検及び設備、備品等の転倒、落下防止措置 

エ 出火防止措置 

オ 飲料水、食料等の備蓄 

カ 消防用設備の点検、整備 

キ 非常用発電の整備、防災行政無線、テレビ、ラジオ、コンピュータなど情報を入手す

るための機器の整備 

ク 防災訓練並びに地震防災上必要な教育及び広報 

（２）個別事項 

ア 病院、診療所等にあっては、重症患者、新生児等、移動することが不可能または困難

な者の安全確保及び避難誘導のための必要な措置 

イ 学校、職業能力開発校、研修所等にあっては、次の措置 

( ア) 当該学校等が、津波避難対象地区にあるときは、避難誘導のための必要な措置 

( イ) 特別支援学校など当該学校等に保護を必要とする生徒等がいる場合、これらの者に

対する保護の措置 

( ウ) 町から、災害時の避難場所または避難所として指定を受けている施設については、

避難住民等の受入方法等 

ウ 社会福祉施設にあっては、重度障がい者、高齢者等、移動することが不可能または困

難な者の安全確保及び避難誘導のための必要な措置 

なお、要配慮者の避難誘導方法に配慮し、具体的な措置内容は施設ごとに別に定める。 

ŧ ꞌ ǡ ǝ Ǟ ǌǾ  

災害対策本部または災害対策地方本部がおかれる庁舎等の管理者は、１の（１）に掲げる

措置をとるほか、次に掲げる措置をとる。 
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また、災害対策本部等を道が管理する施設以外の施設に設置する場合は、その施設の管理

者に対し、同様の措置をとるよう協力を要請する。 

ア 自家発電装置、可搬式発電機等による非常用電源の確保 

イ 無線通信機等通信手段の確保 

ウ 災害対策本部等開設に必要な資機材及び緊急車両等の確保 

Ũ ǡ Ǟ ǌǾ  

工事中の建築物その他の工作物または施設については、津波襲来に備えて安全確保上実施

すべき措置の方針を定める。 

この場合において、津波の襲来のおそれがある場合には、原則として工事を中断し、特別

の必要により津波被害の防止対策を行う場合には、作業員の安全確保のため津波からの避難

に要する時間に配慮する。 

ũ ƿ ǱǒǢ◖☺ǌǾ Ǟ ǌǾ  

町が自ら管理または運営する施設に関する対策については、上記１～３に準ずる。 

ŭ ǝ  

（１）町は、道の助言等のもと、町の消防庁舎等の耐震化を含め、消防機関等による被災者の

迅速かつ適切な救助・救急活動の実施体制の整備に努める。 

（２）町及び道は、自衛隊・警察・消防等実働部隊による迅速な救助のため、被災地への経路

及び空港・港湾等の活動拠点の確保を含む救助活動における連携の推進等を図る。 

（４）町は、道の助言等のもと、町の消防団に関する加入促進による人員確保、車両・資機材

の充実、教育・訓練の充実を図る。 
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Ū  Ǟ ǌǬǀ ǡ  

 

Ŧ Ǟ ǌǬǀ ǡ  

Ŧ  

ア 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備については、概ね五箇年を目途として行

い、具体的な事業計画は、別途地震防災対策特別措置法に基づく地震防災緊急事業五

箇年計画及び日本海溝特措法を踏まえて作成し、推進する。 

イ 町は、施設等の整備の推進について、地震防災緊急事業五箇年計画及び日本海溝特

措法を基本に、その必要性及び緊急度に従い、年次計画を作成し、実施する。 

ウ 施設等の整備にあたっては、ソフト対策とハード対策を組み合わせた効果的な対策

の実施に配慮して行う。 

エ また、施設等の整備を行うにあたっては、交通、通信その他積雪寒冷地域における地

震防災上必要な機能が確保されるよう配慮して行う。 

オ 具体的な事業施行等にあたっては、施設全体が未完成であっても、一部の完成によ

り相応の効果が発揮されるよう整備の順序及び方法について考慮する。 

ŧ ǌǬǀ  

ア 避難場所 

イ 避難経路 

ウ 避難誘導及び救助活動のための拠点施設その他の消防用施設 

エ 消防活動を行うことが困難である区域の解消に資する道路 

オ 老朽住宅密集市街地における延焼防止上必要な道路、公園・緑地・広場その他の公共

空地、または建築物 

カ 緊急輸送を確保するため必要な道路、交通管制施設、ヘリポート 

キ 共同溝、電線共同溝等の電線、水管等の公益物件を地下に収容するための施設 

ク 避難路若しくは緊急輸送道路または人家の地震防災上必要な砂防設備、森林保安施

設、地すべり防止施設、急傾斜地崩壊防止施設 

ケ 公的医療機関、休日夜間診療を行っている病院・高度の救急医療を提供している病院、

社会福祉施設、公立の小学校・中学校・特別支援学校または不特定かつ多数の者が出入

りする公的建造物の改築または補強 

コ 農業用用排水施設であるため池で、避難路若しくは緊急輸送道路または人家の地震

防災上改修等整備が必要なもの 
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サ 地域防災拠点施設 

シ 無線設備その他の施設または設備 

ス 飲料水、食料、井戸、貯水槽、水泳プール、備蓄倉庫、自家発電設備その他の施設ま

たは設備 

セ 救助用資機材その他の物資の備蓄倉庫 

ソ 負傷者を一時的に受け入れ、保護するための救護設備その他の設備または資機材 

ŧ   ǡ ǡטּ  

建築物、構造物等の耐震化の推進については、第１編第４章第９節「建築物災害予防計画」、

第２編第２章第２節「地震に強いまちづくり」の定めるところによる。 
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ū   

 

Ŧ Ǧ ǞƽǄǾ ǡ  

防災訓練の実施については、第１編第４章第２節「防災訓練計画」の定めるところによる

ほか、次のとおり実施する。 

（１）町及び防災関係機関は、地震防災対策推進計画の熟知、関係機関相互の連携及び住民、

自主防災組織等との協調体制の強化を目的として、海溝型地震を想定した防災訓練を実

施する。 

（２）（１）の防災訓練は、年１回以上実施し、避難行動に支障をきたすと考えられる冬期に

も訓練を行うことに配慮する。 

（３）（１）の防災訓練は、地震発生から津波来襲までの円滑な避難、後発地震への注意を促

す情報等が発信された場合の情報伝達、その他の災害応急対策を中心とする。 

（４）町は、防災関係機関、自主防災組織等と連携して、次のような具体的かつ実践的な訓練

を行う。 

ア 動員訓練及び対策本部運営訓練 

イ 地震災害発生時の情報収集、伝達訓練 

ウ 避難行動要支援者、滞留旅客等に対する避難誘導訓練 

エ 災害の発生の状況、避難指示、自主避難による各避難場所等への避難者の人数等につ

いて、迅速かつ的確に道及び防災関係機関に伝達する訓練 

（５）防災訓練の実施にあたっては、訓練シナリオに緊急地震速報を取り入れるなど、地震発

生時の対応行動の習熟を図るよう努めるとともに、逐年その訓練内容を高度かつ実践的

な内容に努める。 

ŧ ǞƽǄǾ ǡ  

複合災害ともあいまって避難対象地域に所在する学校は、避難訓練を行う。また、町及び

防災関係機関等が実施する訓練に可能な限り参加するよう努める。 
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Ŭ  ǝ ╔ Ǧ Ǟ ǌǾ  

 

町は、防災関係機関、地域の自主防災組織、事業者等の自衛消防組織等と協力して、地震防災

上必要な教育及び広報を推進する。 

Ŧ ╢ Ǟ ǌǾ ╔ 

（１）町及び防災関係機関は、地震災害応急対策業務に従事する職員を中心に、地震が発生

した場合における地震災害応急対策の円滑な実施を図るため、必要な防災教育を行う。 

（２）職員に対する防災教育は、災害対策本部等に係る各班の所掌事務等を踏まえ、その内

容は少なくとも次の事項を含む。 

ア 海溝型地震に伴い発生すると予想される地震動に関する知識 

イ 地震に関する一般的な知識 

ウ 後発地震への注意を促す情報が発信された場合及び海溝型地震が発生した場合に具

体的にとるべき行動に関する知識 

エ 後発地震への注意を促す情報が発信された場合及び海溝型地震が発生した場合に職

員等が果たすべき役割 

オ 海溝型地震防災対策として現在講じられている対策に関する知識 

カ 海溝型地震対策として今後取り組む必要のある知識 

キ 後発地震への注意を促す情報の内容及びこれに基づきとられる措置の内容 

ŧ Ǟ ǌǾ ╔¤  

地震防災上必要な教育及び広報については、第１編第４章第１節「防災思想・知識の普及・

啓発並びに防災教育の推進に関する計画」の定めるところによるほか、次のとおり実施する。 

（１）町は、道、関係機関と協力して、住民等に対する教育・広報を実施する。 

（２）教育・広報は、地域の実態に応じて地域単位、職場単位等で行い、その内容は、少な

くとも次の事項を含む。 

ア 海溝型地震に伴い発生すると予想される地震動に関する知識 

イ 地震に関する一般的な知識 

ウ 後発地震への注意を促す情報の内容及びこれに基づきとられる措置の内容 

エ 後発地震への注意を促す情報が発信された場合及び海溝型地震が発生した場合の出

火防止対策、近隣の人々と協力して行う救助活動・避難行動、自動車運転の自粛等、防

災上とるべき行動に関する知識 

オ 正確な情報の入手方法 
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カ 防災関係機関が講ずる災害応急対策等の内容 

キ 各地域における避難対象地域、土砂災害警戒区域等に関する知識 

ク 各地域における避難場所及び避難経路に関する知識 

ケ 地域住民が実施し得る、最低でも３日間分、可能な限り１週間分程度の生活必需品の

備蓄、家具の固定、出火防止等の平素からの対策及び災害発生時における応急措置の内

容や実施方法 

コ 住宅の耐震診断と必要な耐震改修の実施 

サ 防寒具等の冬期における避難の際の非常持出品 

（３）町及び防災関係機関は、住民が緊急地震速報を受けたときの適切な対応行動を含め、緊

急地震速報について普及、啓発に努める。 

（４）教育・広報の方法として、印刷物、ビデオ等の映像、各種集会の実施など、地域の実情

に合わせた、より具体的な手法により、自助努力を促し地域防災力の向上を図ることに

も留意しながら、実践的な教育・広報を行う。 

Ũ   Ǟ ǌǾ ╔¤  

学校においては、児童、生徒に対し、次の事項に配慮して学年等に応じた実践的な教育を

行う。 

ア 過去の地震の実態 

イ 地震の発生の仕組みと危険性 

ウ 地震に対する身の守り方と心構え 

エ 地域における地震に対する防災の取組等 

ũ ǝ ǡ Ǟ ǌǾ ╔¤  

町は、防災上重要な施設の管理者に対する研修の実施に配慮し、防災上重要な施設の管理

者は、町等が実施する研修に参加するよう努める。 

Ū ◖ Ǟ ǌǾ ╔¤  

町、松前警察署は、地震が発生した際に自動車運転者がとるべき措置について、教育・広報

に努める。 

ū ǡ  

町は、地震対策の実施上の相談を受けるため必要な窓口を設置するとともに、その旨周知

徹底を図る。 
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ŭ  ╓ ǡ Ǟ ǌǾ  

 

海溝型地震では、広域かつ甚大な被害が発生するおそれがあり、地域の災害状況によっては地

震発生直後の応急対策活動に時間を要する可能性もあることから、「自らの身の安全は自らが守

る」という防災の原点に立って、住民自ら可能な防災対策を実践することに加え、地域住民、事

業者、自主防災組織等の参加・連携による地域防災力の向上が重要である。 

Ŧ ǡ  

（１）住民は、家庭または職場等において、個人または共同で、人命の安全を第一として混乱

の防止に留意しつつ、地震災害による被害の発生を最小限にとどめるために必要な措置

をとる。 

（２）住民は、平時より地震に対する備えを心がけ、地震防災に関わる研修や訓練等への参加

などを通じて、実践的な災害対応能力を身につけるよう努める。 

（３）平時及び地震発生時の住民の心得等については、第１編第１章第５節「住民及び事業者

の基本的責務」の定めるところによる。 

ŧ ǡ╔  

自主防災組織の育成等については、第２編第２章第１節「住民の心構え」の定めるところ

によるほか、次のとおり実施する。 

（１）住民は、地域の自主防災組織に積極的に参加し、地域の防災に寄与するよう努める。 

（２）町は、地域ごとの自主防災組織の設置及び育成に努め、地域住民が一致団結して、初期

消火活動の実施、避難行動要支援者の避難誘導等の防災活動が効果的に行われるよう協

力体制の確立を図る。 

（３）町は、自主防災組織の普及のため、啓発資料の作成をはじめ、町の担当者や自主防災組

織のリーダーの研修会等の実施に努める。 

Ũ ǡ  

（１）事業者を営む企業は、災害時に企業の果たす役割（従業員・顧客等の安全の確保、二次

災害の防止、事業の継続、地域貢献・地域との共生）を十分に認識し、防災体制の整備、

防災訓練、事業所の耐震化、予想被害からの復旧計画策定等を実施するなどの防災活動

の推進に努める。 



第２編 地震・津波防災計画 

第４章 日本海溝・千島海港周辺海溝型地震防災対策推進計画 

                                  第８節 地域防災力の向上に関する計画 

 

362 

（２）基本計画で定められた区域において、法令に定める不特定多数の者が出入りする施設、危

険物取扱施設等の施設または事業を管理・運営する事業者は、対策計画等に基づき、町、防

災関係機関及び地域住民等との連携にも配慮し、防災対策を実施する。 

（３）多数の者が利用し、または従事する施設並びに危険物を取り扱う事業者において、自衛

消防組織が法令により義務づけられている一定の事業者については、消防関係法令の周

知徹底を図るとともに、防災要員等の資質の向上に努める。 

また、その他の事業者についても、自主的な防災組織の設置、育成等を図り、積極的な

防災体制の整備、強化に努める。 

 



第２編 地震・津波防災計画 

第４章 日本海溝・千島海港周辺海溝型地震防災対策推進計画 

第９節 後発地震への注意を促す情報が発信された場合にとるべき防災対応に関する事項 

 

363 

Ů  ǫǡ ≥ȅ ǌ ƿ ǈǿǒ ǞǛǾǬǀ

ꞌǞ ǌǾ  

 

日本海溝・千島海溝沿いでは、Ｍｗ7.0以上の地震が発生した後、数日程度の短い期間をおい

て、Ｍｗ8クラス以上の地震が続いて発生するなど、後発地震が発生した事例もあることから、

実際に後発地震が発生する確率は低いものの、巨大地震が発生した際の甚大な被害を少しでも

軽減するため、国からの「北海道・三陸沖後発地震注意情報」の発信を受け、町から地域住民に

対して注意を促す。 

※ Ｍｗ：モーメントマグニチュード。地下の岩盤のずれの規模（ずれ動いた部分の面積×ずれた量×

岩石の硬さ）を基にして計算したマグニチュード 

Ŧ ǫǡ ≥ȅ ǌ ǡ   ǡ Ǟ ǌǾ ǡ  

（１）後発地震への注意を促す情報の伝達 

後発地震への注意を促す情報その他これらに関連する情報や後発地震に対して注意す

る措置等（以下「後発地震への注意を促す情報等」という。）の伝達については、気象庁

及び消防庁からの伝達を道で受けた後、町への伝達のほか、次の事項にも配慮する。 

ア 緊急速報メール等の活用、地域の自主防災組織やその他の公共的団体等の協力による

伝達手段の多重化に努め、可能な限り短い時間内において正確かつ広範囲に伝達を行う。 

イ 地域住民等に対する後発地震への注意を促す情報等の伝達を行う際には、具体的に

とるべき行動を併せて示すこと等に配慮する。 

ウ 状況の変化等に応じて、後発地震への注意を促す情報等を逐次伝達するために必要

な措置を講ずるとともに、地域住民等が正確に理解できる平明な表現を用いて、反復継

続して行うよう努める。 

エ 外国人等の特に配慮を要する者に対する情報伝達については、外国語放送等様々な

周知手段を活用するよう努める。 

（２）町の災害に関する組織等の設置 

災害対策本部の設置運営方法その他の事項については、第１編第３章第１節「組織計画」

に準ずる。 

ŧ ǫǡ ≥ȅ ǌ ƿ ǈǿǒ ǡ  

町は、地域住民等に冷静な対応を呼びかけるとともに、後発地震への注意を促す情報等の

内容、交通に関する情報、ライフラインに関する情報、生活関連情報、地域住民等に密接に関

係のある事項について周知する。 
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Ũ ꞌ ȅǛǾǬǀ  

町は、後発地震への注意を促す情報の発信に至った地震の発生から1週間、後発地震に対し

て注意する措置を講ずる。 

ũ ǡǛǾǬǀ  

町は、後発地震への注意を促す情報等が発信された場合において、地域住民に対し、日頃

からの地震への備えの再確認や、円滑かつ迅速な避難をするための備え等の防止対策をとる

旨を呼びかける。 

また、日頃からの地震への備えを再確認するとともに、施設・設備等の点検等により円滑

かつ迅速な避難を確保するよう備える。 

＜後発地震に対して注意する措置＞ 

ア 家具等の固定、家庭等における備蓄の確認等日頃からの地震の備えの再確認 

イ 避難場所・避難経路の確認、家族等との安否確認手段の取決め、非常持出品の常時携

帯等、円滑かつ迅速に避難するための備え 

ウ 施設内の避難経路の周知徹底、情報収集・連絡体制の確認、機械・設備等の転倒防止

対策・点検等、施設利用者や職員の円滑かつ迅速に避難するための備え 

エ 個々の病気・障害等に応じた薬、装具及び非常持出品の準備、避難行動を支援する体

制の再確認・徹底等、要配慮者の円滑かつ迅速な避難を確保するための備え 
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第１章 総 則 

 

 

Ŧ    

この計画は、水防法（昭和24年法律第193号、以下本編において「法」という。）第４条の

規定に基づき、北海道知事から指定された指定水防管理団体たる松前町が、同法第33条並びに

北海道水防計画に基づき、松前町における水防事務の調整及びその円滑な実施のために必要

な事項を規定し、河川、湖沼または海岸の洪水、内水（同法第２条第１項に定める雨水出水の

こと。以下同じ。）、津波または高潮に際し、水災を警戒し、防御し、及びこれによる被害を

軽減し、もって公共の安全を保持することを目的とする。 
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ŧ  ǡ  

 水防上、基本的かつ重要な用語について、 1- 2- 1のとおり解説する。 

1- 2- 1  ǡ  

水 防 管 理 団 体 
水防の責任を有する市町村または水防に関する事務を共同に処理する水防事務組合若しくは水害

予防組合をいう。（法２②） 

指 定 水 防 管 理 団 体 
水防上公共の安全に重大な関係のある水防管理団体として知事が指定したものをいう。（法４） 
松前町がこれにあたる。 

水 防 管 理 者 
水防管理団体である市町村の長または水防事務組合の管理者若しくは長若しくは水害予防組合の
管理者をいう。（法２③）松前町長がこれにあたる。 

消 防 機 関 
消防組織法（昭和22年法律第226号）第９条に規定する消防の機関（消防本部、消防署及び消防団）
をいう。（法２④） 

消 防 機 関 の 長 
消防本部を置く市町村にあっては消防長を、消防本部を置かない市町村にあっては消防団の長を
いう。（法２⑤） 

水 防 団 
法第６条に規定する水防団をいう。（法６）松前町においては、消防機関が水防活動を担っている

ため、水防団は設置しておらず、消防団がこれを兼ねる。 

量 水 標 管 理 者 量水標、験潮儀その他の水位観測施設の管理者をいう。（法２⑦、法10③） 

水 防 協 力 団 体 

水防に関する業務を適正かつ確実に行うことができると認められる法人その他法人でない団体で
あって、事務所の所在地、構成員の資格、代表者の選任方法、総会の運営、会計に関する事項そ
の他当該団体の組織及び運営に関する事項を内容とする規約その他これに準ずるものを有してい

るものとして水防管理者が指定した団体をいう。（法36①） 

洪 水 予 報 河 川 

国土交通大臣または知事が、流域面積が大きい河川で、洪水により国民経済上重大または相当な

損害が生じるおそれがあるものとして指定した河川。国土交通大臣または知事は、洪水予報河川
について、気象庁長官と共同して、洪水のおそれの状況を基準地点の水位または流量を示して洪
水の予報等を行う。（法10②、法11①、気象業務法14の２②、③） 

水 防 警 報 

国土交通大臣または知事が、洪水、津波または高潮により国民経済上重大または相当な損害が生
じるおそれがあると認めて指定した河川、湖沼または海岸（水防警報河川等）について、国土交
通省または県の機関が、洪水、津波または高潮によって災害が起こるおそれがあるとき、水防を

行う必要がある旨を警告して行う発表をいう。（法２⑧、法16） 

水 位 周 知 河 川 

国土交通大臣または知事が、洪水予報河川以外の河川で洪水により国民経済上重大なまたは相当

な損害が生じるおそれがあるものとして指定した河川。国土交通大臣または知事は、水位周知河
川について、当該河川の水位があらかじめ定めた氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したと
き、水位または流量を示して通知及び周知を行う。（法13①、②） 

水 位 周 知 下 水 道 

知事または市町村長が、内水により相当な損害が生じるおそれがあるものとして指定した公共下
水道等の排水施設等。知事または市町村長は、水位周知下水道について、当該下水道の水位があ
らかじめ定めた内水氾濫危険水位（雨水出水特別警戒水位）に達したとき、水位を示して通知及

び周知を行う。（法13②） 

水 位 周 知 海 岸 

知事が、高潮により相当な損害を生じるおそれがあるものとして指定した海岸。知事は、水位周

知海岸について、当該海岸の水位があらかじめ定めた高潮特別警戒水位に達したときは、水位を
示して通知及び周知を行う。（法13の３）。 

水 位 到 達 情 報 

水位到達情報とは、水位周知河川、水位周知下水道または水位周知海岸において、あらかじめ定め

た氾濫危険水位（洪水特別警戒水位、雨水出水特別警戒水位または高潮特別警戒水位）への到達に
関する情報のほか、水位周知河川においては氾濫注意水位（警戒水位）、避難判断水位への到達情報、
水位周知河川または水位周知海岸においては氾濫発生情報のことをいう。 

水 防 団 待 機 水 位 

（ 通 報 水 位 ） 

量水標の設置されている地点ごとに知事が定める水位で、各水防機関が水防体制に入る水位（法
第12条第１項に規定される通報水位）をいう。水防管理者または量水標管理者は、洪水若しくは

高潮のおそれがある場合において、量水標等の示す水位が水防団待機水位（通報水位）を超える
ときは、その水位の状況を関係者に通報しなければならない。（法12①） 

氾 濫 注 意 水 位 

（ 警 戒 水 位 ） 

水防団待機水位（通報水位）を超える水位であって、洪水または高潮による災害の発生を警戒す

べきものとして知事が定める水位（法第12条第２項に規定される警戒水位）をいう。水防団の出
動の目安となる水位である。量水標管理者は、量水標等の示す水位が氾濫注意水位（警戒水位）
を超えるときは、その水位の状況を公表しなければならない。（法12②） 

避 難 判 断 水 位 
市町村長の高齢者等避難発令の目安となる水位であり、住民の氾濫に関する情報への注意喚起と
なる水位。 

氾 濫 危 険 水 位 

洪水により相当の家屋浸水等の被害を生じる氾濫の起こるおそれがある水位をいう。市町村長の
避難指示の発令判断の目安となる水位である。水位周知河川においては、法第13条第１項及び第
２項に規定される洪水特別警戒水位に相当する。( 法13①②)  

内 水 氾 濫 危 険 水 位 
法第13条の２第１項及び第２項に規定される雨水出水特別警戒水位のこと。内水により相当の家

屋浸水等の被害を生じる氾濫の起こるおそれがある水位をいう。( 法13の２①②)  

洪 水 特 別 警 戒 水 位 

法第13条第１項及び第２項に定める洪水による災害の発生を特に警戒すべき水位。氾濫危険水位
に相当する。国土交通大臣または知事は、指定した水位周知河川においてこの水位に到達したと
きは、水位到達情報を発表しなければならない。( 法13①②)  
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雨水出水特別警戒水位 

法第13条の２第１項及び第２項に定める内水による災害の発生を特に警戒すべき水位。内水氾濫
危険水位に相当する。知事または市町村長は、指定した水位周知下水道においてこの水位に到達
したときは、水位到達情報を発表しなければならない。( 法13の２①②)  

高 潮 特 別 警 戒 水 位 
法第13条の３に定める高潮による災害の発生を特に警戒すべき水位。知事は、指定した水位周知

海岸においてこの水位に到達したときは、水位到達情報を発表しなければならない。( 法13の３)  

重 要 水 防 箇 所 
堤防の決壊、漏水、川の水があふれる等の危険が予想される箇所であり、洪水等に際して水防上
特に注意を要する箇所をいう。 

内 水 浸 水 想 定 区 域 

内水時の円滑かつ迅速な避難を確保し、または浸水を防止することにより、水災による被害の軽
減を図るため、想定し得る最大規模の降雨により当該下水道において氾濫が発生した場合に浸水

が想定される区域として知事または市町村長が指定した区域をいう。（法14の２に規定される雨
水出水浸水想定区域） 

高 潮 浸 水 想 定 区 域 

高潮時の円滑かつ迅速な避難を確保し、または浸水を防止することにより、水災による被害の軽

減を図るため、想定し得る最大規模の高潮により当該海岸において氾濫が発生した場合に浸水が
想定される区域として知事が指定した区域をいう。（法14の３） 

浸 水 被 害 軽 減 地 区 

洪水浸水想定区域内で輪中堤防その他の帯状の盛土構造物が存する土地（その状況がこれに類す
るものとして国土交通省令で定める土地を含む。）の区域であって浸水の拡大を抑制する効用が
あると認められる区域として水防管理者が指定した区域をいう。（法15の６） 

※「法」とは水防法をいう。 

 

1- 2- 1   
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Ũ  ǡ  

水防に関係する各主体について、水防法等に規定されている責任及び義務は次のとおりで

ある。 

Ŧ ǡ  

管轄区域内の水防を十分に果たすべき責任を有する（法第３条）。具体的には、主に次の

ような事務を行う。 

（１）水防団の設置（法第５条） 

（２）水防団員等の公務災害補償（法第６条の２） 

（３）平時における河川等の巡視（法第９条） 

（４）水位の通報（法第12条第１項） 

（５）水位周知下水道の水位到達情報の通知及び周知（第13条の２第２項） 

（６）内水浸水想定区域の指定、公表及び通知（第14条の２） 

（７）浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難の確保及び浸水の防止のための措置（法第15条） 

（８）避難確保計画または浸水防止計画を作成していない地下街等の所有者または管理者へ

の必要な指示、指示に従わなかった旨の公表（法第15条の２） 

（９）避難確保計画を作成していない要配慮者利用施設の所有者または管理者への必要な指

示、指示に従わなかった旨の公表。要配慮者利用施設の所有者または管理者より報告を受

けた避難確保計画及び避難訓練の結果についての助言・勧告（法第15条の３） 

（10）浸水被害軽減地区の指定・公示及び通知、標識の設置、土地の形状変更の届出を受理し

た際の通知・届出者への助言または勧告（法第15条の６、法第15条の７、法第15条の８） 

（11）予想される水災の危険の周知（法第15条の11） 

（12）水防団及び消防機関の出動準備または出動（法第17条） 

（13）緊急通行により損失を受けた者への損失の補償（法第19条第２項） 

（14）警戒区域の設定（法第21条） 

（15）警察官の援助の要求（法第22条） 

（16）他の水防管理者または市町村長若しくは消防長への応援要請（法第23条） 

（17）堤防決壊等の通報、決壊後の措置（法第25条、法第26条） 

（18）公用負担により損失を受けた者への損失の補償（法第28条第３項） 

（19）避難のための立退きの指示（法第29条） 

（20）水防訓練の実施（法第32条の２） 

（21）水防計画の作成及び要旨の公表（法第33条第１項及び第３項） 

（22）水防協議会の設置（法第34条） 

（23）水防協力団体の指定・公示（法第36条） 
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（24）水防協力団体に対する監督等（法第39条） 

（25）水防協力団体に対する情報の提供または指導若しくは助言（法第40条） 

（26）水防従事者に対する災害補償（法第45条） 

（27）消防事務との調整（法第50条） 

ŧ ǡ  

道内における水防管理団体が行う水防が十分に行われるように確保すべき責任を有する

（法第３条の６）。具体的には、主に次のような事務を行う。 

（１）指定水防管理団体の指定（法第４条） 

（２）水防計画の作成及び要旨の公表（法第７条第１項及び第７項） 

（３）水防管理団体が行う水防への協力（河川法第22条の２） 

（４）水防協議会の設置（法第８条第１項） 

（５）気象予報及び警報、洪水予報の通知（法第10条第３項） 

（６）洪水予報の発表及び通知（法第11条第１項、気象業務法第14条の２第３項） 

（７）量水標管理者からの水位の通報及び公表（法第12条） 

（８）水位周知河川、水位周知下水道及び水位周知海岸の水位到達情報の通知及び周知（法第

13条第２項及び第３項、第13条の２第１項並びに第13条の３） 

（９）洪水予報または水位到達情報の通知の関係市町村長への通知（法第13条の４） 

（10）洪水浸水想定区域、内水浸水想定区域及び高潮浸水想定区域の指定、公表及び通知（法

第14条、第14条の２及び第14条の３） 

（11）都道府県大規模氾濫減災協議会の設置（法第15条の10） 

（12）水防警報の発表及び通知並びに水防警報河川等指定したときの公示（法第16条第１項、

第３項及び第４項） 

（13）水防信号の指定（法第20条） 

（14）避難のための立退きの指示（法第29条） 

（15）緊急時の水防管理者、水防団長または消防機関の長への指示（法第30条） 

（16）水防団員の定員の基準の設定（法第35条） 

（17）水防協力団体に対する情報の提供または指導若しくは助言（法第40条） 

（18）水防管理団体に対する水防に関する勧告または助言（法第48条） 

Ũ È Éǡ  

（１）洪水予報の発表及び通知（法第10条第２項、気象業務法第14条の２第２項） 

（２）量水標管理者からの水位の通報及び公表（法第12条） 

（３）水位周知河川の水位到達情報の通知及び周知（法第13条第１項） 

（４）洪水予報または水位到達情報の通知の関係市町村長への通知（法13条の４） 
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（５）洪水浸水想定区域の指定、公表及び通知（法第14条） 

（６）大規模氾濫減災協議会の設置（法第15条の９） 

（７）水防警報の発表及び通知（法第16条第１項及び第２項） 

（８）水防管理団体が行う水防への協力（河川法第22条の２） 

（９）重要河川における知事に対する指示（法第31条） 

（10）特定緊急水防活動（法第32条） 

（11）水防協力団体に対する情報の提供または指導若しくは助言（法第40条） 

（12）道に対する水防に関する勧告及び助言（法第48条） 

（13）道及び気象庁への洪水予報河川の予測水位情報の提供（法第11条の２） 

ũ ֿפ ǡ  

（１）水防管理団体が行う水防への協力（河川法第22条の２） 

（２）水防管理者に対する浸水被害軽減地区の指定及び市町村長に対する水害リスク情報の

把握に関する情報提供及び助言（法第15条の12） 

Ū È Ǧ Éǡ  

（１）気象、津波、高潮及び洪水の予報及び警報の発表及び通知（法第10条第１項、気象業務

法第14条の２第１項） 

（２）洪水予報の発表及び通知（法第10条第２項、法第11条第１項並びに気象業務法第14条の

２第２項及び第３項） 

ū ǡ  

（１）水防への従事（法第24条） 

（２）水防通信への協力（法第27条） 

Ŭ ǡ  

（１）決壊の通報（法第25条） 

（２）決壊後の処置（法第26条） 

（３）水防訓練の実施（法第32条の２） 

（４）津波避難訓練への参加（法第32条の３） 

（５）業務の実施等（法第36条、第37条、第38条） 
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ũ  ǞƽǄǾ ≥  

津波は、発生地点から当該沿岸までの距離に応じて「遠地津波」と「近地津波」に分類して

考えられる。遠地津波の場合は、原因となる地震発生からある程度時間が経過した後、津波が

襲来する。 

近地津波の場合は、原因となる地震発生から短時間のうちに津波が襲来する。 

したがって、水防活動及び水防団員自身の避難に利用可能な時間は異なる。遠地津波で襲来

まで時間がある場合は、正確な情報収集、水防活動、避難誘導等が可能なことがある。しかし、

近地津波で、かつ安全な避難場所までの所要時間がかかる場合は、水防団員自身の避難以外の

行動が取れないことが多い。 

したがって、あくまでも水防団員自身の避難時間を確保したうえで、避難誘導や水防活動を

実施しなければならない。 

 

Ū  ↨  

洪水、内水、津波または高潮のいずれにおいても、水防団自身の安全確保に留意して水防活

動を実施する。 

避難誘導や水防作業の際も、水防団員自身の安全は確保しなければならない。 

─ ─√╘⌐ ∆═⅝ ─  

１ 水防活動時にはライフジャケットを着用する。 

２ 水防活動時の安否確認を可能にするため、通常のものが不通の場合でも利用可能な通信

機器を携行する。 

３ 水防活動は、ラジオを携行する等、最新の気象情報を入手可能な状態で実施する。 

４ 指揮者は、水防活動が長時間にわたるときは、疲労に起因する事故を防止するため団員を

随時交代させる。 

５ 水防活動は原則として複数人で行う。 

６ 水防活動を行う範囲に応じて監視員を適宜配置する。 

７ 指揮者または監視員は、現場状況の把握に努め、水防団員の安全を確保するため、必要に

応じ、速やかに退避を含む具体的な指示や注意を行う。 

８ 指揮者は水防団員等の安全確保のため、あらかじめ活動可能な時間等を水防団員等へ周

知し、共有しなければならない。 

９ 指揮者は、活動中の不測の事態に備え、退避方法、退避場所、退避を指示する合図等を事

前に徹底する。 

10 津波浸水想定の区域内にある水防団は、気象庁が発表する津波警報等の情報を入手し、活

動可能時間が確保できることを確認するまでは、原則として退避を優先する。 

11 出水期前に、水防団員を対象とした安全確保のための研修を実施する。 
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第２章 水防組織 

 

 

Ŧ   

Ŧ ǡ  

水防組織は、第１編第３章第１節「組織計画」に定めるものをこれに充てることとする。 

消防機関の組織は、第１編第４章第10節「消防計画」に定める事務機構のとおりとし、消

防団が水防団を兼ねる。 

また、町に、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第23条の２の規定に基づく災害対策

本部が設置されたときは、水防に関する事務は災害対策本部において行う。 

ŧ  

法第33条の規定に基づく水防計画の調査審議は、松前町防災会議が行う。 

Ũ Ǟ ǌǾ Ǧ  

水防に関する組織及び所掌事務は、第１編第３章第１節「組織計画」の定めるところに準

ずる。 
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ŧ   

Ŧ  

（１）国土交通大臣は、法第10条第２項または第13条第１項の規定により指定した河川につい

て、想定最大規模降雨により当該河川が氾濫した場合の水災による被害の軽減に資する取

組を総合的かつ一体的に推進する必要な協議を行うための協議会（以下「大規模氾濫減災

協議会」という。）を次に掲げる者をもって組織する。 

ア 国土交通大臣 

イ 北海道知事 

ウ 当該河川の存する市町村の長 

エ 当該河川の存する区域をその区域に含む水防管理団体の水防管理者 

オ 当該河川の河川管理者 

カ 当該河川の存する区域の全部または一部を管轄する札幌管区気象台長、または地方

気象台長 

キ 当該河川の存する市町村に隣接する市町村の長、その他の国土交通大臣が必要と認

める者 

（２）大規模氾濫減災協議会において協議が整った事項については、大規模氾濫減災協議会の

構成員は、その協議の結果を尊重しなければならない。 

（３）大規模氾濫減災協議会の運営に関し必要な事項は、大規模氾濫減災協議会が定める。 

ŧ  

（１）北海道知事は、法第11条第１項または第13条第２項の規定により指定した河川について、

想定最大規模降雨により当該河川が氾濫した場合の水災による被害の軽減に資する取組

を総合的かつ一体的に推進する必要な協議を行うための協議会（以下「北海道大規模氾濫

減災協議会」という。）を次に掲げる者をもって組織する。 

ア 北海道知事 

イ 当該河川の存する市町村の長 

ウ 当該河川の存する区域をその区域に含む水防管理団体の水防管理者 

エ 当該河川の河川管理者 

オ 当該河川の存する区域の全部または一部を管轄する札幌管区気象台長、または地方

気象台長 

カ 当該河川の存する市町村に隣接する市町村の長、その他の北海道知事が必要と認め

る者 

（２）北海道大規模氾濫減災協議会において協議が整った事項については、北海道大規模氾濫

減災協議会の構成員は、その協議の結果を尊重しなければならない。 
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（３）北海道大規模氾濫減災協議会の運営に関し必要な事項は、北海道大規模氾濫減災協議会

が定める。 

Ũ ֿפ  

（１）本協議会は、渡島総合振興局管内の二級河川における堤防の決壊や越水等に伴う氾濫に

備え、国、北海道及び河川に隣接する町等が連携して減災のための目標を共有し、ハード

対策とソフト対策を一体的、計画的に推進することにより、社会全体で常に洪水に備える

「水防災意識社会」を再構築することを目的として、協議会（以下「北海道渡島総合振興

局河川減災対策協議会」という。）を設置し、 2- 2- 1に掲げる者をもって組織する。 

 2- 2- פֿ  1 ╢╗  

          

北海道渡島総合振興局 局 長（会長） 

   〃 副局長（建設管理部担当） 

函館地方気象台 台 長 

函館開発建設部 部 長 

北海道警察函館方面本部 警備課長 

函館中央警察 署 長 

森警察署 署 長 

八雲警察署 署 長 

木古内警察署 署 長 

松前警察署 署 長 

函館市 市 長 

北斗市 町 長 

松前町 町 長 

福島町 町 長 

知内町 町 長 

木古内町 町 長 

七飯町 町 長 

鹿部町 町 長 

森 町 町 長 

八雲町 町 長 

長万部町 町 長 

函館市消防本部 消防長 

南渡島消防事務組合消防本部 消防長 

渡島西部広域事務組合消防本部 消防長 

長万部部消防本部 消防長 

八雲消防本部 消防長 

森町消防本部 消防長 
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（２）北海道渡島総合振興局河川減災対策協議会において協議が整った事項については、北海

道渡島総合振興局河川減災対策協議会の構成員は、その協議の結果を尊重しなければな

らない。 

（３）北海道渡島総合振興局河川減災対策協議会の事務の運営において必要な事項は、会長が

定める。 

Ø 9- 1- פֿ 7 ( )Ù 
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第３章 重要水防箇所 

 

Ŧ ￼  

町等は、重要水防箇所を中心として随時区域内の河川等の巡視を行うとともに、特に出水期

前及び洪水経過後においては、河川管理者と合同で巡視を行い、重要水防箇所等の実態を把握

しておく。 

ŧ ╓ 

当町の区域内の河川等で水防上特に重要な警戒防御区域は、第１編第４章第20節「重要警

戒区域及び整備計画」のとおりとする。 

Ũ  

Ŧ ǡ Ǧ  

町は年次計画を立て、水防資器材の整備を図ることとし、常に一定資材を準備しておく。

このほか、事前に町内の資材業者及び土木業者と協議し、緊急時に調達しうる数量等を確

認して災害に備えておく。 

[ 水防資器材庫]  

ア 松前消防署 

・所在地 松前町字建石216- １ 

・所有者 渡島西部広域事務組合 

イ 防災備蓄倉庫（建石） 

・所在地 松前町字建石216- １ 

・所有者 松前町 

ウ 防災備蓄倉庫（江良） 

・所在地 松前町字江良964（松前消防署江良出張所） 

・所有者 松前町 

ŧ ǡ    

町は、有事に備え土砂採取場を調査し、または土砂を必要な場所に堆積し、水防活動に

必要な土砂を確保する。 
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第４章 予報及び警報 

 

Ŧ Ǟ ƷǼǿǾ Ǧ ǡ  

水防活動に用いられる予報及び警報等の種類及び発表機関等は、 4- 1のとおりである。 

4- 1  Ǟ ƷǼǿǾ Ǧ ǡ Ǧ  

       

気象等予報警報 

 

法第10条第１項 

気象業務法 

第14条の２第１項 

水 防 活 動 用 気 象 注 意

報・気象警報 

水 防 活 動 用 洪 水 注 意

報・洪水警報 

水 防 活 動 用 高 潮 注 意

報・高潮警報 

函館地方気象台 一般の利用に適合す

る注意報、警報及び特

別警報の発表をもっ

て代える。なお、水防

活動の利用に適合す

る特別警報は設けら

れていない。 水 防 活 動 用 津 波 注 意

報・津波警報 

気象庁または大

阪管区気象台 

洪水予報 

 

法第10条第２項 

法第11条第１項 

気象業務法 

第14条の２第２項 

第14条の２第３項 

洪水注意報・洪水警報 北海道開発局 

北海道 

函館地方気象台 

指定河川について、水

位または流量を示し

て行う予報 

水防警報 

 

法第16条 

待機・準備・出動・指示・

解除 

北海道開発局 

北海道 

指定河川地域の水防

管理団体に水防活動

を行う必要があるこ

とを警告して発表 

ŧ ƿ ƹ Ǧ  

Ŧ ƿ ǱǒǢ ǌǾ ≥ Ǧ  

函館地方気象台の長は、気象等の状況により洪水、津波または高潮のおそれがあると認め

られるときは、その状況を北海道開発局長及び知事に通知するとともに、必要に応じ報道機

関の協力を求めて、これを一般に周知させる。 

水防活動の利用に適合する（水防活動用）注意報及び警報は、指定河川洪水予報を除き、

一般の利用に適合する注意報、警報及び特別警報をもって代える。なお、水防活動の利用に

適合する特別警報は設けられていない。 

水防活動の利用に適合する注意報、警報の種類と対応する一般の利用に適合する注意報、

警報、特別警報の種類及びそれらの発表基準は、 4- 2のとおりである。 
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4- 2  ƿ ǱǒǢ ǌǾ ≥ Ǧ  

─

⌐ ∆╢ 

ה  

─ ⌐ ∆╢ 

ה ה  
 

水防活動用 

気象注意報 
大雨注意報 

大雨による災害が発生するおそれがあると予想した

とき 

水防活動用 

気象警報 

大雨警報 
大雨による重大な災害が発生するおそれがあると予

想したとき 

大雨特別警報 
大雨による重大な災害が発生するおそれが著しく大

きいと予想したとき 

水防活動用 

洪水注意報 
洪水注意報 

大雨、長雨、融雪などにより河川が増水し、災害が発

生するおそれがあると予想したとき 

水防活動用 

洪水警報 
洪水警報 

大雨、長雨、融雪などにより河川が増水し、重大な災

害が発生するおそれがあると予想したとき 

水防活動用 

高潮注意報 
高潮注意報 

台風や低気圧等による異常な海面の上昇により災害

が発生するおそれがあると予想したとき 

水防活動用 

高潮警報 

高潮警報 
台風や低気圧等による異常な海面の上昇により重大

な災害が発生するおそれがあると予想したとき 

高潮特別警報 

台風や低気圧等による異常な海面の上昇により重大

な災害が発生するおそれが著しく大きいと予想した

とき 

水防活動用 

津波注意報 
津波注意報 

津波により災害が発生するおそれがあると予想した

とき 

水防活動用 

津波警報 

津波警報 
津波により重大な災害が発生するおそれがあると予

想したとき 

津波特別警報 

津波により重大な災害が発生するおそれが著しく大

きいと予想したとき（なお、「大津波警報」の名称で

発表する） 

※一般の利用に適合する洪水の特別警報は設けられていない。 

ŧ ǡ  

資料編［資料７］１「警報・注意報等発表基準一覧」を参照 

Ũ ▓ ¤ ȅ ǌǾ  

気象庁は、注意報、警報、特別警報を補足する情報として、浸水キキクル（大雨警報（浸水

害）の危険度分布）、洪水キキクル（洪水警報の危険度分布）及び流域雨量指数の予測値を発

表する。これらの概要は第１編第３章第２節第２ ２ 3- 2- 11のとおりである。 

ũ ¤ ≥ ǡ  

第２編地震・津波対策計画を参照 
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Ũ ǡ Ǧ  

Ŧ ǡ  

第１編第３章第２節 3- 2- 4を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北 海 道 開 発 局 渡 島 総 合 振 興 局 

函 館 開 発 建 設 部 

Ｎ Ｈ Ｋ 放 送 局 

自 衛 隊 

北海道警察函館方面本部 

松 前 警 察 署 

一 

般 

住 

民 

避
難
行
動
要
支
援
者
関
連
施
設 

松 
 

前 
 

町 

（
総
務
課
危
機
対
策
係
） 

NTT東日本 ( ※)  

NTT西日本 

函 館 地 方 
気 象 台 

 

渡 島 総 合 振 興 局 

（ 危 機 対 策 室 ） 

消 防 庁 

報 道 機 関 

北 海 道 運 輸 局 

第 一 管 区 海 上 保 安 本 部 

北海道電力（株） 

 
( 二重線) で囲まれている機関は、気象業務法の規定に基づく水防活動用気象等警報の通知先 

は、放送 

 

※ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ西日本には、水防活動用気象等注意報の通知は行わない。 
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ŧ ǡ  

4- 1  ǡ ǡ ǡ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

( 二重線) で囲まれている機関は、気象業務法の規定に基づく法定伝達先 

は、特別警報が発表された際の気象業務法の規定に基づく通知若しくは周知の措置が義務付けられている伝達 

は、放送・無線 

( ※１) NTT東日本・西日本には、津波警報と大津波警報( 特別警報) の発表と解除のみ通報 

( ※２) J- ALERTによる伝達 

( ※３) 特別警報は一般住民に対しスピーカーによる放送、広報車巡回、携帯メールサービス、消防団による伝達等の周知

の措置をとる。 

( ※４) 緊急速報メールは大津波警報・津波警報が発表されたときに、気象台から携帯電話業者を通じて関係するエリアに

配信される。 

( ※５) 北海道運輸局、陸上自衛隊北部方面総監部( 情報部資料課) 等 

気
象
庁
ま
た
は
大
阪
管
区
気
象
台 

北海道 
( 危機対策課)  

NTT東日本
NTT西日本 

NHK放送局 

警察庁 

消防庁 

携帯電話事業者 

北海道 
警察本部 

函館方面
本部 

沿
岸
住
民
・
官
公
署 

松前警察署 

函
館
地
方
気
象
台 

札
幌
管
区
気
象
台 

警察庁 

報道機関 

防災関係機関( ※５)  

防災関係機関( ※５)  

渡島総合振興局 

開発建設部 

船 舶 

建設管理 

部出張所 

事務所及 

び事業所 

通行車両 

駐在所 

松 
前 

町 

その他の機関 

消防本部・消
防署・消防団 

消防分団長
( 地区別情報連

絡責任者)  

( ※１)  

( ※４)  

( ※３)  

( ※２)  
(札幌方面)  



第３編 水防計画                                  第４章 予報及び警報 

 

386 

ũ ∞ פֿ ǞƽǄǾ ∞  

Ŧ Ǧ  

知事は、国土交通大臣が指定した河川について水位到達情報の通知を受けたとき、または

知事が指定した河川について、水位が氾濫危険水位（法第13条第１項及び第２項に規定され

る洪水特別警戒水位）に達したときは、その旨を当該河川の水位または流量を示して水防管

理者及び量水標管理者に通知するとともに、必要に応じて報道機関の協力を求めて、一般に

周知させる。 

また、知事が指定した河川について通知をした知事は、避難情報発令の判断に資するため、

関係市町村長にその通知に係る事項を通知する。 

氾濫注意水位（警戒水位）、避難判断水位への到達情報（氾濫注意水位を下回った場合の情

報（氾濫注意情報の解除）を含む。）、氾濫発生情報の発表は、可能な範囲で行うこととする。 

発表する情報の種類、基本的な発表基準は、 4- 3のとおりである。 

4- 3  ǌǾ ǡ   ǝ  

   

氾濫注意情報 基準地点の水位が氾濫注意水位（警戒水位）に到達したとき 

氾濫警戒情報 基準地点の水位が避難判断水位に到達したとき 

氾濫危険情報 基準地点の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に到達したとき 

氾濫発生情報 氾濫が発生したとき 

 

ŧ ƿ ƹ ∞ ǡ  

（１）水位周知河川 

知事が水位到達情報の通知を行う指定河川は、「指定河川、基準水位観測所、水防警報

区、水位周知区間及び洪水予報区間（知事指定）」のとおりである。 

避難判断水位到達情報通知の実施責任者は、渡島総合振興局長とする。 

（２）水位到達情報の伝達経路及び手法 

水防法に基づく水位到達情報の伝達経路及び手段は、 4- 2のとおりである。また、道

では、北海道防災情報システムにより河川の水位情報をメール配信しているが、所管す

る観測所の水位が観測機器の誤作動等により異常値を配信した場合は、水位等通報系統

図に定める関係機関に通知する。 
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4- 2  ƿ ƹ ∞ ǡ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ū  

Ŧ ↨ ǡ  

水防警報は、洪水、津波または高潮によって災害が発生するおそれがあるとき、水防を行

う必要がある旨を警告するものであるが、津波の発生時における水防活動その他危険を伴う

水防活動にあたっては、従事する者の安全の確保が図られるように配慮されたものでなけれ

ばならない。 

そのため、水防警報の発表については、水防活動に従事する者の安全確保に配慮して通知

し、津波到達時間が短すぎて、水防活動を行うことが難しいことが想定される場合は、水防

警報を発表しない。 

ŧ ¤ ǡֿפ Ǟ ǌǾ  

（１）種類及び発表基準 

知事は、国土交通大臣が指定した河川について、水防警報の通知を受けたとき、または

知事が指定した河川について水防警報をしたときは、関係水防管理者その他水防に関係の

ある機関に通知する。 

水防警報の種類、内容及び発表基準は、 4- 4のとおりである。 

  

北 海 道 

（維持管理防災課） 

渡 島 総 合 振 興 局 

（ 建 設 管 理 部 ） 

建 設 管 理 部 

出 張 所 

北 海 道 

（ 危 機 対 策 課 ） 

渡 島 総 合 振 興 局 

（ 危 機 対 策 室 ） 

水 防 管 理 者 

( 松 前 町 )  

開 発 建 設 部 

函 館 地 方 気 象 台 

北 海 道 警 察 

自 衛 隊 

水 防 上 の 関 係 機 関 

消 

防 

団 

・ 

消 

防 

機 

関 
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4- 4  ǡ   Ǧ  

      

待機 不意の出水あるいは水位の再上昇が懸念され

る場合に状況に応じて直ちに水防機関が出動

できるように待機する必要がある旨を警告す

るもの。水防機関の出動期間が長引くような

場合に、出動人員を減らしてもさしつかえな

いが、水防活動をやめることはできない旨を

警告するもの。 

気象予報、警報等及び河川

状況により、特に必要と認

めるとき。 

準備 水防に関する情報連絡、水防資器材の整備、

水門機能等の点検、通信及び輸送の確保等に

努めるとともに、水防機関に出動の準備をさ

せる必要がある旨を警告するもの。 

雨量、水位、流量その他の河

川状況により必要と認める

とき。 

出動 水防機関が出動する必要がある旨を警告する

もの。 

河川 氾濫 注 意情 報等 に よ

り、または水位、流量その他

の河川状況により、氾濫注

意水位に達しなお上昇のお

それがあるとき。 

指示 水位、滞水時間その他水防活動上必要な状況

を明示するとともに越水（堤防から水があふ

れる）、漏水、堤防斜面の崩れ、亀裂、その他

河川状況により警戒を必要とする事項を指摘

して警告するもの。 

河川 氾濫 警 戒情 報等 に よ

り、または既に氾濫注意水

位を超え災害のおこるおそ

れがあるとき。 

解除 水防活動を必要とする出水状況が解消した旨

及び当該基準水位観測所名による一連の水防

警報を解除する旨を通告するもの。 

氾濫注意水位以下に下降し

たとき、または氾濫注意水位

以上であっても水防作業を

必要とする河川状況が解消

したと認めるとき。 

※地震による堤防の漏水、沈下等の場合は、上記に準じて水防警報を発表する。 

 

（２）道が行う水防警報 

ア 水防警報指定河川 

知事が水防警報を行うために指定した河川は、「指定河川、基準水位観測所、水防警

報区、水位周知区間及び洪水予報区間（知事指定）」のとおりである。 

イ 水防警報の伝達経路及び手段 

水防警報の伝達経路及び手段は、 4- 3のとおりである。 
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4- 3  ƿ ƹ ǡ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ũ ǡ Ǟ ǌǾ  

（１）種類、内容及び発表基準 

4- 5  ǡ Ǟ ǌǾ   Ǧ  

      

待機・準備 波浪の発達により越波が懸念される場合に、

状況に応じて直ちに水防機関が出動できるよ

うに待機及び出動の準備がある旨を警告する

もの。水防に関する情報連絡、水防資器材の

整備、水門機能等の点検、通信及び輸送の確

保等に努める。 

気象・波浪状況等により待

機及び準備の必要を認める

とき。 

出動 水防機関が出動する必要がある旨を警告する

もの。 

＜活動内容＞ 

・海岸巡視、避難誘導、土のう積み 

・排水ポンプ作業等 

気象・波浪状況・CCTV等によ

り越波が起こるおそれがあ

るとき。 

距離確保準備 激しい越波・高潮が発生する危険が迫ってい

ることを警告するとともに、身の安全が確保

できるよう海岸からの距離を確保しつつ水防

活動を行うことの準備を指示するもの。 

気象・波浪状況・CCTV等によ

り越波の発生が迫ってきた

とき。 

距離確保 激しい越波の発生を警告するとともに、身の

安全を十分に確保できるよう海岸からの距離

を確保しながら、水防活動を行う旨を指示す

るもの。 

気象・波浪状況・CCTV等によ

り越波発生が確認あるいは

判断されるとき。 

距離確保解除 激しい越波のおそれがなくなった旨の通知及

び水防活動が必要な箇所及び状況を示し、そ

の対応策を指示するもの。 

気象・波浪状況・CCTV等によ

り越波の発生あるいはおそ

れがなくなり、距離確保の必

要がなくなったとき。 

解除 水防活動を必要とする出水状況が解消した旨

及び当該基準水位観測所名による一連の水防

警報を解除する旨を通告するもの。 

氾濫注意水位以下に下降し

たとき、または氾濫注意水位

以上であっても水防作業を

必要とする河川状況が解消

したと認めるとき。 

  

北 海 道 

（維持管理防災課） 

渡 島 総 合 振 興 局 

（ 建 設 管 理 部 ） 

建 設 管 理 部 

出 張 所 

北 海 道 

（ 危 機 対 策 課 ） 

渡 島 総 合 振 興 局 

（ 危 機 対 策 室 ） 

水 防 管 理 者 

( 松 前 町 )  

開 発 建 設 部 

北 海 道 開 発 局 

函 館 地 方 気 象 台 

北 海 道 警 察 

自 衛 隊 

水 防 上 の 関 係 機 関 

消 

防 

団 

・ 

消 

防 

機 

関 
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（２）国土交通大臣が行う水防警報 

ア 水防警報指定海岸 

国土交通大臣が水防警報を行うために指定した海岸は、北海道水防計画「水防警報指

定河川及び指定海岸（国土交通大臣指定）」のとおりである。 

イ 水防警報の伝達経路及び手段 

水防警報の伝達経路及び手段は、 4- 4のとおりである。 

4- 4  ƿ ƹ ǡ Ǧ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ũ Ǟ ǌǾ ǡ Ǧ  

知事は、国土交通大臣が指定した海岸・河川について、水防警報の通知を受けたとき、ま

たは知事が指定した海岸・河川について水防警報をしたときは、関係水防管理者その他水防

に関係のある機関に通知する。 

水防警報の種類、内容及び発表基準は、 4- 6のとおりである。ただし、次のア～ウのよう

に、「活動可能時間」がとれる場合にのみ発表する。 

ア 日本近海における地震発生で、震源域の情報から「津波到達時刻」が推定でき、十分

でなくとも「活動可能時間」がとれる場合 

イ 日本近海における地震発生により、津波到来が予想されるが地理的状況等から津波

到達までが推定でき、「活動可能時間」が確保できる場合 

ウ 遠地津波のように、津波到来が予想されるが地理的状況等から当該地までの津波の

到達予想時刻まで相当な時間があり、「活動可能時間」が十分に確保できる場合 

4- 6  Ǟ ǌǾ ǡ   Ǧ  

      

出動 水防機関が出動する必要

がある旨を警告するもの。 

津波警報等が発表され水防活動が必要と認め

られる場合で、かつ安全に作業が行える( 時間

的な猶予がある) 状態のとき 

解除 水防活動の必要が解消し

た旨を通告するもの 

津波警報等が解除されたとき、または水防活動

の必要があると認められなくなったとき 

北 海 道 

（維持管理防災課） 

渡 島 総 合 振 興 局 

（ 建 設 管 理 部 ） 

北 海 道 

（ 危 機 対 策 課 ） 

渡 島 総 合 振 興 局 

（ 危 機 対 策 室 ） 

水 防 管 理 者 

( 松 前 町 )  

開 発 建 設 部 

北 海 道 開 発 局 

函 館 地 方 気 象 台 

北 海 道 警 察 

自 衛 隊 

水 防 上 の 関 係 機 関 

消 

防 

団 

・ 

消 

防 

機 

関 
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第５章 水位観測、通報及び公表 

 

 

Ŧ  ∞ ǡ   Ǧ  

Ŧ ∞ Ǧ ∞ ￼  

（１）水位観測所及び危機管理型水位計設置箇所は、 5- 1- 1のとおりである。 

5- 1- 1  ∞ ǡ∞  

    

及部川水位雨量局 及部川 松前町字朝日412 

北海道 

（函館建設管理部） 

大松前川危機管理型水位計 大松前川 松前町字神明 

茂草川危機管理型水位計 茂草川 松前町字茂草 

大鴨津川危機管理型水位計 大鴨津川 松前町字大津 

 

（２）氾濫基準水位等は、 5- 1- 2のとおりである。 

5- 1- 2  ∞ 

  
β1  

β4  

β2  

β5  

β3  

β6  

及部川 ― 3.5ｍ ― 4.3ｍ 

大松前川 ― - 1.94ｍ - 0.6ｍ ※7 EL=9.09ｍ 

茂草川 ― - 1.0ｍ - 0.6ｍ EL=5.86ｍ 

大鴨津川 ― - 2.2ｍ - 0.6ｍ EL=5.35ｍ 

Ø ǡ≥ Ù 

(1) 水位観測所（川床からの水位で表示） 

※1 氾濫注意水位：河川の観覧発生を注意する水位 

※2 避難判断水位：避難情報発表の目安となる水位 

※3 氾濫危険水位：河川が氾濫する恐れがある水位 

(2) 危機管理型水位計（基準水位の数字は、堤防天端から水面までの距離、ﾏｲﾅｽ数値で表示） 

※4 観測開始水位：短い間隔で観測を開始する位置 

※5 危険水位：河川が氾濫する恐れがある水位 

※6 氾濫開始水位：氾濫が発生する水位( 基準水位:0 ｍで氾濫)  

※7 EL：標高(  )  
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ŧ  

函館開発建設部及び函館地方気象台は，水防管理者または知事から潮位等の観測結果の照

会を受けたときは通報する。松前町の潮位観測所は次のとおりである。 

（１）松前港検潮所 …………… 松前町弁天34 

Ũ ∞ǡ  

道及び北海道開発局は、所管する観測所の水位が水防団待機水位（通報水位）を超えると

きは、その水位を国土交通省「川の防災情報」、「市町村向け川の防災情報」ホームページに

掲載することにより関係機関に通報する。 

ũ ∞ǡ  

道及び北海道開発局は、管理する観測所の水位のデータを国土交通省「川の防災情報」及

び市町村向け「川の防災情報」ホームページに掲載することにより常時公表する。 

情報システムによる河川水位の観測情報は、最短10分ごとに速報値として更新されている。 

水位観測所の水位が氾濫注意水位（警戒水位）を超えるときの公表は、前記ホームページ

に「河川名・水位観測所名・所在地・水位状況等」を掲載することにより行う。 

・国土交通省「川の防災情報」 

https://www.river.go.jp/  

・国土交通省 市町村向け「川の防災情報」 

https://city.river.go.jp/  （注：ID・パスワードにより利用） 

Ū ǡ  

道及び北海道開発局は、所管する観測所の水位が、回線途絶等の事由により上記ホームペ

ージに観測値を掲載できないときは、速やかに障害等の原因を究明し早期の復旧に努めると

ともに、同ホームページのお知らせ画面へ欠測となることを掲載し、水位等通報系統図に定

める関係機関に通報する。 

障害等により水位の通報・公表ができない観測所を代替する観測所がある場合、また通報・

公表の代替手段を確保した場合は併せて関係機関等に周知する。 

障害等の復旧若しくは通報・公表の代替手段を確保するまでの間、次の各号のいずれかに

該当する時、通報は電話または防災行政無線により行い、これにより難いときはファクシミ

リまたは電子メールにより行う。 

（１）水防団待機水位（通報水位）に達したとき。 

（２）氾濫注意水位（警戒水位）に達したとき。 

（３）氾濫注意水位（警戒水位）を超え、再び氾濫注意水位（警戒水位）となるまでの毎正時。 

（４）氾濫注意水位（警戒水位）以下になったとき。 
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（５）水防団待機水位（通報水位）以下になったとき。 

（６）上記の各号以外に急激な水位の変動があったとき。 

ū ∞  

道及び北海道開発局の水位等通報系統図は、 5- 1- 1のとおりである。 

 

5- 1- 1  Ǧ ǡ ∞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

渡島総合振興局 

( 危機対策室)  

渡島総合振興局 

( 建設管理部)  

道雨量水位 

観 測 所 

出張所 北  海  道 

札幌管区気象台 

北海道開発局 

函館地方気象台 

函館開発建設部 

函館支社 
函館保線所 

函館新幹線工務所 

国雨量・水位観測所 

国 検 潮 所 

事務所等 

港湾事務所 

観測機関 

水
防
管
理
者(

松
前
町
長)

 

必要に応じ通報 

通常の経路 

障害時 

( 注)  



第３編 水防計画 

第５章 水位観測、通報及び公表                        第２節 雨量の観測及び通報 

 

395 

ŧ  ▓ ǡ Ǧ  

Ŧ ▓  

町内の主要な雨量観測所は、次のとおりである。 

（１）原口雨量局 ……………… 松前町字原口185- ２ 

（２）及部川水位雨量局 ……… 松前町字朝日412 

ŧ ▓ ǡ  

道は所管する観測所の雨量を国土交通省「川の防災情報」及び「市町村向け川の防災情報」

ホームページに掲載することにより関係機関に通報する。 

Ũ ǡ▓ ǡ  

道は、所管する観測所の雨量が次の各号のいずれかに該当し、回線途絶等の事由により上

記ホームページに観測値を掲載できないときは、その雨量の状況を水位等通報系統図に定め

る関係機関に通報する。 

通報は電話または防災行政無線により行い、これによりがたいときはファクシミリまたは

電子メールにより行う。 

（１）降雨開始から24時間以内に60mm以上の降雨があったとき。 

（２）１時間雨量が25mm（融雪期10mm）に達したとき。 
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第６章 気象予報の情報収集 

 

 

Ŧ  ǡ  

Ŧ Ǧ  ▓ ¤ ∞ ǡ  

水防管理者または水防に関係のある機関は、常に気象の状況に注意し、必要と認めるとき

は、洪水予報、水防警報等の有無に関わらずインターネット、テレビ、ラジオ等により気象

情報の収集に努める。 

水防管理者または水防に関係ある機関は、水防活動の利用に適合する予報及び警報、洪水

予報、水防警報等が発表され、または洪水及び高潮のおそれがあると認められる場合は、イ

ンターネットにより公開されている気象庁ホームページや国土交通省「市町村向け川の防災

情報」、一般向けの国土交通省「川の防災情報」、テレビ、ラジオなどを活用し、気象、雨量、

水位等必要な情報の収集に努める。 

Ŧ ¤ ≥  

6- 1- 1  ¤ ≥ ╗  

  ⱱכⱶⱭכ☺▪♪꜠☻  

気象庁 

・気象警報・注意報 

http://www.jma.go.jp/jp/warn  

気象警報・注意報 

・アメダス 

http://www.jma.go.jp/jp/amedas/  

アメダス 

・レーダー・ナウキャスト 

http://www.jma.go.jp/jp/radnowc/  

雨雲の動き 

降水・雷・竜巻 

・高解像度降水ナウキャスト 

https://www.jma.go.jp/jp/suigaimesh/f

lood.html  

洪水キキクル 

洪水情報の危険度分

布 

・大雨警報( 浸水害) の危険度分布 

https://www.jma.go.jp/jp/suigaimesh/i

nund.html  

浸水キキクル 

大雨警報( 浸水害) の

危険度分布 

函館地方気象台 http://www.jma - net.go.jp/hakodate - c/  気象情報、解析雨量等 

防災情報提供システム※ 
http://city.river.go.jp/  

( 携帯電話用有)  

気象情報、解析雨量等 

※ 貸与されたI D・パスワードにより利用 
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ŧ ▓ פֿ¤ ∞  

6- 1- 2  ▓ פֿ¤ ∞ ╗  

  ⱱכⱶⱭכ☺▪♪꜠☻  

国土交通省 

「川の防災情報」 

「川の水位情報」 

https://city.river.go.jp/  

https://i.river.go.jp/ （携帯電話用)  

k.river.go.jp  

雨量・水位情報、レー

ダー観測情報、水防警

報等 

危機管理型水位計メ

ーター 

北海道防災情報 

（防災対策支援システム） 
https://www.bousai - hokkaido.jp  

気象情報、避難情報、

道路情報、河川情報、

メール配信サービス 

国土交通省 

「海の防災情報」 
https://www.mlit.go.jp/kowan/nowphas/  潮位・波高 

国土交通省北海道開発局

「北海道海象情報」 
http://gyoko.hkd.mlit.go.jp  潮位 

Ũ ∞¤  

6- 1- 3  ∞¤ ╗  

  ⱱכⱶⱭכ☺▪♪꜠☻  

国土交通省 

【PC版】 

http://www.mlit.go.jp/kowan/nowphas/  

【スマートフォン・携帯版】 

http://nowphas.mlit.go.jp  

・海の防災情報( 全国港

湾海洋波浪情報網)  

国土交通省防災情報

提供センター 

http://www.jma.go.jp/jp/choi/bousai/ch

oui_map.html 
・潮位情報リンク 

気象庁 

http://www.jma.go.jp/jp/ choi/  

http://www. data.jma.go.jp/gmd/kaiyou/s

hindan/index_wave.html  

・潮位観測情報 

・海洋の健康診断表 

・波浪に関するデータ 

ŧ ∞ǡ  

水防管理者は、高潮の発生するおそれがあると認められるときは、風向、風速及び潮位を

観測する。 

観測事項の主なものは次のとおりとする。 

（１）風向、風速（平均）の概要 

（２）潮位と堤防の上端の高さとの差 

（３）波高（潮位の高さの平均から波頭までの高さ）及び堤防の上端までの余裕高 

Ũ  

町内の主要な気象観測所は、次のとおりである。 

松前地域気象観測所 ………… 松前町字建石52- ２ 
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ŧ  ǡ  

気象情報の種類は、次のとおりである。 

Ŧ ≥ È ǡּס É 

５日先までの警報級の現象の可能性が［高］・［中］の２段階で発表される。当日から翌日

にかけては時間帯を区切って、天気予報の対象地域と同じ発表単位で、２日先から５日先に

かけては日単位で、週間天気予報の対象地域と同じ発表単位で発表される。大雨と高潮に関

して、[ 高] または[ 中] が予想されている場合は、災害への心構えを高める必要があることを

示す警戒レベル１である。 

ŧ    

気象の予報等について、特別警報・警報・注意報に先立って注意を喚起する場合や、特別

警報・警報・注意報が発表された後の経過や予想、防災上の注意を解説する場合等に発表さ

れる情報。 

大雨による災害発生の危険度が急激に高まっている中で、線状の降水帯により非常に激し

い雨が同じ場所で降り続いているときには、「線状降水帯」というキーワードを使って解説

する「顕著な大雨に関する〇〇地方気象情報」という表題の気象情報が府県気象情報、地方

気象情報として発表される。 

Ũ Ǟ ǌǾ  

北海道地方への台風の影響が予想される場合に、住民に対して、台風の状況の周知と防災

対策の必要性を喚起することを目的として発表する情報。 

ũ ▓  

大雨警報発表中に数年に一度程度しか発生しないような猛烈な雨（１時間降水量）が観測

（地上の雨量計による観測）または解析（気象レーダーと地上の雨量計を組み合わせた分析）

され、かつ、キキクル（危険度分布）の「危険」（紫）が出現している場合に、気象庁から発

表される。 

この情報が発表されたときは、土砂災害や低地の浸水、中小河川の増水・氾濫といった災

害発生につながるような猛烈な雨が降っている状況であり、実際に災害発生の危険度が高ま

っている場所については、キキクル（危険度分布）で確認する必要がある。 
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Ū ≥  

積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風に対して注意を呼びかけ

る情報で、雷注意報が発表されている状況下において竜巻等の激しい突風の発生しやすい気

象状況になっているときに発表される情報。なお、実際に危険度が高まっている場所につい

ては竜巻発生確度ナウキャストで確認することができる。 

また、竜巻の目撃情報が得られた場合には、目撃情報があった地域を示し、その周辺で更

なる竜巻等の激しい突風が発生するおそれが非常に高まっている旨を発表される。この情報

の有効期間は、発表から概ね１時間である。 
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第７章 水門等の操作 

 

Ŧ  

Ŧ ֿפ ǡ È É 

水門等の管理者は、常に当該施設が十分その機能を発揮できるよう努めるとともに、特

に、水防活動時においては、適正な操作を行い、水害の軽減、防止に努める。 

水門等の管理者は、気象警報・注意報等及び洪水予報・水防警報が発表されたとき、また

は雨量、水位、流量等の気象状況を考慮し、洪水時または洪水のおそれがあると認めたとき

は、各施設の操作規則等に基づき、的確な操作を行う。 

ŧ ֿפ ¤ ǡ ¤ È ¤ É 

河口部・海岸部の水門・閘門の管理者は、常に当該施設が十分その機能を発揮できるよう

努めるとともに、特に、水防活動時においては、適正な操作を行い、水害の軽減、防止に努

める。 

河口部・海岸部の水門・閘門の管理者は、大津波警報、津波警報が発表された場合には安

全確保のため直接操作をさせないなど、操作員の安全確認を最優先にした上で、各施設の操

作規則等に基づき、的確な操作を行う。 

ŧ ǡ  

水門等の管理者は、各施設の操作規則等に基づき、放流等の情報を直ちに河川管理者、所

管建設事務所、下流地域等の水防管理団体、鉄道関係機関等に迅速に連絡する。 
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第８章 通信連絡 

 

Ŧ ǡ  

Ŧ ǡ  טּ

町及び道は、水災時においても通信連絡が迅速かつ確実に行われるよう通信連絡施設等の

整備強化に努める。 

ŧ ǡ  

道の通信連絡は、基幹通信網である北海道総合行政情報ネットワーク（地上系防災行政無

線及び衛星系通信システム）及び公衆電気通信設備により行う。 

Ũ ǡ  

水防管理団体は、迅速な通信連絡を図るとともに電話不通時に備えて対策を講じておく。 

ũ  

水防管理団体及び水防に関係のある機関は、水防警報及び警報連絡等の重要性にかんがみ、

連絡責任者を定め、その氏名をあらかじめ関係のある水防管理団体及び関係機関に通知して

おく。 

ŧ ǡ ⅛Ʒ 

災害時により電話が混み合った場合には、発信規制や接続規制といった通信規制（大規模

災害時には約90％以上の制限が行われることがある。）が行われるため、通常の電話は被災

地からの発信や被災地への接続が困難となる。これを回避するため、水防上緊急を要する場

合、水防関係機関は、法第27条第２項及び電気通信事業法( 昭和59年法律第86号) 第８条第１

項に基づき災害時優先通信を利用することができる。 

利用にあたっては、電気通信事業者（各電話会社等）へ事前の申し込みが必要となるため、

必要な電話回線をあらかじめ登録しておくとともに、どの電話機が災害時優先通信を利用で

きるのかをわかるようにしておく。 

Ũ ǐǡ ǡ ǡ  

法第27条第２項の規定により、北海道開発局長、知事、水防管理者、水防団長、消防機関の

長またはこれらの命を受けた者は、その他一般加入電話による通信不能または特に緊急を要

する場合は、次に掲げる機関の専用電話、無線等の通信施設を使用することができる。 

（１）北海道総合行政情報ネットワーク 

（２）北海道警察本部通信施設 
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（３）北海道旅客鉄道株式会社通信施設 

（４）北海道電力株式会社・北海道ネットワーク株式会社通信施設 

（５）北海道開発局通信施設 

（６）第一管区海上保安本部通信施設 

（７）自衛隊通信施設 

ũ  

水防に関し関係機関と相互に行う通信連絡は、 8- 1による。 

8- 1   

 
 

( )  
 

  

    

渡島総合振興局 

函館建設管理部 

管理課長 函館市 ＮＴＴ 

( 0138) 

47- 9640 

北海道総合

行政情報ネ

ットワーク 

6250- 4240 

 ( 0138) 

47- 9218 

渡島総合振興局 

函館建設管理部 

江差出張所 

所長 江差町 ＮＴＴ 

( 0139) 

52- 6533 

  ( 0139) 

52- 2930 

檜山振興局 危機管理対

策室主幹 

江差町 ＮＴＴ 

( 0139) 

52- 6470 

北海道総合

行政情報ネ

ットワーク 

6310- 2191 

 ( 0139) 

52- 5781 

渡島総合振興局 

函館建設管理部 

江差出張所 

上ノ国ダム管理所 

所長 上ノ国町 ＮＴＴ 

( 0139) 

55- 3494 

  ( 0139) 

55- 3495 

函館地方気象台 水害対策 

気象官 

函館市 ＮＴＴ 

( 0138) 

46- 2211 

  ( 0138) 

46- 3117 

江差警察署 警備係長 江差町 ＮＴＴ 

( 0139) 

52- 0110 

  ( 0139) 

52- 0110 
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第９章 水防施設及び輸送 

 

Ŧ Ǧ  

Ŧ ǡ  

町の水防倉庫及び水防資器材指定水防管理団体は、重要水防箇所に必要に応じて水防倉庫

または代用備蓄場（防災備蓄倉庫）を整備し、重要水防箇所ごとに想定される水防工法に応

じた資器材の種類・数量を備えておく。 

ŧ ǡ  

非指定水防管理団体においても、指定水防管理団体に準じて必要な準備をしておく。 

Ũ ǡ  

水防管理者は、水防資器材の確保のため、その区域内において水防用資器材を保有する資

材業者等の保有状況等を調査把握し、緊急時の補給に備えるとともに、備蓄資器材の使用ま

たは損傷により不足を生じた場合は直ちに補充しておく。 

ũ ǱǒǢ ǡ  

水防管理者は、備蓄資器材では不足するような緊急事態に際して、道の備蓄資器材または

国の応急復旧用資器材を渡島総合振興局長または開発建設部長の承認を受けて使用すること

ができる。 

なお、渡島総合振興局長または開発建設部長は、予備鍵の貸与等をあらかじめ水防管理者

と協議して、緊急時に迅速な対応ができるよう努める。 

Ū ǡ  

町の備蓄状況は、 9- 1のとおりである。 

9- 1   

在庫状況（令和６年４月１日現在） 

  

 ─℮  ☻◖♇ⱪ ꜡כⱪ  
 

ⱳfiⱪ 

 

 

 

 

 

ⱳfiⱪ 

数量 2, 669 12 3 102 １ 14  2 
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ŧ ǡ  

Ŧ ǡ  

渡島総合振興局長または開発建設部長は、非常の際、水防資器材、作業員その他の輸送を

確保するため、管内水防管理団体との輸送経路及び水防管理団体相互間の輸送計画をあらゆ

る事態を考慮して樹立しておく。 

また、警察機関、市町村その他の協力を得て、輸送路線の確保に努める。 

ŧ ǡ  

水防管理者は、管内の重要水防区域においてあらゆる状況を推定し、経路等についてあら

かじめ調査し、万全の措置を講じておく。 

Ũ  

水防の規模、状況等により、他の機関の輸送力を必要とする場合は、松前町地域防災計画

第１編第５章第14節「輸送計画」に定めるところにより必要な措置を講ずる。 
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第10章 水防活動 

 

Ŧ  

Ŧ ǡ  

町は、次による非常配備体制により、水防活動を行う。なお、災害対策本部が設置された

ときは、第１編第３章第１節「組織計画」による非常配備体制により処理する。 

町は、気象等の状況、水防警報その他諸種の状況を判断して非常配備につく時期及び解除

について自主的に決定する。 

（１）非常配備による基準 

第１編第３章第１節「組織計画」に定める非常配備に関する基準のとおりとする。 

（２）非常配備を指令したときの措置 

町は、非常配備を指令したときは、水防に関係のある機関に通知するとともに、渡島総

合振興局長に報告する。 

ŧ Ǧ ǡ  

水防管理者は、水防警報が発せられたとき、水位が氾濫注意水位（警戒水位）に達したと

き、その他水防上必要があると認められるときは、消防団及び消防機関を出動させ、または

出動の準備をさせる。 

その基準は概ね 10- 1のとおりである。 

10- 1  Ǧ ǡ ǡ  

   

待機 水防に関係のある気象の予報、注意報及

び警報が発表されたとき 

消防団及び消防機関の連絡員を本部に詰

めさせ、その後の情勢を把握することに

努め、直ちに次の段階に入り得るような

状態におく 

準備 １ 河川の水位が氾濫注意水位（警戒水

位）に達してなお上昇のおそれがあり、

かつ出動の必要が予測されるとき 

２ 気象状況等により高潮及び津波の危

険が予想されるとき 

３ 上記のほか、水防管理者が水防上必

要と認めるとき 

消防団及び消防機関の長は、所定の詰所

に集合し、資器材及び器具の整備点検、

作業員の配備計画にあたり、ダム、水閘

門、樋門及びため池等の水防上重要な工

作物のある箇所への団員の派遣、堤防巡

視等のため、一部を出動させる 

出動 １ 河川の水位がなお上昇し、出動の必

要を認めるとき 

２ 潮位が満潮位に達し、なお上昇のお

それがあるとき 

３ 緊急にその必要があるとして知事か

らの指示があったとき 

４ 上記のほか、水防管理者が水防上必

消防団及び消防機関の全員が所定の詰所

に集合し警戒配備につく 
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要と認めるとき 

解除 水防管理者が解除の指令をしたとき 

ŧ Ǧ  

Ŧ   

水防管理者、消防団長または消防機関の長（以下この章において「水防管理者等」という。）

は、随時区域内の河川、海岸、堤防・津波防護施設等を巡視し、水防上危険であると認められ

る箇所があるときは、直ちに当該河川、海岸、堤防・津波防護施設等の管理者（以下「河川等

の管理者」という。）に連絡して必要な措置を求める。 

上記に係る連絡を受けた河川等の管理者は、必要な措置を行うとともに、措置状況を水防

管理者に報告する。 

河川等の管理者が自ら行う巡視等において水防上危険であると認められる箇所を発見した

場合は、必要な措置を行うとともに、措置状況を水防管理者に報告する。水防管理者等が、

出水期前や洪水経過後、高潮や津波終息後などに、重要水防箇所または洪水箇所、その他必

要と認める箇所の巡視を行う場合には、本編第12章に定める河川管理者の協力のほか、必要

に応じて、河川、海岸等の管理者に立会または共同で行うことを求めることができる。この

際、消防団員等が立会または共同で行うことが望ましい。 

ŧ  

（１）洪 水 

水防管理者等は、非常配備を指令したときは、河川等の監視及び警戒をさらに厳重にし、

重要水防箇所（第３章参照）を中心として巡視する。 

また、次の状態に注意し、異常を発見したときは直ちに水防作業を実施するとともに、

渡島総合振興局長及び河川等の管理者に連絡し、渡島総合振興局長は知事に報告する。た

だし、堤防、ダムその他の施設が決壊したとき、または越水・溢水若しくは異常な漏水を

発見したときは本節第７に定める決壊等の通報及びその後の措置を講じなければならな

い。 

（ア）堤防から水があふれるおそれのある箇所の水位の上昇 

（イ）堤防の上端の亀裂または沈下 

（ウ）川側堤防斜面で水当りの強い場所の亀裂または欠け崩れ 

（エ）居住地側堤防斜面の漏水または飽水による亀裂及び欠け崩れ 

（オ）排・取水門の両軸または底部よりの漏水と扉の締まり具合 

（カ）橋梁その他の構造物と堤防との取り付け部分の異状 
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（２）高 潮 

水防管理者等は、道から非常配備体制が指令されたときは、高潮襲来までの時間的余裕

を十分考慮して海岸等の監視及び警戒をさらに厳重にし、特に既往の被害箇所その他重要

な箇所を中心として巡視する。また、次の状態に注意し、異常を発見したときは自身の安

全及び避難を優先して水防作業を実施するとともに、渡島総合振興局長または海岸等の管

理者に連絡し、渡島総合振興局長は知事に報告する。 

（ア）堤防から水があふれるおそれのある箇所の潮位の上昇 

（イ）堤防の上端の亀裂または沈下 

（ウ）海側又川側堤防斜面で水当りの強い場所の亀裂または欠け崩れ 

（エ）居住地側堤防斜面の漏水または飽水による亀裂及び欠け崩れ 

（オ）排水門・取水門・閘門の両軸または底部よりの漏水と扉の締まり具合 

（カ）橋梁その他の構造物と堤防との取り付け部分の異状 

Ũ  

水防作業を必要とする異常事態が発生したときは、被害を未然に防止し、または被害の拡

大を防ぐため、堤防の構造、流速、護岸、浸水域及び近接地域の状態等を考慮して最も適切

な工法を選択し実施する。 

その際、消防団員は自身の安全を確保できる場所までの避難完了に要する時間、津波到達

時刻等を考慮して、消防団員が自身の安全を確保できないと判断したときには、自身の避難

を優先する。 

水防管理者は、平時から水防実施関係者に水防工法等を習熟させ、災害時においても最も

適切な作業が即時に実施できるよう努めなければならない。 

ũ  

Ŧ  

水防のため緊急の必要がある場所に赴くときは、消防団長、消防団員及び消防機関に属す

る者並びに水防管理者から委任を受けた者は一般交通の用に供しない通路または公共の用に

供しない空地及び水面を通行することができる。 

ŧ  

水防管理団体は、緊急通行の権限を行使することにより損失を受けた者に対し、時価によ

りその損失を補償する。 
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Ū ╓ǡ  

水防上緊急の必要がある場所においては、消防団長、消防団員または消防機関に属する者

は、警戒区域を設定し、水防関係者以外の者に対して、その区域への立入りを禁止し、若し

くは制限し、またはその区域からの退去を命ずることができる。 

また、消防団長、消防団員または消防機関に属する者がいないとき、またはこれらの者の

要求があったときは、警察官は、消防団長、消防団員または消防機関に属する者の職権を行

うことができる。 

ū ǡǒǴǡ ǀ 

災害による避難のための立退きの指示等は、次に定めるもののほか第１編第５章第４節「避

難対策計画」の定めるところによる。 

（１）洪水、内水、津波または高潮により著しい危険が切迫していると認められるときは、知

事、その命を受けた道の職員または水防管理者は、必要と認める区域の居住者、滞在者そ

の他の者に対し、避難のため立ち退くべきことを指示することができる。 

水防管理者が指示をする場合においては、当該区域を管轄する警察署長にその旨を通

知する。 

（２）水防管理者は、避難のための立退きを指示した場合は、その状況を渡島総合振興局長に

速やかに報告する。 

（３）水防管理者は、あらかじめ危険が予想される区域について、避難計画を作成し、避難場

所、避難経路その他必要な事項を定め、一般に周知しておく。 

Ŭ ¤Ɫ ǡ  

Ŧ ¤ ǡ  

水防に際し、堤防、ダムその他の施設が決壊したとき、または越水・溢水若しくは異常な

漏水が発生したときは、水防管理者、消防団長、消防機関の長または水防協力団体の代表者

は、直ちに一般住民、関係機関及び隣接町に通報する。 

通報を受けた河川管理者は水防上危険であるかどうか確認を行い、危険が認められる場合

には市町村の長に避難情報の発令に資する事象として情報提供する。 

河川管理者は、自らが管理する堤防の漏水に関する危険情報が関係者に直ちに通報される

よう、出水期前に、洪水時における堤防等の監視、警戒及び連絡の体制・方法を関係者と確

認しておく。 
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ŧ ǡ ¤Ɫ  

堤防等の決壊・越水通報系統図は、 10- 1のとおりである。 

10- 1  ǡ ¤Ɫ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 消防機関の長、消防団長は水防管理者が現場に所在せず、緊急に通報する必要があると判断

した時は上記通報図に準じ、通報を行う。 

Ũ ¤Ɫ ǡ  

堤防その他の施設が決壊したとき、または越水・溢水若しくは異常な漏水が発生したとき

においても、水防管理者、消防団長、消防機関の長及び水防協力団体の代表者は、できる限

り氾濫による被害が拡大しないよう努める。 

ŭ ǡ  

Ŧ ǡ ǡ  

水防管理者は、水位が氾濫注意水位以下に減じ、かつ危険がなくなったとき、または高潮

のおそれがなくなったときなど、自らの区域内の水防活動の必要がなくなったと認めたとき

は、水防の非常配備体制を解除し、これを一般に周知するとともに関係機関に通知する。 

なお、配備を解除したときは、渡島総合振興局長を通じ知事に報告する。 

ŧ Ǧ ǡ ǡ  

消防団の非常配備の解除は、水位が下降して水防活動の必要がなくなり、水防管理者が配

備解除の指令をしたときとする。それまでは、消防団員は自らの判断等により勝手に部署を

離れてはならない。 

解除後は、人員、資器材及び作業箇所を点検し、その概要を直ちに報告する。また、使用し

た資器材は、手入れして所定の位置に設備する。

水防管理者 

( 松前町長)  

消防機関・ 

消防団 

渡島総合振興局 

( 危機対策室)  

渡島総合振興局 

報 道 機 関 

自 衛 隊 

一 般 住 民 

隣 接 町 

北 海 道 

( 危機対策課)  

北 海 道 

( 維持管理防災課)  

北海道開発局 

( 地方整備課)  

北海道開発局 

( 河川管理課)  

北海道警察本部 松前警察署 函館方面本部 

函館開発建設部( 治水課等)  

( 河川事務所等経由)  

建設管理部( 維持管理課)  

( 出張所等経由)  

河
川
管
理
者 
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第11章 水防信号、水防標識 

 

Ŧ  

知事の定める水防信号は、次のとおりとする。 

第１信号 氾濫注意水位（警戒水位）に達したことを知らせるもの 

第２信号 水防団員及び消防機関に属する者の全員が出動すべきことを知らせるもの 

第３信号 当該水防管理団体の区域内に居住する者が出動すべきことを知らせるもの 

第４信号 必要と認める区域内の居住者に避難のため立ち退くべきことを知らせるもの 

※地震による堤防の漏水、沈下等の場合及び津波の場合は、上記に準じて取り扱う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ 信号は適宜の時間継続すること｡ 

２ 必要があれば警鐘信号及びサイレン信号を併用することを妨げないこと。 

３ 危険が去ったときは、口頭伝達により周知させる。 

ŧ  

（１）知事の定める水防のために出動する車両の標識は次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）水防管理者から委任を受けた者が着用する水防活動者腕章及び建設機械に掲示する横

断幕は、当該水防管理者が定める。 
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Ũ ǝ Ǟ ǔ Ǿ ǡ ╢ ǡ  

Ŧ ǡ ╢ǡ  

水防計画を作成するため必要な土地に立ち入る場合に携帯する町の職員、消防団または消

防機関に属する者の身分証票は次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ŧ ǡ ╢ ǡ  

消防団長、消防団員または消防機関に属する者が、水防計画を作成するため必要な土地に

立ち入る場合に携帯する身分証票は、町の職員の身分証票に準じ当該水防管理者が定める。 

 

第 号 

水防立入調査員証 

所属 

職名 

氏名 

 

上記の者は、水防法( 昭和24年法律第193号) 第

49条第１項の規定により必要な土地に立ち入る

ことができる職員であることを証明します。 

 

   年  月  日 

松前町長  印 

縦９センチメートル 
横６センチメートル 

水防法（抜粋） 

第49条 都道府県知事又は水防管理者は、水

防計画を作成するために必要があると認め

るときは、関係者に対して資料の提出を命

じ、又は当該職員、水防団長、水防団員若し

くは消防機関に属する者をして必要な土地

に立ち入らせることができる。 

 

２ 都道府県の職員、水防団長、水防団員又は

消防機関に属する者は、前項の規定により

必要な土地に立ち入る場合においては、そ

の身分を示す証票を携帯し、関係人の請求

があったときは、これを提示しなければな

らない。 

( 表)  ( 裏)  
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第12章 協力及び応援 

 

Ŧ ֿפ ǡ Ǧⱱ  

河川管理者（北海道開発局長または知事）は、自らの業務等に照らし可能な範囲で、水防

管理団体が行う水防のための活動への協力及び水防管理者等が行う浸水被害軽減地区の指定

に係る援助を行う。 

Ŧ ֿפ ǡ  

ア 水防管理団体に対して、河川に関する情報（管理河川の水位、河川管理施設の操作状

況に関する情報、ＣＣＴＶの映像、ヘリ巡視の画像）の提供 

イ 水防管理団体に対して、氾濫（決壊または溢流）想定地点ごとの氾濫水到達市町村の

事前提示、及び水防管理者等から異常な漏水等についての通報を受けた場合には通報

すべき関係者（関係機関・団体）の提示 

ウ 堤防またはダムが決壊したときまたは越水・溢水若しくは異常な漏水が発生したとき

（氾濫発生情報を発表する場合を除く。）、河川管理者による関係者及び一般への周知 

エ 重要水防箇所の合同点検の実施 

オ 水防管理団体が行う水防訓練及び水防技術講習会への参加 

カ 水防管理団体及び水防協力団体の備蓄資器材が不足するような緊急事態に際して、

河川管理者の応急復旧資器材または備蓄資器材の提供 

キ 水防管理団体及び水防協力団体の人材で不足するような緊急事態に際して、水防に

関する情報または資料を収集し、及び提供するための職員の派遣（リエゾンの派遣） 

ŧ ֿפ ǡⱱ  

ア 水防管理者に対して、過去の浸水情報や周辺の地形情報等にかんがみ浸水被害の軽

減に有用な盛土構造物等の情報を提供 

イ 水防管理者に対して、指定しようとする浸水被害軽減地区の有用性について、過去の

浸水情報や河道の特性等にかんがみた助言 

ウ 町長に対して、過去の浸水情報の提供や、町長が把握した浸水実績等を水害リスク情

報として周知することの妥当性について助言 

エ 水防管理団体が行う浸水被害軽減地区の指定に必要な援助を行う際に、河川協力団

体に必要な協力を要請 
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Ũ ǡꞌⱱ Ǧ  

水防のため緊急の必要があるときは、水防管理者は、他の水防管理者または市町村長若し

くは消防長に対して応援を求めることができる。 

応援を求められた水防管理者または市町村長若しくは消防長は、自らの水防に支障がない

限りその求めに応じる。 

応援のため派遣された者は、水防について応援を求めた水防管理者の所轄の下に行動する。 

水防管理者は応援が円滑、迅速に行われるよう、あらかじめ隣接の水防管理者等と情報共

有体制等について相互に協定しておく。 

ũ ǡⱱ ǡ  

水防管理者は、水防のため必要があると認めるときは、警察署長に対して、警察官の出動

を求めることができる。 

その方法等については、あらかじめ当該水防管理団体の区域を管轄する警察署長と協議し

ておく。 

Ū ♥ ǡ ǡ ǡ  

水防管理者は、災害に際し、自らの能力で処理することが困難な事態が予想されるときは、

第１編第５章第６節「自衛隊派遣要請及び派遣活動計画」に定めるところにより、知事（渡

島総合振興局長）に自衛隊の災害派遣の要請を要求することができる。 

派遣要請の要求にあたっては次の事項を明らかにする。 

ア 災害の状況及び派遣要請を要求する事由 

イ 派遣を希望する期間 

ウ 派遣を希望する区域及び活動内容 

エ 派遣部隊が展開できる場所 

オ 派遣部隊との連絡方法、その他参考となるべき事項 

なお、知事に自衛隊の災害派遣の要請を要求することができない場合には、水防管理者が

直接、自衛隊等に派遣を要請する旨の通知等を行うことになるため、事前に通知先となる自

衛隊の関係部局と調整を行う。 
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第13章 費用負担と公用負担 

 

Ŧ  

Ŧ  

水防管理団体の水防に要する費用は、当該水防管理団体が負担する。 

ただし、他の水防管理団体の応援のために要した費用は、当該応援を求めた水防管理団体

が負担し、負担する費用の額及び負担の方法は、応援を求めた水防管理団体と応援を求めら

れた水防管理団体が協議して定める。 

ŧ ♬ȅ ǄǾ ǡ  

水防管理団体の水防によって、当該水防管理団体の区域以外の市町村が著しく利益を受け

るときは、当該水防に要する費用の一部は、当該水防により著しく利益を受ける市町村が負

担する。 

負担する費用の額及び負担の方法は、当該水防を行う水防管理団体と当該水防により著し

く利益を受ける市町村とが協議して定める。 

当該協議が成立しないときは、水防管理団体は知事にあっせんを申請することができる。 

ŧ  

Ŧ  

水防のため緊急の必要があるときは、水防管理者、消防団長または消防機関の長は水防の

現場において次の権限を行使することができる。また、水防管理者から委任を受けた者はア

からエ（イにおける収用を除く。）の権限を行使することができる。 

ア 必要な土地の一時使用 

イ 土石、竹木その他の資材の使用若しくは収用 

ウ 車両その他の運搬用機器の使用 

エ 排水用機器の使用 

オ 工作物その他の障害物の処分 

ŧ ≠  

公用負担を命ずる権限を行使する者は、水防管理者、消防団長または消防機関の長にあって

は、その身分を示す証明書を、水防管理者から委任を受けた者は、水防管理者より交付される

公用負担権限委任証を携行し、必要がある場合は、これを提示しなければならない。 
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È ŦÉ 

第  号 

公用負担権限委任証 

住 所 

職 名 

氏 名 

上記の者に      区域における水防法第28条第１項の権限行使について委任したこ

とを証明します。 

 

年  月  日 

委任者  氏 名       印 

縦９センチメートル 横６センチメートル 

Ũ  

公用負担を命ずる権限を行使する者は、別記様式２に定める公用負担命令票を２通作成し、

その１通を目的物の所有者、管理者またはこれに準ずる者に交付する。 

È ŧÉ 

第  号 

公用負担命令票 

住 所 

氏 名 

水防法第28条第１項の規定により、次のとおり公用負担を命じます｡ 

１．目的物  

(1) 所在地  

(2) 名 称  

(3) 種 類（又は内容） 

(4) 数 量  

２．負担内容  

（使用・収用・処分等について詳記すること）  

 

年  月  日 

命令者  職  氏 名       印 

（日本産業規格Ａ４判） 

ũ  

水防管理団体は、公用負担の権限を行使することにより損失を受けた者に対し、時価によ

りその損失を補償する。 
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第14章 水防報告 

 

Ŧ  

水防作業員が出動したときは、水防管理者は、次の記録を作成し、保管する。 

（１）天候の状況並びに警戒中の水位観測表 

（２）水防活動をした河川名・海岸名及びその箇所 

（３）警戒出動及び解散命令の時刻 

（４）消防団員及び消防機関に属する者の出動時刻及び人員 

（５）水防作業の状況 

（６）堤防、その他の施設の異常の有無及びこれに対する処置とその効果 

（７）使用資材の種類及び数量並びに消耗量及び員数 

（８）法第28条の規定による公用負担下命の器具、資材の種類、数量及び使用場所 

（９）応援の状況 

（10）居住者出勤の状況 

（11）警察関係の援助の状況 

（12）現場指導の官公署氏名 

（13）立退きの状況及びそれを指示した理由 

（14）水防関係者の死傷 

（15）殊勲者及びその功績 

（16）殊勲水防団とその功績 

（17）今後の水防について考慮を要する点、その他水防管理団体の所見 

ŧ  

水防管理者は、水防活動が終結したときは、その状況を速やかに渡島総合振興局長に報告

するとともに、渡島総合振興局は当該水防管理者からの報告について国（開発建設部）に報

告する。 
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水防活動実績報告書 
 

年  月  日 

作成者 

出 水 の 

状  況 

 

水  防 

実施箇所 

 

日  時  

出  動 

人  員 

水防団員 消防団員 その他 合 計 

人 人 人 人 

水防作業 

の 概 況 

及び工法 

 

箇  所                   ｍ 

 

 

工  法 

水 防 の 

結  果 

 

効果 

被害 

堤防 

ｍ 

ｍ 

田 

㎡ 

㎡ 

畑 

㎡ 

㎡ 

家 

戸 

戸 

鉄道 

ｍ 

ｍ 

道路 

ｍ 

ｍ 

人口 

人 

人 

その他 

 

 

使 用 

資機材 

か ま す、俵  居 住 者 の 

出 動 状 況 
 

万 年、土 俵  

な    わ  水 防 関 係 

者 の 死 傷 
 

丸    太  

そ  の  他  
雨 量 水 位 

の 状  況 
 

  

 

水防活動に関する 

自 己 評 価 

 

 

備  考 

（注）水防を行った箇所ごとに作成すること。 
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第15章 水防訓練 

 

指定水防管理団体は、毎年１回以上なるべく出水期前に、消防団、消防機関及び水防協力団体

その他の水防訓練を実施し、水防技術の向上を図る。 

非指定の水防管理団体においても、指定水防管理団体に準じて水防訓練を実施するよう努め

る。 

また、水防管理団体が主催する水防研修や開発建設部が主催する水防技術講習会へ消防団員

を参加させる等、積極的に水防知識を身につけさせることとする。 

津波災害警戒区域に係わる消防団、消防機関及び水防協力団体は、津波防災地域づくりに関す

る法律（平成23年法律第123号）に規定された津波避難訓練に参加しなければならない。 
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第16章 避難の確保及び浸水防止のための措置 

 

Ŧ     ꞌ 

Ŧ ╓ǡ  

北海道開発局長及び知事は、河川が氾濫した場合に浸水が想定される区域を洪水浸水想定

区域として指定し、指定の区域及び浸水した場合に想定される水深を公表するとともに、町

長に通知する。 

ŧ ╓ǡ  

知事または町長は、氾濫した場合に浸水が想定される区域を内水浸水想定区域（法第14条

の２に規定される雨水出水浸水想定区域）として指定し、指定の区域及び浸水した場合に想

定される水深を公表するとともに、町長に通知する。 

Ũ ╓ǡ  

知事は、氾濫した場合に浸水が想定される区域を法第14条の３に規定される高潮浸水想定

区域として指定し、指定の区域及び浸水した場合に想定される水深を公表するとともに、町

長に通知する。 

ũ ╓ǞƽǄǾⱦ ƾǗ ǝ ǡ Ǧ ǡǒǴǡ  

松前町防災会議は、浸水想定区域の指定があったときは、松前町地域防災計画において、

当該浸水想定区域ごとに、次に掲げる事項について定める。 

ア 洪水予報、水位到達情報、その他人的災害を生ずるおそれがある洪水、内水または

高潮に関する情報の伝達方法 

イ 避難施設その他の避難場所及び避難路その他避難経路に関する事項 

ウ 災害対策基本法第48条第１項の防災訓練として町長が行う、洪水、内水または高潮

に係る避難訓練の実施に関する事項 

エ 浸水想定区域内に次に掲げる施設がある場合にあっては、これらの施設の名称及び

所在地 

（ア）要配慮者利用施設（社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配

慮を要する者が利用する施設）でその利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難を確

保する必要があると認められるもの 

（イ）大規模な工場その他の施設（アに掲げるものを除く。）であって国土交通省令で

定める基準を参酌して市町村の条例で定める用途及び規模に該当するもの（大規模



第３編 水防計画                                             第16章 避難の確保及び浸水防止のための措置 

 

425 

工場等）でその洪水時等の浸水の防止を図る必要があると認められるもの（所有者

または管理者からの申出があった施設に限る。） 

オ その他洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項 

Ū       ȸȟºȲɇȬɀ ǡ  

洪水・内水・高潮浸水想定区域をその区域に含む町長は、松前町地域防災計画において定

められた上記４ア～オに掲げる事項を住民、滞在者その他の者に周知させるため、これらの

事項（土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第

57号）第７条第１項の土砂災害警戒区域をその区域に含む市町村にあっては、同法第８条第

３項に規定する事項、津波防災地域づくりに関する法律第53条第１項の津波災害警戒区域を

その区域に含む市町村にあっては、同法第55条に規定する事項を含む。）を記載した印刷物

（ハザードマップ等）の配布、インターネットを利用した提供その他の必要な措置を講じる

こととする。 

ū ǈǿǾ ǡ ǡ  

町長は、洪水予報河川及び水位周知河川等以外の河川のうち、洪水時の円滑かつ迅速な避

難を確保することが特に必要と認める河川について、過去の降雨により当該河川が氾濫した

際に浸水した地点、その水深その他の状況を水害リスク情報として把握するよう努めるとと

もに、これを把握したときは、浸水実績等を地図上に示した図面の公表、浸水実績等を付加

した洪水ハザードマップの公表、町中の看板・電柱等への掲示等により住民等に周知するこ

ととする。図面等を公表する場合は、住民への各戸配布やインターネット上での公表等によ

り行うこととする。 

Ŭ ǡ ǡ ǡ ǡǒǴǡ Ǟ ǌǾ ǡ  

法第15条第１項の規定により松前町地域防災計画に名称及び所在地を定められた要配慮者

利用施設の所有者または管理者は、国土交通省令で定めるところにより、当該要配慮者利用

施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な訓練その他の措置

に関する計画を作成し、これを町長に報告するとともに、当該要配慮者利用施設の利用者の

洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保のための訓練を行い、この結果を町長に報告する。 

さらに、自衛水防組織を置くよう努める。 

町は、松前町地域防災計画において、要配慮者利用施設の所有者または管理者及び自衛水

防組織の構成員への洪水予報等の伝達方法を定める。 

法第15条の３により、町長は、要配慮者利用施設の所有者または管理者が避難確保及び浸

水防止計画を作成していない場合において、当該要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円

滑かつ迅速な避難の確保を図るため必要があると認めるときは、当該要配慮者利用施設の所

有者または管理者に対し、必要な指示をすることができる。さらに、正当な理由がなく、そ

の指示に従わなかったときは、その旨を公表することができる。また、要配慮者利用施設の
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所有者または管理者より報告を受けた避難確保計画及び避難訓練の結果について、助言また

は勧告をすることができる。 

ŭ  

浸水被害軽減地区は、水防管理者が浸水の拡大を抑制する効用があると認められるものを

指定した地区である。 

ŧ ꞌ 

Ŧ ╓ ǡ  

松前町防災会議は、津波災害警戒区域の指定があったときは、松前町地域防災計画におい

て、当該津波災害警戒区域ごとに、次に掲げる事項について定める。 

ア 人的災害を生ずるおそれがある津波に関する情報の収集及び伝達並びに予報または

警報の発令及び伝達に関する事項 

イ 避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項 

ウ 町が行う津波に係る避難訓練の実施に関する事項 

エ 津波災害警戒区域内に、社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配

慮を要する者が利用する施設であって、当該施設の利用者の津波の発生時における

円滑かつ迅速な避難を確保する必要があると認められるものがある場合にあっては、

これらの施設の名称及び所在地 

オ その他、津波災害警戒区域における津波による人的被害を防止するために必要な警

戒避難体制に関する事項 

ŧ ȸȟºȲɇȬɀǡ ¤  

町長は、松前町地域防災計画に基づき、津波災害警戒区域及び当該区域における基準水位

を表示した図面に人的災害を生ずるおそれがある津波に関する情報の伝達方法、避難施設そ

の他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項その他津波災害警戒区域における

円滑な警戒避難を確保する上で必要な事項を住民、勤務する者、観光旅客その他の者に周知

させるため、これらの事項を記載したものを、印刷物の配布その他の適切な方法により、各

世帯に提供するとともに、図面に表示した事項及び記載した事項に係る情報を、インターネ

ットの利用その他の適切な方法により、住民等がその提供を受けることができる状態に置く

こととする。なお、高潮についても必要な措置を講じることとする。 
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Ũ Ǟ Ǿ  

津波防災地域づくりに関する法律第54条第１項の規定により松前町地域防災計画に名称及

び所在地を定められた社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮を要す

る者が利用する施設のうち、その利用者の津波の発生時における円滑かつ迅速な避難を確保

するための体制を計画的に整備する必要があるもの（以下「避難促進施設」という。）の所有

者または管理者は、単独でまたは共同して、避難訓練その他当該避難促進施設の利用者の津

波の発生時における円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な措置に関する避難確保計

画を作成し、これを町長に報告するとともに、公表する。 

津波の発生時における避難確保計画には、次の事項を記載する。 

ア 津波の発生時における避難促進施設の防災体制に関する事項 

イ 津波の発生時における避難促進施設の利用者の避難の誘導に関する事項 

ウ 津波の発生時を想定した避難促進施設における避難訓練及び防災教育の実施に関す

る事項 

エ その他、避難促進施設利用者の津波発生時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため

に必要な措置に関する事項 
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第17章 水防協力団体 

 

Ŧ ǡ     ǡ  

水防管理団体は、次項に規定する業務を適正かつ確実に行うことができると認められる法人

その他これに準ずるものとして国土交通省令で定める団体を、その申請により、水防協力団体

として指定することができる。また、水防管理団体は水防協力団体が適正かつ確実な実施を確

保するため水防計画に位置付けるとともに、その業務について報告させることができる。 

なお、国、道及び水防管理団体は水防協力団体に対し、その業務の実施に関し必要な情報

提供、指導若しくは助言をする。 

ŧ ǡ  

水防協力団体は、次に掲げる業務を行う。 

（１）水防上必要な監視、警戒その他の水防活動の協力 

（２）水防に必要な器具、資材または設備の保管、提供 

（３）水防に関する情報または資料の収集、提供 

（４）水防に関する調査研究 

（５）水防に関する知識の普及、啓発 

（６）前各号に附帯する業務 

Ũ Ǜ Ǜǡ  

水防協力団体は、水防団との密接な連携の下に前項の業務を行わなければならない。また、

水防協力団体は、毎年水防団及び消防機関が行う水防訓練に参加する。 

津波災害警戒区域に係わる水防協力団体は、津波防災地域づくりに関する法律に規定され

た津波避難訓練に参加する（法第32条の３）。 
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第18章 水防計画及びその作成要領 

 

Ŧ ǡ  

指定水防管理団体の水防管理者は、北海道水防計画に応じた水防計画を定め、毎年出水期

前までに、水防協議会または松前町防災会議に諮り、知事に遅滞なく届け出る。 

ŧ ǡ  

指定水防管理団体の水防管理者は、水防計画を定め、または変更したときは、その要旨を

公表するよう努める。 

Ũ ǡ  

指定水防管理団体は、水防計画その他水防に関し重要な事項を調査審議させるために、水

防協議会を置くことができる。ただし、水防事務組合及び水害予防組合については、これら

に水防協議会を置く。 

指定水防管理団体の水防協議会に関し必要な事項は、法第34条に定めるもののほか、町ま

たは水防事務組合にあっては条例で、水害予防組合にあっては組合の議決で定める。 

ũ ǡ  

水防管理団体の水防計画は、水防の目的を完全に達成するため、組織の整備、資器材、通

信施設の充実及び通信連絡方法の合理的な運用を図るとともに、特に現地に即したあらゆる

事態を想定して、具体的に定めるものであり、水防計画作成の手引き（水防管理団体版）を

参考にして作成する。 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

修正履歴 

昭和３９年１０月 １日 松前町地域防災計画策定 

昭和４９年１２月 ２日 松前町地域防災計画修正 

昭和５５年１２月１８日 松前町地域防災計画修正 

昭和５９年 ６月 ４日 松前町地域防災計画修正 

平成１０年 ２月２６日 松前町地域防災計画修正 

平成１１年 ３月２４日 松前町地域防災計画修正 

平成１２年 ３月２４日 松前町地域防災計画修正 

平成１３年 ３月２８日 松前町地域防災計画修正 

平成１４年 ３月２７日 松前町地域防災計画修正 

平成１５年 ３月３１日 松前町地域防災計画修正 

平成２３年 ２月２３日 松前町地域防災計画修正 

平成２６年 ５月 １日 松前町地域防災計画修正 

平成２８年 ６月２０日 松前町地域防災計画修正 

令和 ７年 ９月３０日 松前町地域防災計画修正 
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